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l音 設問項目 平館2 在l音と4 在唐汁 の調香内容の恋専占
闇1 閻ク1





闇1 闇 6 公設武の再編啓備計画
闇4 公設謡の研究機能の強化 新妻日．
闇『 工．ニ
理科系の高等教育研究機関 前回は公立を対象、今回は私立を追加 （なお、私立 に
ついではl旦からの肋成題1




ている財団等の研究開発 （支 前回は2 つの設問 （研究機関及び研究開発支援機関）




















































































今回調査での質問 質問項目 ・内容 前回調査での質問 前回調査と比較し
恵与 丞一里・ 了‾の瘡百占
手i 機関名、所在地等 手i 変更点なし
F 2 設立年月 F 2 変更点なし
F 3 再編成実施又は予
宅生F藷
間 1 4 予定を追加
－ 所属分野 F 3 今回削除
F 4 主要研究分野 － 新規
間 1 職貞構成 間 1 研究貞の内訳追加
！淵隅イ寸皇　　廿日盲1
－ 技能職貞割合変化 間2 今回削除
間2 年齢構成 間3 変更点なし
間3 研究員平均年齢 間4 変更点なし
間4 研究貞学歴構成 間5 前回は推移、今回
は肖＿生庶
間5 博士号取得者数 間6 変更点なし
間6 3 0 歳研究貞給与 問7 変更点なし
間7 外部委託件数経費 － 新規
間8 研究設備 間 1 5 5 0 0 万円未満削
間9 業務成果 間 1 6 腎配 普移、今回
間 1 0 研究成果 （論文等 － 新鹿
間 1 1 依頼検査所要時間 間1 7 前回は推移、今回
は出生密
－ 組織体制 間1 1 今回削除
－ 機関内定期異動 間1 2 今回削除
間 1 2 研究運営 間1 3 前回は推移、今回
は肖＿生宙
間 1 3 他機関との人事 間8 変更点なし
間 1 4t 研究者教育育成 － 新規
間 1 5 研究能力向上取組 間2 7 選択肢追加
問 1 6 研究費配算 － 新規
－ 研究予算計上方法 間2 8 今回削除
間 1 7 研究費受入 － 新規
間 1 8 共同研究件数 間 1 8 変更点なし
間 1 9 共同研究予算総額 間2 1 負担経費設問変更
問 2 0 共同研究相手 間 1 9 相手の県名追加
間2 1 共同研究課題選定 間2 3 変更点なし
間2 2 共同研究仲介者 間2 4 変更点なし
－ 共同研究期間 間2 0 今回削除
－ 共同研究課題 間2 2 今回削除
－ 共同研究評価 間 2 5 今回削除
－ 共同研究成果取扱 間 2 6 今回削除
間2 3 外国人研究者数 間 9 変更点なし
















































今回調査での質問 質問項目 ・内容 前回調査での質問 前回調査 と比較 し
三塁　≡ 丞暑 て‾の療育 占
P i 曹嬰墓誌所在地、 手i 変更点な‾し
F 2 疲立年月 F 2 変更点なし
F 3 碧璧普実施又は予 間 1 4 予定を追加
F 4 塞本財産、資本金 F 3 変更なし
F 5 研究費資金源 － 新規
F 6 主要研究分野 － 新規
間 1 職員構成 間 1 研究貞の内訳追加
去甲限付 き、出向
問2 年齢構成 間2 変吏点なし
間3 研究員平均年齢 間3 変更点なし
問4 研究員学歴構成 間4 変更点なし
問5 博士号取得者数 間5 変更点なし
問 6 3 0 歳研究員給与問 6 変更点なし
間 7 研究実施形態 － 新規
間 8 外部委託件数経費 － 新規
問 9 建物設備所有形態 － 新規
間 1 0 研究設備 間 1 2 5 0 0 万円未満削
除
間 1 1 業務成果 間 1 3 変更点なし
間 1 2 雪空学童－ － 新規
－ 組織体制 間 1 0 今回削除
閏 1 3 研究運営 間 1 1 変更点なし
問 1 4 他機関との人事 － 変更点なし
－ 設立時採用元 間 7 今回削除
間 1 5 研究者教育育成 － 新規
間 1 6 研究能力向上取組 間2 4 選択肢追加
問 1 7 研究費配算 － 新規
－ 研究予算計上方法 間2 5 今回削除
聞 1 8 共同研究件数 間1 5 変更点なし
聞 1 q 共同研究予算総額 間1 8 負担経費設問変更
問2 0 共同研究相手 間 1 6 相手の県名追加
問2 1 共同研究課題選定 間2 0 変更点なし
間 2 2 共同研究仲介者 間2 1 変更点なし
－ 共同研究期間 間 1 7 今回削除
－ 共同研究課題 問 1 9 今回削除
－ 共同研究評価 間2 2 今回削除
－ 共同研究成果取扱 間2 3 今回削除
聞 2 3 外国人研究者数 間8 変更点なし




























































北海道 企 画振興 部調整課主査 （科学）
岩手県 企 画調整 部企画調整課科学技 術振興室 （平成5年4月1日新 設）
埼玉県 企 画財 政部 企画総務課科学技術 ・基地対策担 当
神 奈川県 企画 部科学技術 政策室
山梨県 企画県民局企 画課科学技術 担当
兵庫 県 企画部企画参事 （科学技術 ・情報通信 担当）
広 島県 商工労働部工業技術課科 学技術 担当
山口県 商工労働部工業振 興課技術振 興班



































、首 、自 北 、 ’首
審 会 名 北 海 道 科 学 技 術 審 議 会
＼ 昭 ロ2 7　 9 1 日
設 置 根 拠 条 例 等 北 海 道 科 学 技 術 審 議 会 条 例
コミ 1邑　 子 Iじl
膳 ≡　　　　　 産 品　　 3 0




都 道 府県 名 岩 手 県
審議 会 名 岩 手 県科 学技 術振 興 推進 会議
上と ’　 フ［　 4
設 置根 拠 条例 等 設 置 要綱
コミ
昌　　　　 昌l＝耳　　　 、 丁 ‖ブ シ第 二ぞ構 成 二日顧 問．に苗 澤 某 了巳天 学 学 長 等…’‖…．
任 務
本 県 にお け る科学 技術 振 興策 を総合 的 か つ長期 的 な視 点 に立 って企 画 推進 す
る ための 審議
担 当 部署 科 学技 術振 興 零
都 道 府 県 名 茨 城 県
‖………嘗
コミ い l　　 ア カ デ ミー
三ル立 、 成 5　　 中
設 置 根 拠 条 例 等
フミ 芦、
寸薄成 検 討 中
巨、
担 当 部 署 商 工 労 働 部 （工 業 振 興 課 ）
都 道府 県名 神 奈 川 県
相 葉 プ汀県粁 学顎 術 苓議
コミ
設止 昭 口63　 6
設 置 根 拠 条例 等 神 奈 川 県科 学技 術 会議設 置 要綱
＝ミ
構 成 委 員 17 人 （下部 組 織 あ り）
任 務
…．… ．革 当部署 日日‘‖…
‘．：‥粁 学 技術 に．関ず 苫芸 幕間 芥 っ搭 菅 野巻．政策 だ 関．デ 苫’ご どこ日日……：‘．貰 汚 行 ．う．董
要 な研 究 開発 に関 す る こ と。 ・県試 験研 究 機 関の 活性 化 に 関す るこ と。
・その他 科 学技術 の振興 に必 要 な重 要事 項 に関 す る こ と。








富 山県の 目ざすべ き科学技術の振興の方向及びその施策のあ り方等に関 し審
議 し、必要に応 じて知事 に提言を行 う。
担当部署 企画調整室
都 道 府 県名 山梨県
了ミ l チ　　　 エミ
至塾立 成 2 9 月





山梨 県 にお け る科学技 術 の振 興 を図 り、県 民生 活 の向 上 と地域 の活性 化 に資
す る こ とを 目的 とす る。次 に掲 げ る事 項 につ いて 審議 し、 必要 に応 じて知事
に提 言 す る。 ・本 県 の め ざすべ き科 学技 術振 興 の基本 的方 向及 び施 策 の在
り方 に関す る事 項
・県 立 ≡試 験研 究 機 関の在 り方 に関す る事項

























コミ ム　 県 ・子　　　 輿石
設立 、′、4 5
設置根拠条例等 広島県科学技術振興会 設置要綱









審 会名 山口県 学技術振興会

















































































































































①創造性豊かな文化的風土の実現　 ②豊かな県民手痛の夷魂‾‾③ 自画 を人間が調





































































47都 道府 県 12政令指定都市 計
科学技術 関係経費 575，062 38，914 613，976











＊都 道府県 ・政令指定都市 国




















































a国＊ b都 道 府 県 及 び政 令 指 定 都 市 的





a （予 算 ） 歳 出
総 額
b
科 学 技 術 関 係 費 M a
国 の 一 股 会 計
予 算 ＊ 72 ，2 18，0 1 1 1，0 11，009 1．40 ％
都 道 府 県 及 び
政 令 指 定 都 市 の
財 政 歳 出 ＊＊







（平 成 3 年 度 ）
b
科 学技 術 関係 費
（平 成 4 年 度 ）
的
国 ＊ 455，442 2，135 0．47％




平成 2 年度 平成 4 年度 （平成4／2年度）
国＊ 1，920，841 2，134，676 111．1％








































































題 i 〇 〇 〇 書 ○ ○ 脈 頂
4 ％　　　　 ［　　　　 4 ％
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国 商工系 □農林水産系 看環境 ・土木系 ■保健 ・衛生系
団県民 ・生活系 田教育系 国企画 ・総務系
参照：表3－2－7
表3－2－6　科学技術関係経費の所管部局別内訳（平成4年度）
所 管 部 局
4 7都 道 府 県 12 政 令 指 定 都 市 合　 計
科 学 技 術 関
係 経 費 （百
万 円 ）
構 成 比
科 学 技 術 関
係 経 費 （百
万 円 ）
構 成 比
科 学 技 術 関
係 経 費 （百
万 円 ）
構 成 比
商 工 系 156 ，883 27 ．3％ 5，875 15．1％ 162 ．758 2 6．5 ％
農 林 水 産 系 209 ，5 8736 ．4 ％ 0 0 ．0％ 2 09 ，587 34 ．1％
環 境 ・土 木 系 2 1，34 5 3 ．7 ％ 3，2 37 8 ．3％ 24 ，582 4 ．0 ％
保 健 ・衛 生 系 52，5 10 9 ．1％ 4，50 1 11．6％ 5 7，0 1 1 9 ．3 ％
県 民 ・生 活 系 24 ，07 6 4 ．2 ％ 609 1．6％ 24 ，6 85 4 ．0 ％
教 育 系 2 7，209 4 ．7 ％ 24，2 6 1 62 ．3％ 5 1，47 0 8 ．4 ％
企 画 ・総 務 系 83，45 3 14 ．5 ％ 4 30 1．1％ 8 3，8 84 13 ．7 ％




所 管 部 局
平 成 2 年 度 平 成 4 年 度
科 学 技 術 関係
経 費 （百 万
円 ）
構 成 比
科 学 技 術 関
係 経 費 （百
万 円 ）
構 成 比
商 工 系 118，631 26．3％ 142，007 26．6％
農 林 水 産 系 181，528 40．2％ 207，235 38．8％
環境 ・土 木 系 21，599 4．8％ 18，903 3．5％
保 健 ・衛 生 系 29，853 6．6％ 37，312 7．0％
県 民 ・生 1古糸 14，421 3．2％ 23，470 4．4％
教 育 系 18，478 4．1％ 26，131 4 ．9％
企 画 ・総 務 系 66，881 14．8％ 79，220 14．8％
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所 管 部 局
47都 道 府 県 12政 令 指 定 都 市 合　 計
科 学 技 術 関
係 経 費 （百
万 円 ）
構 成 比
科 学 技 術 関
係 経 費 （百
万 円 ）
構 成 比
科 学 技 術 関
係 経 費 （百
万 円）
構 成 比
商 工 149，005 25．9％ 5．874 15．1％ 154，879 25．2％
農 林 水 産 205，363 35．7％ 6，495 16．7％ 2 11，858 34 ．5％
環 境 土 木 ・
保 健 衛 生 68，65 1 11．9％ 7，196 18．5％ 75，84712．4％
県 民 ・生 活 1，068 0 ．2％ 1 0．0％ 1，069 0．2％
教 育 141，408 24．6％ 18，963 48．7％ 160，371 26．1％
企 画 ・総 務 9，567 1．7％ 385 1．0％ 9，952 1．6％

















高等教育機関 理科系高等教育研究機関経費 （公立、私立） 間 5
財団法人等の研究開発機関
地方 自治体の出資 （出摺） している研究開発
間 7（支援）機関への支出
（科学技術振興基金） 科学技術振興を目的とした基金 （間 7 以外） 間 8
研究開発活動の支援
（＿医療瑳閲の研究促進） 医療機関の研究経費 （公立、私立） 埠阜 ＿
（研究交流） 国との共同研究経費 間 1 0
産学官研究委泥経費（経常以外）＿＿＿ 間 1 4
科学技術情報提供システム経費 間 1 6
鹿肉の研究女鹿虎進経秦 画‾＿i＿‾▼7
（研究開発型企業の誘致） 研究開発型企業の誘致経費 問 1 2 ＿A
（A －融資以外の車掌、B 一顧資事業） 間 1 2 －B
（研究開発型企業の 研究開発型企業の育成、技術高度化支援経費 閏 1 1－A
育成支援） （A －融資以外の事業、B －融資事業） 間 1 1 －B
地元企業に対する技術相談、指導経費 間 1 3
公募形式の研究開発密進経費 間丁 5
研究開発人材の育成
技術研修、職業能力開発等人材育成経費 間 1 9 －A
A－民間、B一県職貞） 間 1 9－B
若手研究者育成経費 間 2 0 －A
（A一民間，B一県職貞） 間 2 0－8
国際交流の推進 国際交流の拠点撃億経費 閉＿2＿1
国際交流の推進経費 間 2 2
科学技術の啓蒙普及
自然科学系博物館経費 間 9
科学技術教育充実経費 間 1 8
和事痩肺の膏友商運運寅…‾‾‾‾‾‾ 画‾云‾3
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19 ．1％
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■科学技術政策の □公設試 ■高等教育機関 ■医療機関への研
総合的推進 究助成
圏財団法人等の研究 田研究交流の促進 三研究開発型企業 田企業の育成支援
開発（支援）機関 誘致





経 費 区 分
47 都 道 府 県 12政 令 指 定 都 市 合　 計
科 学 技 術
関 係 経 費
（百 万 円）
構 成 比
科 学 技 術
関 係 経 費
（百 万 円 ）
構 成 比
科 学 技 術
関 係 経 費
（百 万 円 ）
構 成 比
科 学 技 術 政 策 の 総 合 的 推 進 534 0．1％ 0 0．0 ％ 534 0 ．1％
公 設 試 354，803 6 1．7 ％ 16 ，869 4 3．3％ 37 1，67 1 60 ．5 ％
高 等 教 育 機 関 109，848 19．1％ 16 ，3 83 4 2．1％ 126，23 1 20 ．6 ％
医 療 機 関 の 研 究 促 進 14，876 2．6 ％ 14 6 0．4 ％ 15，0 22 2 ．4 ％
財 団 法 人 等 の 研 究 開 発 （支 援 ）機 関 3 1，4 845．5 ％ 2 ，250 5．8％ 33，734 5 ．5 ％
研 究 交 流 の 促 進 6，3 34 1．1％ 64 0 ．2 ％ 6 ，399 1．0 ％
研 究 開 発 型 企 業 の 誘 致 17，173 3．0 ％ 32 1 0 ．8％ 17，4 94 2 ．8 ％
企 業 の 育 成 支 援 4，4 83 0．8％ 262 0 ．7 ％ 4 ，74 5 0 ．8 ％
人 材 育 成 16，69 0 2 ．9％ 14 1 0 ．4 ％ 16 ，831 2 ．7％
国 際 交 流 の 推 進 1，185 0 ．2 ％ 87 0 ．2 ％ 1，27 1 0 ．2％
啓 蒙 普 及 2 8，545 5 ．0％ 2，4 70 6 ．3％ 3 1，0 15 5 ．1％
特 定 の 研 究 課 題 へ の 重 点 的 取 組 8，00 8 1．4％ 92 0 ．2％ 8 ，100 1．3％




経 費 区 分
平 成 2 年 度 平 成 4 年 度
平 成 4 ／
2 年 度
科 学 技 術
関 係 経 費
（百 万 円 ）
構 成 比
科 学 技 術
関 係 経 費
（百 万 円 ）
構 成 比
科 学 技 術 政 策 の 総 合 的 推 進 190 0 ．0％ 534 0 ．1％ 28 1．3％
公 設 試 30 3，883 67 ．3％ 329，094 6 1．6 ％ 108 ．3％
高 等 教 育 機 関 86，935 19．3％ 105 ，6 15 19 ．8 ％ 12 1．5％
医 療 機 関 の 研 究 促 進 1，3 16 0 ．3％ 5，720 1．1％ 434 ．6％
財 団 法 人 等 の 研 究 開 発 （支 援 ）機 関 12，025 2．7 ％ 2 1，878 4 ．1％ 181．9 ％
研 究 交 流 の 促 進 4 ，072 0．9 ％ 6 ，275 1．2 ％ 154 ．1％
研 究 開 発 型 企 業 の 誘 致 13，10 8 2．9 ％ 16 ，723 3．1％ 127．6 ％
企 業 の 育 成 支 援 8，9 14 2．0 ％ 4 ，29 5 0．8％ 4 8．2 ％
人 材 育 成 15，579 3．5 ％ 16 ，4 82 3．1％ 105．8％
国 際 交 流 の 推 進 4 ，593 1．0 ％ 1，120 0 ．2％ 24．4 ％
啓 蒙 普 及 13，857 3．1％ 2 8，2 82 5．3％ 2 04 ．1％
特 定 の 研 究 課 題 へ の 重 点 的 取 組 糾 9 0 ．1％ 8，00 3 1．5％ 1232．9 ％














省 庁 補 助 金 等
科 学 持 術 庁 ●
環 培 庁 45∩
す 部 省 1 165
厚 年 省 20＿1∩4
農 林 7k 産 省 1＿只只4
涌 商 産 業 省 1＿耐箔
計 「只1 4～つ2 4
raV rbl 2．12％
国 の 科 学 技 術 関















・建設基本方針 の決定 （62．9 内閣総理大臣決定）




近畿圏が有する科学技術等の蓄積をいか し、高度 な文化 ・学術 ・研究
機能の集積 した都市を建設 しようとする もので、昭和54年度か ら調査
○特別電源所在県科学技術振興事業 （科技庁）
原研、動燃の研究開発原子力施設所在県 における科学技術振興基盤






地域 における科学技術行政 を円滑に進めるため地域科学技術振興 に
関す る施策取 り組について情報 ・意見交換 を行 い、科学技術庁 と都道府
県及び都道府県間の連携 を図る。
○テ レコム ・リサーチパーク
民活法 に基づ き、地域における電気通信技術 に関す る研究開発 を効








おける研究 開発機構 の高度化 を図ってい くため、地域に研 究情報 ネッ
トワークを構 築 し、 これを中核 として情報交換、新技術の企業化等 を
推進。
○地域共同研究 開発事業
海洋科学技術 の地域展開を図 り、海洋総合利用 を促進す るため、地
域が必要 とする技術課題について国が地方 自治体 と協力 して研究開発
を行 う。
○公設試験研 究機関 との研究交流 （大蔵省）
情報の交換 ・指導、研究月等の受入れ
○公民館等 における科学技術 に関する社会教育講座の開設 （文部省）
○各都道府県における生涯学習情報提供 システムの整備推進 （文部省 ）
○公立の科学系博物館等の整備 （文部省）
○都道府県の研究開発への助成 （農水省）
地域の振興 を図る上で重要 な研究開発 について所要の助成 を行 う。
○依頼研 究員制度 （農水省）
○テ クノポ リス関連施設の推進 （通産省）
テクノポ リス地域 における技術水準の向上 を図るため、産業再配置
補助金の他、地域 システム技術 開発事業等の各種施策 を活用 して、公




の 項 目 施 策
平 成 4 年
度 予 算
（3） 科 学 技 術 情 報 ネ ッ トワ ー ク の 地 域 展 開
○ 地 域 研 究 交 流 促 進 事 業 の 推 進 （前 掲 ） （科 技 庁 ）
○ 高 度 な情 報 伝 達 を 可 能 と し、 分 散 型 デ ー タ ベ ー ス の 構 築 に も対 応 で き る
シ ス テ ム を設 置 。 （農 水 省 ）
（4）大 学 、 国 立 試 験 研 究 機 関 等 と の 間 の 多 様 な研 究 交 流 の 推 進
32
102
○ 研 究 公 務 月 の 国 内研 修
国 立 試 験 研 究 機 関 の 研 究 者 及 び 研 究 補 助 者 を 国 立 大 学 の 大 学 院 、 附
置 研 究 所 へ 派 遣
○ 国 立 大 学 等 と、民 間 等 との 共 同 研 究 制 度 （文 部 省 ）
○ 受 託 研 究 貞 制 度 （文 部 省 ）
民 間 等 の現 職 技 術 者 及 び研 究 者 を対 象 に し て 、 国立 大 学 等 に お け る
研 究 の 機 会 を与 え る 。
受 入 れ 実 績　 元 年 1，099人　 2年 1，172人　 3年 1，182人
○ 国 立 試 験 研 究 機 関 と民 間 等 と の 共 同 研 究 制 度
○ 官 民 交 流 共 同 研 究 の 推 進 （農 水 省 ）
2．地 域 にお け る研 究 開 発 の 推 進






○ フ ロ ン テ ィ ア研 究 シ ス テ ム の 地 域 展 開 （理 化 学 研 究 所 ）
○ 共 同 研 究 セ ン タ ー の 設 置 （文 部 省 ）
○ 各 地 域 農 業 試 験 場 に63年 度 地 域 基 盤 研 究 部 の 設 置 等 の 再 編 を行 い 、
更 に 平 成 4 年 度 に は 各 試 験 研 究 機 関 に研 究 交 流 科 、 研 究 技 術 情 報 科 を
整 備 （農 水 省 ）
○ 重 要 地 域 技 術 研 究 開発 （通 産 省 ）
地 域 の 経 済 社 会 上 の ニ ー ズ に 密 着 した 技 術 分 野 、 あ る い は 、 地 域 の
有 す る研 究 開発 ポ テ ン シ ャ ル を活 用 した 先 端 的 で 特 色 あ る技 術 分 野 に
つ い て 、 地 域 の 国 立 試 験 研 究 機 関 、 公 設 試 験 場 、 民 間 企 業 等 が 共 同 研
究 開 発 等 を行 な う。
○ 地 域 シ ス テ ム技 術 開発 事 業 （通 産 省 ）
国 、 都 道 府 県 、 中 小 企 業 者 等 の連 携 に よ り、 地 域 中 小 企 業 の 基 盤 強
化 等 に 必 要 な 大 規 模 か つ 高 度 の シ ス テ ム の 開 発 を行 い 、 大 規 模 な技 術
に 関 す る 開 発 能 力 の 育 成 ・定 着 を 図 る 。
○ 地 域 技 術 お こ し事 業 （通 産 省 ）
国 立 試 験 研 究 所 、 大 学 等 の 持 つ 技 術 シ ー ズ を 活 用 し て 、 地 域 の 産 学
官 で 地 域 中小 企 業 の ニ ー ズ に基 づ い た 新 製 品 開発 の 基 幹 と な る技 術 の
開 発 を行 う。
○ 戦 略 的 地 域 技 術 形 成 事 業 （通 産 省 ）
複 数 の 都 道 府 県 に ま た が る地 域 の連 携 ・補 完 関 係 を 強 化 しつ つ 、 地 域
の 産 学 官 が 一 体 と な っ て 地 域 中小 企 業 の 現 有 技 術 の レベ ル ア ップ 、 現
有 技 術 に 関 連 す る新 技 術 の 導 入 等 を 図 る た め の 研 究 開 発 を 行 い 、
そ の 成 果 を技 術 研 修 等 を 通 じて 普 及 す る こ とに よ り、 地 域 中小 企 業 の
技 術 形 成 を促 進 す る 。
（2）大 学 、 国 立 試 験 研 究 機 関 等 の コ ー デ ィ ネ イ ト機 能 に よ る 地 域 と連 携 し た研 究 開 発 の 推 進
○ 科 学 技 術 振 興 調 整 費 に よ る生 活 ・地 域 流 動 研 究 （科 技 庁 ） 700
地 域 中核 オ ー ガ ナ イ ザ ー の指 導 の も と に 、 地 域 内 外 の研 究 機 関 ・研 究
者 の 有 機 的 連 携 を 図 りつ つ 地 域 の特 性 を生 か し た基 礎 的 ・先 導 的 研 究 及
び住 民 の 生 活 の 質 の 向 上 に 資 す る研 究 を推 進 。















































榊 ．l i．l i ．l．
■経常的な経費　□公設試の再編整備経費　 ■高等教育機関に係る経費
lル l 。．．i．M ．．















































































































































都 道 府 県 経 常 的 な 経 費
公 設 試 の 再 編
整 備 経 費
高 等 教 育 機 関
に 係 る 経 費
総 額
北 海 道 2 3 ，9 7 4 ，4 3 3 64 ，8 3 9 4 4 ，9 6 0 2 4 ，0 84 ，2 3 2
青 森 県 10 ，2 5 0 ，14 1 9 8 ，0 5 3 0 10 ，3 4 8 ，19 4
岩 手 県 5 ，2 3 1 ，2 6 5 5 ，6 2 3 ，0 9 8 8 3 2 ，8 2 7 1 1 ，6 8 7 ，1 9 0
宮 城 県 9 ，8 4 6 ，5 6 8 6 ，5 0 0 7 0 8 ，8 8 9 10 ，5 6 1 ，9 5 7
秋 田 県 12 ，4 7 9 ，15 3 3 8 ，3 9 0 1 ，4 5 6 ，5 6 5 13 ，9 7 4 ，10 8
山 形 県 9 ，4 14 ，3 4 5 74 9 ，0 8 3 2 ，9 82 ，6 64 13 ，14 6 ，0 9 2
福 島 県 8 ，2 6 2 ，6 6 7 1 ，4 0 0 2 4 ，7 6 3 ，8 2 5 3 3 ，0 2 7 ，89 2
茨 城 県 9 ，6 5 9 ，2 4 9 2 ，8 1 8 ，4 3 3 5 3 2 ，5 0 6 13 ，0 10 ，1 8 8
栃 木 県 6 ，0 7 1 ，9 9 0 5 1 ，9 2 6 9 4 5 ，8 1 0 7 ，0 69 ，7 2 6
群 馬 県 5 ，2 7 5 ，7 6 5 2 ，4 3 1 6 2 6 ，2 9 0 5 ，9 0 4 ，4 8 6
埼 玉 県 7 ，4 5 1 ，9 6 9 6 ，9 64 5 1 4 ，7 6 7 7 ，9 7 3 ，7 00
千 葉 県 19 ，5 8 0 ，34 6 7 0 ，5 6 3 1 ，6 7 6 ，1 9 3 2 1 ，3 2 7 ，1 0 2
東 京 都 3 1 ，17 9 ，2 7 3 0 4 ，2 32 ，7 8 5 3 5 ，4 1 2 ，0 5 8
神 奈 川 県 2 2 ，4 4 5 ，2 0 3 13 ，4 5 5 ，10 7 1 ，3 2 0 ，7 9 5 3 7 ，2 2 1 ，1 0 5
新 潟 県 7 ，6 6 2 ，7 0 7 0 3 0 5 ，3 3 8 7 ，9 6 8 ，0 4 5
富 山 県 4 ，9 14 ，4 4 2 0 3 ，7 54 ，4 8 1 8 ，6 6 8 ，9 2 3
石 川 県 6 ，8 0 3 ，6 5 0 0 9 9 1，2 9 4 7 ，7 94 ，9 44
福 井 県 9 ，8 9 6 ，1 9 6 0 7 ，5 1 5 ，6 2 7 1 7 ，4 1 1，8 2 3
山 梨 県 3 ，3 8 3 ，1 9 9 7 3 8 ，8 2 9 2 3 2 ，6 7 6 4 ，3 54 ，7 0 4
長 野 県 5 ，9 2 0 ，5 3 8 1 ，2 8 3 ，16 0 4 7 5 ，1 5 1 7 ，6 7 8 ，8 4 9
岐 阜 県 4 ，1 6 1 ，10 7 0 0 4 ，1 6 1 ，10 7
静 岡 県 1 1 ，0 4 2 ，2 9 8 2 6 ，6 0 3 2 ，5 8 6 ，9 19 13 ，6 5 5 ，8 2 0
愛 知 県 13 ，9 3 6 ，3 2 1 16 8 ，5 4 2 16 2 ，0 0 0 14 ，2 6 6 ，8 6 3
三 重 県 7 ，3 2 4 ，2 5 4 7 ，2 2 0 5 0 8 ，3 3 7 7 ，8 3 9 ，8 1 1
滋 賀 県 8 ，6 6 8 ，17 3 2 2 ，3 7 3 1，5 9 4 ，8 7 7 10 ，2 8 5 ，4 2 3
京 都 府 4 ，7 7 7 ，3 89 0 12 ，9 5 4 ，9 7 8 17 ，7 3 2 ，3 6 7
大 阪 府 2 1 ，8 13 ，4 86 3 8 0 ，1 3 1 16 ，7 5 6 ，6 3 5 3 8 ，9 5 0 ，2 5 2
兵 庫 県 14 ，0 8 3 ，5 5 0 2 ，2 4 4 ，4 6 4 4 ，1 4 2 ，4 2 6 2 0 ，4 7 0 ，4 4 0
奈 良 県 2 ，9 9 7 ，0 4 2 1 ，3 5 6 ，6 0 4 5 ，5 3 4 ，4 0 3 9 ，8 8 8 ，0 4 9
和 歌 山 県 4 ，9 5 9 ，7 6 4 1 ，8 5 0 ，3 7 0 1，7 3 8 ，4 0 9 8 ，5 4 8 ，5 4 3
鳥 取 県 3 ，0 0 8 ，12 6 5 （沿 0 3 ，0 0 8 ，6 2 6
島 根 県 4 ，7 7 7 ，9 4 8 0 0 4 ，7 7 7 ，9 4 8
岡 山 県 4 ，9 9 5 ，9 9 3 3 ，4 2 1 ，3 9 4 1，3 2 9 ，8 3 6 9 ，7 4 7 ，2 2 3
広 島 県 9 ，2 8 9 ，9 7 3 2 ，5 5 5 ，9 3 0 9 5 2 ，8 9 9 12 ，7 9 8 ，8 0 2
山 口 県 6 ，9 8 5 ，2 16 0 0 6 ，9 85 ，2 1 6
徳 島 県 4 ，4 9 3 ，7 3 9 0 3 3 3 ，2 1 8 4 ，8 2 6 ，9 5 7
香 川 県 4 ，2 7 2 ，3 5 8 0 2 6 3 ，1 8 6 4 ，5 3 5 ，5 4 4
愛 媛 県 8 ，1 10 ，4 6 0 0 8 6 2 ，5 7 4 8 ，9 7 3 ，0 34
高 知 県 3 ，9 0 8 ，2 4 3 17 ，7 6 2 0 3 ，9 2 6 ，0 0 5
福 岡 県 9 ，5 8 2 ，4 8 9 2 ，8 9 2 ，15 4 3 ，4 80 ，0 6 1 15 ，9 5 4 ，7 0 4
佐 賀 県 6 ，3 6 1 ，2 3 3 0 0 6 ，3 6 1 ，2 3 3
長 崎 県 5 ，3 4 9 ，7 4 1 2 2 ，9 1 6 0 5 ，3 7 2 ，6 5 7
熊 本 県 1 1 ，0 0 4 ，84 7 15 9 ，6 16 1 ，4 5 7 ，0 7 9 12 ，6 2 1 ，5 4 2
大 分 県 6 ，0 5 3 ，2 9 5 3 ，9 3 9 ，5 2 2 1 ，5 0 0 9 ，9 9 4 ，3 17
宮 崎 県 5 ，1 1 8 ，1 3 7 2 6 5 4 7 0 ，2 85 5 ，5 8 8 ，6 8 7
鹿 児 島 県 8 ，8 84 ，4 7 5 3 0 ，1 8 9 8 0 5 ，1 83 9 ，7 19 ，8 4 7
沖 縄 県 5 ，4 3 8 ，8 6 7 7 ，16 9 0 5 ，4 4 6 ，0 3 6
都 道 府 県 計 4 2 1 ，10 1 ，6 2 3 4 4 ，1 12 ，5 0 0 10 9 ，8 4 8 ，2 4 8 5 7 5 ，0 6 2 ，3 7 1
平 均 値 8 ，9 5 9 ，6 0 9 9 3 8 ，5 64 2 ，3 3 7 ，19 7 12 ，2 3 5 ，3 7 0
中 央 値 7 ，3 2 4 ，2 54 2 2 ，9 16 8 0 5 ，18 3 9 ，7 4 7 ，2 2 3
ー42－
表3－3－1の続き
政 令 指 定 都 市 経 常 的 な 経 費
公 設 試 の 再 編
整 備 経 費
高 等 教 育 機 関
に 係 る経 費
総 額
札 幌 市 7 2 ，3 3 1 0 0 7 2 ，3 3 1
仙 台 市 1 ，12 6 ，9 5 9 0 0 1 ，12 6 ，9 5 9
千 葉 市 6 5 8 0 0 6 5 8
横 浜 市 1，6 6 5 ，9 4 2 6 ，3 7 9 ，8 2 3 2 ，10 2 ，3 6 5 10 ，14 8 ，1 3 0
川 崎 市 9 2 4 ，85 0 10 ，0 0 0 0 9 3 4 ，8 5 0
名 古 屋 市 1，8 2 0 ，3 0 5 0 0 1 ，82 0 ，3 0 5
京 都 市 1 ，4 6 5 ，6 3 0 0 7 9 ，0 8 9 1 ，5 4 4 ，7 19
大 阪 市 4 ，4 8 0 ，4 2 3 0 1 1 ，8 4 2 ，5 8 2 16 ，3 2 3 ，0 0 5
神 戸 市 1 ，3 14 ，3 3 4 0 2 ，3 5 9 ，0 3 5 3 ，6 7 3 ，3 6 9
広 島 市 1 ，8 5 3 ，0 6 1 0 0 1 ，8 5 3 ，0 6 1
北 九 州 市 1，3 8 8 ，4 9 7 0 0 1 ，3 8 8 ，4 9 7
福 岡 市 2 7 ，8 84 0 0 2 7 ，8 84
政 令 都 市 計 16 ，14 0 ，8 7 4 6 ，3 8 9 ，8 2 3 16 ，3 8 3 ，0 7 1 3 8 ，9 13 ，7 6 8
平 均 値 1，3 4 5 ，0 7 3 5 3 2 ，4 85 1，3 6 5 ，2 5 6 3 ，2 4 2 ，8 14
中 央 情 1，3 5 1 ，4 16 0 0 1，4 6 6 ，6 0 8
都 道 府 県 ・
政 令 指 定 都
市 の 合 計




都 道 府 県 名
平 成 2 年 度
（千 円 ）
平 成 4 年 度
（千 円 ）
（4β 年 度　 ％）
北 海 道 18 ，5 24 ，113 23 ，974，433129．4％
青 森 県 8，94 2 ，688 10 ，250，14 11 14．6％
岩 手 県 5 ，0 89 ，880 5 ，23 1，265102 ．8％
宮 城 県 5，0 29 ，902 9，846，568195．8％
秋 田 県 8，9 62，70 8 12 ，479，153139．2％
山 形 県 4 ，64 9，704 9，4 14 ，345202．5 ％
福 島 県 5，12 1，42 1 8，262，667161．3％
茨 城 県 6，852，39 2 9，659，249 14 1．0 ％
栃 木 県 8，0 15，64 5 6，0 7 1，99075．8％
群 馬 県 4 ，074 ，7 19 5，2 75，7 65129 ．5 ％
埼 玉 県 7，4 13，84 5 7，4 5 1，969100 ．5 ％
千 葉 県 15，2 69，34 6 19，580，346128．2 ％
東 京 都
神 奈 川 県 2 1，4 94 ，2 8322，44 5，203 104 ．4 ％
新 潟 県 6，814，576 7，662，7071 12．4 ％
富 山 県 8，7 54，182 4，9 14，4 4256．1％
石 川 県 6，94 5，7 80 6，803，6509 8．0 ％
福 井 県 6，350，07 7 9，896，196 15 5．8％
山 梨 県 2，684 ，922 3，383，199 126．0 ％
長 野 県 6，2 8 1，114 5，920，53894 ．3％
岐 阜 県 4，352，814 4，16 1，1079 5．6 ％
静 岡 県 18 ，2 28 ，4 7 1 11，04 2 ，29860 ．6 ％
愛 知 県 10 ，180 ，513 13 ，936，32 1136．9 ％
三 重 県 10 ，9 66 ，789 7，324，25466．8％
滋 賀 県 6，122，0 22 8，668，17314 1．6 ％
京 都 府 4 ，188 ，610 4 ，777 ，389114 ．1％
大 阪 府 12 ，750 ，594 2 1，8 13，486171．1％
兵 庫 県 8，9 03，14 8 14，083，55015 8．2 ％
奈 良 県 3，0 29，894 2，99 7，04 29 8．9％
和 歌 山 県 4，0 6 1，5 39 4，959，764122 ．1％
鳥 取 県 3，3 28，2 13 3，00 8，12690 ．4％
島 根 県 3，26 8，10 1 4 ，777 ，94 8146 ．2％
岡 山 県 4 ，642 ，086 4 ，995 ，99 3107．6％
広 島 県 7 ，9 80 ，607 9 ，2 89 ，97 3116．4％
山 口 県 4 ，777 ，642 6 ，985 ，2 16146．2％
徳 島 県 4 ，09 1，3 13 4 ，493 ，739109．8％
香 川 県 3 ，340 ，456 4，272，358127 ．9 ％
愛 媛 県 9 ，868 ，870 8 ，110 ，46082．2 ％
高 知 県 3 ，92 1，830 3，908，24399 ．7 ％
福 岡 県 8，02 1，739 9，582，4 89119 ．5％
佐 賀 県 4，336，786 6，361，2 33146 ．7％
長 崎 県
熊 本 県 4 ，866，711 11，004 ，84 7226．1％
大 分 県 4 ，927 ，42 1 6 ，053 ，295122．8％
宮 崎 県 4 ，12 3，447 5 ，118 ，137124．1％
鹿 児 島 県 6，770 ，576 8，884 ，47513 1．2％
沖 縄 県 3，994 ，036 5 ，438 ，867136．2％
都 道 府 県 計 32 2，3 15 ，525 384 ，572 ，609119．3％
平 均 値 7 ，162 ，567 8 ，546 ，058119．3％
中 央 値 6 ，122 ，022 7 ，324 ，254119．6 ％
－44－
表3－3－3　都道府県の経常的な科学技術関係経費の順位及び累積構成比（平成4年度と平成2年度）
平 成 4 年 度 累積 ％ 平 成1 2 年 度 累 積 ％
N o
都 道 府 県
百 万 円 累 積 の額
平 成 4
年度 N o
都 道 府 県
百 万 円 累 積 の額
平 成 2
年 度
1 東 京 郡 3 1，179 3 1，179 7 ．4 ％ 1神 奈 川 県 2 1，494 2 1，4946．7％
2 北 海 道 2 3，974 55 ，153 13．1％ 2北 海 道 18，524 40 ，0 18 12．4％
3 神 奈 川 県 22 ，445 77 ，599 18．4％ 3静 岡 県 18 ，22 8 58 ，247 18．1％
4 大 阪 府 2 1，8 13 99 ，4 12 2 3．6％ 4千 葉 県 15 ，269 73 ，5 16 22．8％
5 千 葉 県 19 ，5 80 118 ，992 2 8．3％ 5大 阪 府 12 ，75 1 86 ，267 26．8％
6 兵 庫 県 14 ，0 84 133 ，07631． ％ 6 三 重 県 10 ，96 7 97 ，234 30．2％
7 変 矢口県 13 ，936 147 ，0 1234 ．9％ 7 愛 知 県 10 ，18 1 107，4 14 33．3％
8 秋 田県 12 ，479 159 ，49 137 ．9％ 8 愛 媛 県 9 ，869 117 ，283 36．4 ％
9 静 岡県 11，04 2 170 ，53440 ．5％ 9 秋 田県 8，96 3 126 ，246 39．2％
10 熊 本 県 11，00518 1，539 4 3．1％ 10 青 森 県8，94 3 135 ，18 8 4 1．9％
11青 森 県 10 ，250 19 1，78945 ．5％11兵庫 県 8 ，903 144，092 44 ．7 ％
12福 井 県 9 ，896 20 1，68547 ．9％12富 山 県 8，754 152，846 4 7．4 ％
13冨 城 県 9 ，847 2 11，5320 ．2％13福 岡 県 8，022 160，867 49 ．9 ％
14茨 城 県 9 ，659 2 2 1，19 152．5％14栃 木 県 8，0 16 168，883 52 ．4 ％
15福 岡 県 9 ，582 2 30，773 54．8％ 15広 島 県 7，9 8 1 176 ，864 54 ．9％
16 山 形 県 9 ，4 14 24 0，188 57．0％ 16埼 玉 県 7，4 14 184 ，27 8 57 ．2％
17 広 島県 9 ，290 24 9，47 8 59．2％ 17石 川 県 6，94 6 19 1，22 3 59 ．3％
18 虎 児 昂 県 8，884 25 8，36 2 6 1．4 ％ 18茨 城 県 6 ，85 2 198 ，076 6 1．5％
19 滋 賀 県 8 ，668 26 7，030 63．4 ％ 19新 潟 県 6 ，8 15 204 ，890 63．6％
20 福 島 県 8 ，263 27 5，29 3 65．4 ％ 20鹿 児 島県 6 ，77 1 2 11，66 1 65 ．7％
2 1 愛 媛 県 8 ，110 2 83，40 3 67．3％ 2 1福 井 県 6 ，35 0 2 18 ，0 11 67 ．6％
22 新 潟 県 7，6 63 29 1，06 6 69．1％ 22長 野 県 6 ，2 81 224 ，292 69．6％
23 埼 土 県 7，4 52 29 8，5 18 70．9 ％ 23滋 賀 県 6 ，122 230 ，4 14 7 1．5％
24 三 重 県 7，324 30 5，84 2 72．6 ％ 24福 島県 5 ，12 1 235 ，535 73 ．1％
25山 口 県 6，9 85 3 12，82 8 74．3％ 25岩 手 県 5 ，090 240 ，625 74 ．7％
26 石 川 県 6，80 4 3 19 ，63 175．9％ 26 宮 城 県 5 ，030 245 ，655 76．2 ％
27 佐 賀 県 6，36 132 5，992 77．4 ％ 27 大 分 県4 ，92 7 250 ，58377 ．7％
28 栃 木 県 6 ，0 72 33 2，064 78．9 ％ 28 熊 本 県4 ，867 255 ，44 9 79 ．3％
29 大 分 県 6 ，053 338，118 80．3％ 29 山 口 県 4 ，7 78 260 ，22 780 ．7％
30 長 野 県 5 ，92 1 34 4，0 38 8 1．7 ％ 30 山形 県4 ，6 50 264 ，877 82 ．2％
3 1 沖 縄 県 5 ，439 34 9，47 7 83．0 ％ 3 1 岡 山 県 4 ，64 2 269 ，5 19 83 ．6％
32 長 崎 県 5 ，350 354 ，827 84．3％ 32 岐 阜 県 4 ，353 27 3，87 2 85 ．0％
3 3 群 馬 県 5 ，276 360 ，103 85 ．5％ 33 佐 賀 県4，3372 78，2 08 86 ．3％
34 岩 手 県 5 ，23 1 365 ，33486 ．8％34京 都 府 4 ，189 2 82 ，39 7 87 ．6％
3 5 宮 崎 県 5 ，118 370 ，452 8 8．0％ 35宮 崎 県 4，123 2 86，52 1 8 8．9％
36 岡 山 県 4 ，99 6 375 ，4 18 89 ．2％ 36徳 島 県 4，09 1 2 90，6 12 90 ．2 ％
37 題手兵　　 ≡ 4 ，960 380 ，408 90 ．3％ 37群 馬 県 4，075 2 94 ，687 9 1．4 ％
38 冨 山 県 4 ，9 14 385 ，322 9 1．5％ 3 8和 歌 山 県 4，062 2 98，748 92 ．7 ％
39 島 根 県 4 ，77 8 390 ，1（氾 92 ．6％ 39沖 縄 県 3 ，994 302，742 9 3．9 ％
40 京 都 府 4 ，7 77 394 ，878 9 3．8 ％ 40高 知 県 3 ，922 306，664 9 5．1％
4 1 徳 島 県 4 ，494 399 ，372 94 ．8％ 4 1香 川 県 3 ，340 3 10，004 96 ．2 ％
42 香 川 県 4 ，2 72 403 ，644 9 5．9 ％ 4 2鳥 取 県 3 ，32 8 3 13，333 9 7．2 ％
43 岐 早 県 4，16 1 407 ，805 96．8 ％ 4 3島根 県 3 ，26 8 3 16，60 1 9 8．2 ％
44 高 知 県 3，9084 11，7 13 97．8 ％ 44奈 良県 3 ，030 3 19 ，63 1 9 9．2 ％
45 山 梨 県 3，383 4 15 ，096 9 8．6 ％4 5山梨 県 2 ，685 322，3 16 100 ．0 ％
46 烏 収 県 3，0 08 4 18，105 99．3 ％
47 奈 良 県 2，997 42 1，102 100 ．0 ％
都 道 府 県 ‾42 1，102 都 道 府 県 吉 322 ，3 16
－45－
表3－3－4　都道府県の科学技術関係経費総額の順位及び累積構成比（平成4年度と平成2年度）
平 成 4 年 度 累 積 ％ 平 成 2 年 度 累 積 ％
N o














1大 阪府 38，950 38 ，950 6．8 ％神 奈 川 県 34 ，17 3 34 ，173 7．6％
2 神 奈 川 県 37，22 1 76 ，17 1 13．2 ％大 阪 府 24 ，84 3 59 ，0 16 13．1％
3 東 京 都 35，4 12 111，583 19．4 ％和 歌 山県 2 1，85 3 80 ，869 17．9％
4 福 島県 33，028 144 ，6 11 25．1％北 海 道 2 1，669 102 ，53 8 22．7％
5 北 海 道 24，084 168 ，696 29．3 ％静 岡県 2 1，000 123 ，53 8 27．4 ％
6 千 葉 県 2 1，327 190 ，023 33．0 ％兵 庫 県 19 ，12 3 142 ，662 3 1．6％
7 兵 庫 県 20，4 70 2 10 ，49336．6 ％千 葉 県 17 ，602 160 ，264 35．5 ％
8 京 都 府 17，732 228 ，22539 ．7 ％福 井 県 17 ，52 3177 ，787 39．4 ％
9 福 井 県 17，4 12 245 ，6374 2． ％福 島県 14 ，93 1192 ，7 17 4 2．7 ％
10福 岡県 15，955 26 1，5924 5．5 ％愛 媛 県 14 ，624 207 ，342 4 5．9 ％
11愛 知 県 14，267 275 ，8594 8．0 ％広 島県 13，520 220 ，862 4 8．9 ％
12秋 田 県 13，974 2 89 ，833 50．4 ％富 山県 12 ，974 233 ，836 5 1．8％
13静 岡 県 13 ，656 303 ，48952．8 ％三 重 県 11，830 245 ，666 54 ．4 ％
14山 形 県 13 ，146 3 16 ，635 55．1％福 岡県 10 ，88 1 256 ，547 56．8％
15茨 城 県 13 ，0 10 329 ，645 57．3 ％秋 田県 10 ，59 3 267 ，140 5 9．2 ％
16広 島 県 12 ，799 342 ，444 59．5 ％愛 知 県 10 ，18 7 277 ，327 61．4 ％
17熊 本 県 12 ，622 355 ，065 6 1．7 ％青 森 県 9 ，064 286 ，390 6 3．4 ％
18岩 手 県 11，687 366 ，753 63．8 ％栃 木 県 8，647 295 ，038 6 5．4 ％
19宮 城 県 10 ，562 377 ，3 15 65．6 ％岩 手 県 8，239 303 ，277 6 7．2 ％
20青 森 県 10 ，348 3 87 ，663 67．4 ％石 川 県 7 ，96 1 3 11，237 69 ．0 ％
2 1滋 賀 県 10 ，285 397 ，94 8 69．2 ％高 知 県 7 ，93 8 3 19 ，176 70 ．7 ％
22大 分 県 9 ，994 407 ，942 70．9 ％滋 賀 県 7 ，784 326 ，960 7 2．4 ％
23奈 良 県 9 ，8884 17 ，83 1 72．7 ％奈 良 県 7 ，730 334 ，690 74 ．1％
24岡 山 県 9 ，747 427 ，57 874 ．4 ％茨 城 県 7 ，54 3 34 2 ，233 75 ．8％
25鹿 児 島 県 9，720 437 ，29 8 76．0 ％鹿 児 島県 7 ，539 34 9 ，772 77 ．5 ％
26愛 媛 県 8，973 446 ，27 1 77．6 ％埼 玉 県 7 ，4 15 357 ，188 79 ．1％
27富 山 県 8，669 454 ，940 79 ．1％徳 島県 7 ，262 3 64，4 50 80 ．7 ％
28和 歌 山 県 8，549 463 ，488 80 ．6 ％新 潟 県 7 ，176 37 1，626 82 ．3％
29埼 玉県 7，9 74 47 1，462 82 ．0％長 野 県 6 ，589 37 8，2 15 83 ．8％
30新 潟 県 7，9 68 479 ，4 30 83 ．4％熊 本 県 6，156 38 4，37 0 85．2％
3 1三 重 県 7 ，840 487 ，270 84 ．7％宮 城 県 5，827 39 0，19 7 86．4 ％
32石 川 県 7 ，795 4 95，0 65 86．1％岡 山県 5，6 32 395 ，829 87．7％
33長 野 県 7 ，679 502，74 3 87．4 ％京 都 府 5 ，4 10 4 0 1，239 88．9 ％
34栃 木 県 7 ，070 50 9，813 88．7％山形 県 5 ，146 4 06 ，38590 ．0 ％
35山 口県 6 ，985 5 16，79 8 89．9 ％大 分 県 4 ，934 4 1 1，3 199 ．1％
36佐 賀 県 6 ，36 1 52 3，160 9 1．0 ％宮 崎 県 4 ，8324 16，150 92 ．2％
37群 馬 県 5 ，904 529 ，064 92 ．0％山 口 県 4，77842 0，9 28 93．3％
38宮 崎県 5，5 89 534 ，653 93 ．0％群 馬 県 4，692 42 5，6 20 94．3％
39沖 縄 県 5，44 6 540 ，0 99 93 ．9％岐阜 県 4 ，4 34430 ，054 95．3％
40長 崎 県 5 ，37 3 545，4 7 1 94．9％佐 賀 県 4 ，337434 ，39 1 96．2 ％
4 1徳 島県 4 ，82 7 5 50，2 98 95．7％沖 縄 県 3，994 43 8，3 85 9 7．1％
42島 根 県 4 ，77 8 5 55，0 76 96．5 ％香 川 県 3 ，725 442 ，11097 ．9 ％
43香 川 県 4 ，536 5 59，6 12 97．3％鳥 取 県 3 ，32 8 44 5 ，4399 8．7 ％
4 1山 梨 県 4 ，355 5 63，967 9 8．1％島根 県 3 ，268 44 8 ，707 99 ．4％
45岐 阜 県 4 ，16 1 56 8，12 8 9 8．8％山梨 県 2 ，685 4 5 1，392 100 ．0％
46高 知 県 3 ，9265 72 ，054 99 ．5 ％
47鳥 取 県 3 ，009 575 ，062 100 ．0 ％
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郡 道 府 県 経 常 的 な 人 口 （平 成 4 年 ） ＊1 平 成 4 年 度 ＊2 財 政 歳 出
（政 令 市 経 費 （a） 仲） （a）バb） 財 政 歳 出 （C）（肺 ） ／人 口 （C／b）
含 む ） （百 万 円 ） （千 人 ） （円 ） （10億 円 ） （千 円 ）
北 海 道 24 ，047 5，659 4 ，249 3 ，452 0 ．70％ 6 10
三　　　 三 10 ，250 1，4 72 6 ，963 7 17 1．43％ 4 87
岩 手 県 5 ，23 1 1，4 14 3 ，700 74 1 0 ．7 1％ 524
宮 城 県 10 ，974 2 ，277 4 ，8 19 1，16 5 0 ．94 ％ 5 12
秋 田 県 12 ，479 1，2 19 10 ，237 6 61 1．89 ％ 542
．　　＝ 9 ，4 14 1，255 7 ，50 1 64 0 1．47 ％ 5 10
福 島 県 8，26 3 2 ，115 3，907 879 0 ．94 ％ 4 16
茨 城 県 9 ，659 2 ，895 3，337 94 6 1．02 ％ 327
栃 木 県 6 ，07 2 1，957 3，10 3 70 3 0 ．86 ％ 359
群 馬 県 5 ，27 6 1，983 2 ，660 7（X I 0 ．75 ％ 35 3
埼 土 県 7 ，45 2 6 ，56 1 1，136 1，47 5 0 ．5 1％ 22 5
千 葉 県 19 ，5 8 1 5 ，673 3，452 1，6 77 1．17 ％ 296
東 京 郡 3 1，17 9 11，874 2 ，626 6，95 2 0 ．45 ％ 5 85
神 奈 川 県 25 ，03 6 8，104 3 ，089 3，60 3 0 ．69％ 445
新 潟 県 7 ，6 63 2 ，475 3，096 1，17 8 0 ．65 ％ 476
冨 山 県 4 ，9 14 1，120 4 ，3 88 5 66 0 ．87 ％ 505
石 川 県 6 ，804 1，169 5 ，820 54 5 1．25％ 466
福 井 県 9 ，89 6 824 12 ，0 10 46 7 2 ．12％ 567
田 梨 県 3，3 83 862 3 ，925 46 1 0．73％ 535
長 野 県 5 ，92 1 2，165 2 ，735 970 0．6 1％ 448
岐 早 県 4 ，16 1 2 ，080 2 ，00 1 724 0 ．57％ 34 8
静 岡 県 11，04 2 3 ，70 1 2 ，984 1，14 7 0 ．96％ 3 10
愛 知 県 15 ，75 7 6 ，766 2 ，329 2 ，93 1 0．54％ 433
三 重 県 7 ，324 1，8 11 4 ，044 669 1．10％ 369
滋 賀 県 8，66 8 1，246 6 ，957 52 8 1．64 ％ 424
京 郡 肝 6 ，24 3 2，606 2 ，396 1，45 3 0．4 3％ 558
大 阪 府 2 6，294 8 ，735 3，0 10 4 ，034 0 ．65％ 462
兵 庫 県 15 ，39 8 5 ，466 2 ，8 17 2，494 0 ．62％ 456
棄 艮 県 2，99 7 1，40 12 ，139 50 3 0 ．60％ 359
祁 歌 山 県 4 ，9 60 1，078 4 ，60 1 52 5 0．94％ 487
鳥 収 県 3，00 8 6 15 4 ，89 1 37 5 0．80％ 6 10
島 根 県 4，77 8 775 6，16 5 54 8 0 ．87％ 707
岡 山 県 4，9 96 1，932 2，5 86 752 0 ．66％ 389
広 島 県 11，143 2 ，867 3，8871，5 16 0 ．74％ 529
山 口 県 6，985 1，565 4 ，4 63 68 1 1．03％ 435
・・芸　 ≡ 4，4 94 830 5，4 14 489 0 ．92％ 589
香 川 県 4，272 1，024 4，172 458 0 ．93％ 4 17
変 媛 県 8，110 1，5 1 1 5 ，368 586 1．3 8％ 388
高 知 県 3 ，90 8 817 4 ，784 555 0．70 ％ 679
福 岡 県 10 ，999 4，852 2 ，2672 ，398 0．46 ％ 494
佐 賀 県 6 ，36 1 878 7 ，245 46 1 1．3 8％ 525
長 崎 県 5 ，35 0 1，5 52 3 ，447 72 1 0．74 ％ 4 64
熊 本 県 11，00 5 1，845 5 ，965 784 1．40 ％ 425
大 分 県 6，0 53 1，233 4 ，909 607 1．0 0％ 493
宮 崎 県 5，1 18 1，167 4 ，386 554 0．9 2％ 474
鹿 児 島 県 8，884 1，787 4 ，972 858 1．04 ％ 480
沖 縄 県 5，4 39 1，238 4 ，393 560 0．97 ％ 452
合 計 4 37，24 2 124 ，4 5 1 3，5 13 56 ，409 0．7 8％45 3
半 均 9，303 2 ，648 3 ，5 131，200 0．7 8％ 4 53













































































































































































































































































































































































県 民 生 活 教 育 企 画 総 務 合 計
（参 考 ） 商
と農 林 水 産 の
合 計
北 海 道 17．7％ 70 ．0％ 10．6％ 0．0％ 0 ．0 ％ 1．8％ 10 0．0 ％87．7 ％
青 森 県 24．5％ 6 8．9％ 6．6％ 0．0％ 0 ．0 ％ 0．0 ％ 10 0．0 ％93．4 ％
岩 手 県 2 1．0％ 72 ．3％ 6．5％ 0．0％ 0 ．0 ％ 0．2 ％ 100 ．0 ％93．3 ％
宮 城 県 8．7％ 72 ．2％ 14．9％ 0．0％ 4 ．0 ％ 0．1％ 100 ．0 ％8 1．0 ％
秋 田 県 53．0％ 3 3．2％ 13．9％ 0．0％ 0 ．0 ％ 0．0 ％ 100 ．0 ％86．1％
山 形 県 60．1％ 34 ．1％ 5．3％ 0．0％ 0 ．4 ％ 0．1％ 10 0．0 ％94 ．2 ％
福 島 県 19．9％ 56 ．0％ 8．0 ％ 0．0％ 16．1％ 0 ．0 ％ 10 0．0 ％7 5．9 ％
茨 城 県 16．0％ 32 ．1％ 8．8％ 0．0％ 4 3．0 ％ 0 ．0 ％ 10 0．0 ％4 8．2％
栃 木 県 34．8％ 5 1．9％ 6．4 ％ 0．0％ 6．9 ％ 0 ．0 ％ 10 0．0 ％86．7％
群 馬 県 24．4％ 59 ．8 ％ 8．1％ 0．0％ 7．8 ％ 0．0 ％ 10 0．0 ％84 ．1％
埼 玉 県 24．4％ 4 7．0 ％ 27．2％0．6％ 0 ．7 ％ 0．1％ 100 ．0 ％ 71．4 ％
千 葉 県 19 ．1％ 4 6．3 ％ 10．3％ 0．0％ 18．8 ％ 5．4 ％ 100 ．0 ％65．5 ％
東 京 都 18．5％ 2 1．3 ％ 53 ．8％3 ．0％ 3．4 ％ 0．0 ％ 100 ．0 ％ 39．9 ％
神 奈 川 県 29 ．9％ 16．4 ％ 18 ．9％ 0 ．1％ 25．8％ 9．0％ 10 0．0 ％4 6．3 ％
新 潟 県 22 ．6％ 62．4 ％ 9 ．3％ 0 ．0％ 5．8％ 0．0％ 10 0．0 ％85．0 ％
富 山 県 2 8．1％ 45．5％ 26 ．3％ 0 ．0％ 0．0 ％ 0．1％ 10 0．0 ％73．6 ％
石 川 県 34 ．3 ％ 43．5％ 22 ．2％ 0 ．0％ 0．0 ％ 0．0％ 10 0．0 ％77．8％
福 井 県 4 6．3 ％ 23．5％ 12 ．3％ 0 ．0％ 17．3 ％ 0．5％ 10 0．0 ％69．8％
山 梨 県 32 ．1％ 57．6％ 9 ．0％ 0 ．0％ 0．2 ％ 1．1％ 100．0 ％89．7 ％
長 野 県 30 ．3 ％ 6 1．0 ％ 8．3％ 0 ．4％ 0．0 ％ 0．0％ 10 0．0 ％91．3 ％
岐 阜 県 33．6 ％ 54．2％ 12 ．2％ 0 ．0％ 0．0 ％ 0．0％10 ．0 啄 87．8％
静 岡 県 40 ．3 ％ 50．1％ 9 ．6％ 0 ．0％ 0．0 ％ 0．0％ 10 0．0 ％9 ．4 ％
愛 知 県 33．9 ％ 38．2％ 27 ．9％ 0 ．0 ％ 0．0 ％ 0．0％ 10 0．0 ％72．1％
三 重 県 16．4 ％ 42．7％ 8．6％ 0 ．0％ 0．7 ％ 3 1．6％ 10 0．0 ％59．0 ％
滋 賀 県 13．5 ％ 23．4 ％ 18．3％ 0 ．0％ 44．8％ 0．0％ 100 ．0 ％36．8 ％
京 都 府 34 ．3 ％ 44 ．7％ 16 ．7％ 0 ．0％ 4 ．3 ％ 0．0％ 100 ．0 ％79 ．0％
大 阪 府 5 6．8％ 6．7％ 35 ．6％ 0 ．0％ 0．9 ％ 0．0 ％ 10 0．0 ％6 3．5％
兵 庫 県 14 ．3 ％ 28．5％ 13 ．4％ 0 ．0％ 23．1％ 20．7％ 100 ．0％42 8
奈 良 県 22 ．1％ 53．5 ％ 22 ．8％ 0 ．0％ 0 ．0 ％ 1．7 ％ 100 ．0％75 ．6％
和 歌 山 県 37 ．2％ 50．8％ 10．4％ 0．0％ 1．6 ％ 0 ．0 ％ 100 ．0％88．0％
鳥 取 県 27 ．8％ 7 1．8％ 0．0％ 0．0％ 0 ．3 ％ 0 ．0 ％ 100 ．0％99．7％
島 根 県 12 ．0％ 76．4 ％ 11．6％ 0．0％ 0 ．0％ 0 ．0 ％10 ．0％ 88．4 ％
岡 山 県 29 ．0％ 5 3．4 ％ 17．3％ 0．0％0 ．2％ 0 ．0％ 100 ．0％ 82．4 ％
広 島 県 57 ．2％ 2 8．8％ 13．5 ％ 0。0 ％0．4％ 0．2％ 1（沿，0 ％ 85．9 ％
山 口 県 32．9％ 54 ．5％ 1 1．3 ％ 0．0 ％ 1．3％0．0％ 100．0 ％ 87．4 ％
徳 島 県 25．1％ 5 8．7％ 12．2 ％ 0 ．0 ％ 4．0％．0％ 100．0 ％ 83．8％
香 川 県 46．3％ 44 ．8％ 8．8％ 0 ．0 ％ 0．0％0．0％ 100 ．0 ％ 9 1．1％
愛 媛 県 15．3％ 28 ．7％ 11．8 ％ 0 ．0％ 44．2％0．0 ％ 100．0 ％ 44 ．0％
高 知 県 38．3％ 47 ．2％ 14 ．5％ 0 ．0％ 0．0 ％ 0．0 ％10 ．0 ％ 85 ．5％
福 岡 県 26．7 ％ 48 ．4 ％ 13 ．1％ 0 ．0％ 8．3％ 3．4 ％100 ．0 ％ 75 ．2％
佐 賀 県 36．8％ 43 ．8％ 8．7％ 1．0％ 9 ．3 ％ 0 ．5 ％100 ．0％ 80 ．6％
長 崎 県 45 ．8％ 43 ．5％ 10 ．5％ 0 ．0％ 0 ．1％0 ．0 ％ 100 ．0％ 89．3％
熊 本 県 4 3．8％ 52 ．3％ 3．9％ 0 ．0％ 0 ．0％0 ．0 ％ 100 ．0％ 96．1％
大 分 県 18．1％ 74．3％ 7．6％ 0 ．0％ 0 ．0％ 0 ．0％100 ．0％ 92．4 ％
宮 崎 県 15 ．3 ％ 78．0 ％ 5．7％ 0 ．0％1．1勿 0 ．0％ 100 ．0％ 93．2％
鹿 児 島 県 18．7 ％ 69．0 ％ 9．9％ 0 ．0％ 1．5％ 0 ．9％100 ．0％ 87．7 ％
沖 縄 県 10 ．6％ 57．0 ％ 25．2％ 0 ．0％ 7 ．2％ 0 ．0％ 100．0％67．6 ％









県 民 生 活 教 育 企 画 総 務 合 計
北 海 道 4 ，172 ，190 16 ，832，623 2，54 1，3700 1，000 4 27 ，250 2 3，9 74 ，43 3
青 森 県 2，509 ，0 11 7 ，059 ，856 676 ，2740 0 5，0 00 10 ，2 50，14 1
岩 手 県 1，0 97 ，906 3 ，7 82 ，4 62 338 ，8670 0 12，0 30 5 ，2 3 1，265
宮 城 県 920 ，404 7 ，924 ，0 32 995 ，4490 6，683 0 9 ，84 6，568
秋 田 県 6，608，643 4 ，136 ，9 68 1，732，9060 636 0 12 ，4 79，153
山 形 県 5，653 ，384 3 ，2 14 ，4 15 500，5 100 4 0，306 5，7 30 9 ，4 14 ，345
福 島 県 1，64 4，298 4 ，627 ，2 98 659，5750 1，33 1，496 0 8 ，26 2，667
茨 城 県 1，54 8，32 1 3 ，102 ，6 68 850，9590 4 ，15 7，30 1 0 9 ，659 ，24 9
栃 木 県 2 ，115，902 3 ，14 8，880 385，6040 4 2 1，604 0 6，07 1，9 90
群 馬 県 1，2 85，34 7 3 ，153 ，4 81 4 27，99 60 40 8，94 1 0 5，275 ，7 65
埼 玉 県 1，817，218 3 ，500 ，526 2 ，02 7，2 60 45 ，40 1 5 1，369 10 ，19 5 7，4 5 1，96 9
千 葉 県 3 ，74 6，60 0 9，070 ，3 88 2 ，0 18，3990 3 ，687 ，459 1，057 ，500 19，580 ，34 6
東 京 都 5 ，77 3，95 2 6，652 ，672 16 ，76 1，339 920，932 1，070 ，37 80 31，179 ，27 3
神 奈 川 県 7 ，149 ，30 1 3，995 ，092 3 ，273 ，039 14 ，30 7 5 ，759 ，856 2，2 53，608 22 ，44 5，203
新 潟 県 1，72 8，60 3 4 ，78 1，308 709 ，9950 442 ，80 1 0 7 ，66 2，707
富 山 県 1，379 ，796 2，2 37，627 1，292 ，7 140 0 4 ，3 054 ，9 14 ，44 2
石 川 県 2 ，333 ，494 2 ，9 57，4 29 1，5 12 ，7270 0 0 6 ，80 3，65 0
福 井 県 4 ，583 ，57 1 2 ，3 26，0 14 1，2 17 ，2020 1，7 15，0 0054 ，40 9 9 ，896 ，19 6
山 梨 県 1，087 ，690 1，947 ，6 6 1 303 ，6470 5，5 84 3 8，6 17 3，383 ，19 9
長 野 県 1，79 1，488 3 ，6 12 ，04 7 49 1，327 25 ，6760 0 5，9 20 ，53 8
岐 阜 県 1，396 ，543 2 ，254 ，89 8 509 ，6660 0 0 4，16 1，107
静 岡 県 4 ，4 5 1，260 5 ，533 ，2 14 1，0 54，7 350 0 3 ，0 89 1 1，0 42 ，29 8
愛 知 県 3，52 7，452 6 ，0 12 ，95 6 4，395，9 130 0 0 13，9 36 ，32 1
三 重 県 1，19 9，292 3 ，124 ，50 3 632，65 80 5 1，97 1 2，3 15，830 7 ，32 4，254
滋 賀 県 1，16 6，824 2 ，026 ，306 1，5 87，7．110 3 ，887 ，332 0 8，66 8，173
京 都 府 1，4 73，130 2 ，793 ，10 1 510，92 80 230 0 4 ，77 7，389
大 阪 府 13，2 86，775 1，758 ，497 6，72 1，6 320 4 3，582 3，0002 1，813 ，4 86
兵 庫 県 2 ，15 9，237 4 ，394 ，8 15 1，2 80，16 20 3 ，055 ，52 3 3，193，8 1314 ，0 83 ，550
奈 良 県 66 1，5 18 1，603 ，02 8 682，49 60 0 50 ，0（氾 2，99 7 ，042
和 歌 山 県 1，84 6，158 2 ，5 19 ，477 5 15，4 820 7 8，074 573 4 ，95 9，764
鳥 取 県 837 ，620 2 ，16 1，140 0 0 9 ，36 6 0 3，00 8，126
島 根 県 57 1，805 3 ，650 ，0 88 556，05 50 0 0 4 ，77 7，9 48
岡 山 県 1，44 9，868 2 ，669 ，2 17 865，3180 11，590 0 4 ，99 5，993
広 島 県 5，238，786 3 ，204 ，64 682 1，94 8 0 4 ，24 1 20 ，352 9 ，2 89，9 73
山 口 県 2，297 ，963 3 ，803 ，9 16 792 ，6120 90 ，72 5 0 6，9 85，2 16
徳 島 県 1，128 ，004 2 ，637 ，4 72546 ，47 5 0 181，7 88 0 4 ，49 3，739
香 川 県 1，977 ，88 1 1，9 15 ，3 50 377 ，7890 1，33 8 0 4 ，27 2，358
愛 媛 県 1，242 ，274 2 ，323 ，6 83 960 ，1860 3 ，584 ，3 17 0 8，110，4 60
高 知 県 1，4 96 ，194 1，845 ，7 66 566 ，2830 0 0 3，90 8，243
福 岡 県 2，828 ，355 5 ，32 1，159 985 ，0260 44 7，94 9 0 9 ，5 82，4 89
佐 賀 県 2，343 ，342 2 ，7 83，4 26 550 ，39 1 6 1，84059 0，50 3 3 1，73 1 6，36 1，233
長 崎 県 2，449 ，397 2 ，32 8，74 9 563 ，7950 7，80 0 0 5，34 9，74 1
熊 本 県 4 ，8 16 ，895 5 ，757 ，0 33 430 ，9 190 0 0 11，00 4 ，847
大 分 県 1，095 ，359 4 ，495 ，834 459 ，6740 4 10 2，0 18 6，05 3，295
宮 崎 県 782 ，072 3 ，990 ，3 89 29 1，8720 5 3，804 0 5 ，118，137
鹿 児 島 県 1，663 ，357 6 ，132 ，04 5 882 ，2670 129 ，3 19 77 ，487 8，8 84，4 75
沖 縄 県 576 ，087 3 ，099 ，64 7 1，370，1890 392 ，944 0 5 ，43 8，867
都 道 府 県
計 122，9 10，567 18 8，203 ，802 67，629，34 1 1，0 68，1563 1，72 3 220 9，566，537 42 1，10 1，623
ー57－
表3胃3－7の続き　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
政 令 指 定
都 市




県 民 生 活 教 育 企 画 総 務 合 計
札 幌市 7 2，3 3 1 0 0 0 0 0 72 ，33 1
仙 台市 39 ，59 0 0 64 1，496 0 432 ，873 13 ，000 1，126 ，959
千 葉 市 0 0 0 0 658 0 658
横 浜 市 3 15，9 00 115 ，077 54 5，3840 6 89 ，5 8 1 0 1，665 ，942
川 崎 市 13，4 34 0 9 10，60 1 8 15 0 0 924 ，850
名 古 屋 市 1，820 ，30 5 0 0 0 0 0 1，820，305
京 都 市 66 8，2 06 0 52 8，657 0 26 8，767 0 1，4 65，630
大 阪市 1，65 8，6 87 0 2 ，636 ，066 0 185 ，670 0 4 ，4 80，4 23
神 戸 市 3 5，59 8 0 7 80，533 0 498 ，203 0 1，3 14，334
広 島 市 1，13 2，4 43 0 679，327 0 4 1，29 1 0 1，853，06 1
北 九 州 市 88，5 83 0 4 59，820 0 467 ，92 3 372，17 1 1，388，4 97
福 岡 市 2 5，0 76 2 ，7 15 0 0 9 3 0 27，884
政 令 都 市
計 5 ，870 ，153117 ，7927 ，181，884 8152，585 ，059 385，17 116，14 0，874
都 道 府
県 ・政 令
指 定 都 市
の 合 計




経 常 的 な 経 費 の 事 業 性 格 別 構 成 比 県 内 総 生 産 産 業 別 構 成 比 ＊＊
都 道 府 県 商 工 農 林 水 産 そ の他 ＊ 合 計 第 一 次 第 二 次 第 三 次 合 計
北 海 道 17．7％ 70 ．0 ％12．3 ％ 100．0 ％5 ．5％ 24 ．6 ％ 72 ．6 ％ 102 ．7％
青 森 県 24．5％ 6 8．9 ％6．6 ％ 100．0 ％ 7 ．0％ 2 3．6 ％ 72 ．1％ 102．7 ％
岩 手 県 2 1．0％ 72 ．3％ 6．7 ％ 100．0 ％6 ．7％ 33．4 ％ 62 ．7 ％ 102 ．8％
宮 城 県 8．7％ 72 ．2 ％ 19．0 ％ 100．0 ％3 ．7％ 31．3％ 6 8．9％ 103．9 ％
秋 田 県 53．0 ％ 3 3．2 ％ 13．9 ％ 100 ．0 ％6 ．7％ 32 ．2 ％ 64 ．0％ 102 ．9 ％
山 形 県 60．1％ 34 ．1％ 5．8％ 100 ．0 ％5 ．5％ 38．5 ％ 59 ．8 ％ 103 ．8％
福 島 県 19．9％ 5 6．0 ％ 24．1％ 100．0 ％3 ．6％ 40 ．7 ％5 8．9 ％ 103．2％
茨 城 県 16 ．0％ 32．1％ 5 1．8％ 100 ．0％3 ．2％ 49．5％50 ．2 ％ 102 ．9％
栃 木 県 34．8％ 5 1．9 ％ 13．3％ 100．0 ％2 ．6％ 4 8．2 ％52 ．0 ％ 102．8％
群 馬 県 24．4％ 5 9．8％ 15．9 ％ 100 ．0％2 ．3％ 50．2 ％52 ．4 ％ 104 ．9％
埼 玉 県 24．4 ％ 47 ．0 ％ 28．6 ％ 100．0 ％0 ．9％ 4 3．2 ％ 59 ．9％ 104．0 ％
千 葉 県 19 ．1％ 4 6．3 ％34．5 ％ 100 ．0 ％2 ．1％ 38．2 ％ 63 ．9％ 104 ．2 ％
東 京 都 18．5％ 2 1．3％60．1％ 100．0 ％0 ．1％ 27．0 ％ 83 ．2％ 110．3％
神 奈 川 県 29．9％ 16 ．4 ％53．7 ％ 100 ．0 ％0 ．3％ 45 ．1％ 58 ．5％ 103．9 ％
新 潟 県 22．6％ 62 ．4 ％ 15．0 ％ 100．0 ％3 ．2％ 37．8％ 62 ．4％ 103，4 ％
富 山 県 28．1％ 45 ．5 ％ 26．4 ％ 100．0 ％2 ．0％ 4 2．6 ％ 59 ．0％ 103．6％
石 川 県 34．3％ 4 3．5 ％ 22．2 ％ 100．0 ％1．8％ 34 ．9 ％ 67 ．4％ 104．1％
福 井 県 46．3％ 2 3．5 ％ 30．2 ％ 100．0 ％2 ．3％ 34 ．2 ％68 ．3％104．8％
山 梨 県 32．1％ 57 ．6 ％ 10．3％ 100．0 ％3 ．0％ 4 1．8 ％58 ．6％ 103．4 ％
長 野 県 30．3％ 6 1．0 ％ 8．7 ％ 100．0 ％3 ．6％ 4 3．8％ 56 ．9％ 104．3％
岐 阜 県 33．6％ 54 ．2 ％ 12．2 ％ 100．0 ％1．8％ 44 ．2 ％ 57 ．5％ 10 3．5 ％
静 岡 県 40．3％ 50 ．1％ 9．6 ％ 100．0 ％1．9％ 47 ．5 ％ 54．5％ 103．9 ％
愛 知 県 33．9 ％ 3 8．2 ％ 27．9 ％ 100 ．0 ％0．9 ％ 49 ．1％ 53．5％ 10 3．5 ％
三 重 県 16．4 ％ 42 ．7 ％ 4 1．0 ％ 100．0 ％3 ．0％ 44 ．2 ％ 55．4％ 102．6 ％
滋 賀 県 13．5 ％ 23 ．4 ％ 63．2 ％ 100 ．0 ％1．1％ 57 ．7％ 44．0％ 102 ．8 ％
京 都 府 34．3％ 44 ．7 ％ 2 1．0 ％ 100．0 ％0 ．8％ 37 ．0 ％ 68．4％ 106．2 ％
大 阪 府 56．8％ 6 ．7 ％ 36．5 ％ 100 ．0 ％．1％ 34 ．6％ 7 1．5％ 10 6．2 ％
兵 庫 県 14 ．3％ 2 8．5 ％ 57，2 ％ 100．0 ％1．0 ％ 4 1．5％ 6 1．6％ 10 4．1％
奈 良 県 22 ．1％ 5 3．5 ％ 24．4 ％ 100．0 ％2 ．0％ 40 ．5 ％ 6 1．4％ 103．9 ％
和 歌 山 県 37．2％ 50 ．8％ 12．0 ％ 100．0 ％5 ．7％ 39 ．0 ％ 59．5％ 104 ．2 ％
鳥 取 県 27 ．8％ 7 1．8％ 0．3％ 100．0 ％4 ．5％ 33．6 ％ 65 ．1％ 103．2 ％
島 根 県 12 ．0％ 7 6．4 ％ 11．6 ％ 100．0 ％4 ．1％ 32 ．1％ 67．0％ 103．2 ％
岡 山 県 29 ．0％ 53．4 ％ 17 ．6％ 100 ．0％1．8％ 4 6．4 ％ 54 ．9％ 103．1％
広 島 県 57 ．2％ 28．8％ 14 ．1％ 100 ．0 ％1．2％ 37．2 ％ 65．4％ 10 3．8 ％
山 口 県 32 ．9 ％ 54．5％ 12 ．6％ 100 ．0％2 ．0％ 4 1．9 ％ 58 ．8％ 102．7 ％
徳 島 県 25．1％ 58．7％ 16 ．2％ 100 ．0％5 ．1％ 35．7 ％ 63 ．3％ 104．1％
香 川 県 4 6．3 ％ 44 ．8％ 8．9％ 100 ．0％3 ．0％ 33．6 ％ 69 ．1％ 105．7 ％
愛 媛 県 15．3％ 28 ．7％ 5 6．0％ 100 ．0％5 ．3％ 35．8％ 6 3．1％ 104．2 ％
高 知 県 38．3％ 47 ．2％ 14 ．5％ 100 ．0％8．3％ 25．5％ 7 1．1％ 104．9 ％
福 岡 県 26．7％ 4 8．4 ％ 2 4．8％ 100 ．0 ％1．3％ 29．1％ 7 3．6 ％ 104 ．0％
佐 賀 県 36．8％ 43 ．8％ 19．4％ 100 ．0％5．1％ 36．3％ 6 3．1％ 104 ．5％
長 崎 県 45 ．8％ 4 3．5 ％ 10．7 ％ 100 ．0 ％5．0 ％ 25 ．1％ 73．4 ％ 10 3．5％
熊 本 県 43．8％ 52 ．3 ％ 3．9 ％ 100 ．0 ％5．7％ 29 ．6％ 68．4 ％ 10 3．7％
大 分 県 18 ．1％ 74 ．3 ％ 7．6 ％ 100 ．0 ％4．4 ％ 39 ．7％ 58．6 ％ 102 ．7％
宮 崎 県 15 ．3％ 7 8．0 ％ 6．8％ 100 ．0 ％8．4 ％ 26 ．7％ 67．7％ 102 ．8％
鹿 児 島 県 18．7％ 69 ．0 ％ 12．3％ 100 ．0 ％7．0 ％ 24．0％ 72．9 ％ 10 3．9％
沖 縄 県 10 ．6％ 5 7．0 ％ 32．4 ％ 100 ．0 ％2．8％ 2 1．0％ 79．0％ 102 ．8％























47都 道 府 県 12政令 指 定 都 市 計
実 数 構 成 比 実 数 構 成 比 実 数 構 成比
機 関 数 555 － 20 ー 575 －
公 設 試 関係 経 費 354，803百 万 円100．0％16，869百 万 円100．0％371，671百 万 円100．0％
＊1 運 営 経 費 317，818百 万 円 89．6％10，475百 万 円62．1％328，293百 万 円88．3％
再 編 整 備 経 費 44，112百 万 円12．4％ 6，390百 万 円37．9％50，502百 万 円13．6％
研 究 機 能 強 化 経 費 28，121百 万 円7．9％ 16百 万 円 0．1％ 28，137百 万 円7．6％
研 究 音 数 （a） 14，788人ー 604人 ー 15，392人ー











国 都道府県 ロ 政令指定都市
（2）研究月数（15，392人）














































事 業 の 性 格
47都 道 府 県 12政令 指 定 都 市 合　 計
機 関 数 構 成 比 機 関数 構 成 比 機 関数 構 成 比
商 工 111 20．0％ 6 30．0％ 117 20．3％
農 林 水 産 334 60．2％ 1 5．0％ 335 58．3％
環境土木 ・
保健衛生 104 18．7％ 13 65．0％ 117 20．3％
県 民 ・生 活 4 0 ．7％ 0 0．0％ 4 0 ．7％
教 育 2 0．4％ 0 0．0％ 2 0．3％
企 画 ・総 務 0 0．0％ 0 0．0％ 0 0．0％
計 555 100．0％ 20 白00 ．0％ 575 100．0％
（1）機関数
（2）職月数
4 7 都 、道 府 県 12 政 令 指 定 都 市 合 計
常 勤 職 員
非 常 勤
職 員
常 勤 職 員
非 常 勤
職 貞
常 勤 職 員
非 常 勤
職 員
事 業 の 性 格 研 究 員
研 究 員
以 外
計 研 究 貞
研 究 員
以 外




商 工 3 ，6 94 9 38 4 ，6 3 2 17 9 25 3 10 7 3 60 1 3 ，9 4 7 1，0 4 5 4 ，9 9 2 180
農 林 水 産 7 ，9 5 4 6 ，7 0 8 1 4 ，6 6 2 1，12 3 12 5 17 0 7 ，9 6 6 6 ，7 13 14 ，6 7 9 1 ，12 3
環 境 土 木 ・
保 健 衛 生 2 ，9 64 9 72 3 ，9 3 6 2 7 9 33 9 35 5 69 4 6 3 ，3 0 3 1，3 2 7 4 ，6 3 0 28 5
県 民 ・生 活 7 1 14 8 5 5 0 0 0 0 7 1 14 85 5
教 育 10 5 4 1 14 6 1 0 0 0 0 10 5 4 1 14 6 1
企 画 ・総 務 0 0 0 0 0 0 0 0 0 00 0
計 1 4 ，7 8 8 8 ，6 7 3 2 3 ，4 6 1 1，58 7 6 0 4 4 6 7 1 ，0 7 1 7 15 ，3 9 2 9 ，14 0 2 4 ，5 32 1，5 9 4
4 7 都 道 府 県 12 政 令 指 定 都 市 合 計
常 勤 職 員
非 常 勤
職 員
常 勤 職 員
非 常 勤
職 貞
常 勤 職 員
非 常 勤
職 員
事 業 の 性 格 研 究 貞 研 究 員
以 外
計 研 究 員
研 究 貞
以 外
計 研 究 員 研 究 員
以 外
計
商 工 7 9 ．7 ％ 20 ．3 ％ 10 0 ．0 ％ 3 ．9 ％ 7 0 ．3 ％ 2 9 ．7 ％ 10 0 ．0 ％ 0 ．3 ％ 7 9 ．1％ 20 ．9 ％ 100 ．0 ％ 3 ．6 ％
農 林 水 産 5 4 ．2 ％ 4 5 ．8 ％ 100 ．0 ％ 7 ．7 ％ 70 ．6 ％ 29 ．4 ％ 1（胎 ．0 ％ 0 ．0 ％ 5 4 ．3 ％ 4 5 ．7 ％ 10 0 ．0 ％ 7 ．7 ％
環 境 土 木 ・
保 健 衛 生 7 5 ．3 ％ 24 ．7 ％ 100 ．0 ％ 7 ．1 ％ 4 8 ．8 ％ 5 1．2 ％ 10 0 ．0 ％ 0 ．9 ％ 7 1．3 ％ 2 8．7 ％ 10 0 ．0 ％ 6 ．2 ％
県 民 ・ 生 活 8 3 ．5 ％ 16 ．5 ％ 100 ．0 ％ 5 ．9 ％ 0 ．0 ％ 0 ．0 ％ 0 ．0 ％ 0 ．0 ％ 8 3 ．5 ％ 16 ．5 ％ 100 ．0 ％ 5 ．9 ％
教 育 7 1．9 ％ 2 8 ．1％ 10 0 ．0 ％ 0 ．7 ％ 0 ．0 ％ 0 ．0 ％ 0 ．0 ％ 0 ．0 ％ 7 1．9 ％ 2 8 ．1％ 10 0 ．0 ％ 0 ．7 ％
企 画 ・総 務 0 ．0 ％ 0 ．0 ％ 0 ．0 ％ 0 ．0 ％ 0 ．0 ％ 0 ．0 ％ 0 ．0 ％ 0 ．0 ％ 0 ．0 ％ 0 ．0 ％ 0 ．0 ％
計 6 3 ．0 ％ 3 7 ．0 ％ 100 ．0 ％ 6 ．8 ％ 56 ．4 ％ 4 3 ．6 ％ 1 00 ．0 ％ 0 ．7 ％ 6 2 ．7 ％ 3 7 ．3 ％ 10 0 ．0 ％ 6 ．5 ％
（3）運営経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（百万円）
事 業 の 性 格
4 7都 道 府 県 12 政 令 指 定 都 市 合　 計
運営経費 構成比 運営経 費 構成比 運営経費 構 成 比
商 工 7 3，135 23 ．0 ％ 4 ，188 40 ．0％ 7 7，324 2 3．6 ％
農 林 水 産 189 ，28959 ．6％ 115 1．1％189 ，4 04 5 7．7 ％
環境土木 ・
保健衛生 52 ，7 86 16 ．6％ 6 ，172 5 8．9 ％ 58，9 58 18．0 ％
県 民 ・生 活 1，0 14 0 ．3 ％ 0 0 ．0 ％ 1，0 14 0 ．3％
教 育 1，393 0 ．4％ 0 0 ．0 ％ 1，393 0 ．4 ％
企 画 ・総 務 200 0 ．1％ 0 0 ．0 ％ 200 0 ．1％




維持運営 調査研究 依頼検査 指導普及 施設整備 庁舎改修
計費 費 費 費 費 費
商 工 38，706 7，403 7，281 815 2，165 15，133 5，8 17 77，324
農 林 水 産 105，181 17，002 21，809 686 2，014 28，376 14 ，337 189，404
環境土木 ・
保健衛生 36，565 7，931 5，584 1，509 813 4，282 1，930 58，958
県 民 ・生 ’ 691 91 203 9 9 11 0 1，014
教 育 1，037 154 72 0 68 63 0 1，393
企 画 ・総 0 0 199 0 1 0 0 200
計 182，18032，581 35，149 3，0 19 5，070 47，865 22，084 328，293
注：内訳を記入しない回答があるので、横計と計が一致しない
事業性格 人件費
維持運営 調査研究 依頼検査 指導普及 施設整備 庁舎改修
計費 費 費 費 費 費
商 工 50 ．1％ 9 ．6 ％ 9 ．4 ％ 1．1％ 2 ．8 ％ 19 ．6 ％ 7 ．5 ％ 10 0．0 ％
農 林 水 産 55 ．5％ 9 ．0 ％ 11．5％ 0 ．4 ％ 1．1％ 15 ．0 ％ 7 ．6 ％ 10 0．0 ％
環境土木 ・
保健衛生 62 ．4％ 13．5 ％ 9 ．5％ 2 ．6 ％ 1．4 ％ 7 ．3 ％ 3 ．3％ 10 0．0 ％
県 民 ・生 ’ 68 ．1％ 9 ．0 ％20 ．0 ％ 0 ．9 ％ 0 ．9 ％ 1．1％ 0 ．0 ％10 0．0 ％
教 育 74 ．4 ％ 1 1．0 ％ 5 ．2％ 0 ．0 ％ 4 ．8 ％ 4 ．5 ％ 0 ．0 ％ 10 0．0 ％
企 画 ・総 0 ．0 ％ 0 ．0 ％ 99 ．4 ％ 0 ．0 ％ 0 ．6 ％ 0 ．0 ％ 0 ．0 ％ 10 0．0 ％
計 55 ．6 ％ 9．9 ％ 10 ．7％ 0 ．9 ％1．5 ％ 14 ．6 ％ 6 ．7 ％ 10 0．0 ％
（5）研究貞1人当たりの運営経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）
事業性格 人件費
維持運営 調査研究 依頼検査 指導普及 施設整備 庁舎改修
計費 費 費 費 費 費
商 工 9，806 1，876 1，845 206 549 3，834 1，474 19，591
農 林 水 産 13，204 2，134 2，738 86 253 3，562 1，800 23，777
環境土木 ・
保健衛生 11，070 2，40 1 1，691 457 246 1，296 584 17，850
県 民 ・生 ’ 9，726 1，284 2，863 124 131 159 0 14，287
教 育 9，873 1，466 685 0 643 596 0 13，263
企 画 ・総












平 成 2 年 度
機 関
数 構 成 比
運 営 経 費
（百 万 円
構 成 比
商 工 系 10 1 19．5％ 64 ，4 3 1 24 ．6％
農 林 水 産 系 322 62 ．3％ 157，0 12 60．0％
環 境 ・土 木 系 40 7．7％ 17，29 1 6．6％
保 健 ・衛 生 系 4 8 9．3％ 2 1，2 63 8．1％
県 民 ・生 活 系 3 0．6％ 1，14 3 0．4 ％
教 育 系 0 0．0％ 0 0．0％
企 画 ・総 務 系 3 0．6％ 60 2 0．2 ％
都 道 府 県 計 5 17 100．0％ 2 6 1，74 1 100 ．0 ％
1 機 関 当 た り 50 6．3




運 営 経 費
（百 万 円
構 成 比
10 3 19 ．4 ％ 6 6 ，3 2 8 2 2 ．7 ％
3 2 6 6 1 ．5 ％ 18 0 ，3 16 6 1 ．7 ％
3 9 7 ．4 ％ 1 6 ，0 3 9 5 ．5 ％
5 2 9 ．8 ％ 2 5 ，4 9 3 8 ．7 ％
7 1．3 ％ 2 ，0 6 2 0 ．7 ％
1 0 ．2 ％ 5 7 8 0 ．2 ％
2 0 ．4 ％ 1 ，3 18 0 ．5 ％
5 3 10 0 ．0 ％ 2 9 2 ，1 3 2 10 0 ．0 ％
5 5 1．2




1 0 2 ．0 ％ 1 0 2 ．9 ％
10 1．2 ％ 1 1 4 ．8 ％
9 7 ．5 ％ 9 2 ．8 ％
1 0 8 ．3 ％ 1 1 9 ．9 ％
2 3 3 ．3 ％ 1 8 0 ．4 ％
－ －
6 6 ．7 ％ 2 1 8 ．9 ％











































































































































商 工 農 林 水 産
環 境 土 木 ・
保 健 衛 生 県 民 生 活 教 育 企 画 総 務 合 計
北 ？守j亘 4 5 4 13
青 森 県 3 1 1 1 15
岩 手 県 2 9 2 13
苫 域 県 1 1 1 2 14
秋 田 県 4 6 2 12
田 形 県 1 9 2 1 2
子旨烏 県 1 10 3 14
茨 城 県 1 1 2 3 1 6
栃 木 県 6 7 2 1 5
群 馬 県 2 6 1 9
］苛 土 県 5 10 4 1 2 0
二「芙 県 2 1 5 5 2 2
東 京 都 6 4 4 2 1 17
子甲薫 川 県 4 7 4 15
新 潟 県 2 1 1 1 14
冨 田 県 1 5 3 9
ノ白川 県 2 8 2 12
欄 井 県 1 6 3 10
田 梨 県 2 7 1 10
長 野 県 4 1 1 1 16
岐 阜 県 4 9 2 15
静 岡 県 1 9 1 1 1
変 郊 県 6 3 5 14
二 重 県 3 3 2 8
感 賞 県 4 6 3 1 3
京 都 府 2 8 1 1 1
大 阪 府 1 3 4 8
兵 庫 県 1 6 4 1 1
栄 艮 県 1 3 2 6
祁 歌 田 県 2 10 2 14
馬 収 県 2 6 0 8
島 根 県 1 6 2 9
岡 田 県 1 5 1 7
広 島 県 3 4 1 8
田 口 県 1 7 1 9
徳 島 県 1 7 1 9
香 川 県 3 4 3 10
変 撲 県 4 8 3 15
高 知 県 2 5 2 9
子別間 県 1 6 1 8
ノ匠 貨 県 2 9 4 1 1 17
長 崎 県 2 4 2 8
熊 本 県 1 4 1 6
大 分 県 3 1 1 1 1 5
苫 崎 県 2 5 1 8
鹿 児 島 県 2 8 3 1 3
押 縄 県 1 5 1 7
郡 肩 肘 県 訂 1 1 1 3 3 4 10 4 4 2 0 5 5 5
札 幌 市 0 0
仙 台 市 1 1
干 葉 市 0 0
横 l共市 1 1 3 5
川 崎 市 2 2
名 古 屋 市 1 0 1
京 都 市 2 2 4
大 紋 市 1 2 3
子甲戸 市 1 1
広 島 市 1 1 2
北 九 州 市 1 1
千品同 市 0 0
政 令 郡 市 音r 6 1 13 0 0 0 2 0
曾 訂 1 17 3 3 5 1 17 4 2 0 5 7 5
ー68－
（2）研究員数
商 工 農 林水 産
環 境 土 木 ・
保 健 衛 生
県 民 生 活 教 育 企 画 総 務 合 計
北 市 道 1 55 6 5 0 14 9 0 9 5 4
青 森 県 5 9 2 4 6 4 5 3 5 0
右 手 県 4 5 19 2 2 8 2 6 5
胃 域 県 3 3 19 2 6 6 2 9 1
秋 田 県 64 15 8 3 8 2 6 0
田形 県 9 0 18 1 4 2 3 13
褐 島県 7 5 2 14 3 5 3 2 4
茨 城 県 6 3 18 7 4 4 2 9 4
砺 木 県 9 1 16 2 30 2 8 3
群 馬 県 60 18 8 3 8 2 8 6
埼 土 県 1 12 18 5 10 6 2 4 0 5
千 葉 県 6 1 3 0 9 9 4 4 糾
東 京 都 3 17 13 5 34 5 6 9 7 3 9 3 9
子甲奈 川 県 17 2 14 6 14 8 4 6 6
新 潟 県 9 1 17 7 5 5 3 2 3
冨 田 県 62 15 1 7 3 2 8 6
石 川 県 77 10 9 6 0 2 4 6
欄 井 県 7 6 12 8 5 2 2 5 6
田梨 県 65 9 3 2 4 18 2
長 野 県 9 4 2 15 4 3 3 5 2
岐 阜 県 7 6 1 16 3 7 2 2 9
静間 県 13 6 2 3 9 6 5 4 4 0
空 知 県 1 86 2 3 7 2 3 1 6 5 4
二 董 県 7 0 1 15 4 6 2 3 1
滋 賀 県 5 8 1 0 4 5 1 2 13
京 都 府 5 7 1 4 1 4 0 2 3 8
大 阪 肝 1 84 7 3 2 0 8 4 6 5
共 厚 県 1（X ） 1 5 2 6 4 3 16
奈 艮 県 3 1 1 0 3 5 5 1 89
：和 ：散 田県 5 8 1 2 2 3 8 2 18
烏 収 県 3 6 1 1 5 0 15 1
島根 県 3 3 1 2 7 2 5 18 5
岡 田 県 6 4 1 4 1 3 2 2 3 7
広 島県 1 13 1 3 4 4 4 2 9 1
“　＝ 4 1 1 3 8 4 6 2 2 5
弓思島 県 4 3 1 18 3 1 19 2
香 川 県 4 4 1 15 4 1 2 （X ）
変 枝 県 56 15 5 6 6 2 7 7
高 知 県 4 3 12 6 3 2 2 0 1
福 岡 県 1 0 5 19 2 6 3 3 6 0
ノ匠賃 県 4 2 12 8 3 3 0 3 2 2 3 5
長 崎 県 3 9 12 5 3 2 19 6
照 不 県 3 3 16 3 30 2 2 6
大 分 県 5 1 19 3 36 2 80
冨 崎 県 4 8 15 1 2 5 2 2 4
鹿 児 島県 6 6 2 5 3 4 1 3 6 0
押 縄 県 19 16 0 3 7 2 16
都 道 府 県 計 3 ．6 9 4 7 ．9 5 4 2 ．9 6 4 7 1 10 5 0 14 ．7 8 8
札 幌 市 0 0
仙 台 市 0 0
十 粟 市 0 0
横 浜 市 9 1 2 7 9 1（沿
川崎 市 5 8 5 8
名 古 屋 市 9 3 0 9 3
京 都 市 3 2 8 4 0
大 阪市 9 3 7 2 16 5
子甲戸 市 4 1 4 1
広 島 市 2 6 4 6 7 2
北 九 州 市 3 5 3 5
子邑同 市 0 0
政令 都 市 計 2 5 3 1 2 3 3 9 0 0 0 6 0 4
曾 計 3 ．9 4 7 7 ．9 6 6 3 ．3 0 3 7 1 10 5 0 15 ．3 9 2
ー69－
（3）運営経費（千円）
商 工 農 林 水 産
環 境 土 木 ・
保 健 衛 生
県 民 生 活 教 育 企 画 総 務 合 計
北 1号 i亘 2 ．3 7 0 ．7 8 6 1 6 ．5 7 4 ．0 9 7 2 ．5 3 2 ．6 8 7 2 0 0 ．15 9 2 1．6 7 7 ．7 2 9
青 森 県 9 5 1 ．9 9 7 7 ．0 2 6 ．6 4 9 6 6 2 ．0 18 8 ．6 4 0 ．6 6 4
岩 手 県 7 3 8 ．6 6 6 6 ．2 1 3 ．34 9 3 3 7 ．4 9 3 7 ．2 8 9 ．5 0 8
冨 1戎 県 6 4 2 ．5 5 3 7 ．8 7 2 ．5 7 4 9 84 ．0 5 0 9 ．4 9 9 ．17 7
秋 田 県 4 ．9 6 2 ．2 7 2 4 ．12 1 ．1 6 8 5 7 6 ．6 14 9 ．6 6 0 ．0 5 4
田 形 県 1．1 0 1 ．3 3 5 3 ．2 0 3 ．4 4 9 4 7 2 ．9 3 4 4 ．7 7 7 ．7 18
相 島 県 1．2 3 0 ．7 5 2 4 ．6 0 0 ．3 9 1 6 2 1 ．6 4 4 6 ．4 5 2 ．7 8 7
茨 城 県 8 0 3 ．8 5 7 5 ．0 9 9 ．84 0 8 4 3 ．2 8 6 6 ．7 4 6 ．9 8 3
斬 本 県 1．4 6 2 ．3 6 6 3 ．14 8 ．8 8 0 3 85 ．6 0 4 4 ．9 9 6 ．8 5 0
群 馬 県 8 2 2 ．6 1 93 ．15 3 ．4 8 1 4 2 6 ．6 3 6 4 ．4 0 2 ．7 3 6
埼 土 県 1 ．6 16 ．5 5 0 3 ．3 7 1．0 9 6 1 ．7 8 0 ．5 6 93 1 ．6 2 1 6 ．7 9 9 ．8 3 6
千 葉 県 8 6 2 ．0 2 3 8 ．9 6 6 ．9 0 2 1 ．7 7 1 ．2 0 8 1 1．6 0 0 ．13 3
東 京 都 5 ．6 8 1 ．8 3 46 ．6 5 2 ．6 7 2 7 ．6 0 5 ．3 4 1 9 2 0 ．9 3 2 8 14 ．6 7 62 1．6 7 5 ．4 5 5
神 奈 川 県 3 ．6 0 5 ．9 0 1 3 ．8 84 ．4 7 4 3 ．0 8 6 ．6 4 0 1 0 ．5 7 7 ．0 15
封「渦 県 1 ．12 8 ．9 2 6 4 ．7 7 1．3 2 1 6 89 ．9 9 5 6 ．5 9 0 ．2 4 2
冨 田 県 9 8 6 ．6 0 5 2 ．20 4 ．13 7 1 ．2 5 3 ．12 2 4 ．4 4 3 ．8 6 4
ノ白 川 県 1 ．3 2 5 ．6 6 0 2 ．94 5 ．2 9 3 1 ．3 6 0 ．6 5 0 5 ．6 3 1．6 0 3
欄 井 県 3 ．16 7 ．16 3 2 ．3 16 ．16 2 1 ．19 5 ．8 8 1 6 ．6 7 9 ．2 0 6
田 梨 県 1 ．0 0 2 ．7 0 7 2 ．6 8 2 ．9 13 2 9 8 ．2 8 0 3 ．9 8 3 ．9 0 0
長 野 県 2 ．8 5 3 ．2 5 2 3 ．4 4 8 ．8 4 1 4 89 ．8 2 7 6 ．7 9 1．9 2 0
u反 早 県 1 ．0 0 9 ．14 9 2 ．2 5 3 ．16 8 5 0 9 ．6 6 6 3 ．7 7 1．9 8 3
静 岡 県 2 ．8 7 8 ．0 8 7 5 ．5 4 2 ．9 6 7 1 ．0 0 4 ．0 7 2 9 ．4 2 5 ．12 6
変 矢口県 3 ．3 6 4 ．0 4 6 6 ．14 9 ．3 4 6 4 ．3 89 ．0 9 5 1 3 ．9 0 2 ．4 8 7
二 重 県 9 3 2 ．0 5 7 3 ．0 6 5 ．9 4 0 5 8 5 ．2 2 0 4 ．5 8 3 ．2 17
瘢 貨 県 1 ．0 6 7 ．4 16 2 ．0 2 6 ．3 0 6 1 ．2 9 5 ．84 0 4 ．3 8 9 ．5 6 2
京 都 府 1 ．17 9 ．7 2 2 2 ．7 6 8 ．44 8 5 0 5 ．3 6 6 4 ．4 5 3 ．5 3 6
大 阪 府 2 ．6 3 4 ．5 2 4 1 ．7 5 8 ．4 9 7 4 ．2 9 7 ．5 4 9 8 ．6 9 0 ．5 7 0
共 厚 県 1 ．7 4 8 ．4 5 6 6 ．15 1 ．6 3 9 1 ．2 6 4 ．1 74 9 ．1 6 4 ．2 6 9
栄 艮 県 1 ．8 5 6 ．6 2 9 1 ．6 0 1 ．0 2 5 6 8 0 ．2 7 3 4 ．1 3 7 ．9 2 7
不口歌 田 県 2 ．8 6 8 ．0 0 8 2 ．4 3 0 ．4 85 5 15 ．4 82 5 ．8 13 ．9 7 5
鳥 取 県 6 17 ．3 4 4 2 ．15 6 ．4 9 2 0 2 ．7 7 3 ．8 3 6
島 根 県 4 6 3 ．9 2 2 3 ．6 3 7 ．9 4 2 5 0 3 ．65 0 4 ．6 0 5 ．5 14
岡 山 県 9 0 6 ．1 3 4 2 ．6 0 8 ．2 6 1 8 6 3 ．4 87 4 ．3 7 7 ．8 8 2
広 島 県 1 ．6 1 4 ．6 6 2 3 ．0 2 7 ．9 3 3 84 4 ．2 0 4 5 ．4 8 6 ．7 9 9
■　 こ 89 3 ．5 8 9 3 ．6 4 2 ．2 2 6 7 9 2 ．6 12 5 ．3 2 8 ．4 2 7
・・芸　 ≡ 9 0 3 ．8 9 1 2 ．6 17 ．1 1 1 5 4 6 ．4 7 5 4 ．0 6 7 ．4 7 7
香 川 県 5 4 3 ．0 3 5 1 ．8 8 9 ．6 9 0 3 7 7 ．7 89 2 ．8 1 0 ．5 14
変 】援 県 1 ．0 1 2 ．8 16 2 ．17 6 ．14 8 9 10 ．4 80 4 ．0 9 9 ．4 4 4
南 郊 県 6 14 ．84 8 1．84 5 ．7 6 6 5 2 1 ．3 6 6 2 ．9 8 1 ．9 8 0
欄 間 県 1 ．9 3 1 ．5 7 9 5 ．00 2 ．3 0 3 9 85 ．0 2 6 7 ．9 1 8 ．9 0 8
任 貨 県 2 ．0 5 7 ．6 9 9 2 ．7 8 2 ．7 0 9 5 4 2 ．8 6 56 1 ．8 4 0 5 7 7 ．9 6 3 6 ．0 2 3 ．0 7 6
長 崎 県 1 ．12 5 ．8 3 8 2 ．3 2 0 ．5 8 8 5 6 3 ．7 9 5 4 ．0 10 ．2 2 1
熊 本 県 6 6 0 ．3 4 3 3 ．79 6 ．4 4 0 4 3 0 ．9 19 4 ．8 8 7 ．7 0 2
大 分 県 7 8 7 ．5 1 9 4 ．4 9 5 ．8 3 4 4 5 9 ．6 7 4 5 ．7 4 3 ．0 2 7
苫 崎 県 6 4 3 ．2 7 8 3 ．65 1．4 8 1 2 9 1 ．14 7 4 ．5 8 5 ．9 0 6
1琵 児 島 県 1．1 8 5 ．7 7 1 4 ．5 4 6 ．8 30 8 8 2 ．0 2 3 6 ．6 14 ．6 2 4
沖 縄 県 3 17 ．0 9 9 3 ．0 8 5 ．9 4 9 8 4 9 ．6 3 2 4 ．2 5 2 ．6 8 0
郡 j亘 J付 県 計 7 3 ．1 3 5 ．2 8 5 1 89 ．2 89 ．2 1 3 5 2 ．7 8 6 ．3 6 0 1．0 14 ．3 9 3 1 ．3 9 2 ．6 3 9 2 0 0 ．15 9 3 17 ．8 18 ．0 4 9
札 幌 市 0 0
仙 台 市 6 4 1．4 9 6 6 4 1．4 9 6
二「芙 市 0 0
横 浜 市 7 2 ．5 6 1 1 15 ．0 7 7 5 3 3 ．4 5 9 7 2 1．0 9 7
川 崎 市 84 6 ．7 5 8 84 6 ．7 5 8
名 古 屋 市 1 ．7 7 0 ．8 6 8 0 1 ．7 7 0 ．86 8
京 郡 市 3 6 2 ．9 5 2 5 0 2 ．4 7 7 86 5 ．4 2 9
大 阪 市 1 ．5 3 2 ．0 7 3 1 ．8 0 9 ．7 0 8 3 ．3 4 1 ．7 8 1
神 ノコ 市 7 4 3 ．9 8 3 7 4 3 ．9 8 3
広 島 市 4 4 9 ．9 9 1 6 4 8 ．3 6 8 1 ．0 9 8 ．3 5 9
北 九 州 市 4 4 5 ．6 7 1 4 4 5 ．6 7 1
欄 間 市 0 0
政 令 都 市 計 4 ．1 8 8 ．4 4 5 1 15 ．0 7 7 6 ．17 1 ．9 2 00 0 0 10 ．4 7 5 ．4 4 2



























47都 道 府 県 12政 令 指 定 都 市 合 計
事 業 性 格 別
富 等 甥 構 成 比 再 編 整 備
費 （百 万 円 構 成 比
再 編 整 備
費 （百 万 円 構 成 比
商 工 2 6，0 93 59．1％ 0 0 ．0％ 26 ，093 5 1．7 ％
農 林 水 産 17，160 38 ．9％ 6 ，380 99 ．8％ 23 ，539 46 ．6 ％
環 境 土 木 ・
保 健 衛 生 860 1．9 ％ 10 0 ．2％ 870 1．7 ％
県 民 ・生活 0 0 ．0％ 0 0．0 ％ 0 0 ．0 ％
教 育 0 0 ．0％ 0 0．0 ％ 0 0 ．0 ％
企 画 ・総 務 1 0 ．0％ 0 0．0 ％ 1 0．0 ％







































都 道 府 県 公 立 の
金 額 （私 立 へ
機 関 の 支 出 含 む ）
北 海 道 0 4 4 ，9 6 0
青 森 県 0 0
岩 手 県 1 8 3 2 ，8 2 7
宮 城 県 1 7 0 8 ，8 8 9
秋 田 県 1 1 ，4 5 6 ，5 6 5
山 形 県 2 2 ，9 82 ，6 6 4
福 島 県 3 2 4 ，7 6 3 ，82 5
茨 城 県 1 5 3 2 ，5 0 6
栃 木 県 1 9 4 5 ，8 10
群 馬 県 1 6 2 6 ，2 9 0
埼 玉 県 1 5 14 ，7 6 7
千 葉 県 2 1，6 7 6 ，19 3
東 京 都 1 4 ，2 3 2 ，7 8 5
神 奈 川 県 3 3 ，4 2 3 ，16 0
新 潟 県 2 3 0 5 ，3 3 8
富 山 県 1 3 ，75 4 ，4 8 1
石 川 県 1 9 9 1，2 9 4
福 井 県 2 7 ，5 15 ，6 2 7
山 梨 県 1 2 3 2 ，6 7 6
長 野 県 2 4 75 ，15 1
岐 阜 県 0 0
静 岡 県 3 2 ，5 8 6 ，9 19
愛 知 県 1 16 2 ，0 0 0
三 重 県 1 5 0 8 ，3 37
滋 賀 県 1 1 ，5 9 4 ，8 7 7
京 都 府 3 13 ，0 3 4 ，0 6 7
大 阪 府 3 2 8 ，5 9 9 ，2 1 7
兵 庫 県 3 4 ，14 2 ，4 2 6
奈 良 県 2 5 ，5 3 4 ，4 0 3
和 歌 山 県 1 1 ，7 3 8 ，4 0 9
鳥 取 県 0 0
島 根 県 0 0
岡 山 県 3 1 ，3 2 9 ，8 3 6
広 島 県 1 3 ，3 1 1 ，9 3 4
山 口 県 0 0
徳 島 県 1 3 3 3 ，2 1 8
香 川 県 1 2 6 3 ．1 86
愛 媛 県 1 8 6 2 ．5 7 4
高 知 県 0 0
福 岡 県 4 3 ，4 8 0 ，0 6 1
佐 賀 県 0 0
長 崎 県 0 0
熊 本 県 2 1 ，4 5 7 ，0 7 9
大 分 県 1 1 ，5 0 0
宮 崎 県 1 4 7 0 ，2 8 5
鹿 児 島 県 1 80 5 ，1 8 3
沖 縄 県 0 0





都 道 府 県
平 成 2 年 度 平 成 4 年 度
4 ！2 年 度（千 円 ） （千 円 ）
北 海 道 1 ，9 4 3 ，2 2 8 4 4 ，9 6 0 2 ．3 ％
青 森 県
岩 手 県 6 8 1 ，9 9 8 8 3 2 ，82 7 12 2 ．1％
宮 城 県 7 9 7 ，12 2 7 0 8 ，8 89 8 8 ．9 ％
秋 田 県 1 ，14 8 ，3 2 7 1，4 5 6 ，5 6 5 12 6 ．8 ％
山 形 県 3 0 0 ，16 3 2 ，9 8 2 ，6 6 4 9 9 3 ．7 ％
福 島 県 8 ，0 7 1 ，6 2 3 2 4 ，7 6 3 ，8 2 5 3 0 6 ．8 ％
茨 城 県 5 9 3 ，5 8 7 5 3 2 ，5 0 6 8 9 ．7 ％
栃 木 県 6 3 1 ，3 6 1 9 4 5 ，8 10 14 9 ．8 ％
群 馬 県 6 17 ，6 14 6 2 6 ，2 9 0 10 1．4 ％
埼 土 県 5 14 ，7 6 7
千 葉 県 6 2 7 ，8 1 5 1 ，6 7 6 ，19 3 2 6 7 ．0 ％
東 京 都
神 奈 川 県 3 0 3 ，9 6 5 1，3 2 0 ，7 9 5 4 3 4 ．5 ％
瀞「潟 県 3 6 1 ，7 8 2 3 0 5 ，3 3 8 8 4 ．4 ％
富 山 県 4 ，2 19 ，7 6 5 3 ，75 4 ，4 8 1 8 9 ．0 ％
石 川 県 1，0 0 7 ，9 3 9 9 9 1 ，2 9 4 9 8 ．3 ％
福 井 県 7 ，1 4 5 ，10 1 7 ，5 1 5 ，6 2 7 1 0 5 ．2 ％
山 梨 県 2 3 2 ，6 7 6
長 野 県 2 5 2 ，5 8 8 4 75 ，1 5 1 1 8 8 ．1 ％
岐 早 県 8 0 ，8 7 0 0 ．0 ％
静 岡 県 2 ，7 7 0 ，5 0 6 2 ，5 8 6 ，9 19 9 3 ．4 ％
愛 知 県 16 2 ，0 0 0
三 重 県 4 5 9 ，9 5 6 5 0 8 ，3 3 7 1 10 ．5 ％
滋 賀 県 1 ，6 6 2 ，3 1 7 1 ，5 9 4 ，87 7 9 5 ．9 ％
京 郡 肝 1 ，2 2 1，5 4 4 12 ，9 5 4 ，9 7 8 10 6 0 ．5 ％
大 阪 府 1 2 ，0 1 2 ，7 7 3 16 ，7 5 6 ，6 3 5 13 9 ．5 ％
兵 庫 県 9 ，3 0 7 ，6 0 6 4 ，14 2 ，4 2 6 4 4 ．5 ％
素 艮 県 4 ，5 1 5 ，3 4 7 5 ，5 3 4 ，4 0 3 12 2 ．6 ％
祁 歌 田 県 17 ，7 2 8 ，3 2 6 1 ，7 3 8 ，4 0 9 9 ．8 ％
鳥 収 県
島 根 県
岡 山 県 8 7 4 ，0 4 7 1 ，3 2 9 ，8 3 6 15 2 ．1％
広 島 県 9 7 8 ，3 3 6 9 5 2 ，8 9 9 9 7 ．4 ％
山 口 県
徳 島 県 2 9 6 ，5 14 3 3 3 ，2 1 8 1 12 ．4 ％
香 川 県 3 84 ，7 4 4 2 6 3 ，1 86 6 8 ．4 ％
愛 媛 県 8 7 8 ，5 3 0 8 6 2 ，5 7 49 8 ．2 ％
高 知 県
福 岡 県 2 ，8 2 8 ，19 9 3 ，4 8 0 ，0 6 112 3 ．0 ％
佐 賀 県
長 崎 県
熊 本 県 1 ，2 8 8 ，8 2 1 1 ，4 5 7 ，0 7 91 13 ．1％
大 分 県 4 ，0 0 0 1 ，5 0 0 3 7 ．5 ％
宮 崎 県 16 9 ，9 7 0 4 7 0 ，2 8 5 2 7 6 ．7 ％
鹿 児 島 県 7 6 8 ，3 5 4 8 0 5 ，1 8 3 10 4 ．8 ％
沖 縄 県










年度 施　 策 関係省庁 根 拠 （関 連） 法 令
1983テ クノポ リス 通商産業省
高度技術 工業集積 地域 開発促 進法 （テ クノ
ポリス法）
1985基 盤技術研 究促進 通商産業省 、郵政省 基盤技術研 究 円滑化法
1986リサ ーチ ・コア 通商 産業省
民間事業者の能力 の活用 に よる特 定施設の
整備 の促 進 に関す る臨時措置法
1986生研 機構 農林水産省 生物 系特定産業技術研究 推進機構法
1987医薬 品基金 厚生省 医薬 品副作 用被害救 済基 金法
1988頭脳立地 通商産業省
地域産業の高度化 に寄与す る特定 事業の集
積 の促 進 に関す る法律 （頭 脳立地法 ）
1988
先導 的 ・基 盤的地域




産業技術 に関す る研 究開発 体制 の整備 に関































制度名 横 関 ‾構成比
テ クノポ リス及 び頭脳 立地 39 52．0％
生研 機構 11 14．7％
リサ ーチ コア 10 13．3％
先 導的基盤的地域 科学技 術
9 12．0％施設整備































設 立 年 度
年 度
7 1
以前 72 73 74 75 7（i 77 7 8 79 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 909 1 92計
地 方 自治
体 単 独 5 2 1 2 1 1 1 0 2 1 4 1 2 5 4 10 2 5 1111 9 9 1
国 の 制 度
関 連 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 10 5 6 5 7 10 8 11 8 475
計 5 2 1 2 1 1 1 0 2 2 4 1 12 10 10 15 9 15 19 22 17 15 166







都 道 府 県
政 令 指 定都 市
設 ＼
年 名 称
テ ク ノ ポ リス 26 北 ？苛j亘 84 （財 ） テ ク ノポ リス 函 館 技 術 振 興協 会
北 ？守j亘 88 （財 ）道 央 テクげ リス開発 機 構
育 フ昧県 84 （財 ）青 森 テ ク ノ ポ リス 開発 機 構
右 手 県 86 （財 ）岩 手県 高 度 技 術 振 興 協 会
苫 1戎県 85 （財 ）宮 城 県 高 度 技 術 振 興 財 団
秋 田県 83 （財．）秋 田テクノポ リス開発 機 構
田形 県 85 （財 ） 山形 県 テクノポ リス財 団
相 島県 86 （財 ）郡 山 地 域 テ ク ノ ポ リス推 進機 構
栃 木 県 91 （財 ） 栃 木県 産 業 技 術 振 興 協 会
新 潟 県 83
（財 ） 信 濃 川 テ ク ノポ リス 開発 機 構 （】長 岡 リサ ー チ コ ア」 が 1989年 に
リサ ー チ コ アの 措 崇 あ り）
冨 田県 83 （財 ） 宮 山技 術 開 発財 団
田梨 県 86 （財 ） 山梨 2 1 世 紀 産 業 開 発 機 構
長 野 県 85 （財 ） 浅 間 テ クノ ポ リス 開 発 機 構
静間 県 80 （財 ） 浜 松 地 域 テ ク ノポ リス 推 進 機 構
兵 庫 県 84 り軋ド隋 屠 テ ク ノ ポ リス財 団
岡 山県 83 （財 ） 岡 山県 新 技 術 振 興財 団 （頭 脳 立 地 の指 定 も受 け て い る）
広 島県 92 （財 ） 広 島県 産 業 技 術 振 興 機 構
田 口県 83 （財 ） 山 口県 産 業 技 術 開発 機構
香 川 県 84 用オ） 香 川県 産業 技 術 振阜 財 閥
愛 媛 県 86 （財 ） 愛 媛 テ ク ノ ポ リス財 団
福 岡県 佐 賀 県 83 （財 ） 久 留 米 ・鳥 栖 地 域 技 術 振 興 セ ン タ ー
長 崎 県 84 （財 ） ナ ガサ キ ・テ ク ノ ポ リス財 団
熊 本 県 83 （財 ） 熊 本 テ ク ノ ポ リス技 術 開発 基 金
大 分 県 83 （財 ） 大 分 県 地 域 措 術 撮 患 財 団
宮 崎 県 85 （財 ） 宮 崎 県 産 業 技 術 情 報 セ ン ター
鹿 児 島県 83 （財 ） 鹿 児 島 県 新 産 業 育 成 財 団
リサ ー チ コ ア 11 I　三 88恵 庭 リサ ーチ ・ビ ジ ネ スパ ー ク （株 ）
宮 城 県 87 （株 ） テ ク ノ プ ラザ み や ぎ
茨 城 県 87 （扶 ） つ くば研 究 支 援 セ ン ター
東 京 都 93東 京 フ ァ ッシ ョン タウ ン （株 ）
神 奈 川 県 86 （株 ） ケ イエ ス ピー
冨 田県 88 （財 ） 宮 山県 産 業 創 造 セ ン タ ー
夏 期 県 90 （株 ） サ イエ ンス ・ク リエ イ ト
大 阪 府 88 （扶 ） 千 里 ラ イ フ サ イ エ ンス セ ン タ ー
兵 庫 県 9 1 （株 ） エ ー リ ック
欄 間県 87 （株 ） 久 留 米 リサ ー チ パ ー ク
欄 間県 9 1 （株 ） 福 岡 ソ フ ド ノサ ー チ パ ー ク
規 脳 立 地 13 北 海 道 92 （株 ） 旭 川 産 業 高 度化 セ ン タ ー
青 森 県 89 （扶 ） 八 戸 イ ンテ リジ ェ ン トプ ラザ
茨 城県 90 （株 ） ひ た ち な か テ ク ノセ ン タ ー
群 馬県 91 （株 ） ぐん ま産 業 高 度 化 セ ン タ ー
冨 田 県 92富 山県 総 合情 報 セ ン タ ー （株 ）
静 岡 県 89 （株 ）浜 名 湖 国 際 頭 脳 セ ン ター
羽］歌 田 県 90 （秩 1 和 歌 山 リサ ーチ ラ ボ
烏 収 県 89 （株 ）新 産 業 創 造 セ ン タ ー
徳 島県 89 （株 ）徳 島健 康 科 学 総 合 セ ン ター
欄 間県 90 （株 ） 北 九 州 テ ク ノセ ン タ ー
大 分 県 83 （財 ） 大 分 県 高 度 技 術 開発 研 究 所
鹿 児 島県 90 （秩 ） 鹿 脱島 頭 脳 セ ン ター






都 道 府 県
政 令 指 定 都 市
設 ＼
年 名 称
基 製 技 術
研 究促 進
2 田形 県 92 （株 ） 生 体 光 情 報 研 究 所
京 都 府 奈 良県 85 （株 ） 国 際 電 気 通 信 基 礎 技 術 研 究 所 （A TR ）
生 研 機 構 11北 ？辱j亘 87 （株 ） 北 海 道 グ リ ー ンバ イ オ研 究 所 （1992 ま で）
青 森 県 90 （株 ） 糖 鎖 工 学 研 究 所 （1996 まで ）
岩 手 県 88 （株 ） 冷 水 性 高 級 魚 養 殖 技 術 研 究 所 （1994ま で ）
秋 田県 9 1 （株 ） 真 菌 類 機 能 開発 研 究 所 （1999 ま で ）
山 形 県 89 （株 ） 機 能性 ペ プ チ ド研 究 所 （1995 まで ）
東 肩．郡 87 （株 ） 加 工 米育 種 種 研 究 所 （1993 ま で ）
新 滑 県 9 1 （株 ） 植 物 防御 シ ス テ ム研 究 所 （1998ま で ）
利 歌 山県 87 （株 ）和 歌 山 ア グ リバ イ オ研 究 セ ン タ ー （1995ま で ）
変 媒 県 90 （株 ） 海 藻 資 源研 究 所 （1996 ま で ）
鹿 児 島県 87 （株 ） 沖永 良 部 球根 バ イ オ研 究 所 （1992 まで ）
沖 縄 県 90 （株 ） 沖縄 蘭 研 （1996 まで ）
医 薬 品基 金 1福 島県 91 （株 ） 創 薬 技 術研 究 所
先 導 的 ・墓 9 北 ？奇j亘 91 （株 ） オホ ー ツ ク流 氷 科 学 研 究 所
的 地 域 科 学
技 術 施 設 整
新 潟 県 89 （株 ） レ ーザ ー 応 用 工 学 セ ン ター
北 海 道 岐 阜 県 88
（株 ） 地 下 無 重 力 実 験 セ ン ター ＆ （株 ） 日本 無 重 量 総 合 研 究 所 （1990年
設 立 ）
岩 手 県 静 岡 県 88
（株 ） 鉱 工 業 海 洋 生 物 利 用 技術 研 究 セ ン タ ー ＆ （株 ） 海 洋 バ イ オ テ ク ノ
ロ ジ ー研 究 所
岐 阜 県 山 口 県 89 （株 ） 起 高 温 材 料 研 究 セ ン タ ー
大 阪府 88 （株 ） イ オ ン工 学 セ ン ター ＆ （株 ） イ オ ン工 学研 究 所
日 日］阪 1 変 郊 県 85 （財 ） フ ァイ ンセ ラ ミ ッ クス セ ン ター
日動 振 1
京 都 府 奈 良 県
大 阪府 90 （財 ）地 球 環境 産 業技 術 研 究 機 構
開発 銀 千丁 1 京 都 府 奈 良 県 89（扶 ） け い はん な






北海道 86 （財．）室蘭 テクノセンター
92 （財）旭川生活文化産業振興協会
東北7県 88 （財 ）イン刑ジェントコスモス研究横構
…　　 ＝ 85 （財）八戸地域高度技術振興 センター
．● （財）現場科学技術研究所
岩手県 91 （財 ）岩手生物工学研究セ ンター （岩手県生物工学研究所 ）
呂1域県 もも U打）東北産業技術開発協会
88 （財）畢生農学振興会
秋田県 72 （財 ）秋 田県分析化学セ ンター
90 （財）秋 田県資源技術開発機構 （金属鉱業研條技術 センター）
92 （財 ）秋 田県木材加工推進機構
山形県 47 （財 ）山形大学産業研究所
福 島県 84 （財 ）福 島県工業技術振興財団
． （財 ）福 島県学術教育振興財団
茨城県 89 （財）茨城県科学技術振 興財団
栃木県 88 （財 ） とちぎ総合研究機構
群馬県 91 （財）群馬県工業技術振興基金
千葉県 85 （財）千葉県工業技術振興セ ンター
90 （財 ）かす さディー ・エヌ ・エ ー研究所
東京都 73 （財 ）東京都精神医学総合研究所
75 （財 ）東京都臨床医学総合研究伊「
80 （財 ）地震予知総合研究振興会
81 （財 ）東京 都老人総合研究所
81 （財）東京都神経科学絵合研究所
神奈川県 45 （財 ）宇宙科学振興会
84 （財）木原記金権浜生命科学振興財団








新潟県 85 （財 ）新潟県県央地域地場産業振興セ ンター
石川県 87 研究 開発助成基金
90 （財）石川県産業振興基金協 会　 日 有川 トライアルセ ンター」が頭脳立地のf旨冠 あ りノ
福 井県 86 （財）福 井県産業振興財団
． 博引　福 井県大字等字術振興基金





89 （財）松本 ソフ ト開発 センター
90 （財リ　上伊那産業振興会　 し伊那技術形成センター）
静岡県 81 （社）静岡県農業振興基金協会
86 り打）静岡県学術 教育振興財 団
91 （財）静岡県科学技術振興財 団
夏刃」県 － （財．J 夏期県農業振興基金
三重県 89 （財．）国際環堵技術移転研 究センター
90 （財）三重県工業技術振興機構












86 （財）大阪が ん予 防検診センター
86 （財）大 阪バ イオサイエ ンス研究所
89 （財 ）大阪市都市型産業振興 センター
90 （財 ）千里 ライフサ イエ ンス振興財団
90 （財 ）大阪府研究 開発型企業振興財 団
90 U打　 郡市工字情報セ ンター
9 1 （財 ）イメージ情報科学研究所
． （財リ　地球環項セ ンター
兵庫県 92 （財）ひ ょうご科学技術創造協会
奈艮県 91 （財 ）奈良先端科学技術 大学院大学支援財 団
郡堺 田県 90 （財）和歌山テクノ振興財団
烏収県 86 （財 ）鳥取県工業技術振 興協会
島根県 76 U打ノ　島根難病研究伊r
86 （財） しまね技術振興協会
開田県 T4 U打J l増田県環項保全事業団
86 （社）岡山県農業開発研 究所
：． （則り　開田セ ラミックス技術振興財団 （間 田セ ラミックスセ ンター）
広島県 89 （財）広 島県農業 ジーンバ ンク
90 （株 ）広 島テクノプラザ 目 先端技術共同研究セ ンター」が頭脳立地の指定あ り）
92 （財）広 島市産業振興セ ンター
ム 92 （財）広 島市産業振興 センター
・芸 ≡ 85 （財）徳島県地域産業技術開発研究機構
香川県 92 （株）香 川産業頭脳化 センター
雲賢只友県 14 U打　 変 坂県保健 医帝財団







89 （財 ）福 岡県科学技術振興財団
89 （財 ）国際東 アジア研 究セ ンター
89 （財）北九州市産業技術振興基金
92 （財．）飲琢研究 開発機構
低質県 88 （財）佐賀産業技術情報セ ンター
脈々・界 83 財）照不 テクノポリス財団 ・電子応用技術研究伊「
大分県 83 （財 ）大分県高度技術支援財団
92 （財 ）ハ イパーネ ットワーク社会研究所
冨 崎県 79 （財）宮崎県機械技術振興協会
92 （財 ）宮崎県栽培漁業協会
鹿児 島県 84 （社 ）鹿 児島県ファインセラミック製品開発研究所




都道府 県 機 関数
うち県 ・市
単独機 関 備考






秋 田県 6 4
山形県 5 2






東京都 7 5 ＊93年度設立の東京ファッションを含む
神奈川 県 5 4
新潟県 5 2














京都府 6 3 奈良と国際電気通信基礎技術研究所が重複
大 阪府 15 10 奈良とイオン工学研究所 ＆イオン工学研究センターが重複
兵庫県 3 1
奈 良県 6 1
京都と国際電気通信基礎技術研究所、大阪 とイオン工学研究所＆
イオン工学研究センターが重複




広 島県 5 4
山口県 2 0 岐阜 と超高温材料研究センターが重複
徳島県 2 1
香 川県 2 1
愛媛県 5 3
高知県 0 0
福 岡県 9 5佐賀 と久留米鳥栖地域技術振興センターが重複
佐賀 県 2 1福岡と久留米鳥栖地域技術振興センターが重複
長崎 県 1 0
熊本県 2 1
大分 県 4 2
宮崎県 3 2
鹿児 島県 4 1
沖縄県 3 1
計 186 97
上記の他、インテリジェン トコスモス研究機構 は東北 7 県が出
資、京都大阪奈良が、けいはんなと地球環境産業技術機構に出資
















＊基 金 資 本 金 に 対 す る 割 合 （％ ）
1 7 切っ＊
3 5 ％ ＊






































．r 真ー裏慧＊．■〇 〇〇 ．　 l 2．9％＊
l　　＿・．．・．・．・・．・．・．＿　　l0科学技術　 地方自治体 研究開発　　　　　 科学技術　 地方自治体
関係費 平監 出 東独 淫　 開窓 2 年曇 らの支出
参照：表3－6－6
表3－6－6　都道府県又は政令指定都市の出資（出捕）による研究開発（支援）機関の基金等
項目 平成 2 年度 平成 4 年度
機関数 12 1 139
基金資本の額 （a） 1，947億 円 2 ，324億 円
基金資本の額に対する地方 自治体負
677 億 円 865億 円担額 （b）
（b）／（a） 34 ．8％ 37 ．2 ％
地方 自治体か ら研究開発 （支援）機
14 3億 円 337億 円関への当該年度の支出額 （cj
（C）／（e） 2．9 ％ 5 ．5 ％
研究開発 （支援）機関の当該年度の
－ 65 1億 円事業経費 （d）
（d）／（e） 10 ．6 ％


























※寄付金 による基金の造成　 （目標基金額 ：200，000千
























































































医療機 関 の研究促進 （公 立、私立） 15，022
研究交 流 の促進 6，399
内
訳
国 との共同研 究 1，137
産学 官の研 究交流 4，124
域外 か らの科学技術 情報 の提供 490
民 間の研 究交流促進 837
研 究 開発型企 業の誘致 17，494
研 究 開発 型企 業の育成支援 4，745
内
訳
研 究開発 型企業 の育成、地 元企 業
3，439の技術 開発 、高度化支援
地 元企 業 に対す る技術相談 、指導 1，131








都 道 府 県 医療機 関の研 究促進 研究交 流の促 進 研 究開発型企業 の誘致 企 業の育成 支援 合 計
JJ　≡ 14 5 ，2 24 15 7 ，8 25 初 ，6 47 74 7 ，6 96
青 森 県 14 ，2 56 7 0 ，65 8 25 4 ，2 9 2 3 5 ，19 3 3 74 ，3 99
右 手 県 150 ，3 94 0 1 1 1，3 20 2 6 1，7 14
冨 城 県 160 ，7 9 8 6 9 ，2 24 2 30 ，0 2 2
秋 田県 1，15 6，29 2 7 8 ，00 5 10 1，6 56 1，33 5 ，9 5 3
山形 県 2 ，2 12 ，4 8 0 5 ，7 30 3 2 ，90 9 2 ，2 5 1，1 19
福 島 県 24 ，97 1 14 ，6 10 39 ，5 8 1
茨 城 県 100 ，16 7 34 ，62 9 134 ，7 9 6
栃 木 県 2 33 ，189 10 ，9 0 9 4 2 9 ，9 2 8 6 74 ，0 2 6
群 馬 県 5 8 ，74 4 13 6 ，69 0 4 8 ，0 2 1 24 3 ，4 5 5
埼 土 県 6 18 ，46 5 124 ，0 0 3 2 1，17 8 3 5 ，5 79 7 99 ，2 2 5
千 葉 県 23 6，7 13 115 ，4 7 1 5 1 ，4 85 40 3 ，6 69
東 京 都 9 ，15 5，9 9 8 4 ，6 8 1 5 3 ，59 1 9 ，2 14 ，2 7 0
神 奈 川 県 186 ，399 172 ，0 79 29 2 ，0 14 6 50 ，4 92
新 潟 県 20 ，0 00 2 9 ，53 4 33 4 ，8 09 1 15 ，6 2 1 49 9 ，9 64
富 山県 34 ，65 3 20 8 ，2 46 24 2 ，8 99
石 川 県 3 8，12 1 6 13 ，0 0 0 9 1，4 3 3 74 2 ，5 54
千品井 県 16 ，45 7 20 2 ，188 1，2 5 8 ，4 67 6 2，4 3 7 1，5 3 9 ，54 9
田梨 県 2 ，0 9 9 15 ，0 15 5 3，7 9 2 70 ，9 0 6
長 野 県 79 ，0 3 0 0 83 ，3 9 3 16 2 ，4 23
岐 阜 県 12 ，9 14 9 2 ，0 3 6 104 ，95 0
静 岡県 5 0，66 3 8 ，06 8 4 6 1，4 7 3 5 2 ，9 7 3 5 7 3，17 7
変 矢口県 1，4 08 ，5 2 4 2 16 ，3 13 7 1，9 9 7 1，6 9 6 ，8 34
三 重 県 17 9 ，29 6 2 ，3 14 ，3 7 5 5 0 ，7 3 5 2 ，5 44 ，4 0 6
感 賞 県 58 ，13 3 0 3 5 ，4 26 9 3 ，5 59
京 都 府 63 ，4 1 5 5 8 ，7 50 154 ，4 4 1 2 76 ，6 0 6
大 阪 府 1，6 27 ，0 04 32 4 ，47 2 7 ，0 1 1，0 00 7 5 ，6 25 9 ，0 38 ，10 1
兵 庫 県 15，9 8 8 10 8 ，26 4 7 ，5 00 6 8 ，8 04 2 00 ，5 5 6
棄 艮 県 4 3 ，5 70 4 6 ，94 1 9 0 ，5 1 1
一瓢　　 ＝ 24 3 ，39 7 1 16 ，9 9 2 0 3 3 ，4 50 3 93 ，8 3 9
鳥 取 県 4 ，7 3 7 60 ，6 59 5 ，4 2 6 70 ，82 2
島 根 県 1 1，5 0 8 7 6 ，6 5 1 15 ，7 32 103 ，89 1
岡 田県 54 ，9 06 5 ，9 30 2 9 ，8 2 1 9 0 ，6 57
広 島県 2 8，2 11 174 ，37 8 6 9，9 5 9 8 5 ，5 76 3 58 ，12 4
山 口県 26 7 ，9 8 6 9 5，10 3 4 20 ，4 8 0 7 83 ，5 6 9
徳 島県 10 ，2 9 6 3 1，3 72 4 1 ，6 6 8
香 川 県 58 ，7 6 8 154 ，6 13 7 2 ，3 63 2 85 ，7 J国
変 榎 県 4 9，70 6 77 ，0 8 1 3 8 ，4 24 16 5 ，2 11
高 知 県 4 4，9 17 12 8 ，89 7 0 18 ，9 74 19 2 ，7 8 8
福 岡 県 1 27 ，19 0 8 4 ，5 09 2 1 1，6 9 9
佐 賀 県 93 ，20 9 0 180 ，9 8 7 2 74 ，19 5
長 崎 県 54 ，0 94 4 50 ，0 0 0 135 ，15 0 6 39 ，2 J国
熊 本 県 16 ，13 1 3 ，4 17 ，5 9 9 167 ，4 7 1 3 ，60 1，20 1
大 分 県 3 1 ，06 9 9 1 ，7 1 5 6 0 ，64 0 18 3 ，4 2 4
冨 崎 県 725 2 9 ，63 6 5 7 ，9 00 3 2 ，5 09 120 ，77 0
辰 児 島県 6 ，9 4 5 4 2 ，3 30 3 5 ，5 4 3 84 ，8 1 8
沖縄 県 6 ，4 66 4 ，4 3 0 16 ，129 2 7 ，0 2 5
4 計ヽ 14 ，8 7 5，8 14 6 ，3 34 ，13 9 17 ，17 2 ，8 8 7 4 ，4 8 3 ，2 62 4 2 ，86 6 ，10 2
札 幌 市 0 72 ，3 3 1 0 72 ，3 3 1
仙 台 市 13 ，00 0 39 ，5 9 0 0 52 ，5 9 0
干 葉 市 0 0 0
橋 浜 市 2 5 ，0 38 12 1 ，63 7 1 18 ，2 65 264 ，94 0
川 崎 而 20 ，0 00 0 1 1，8 74 0 3 1，8 7 4
名 古 屋 市 1，5 18 7 ，5 82 9 ，10 0
京 都 市 4 ，12 0 33 ，3 9 3 37 ，5 13
大 阪 市 89 ．4 3 5 8 ，13 1 5 1，3 8 6 5 9 ，5 84 2 0 8，53 6
神 戸 市 3 6 ，55 0 2 ，06 4 12 ，9 7 5 10 ，84 2 62 ，4 3 1
広 島市 4 ，22 1 9 ，4 36 13 ，6 5 7
北 九 州市 3，32 1 1 8，100 2 1，4 2 1
福 岡市 3，00 0 10 ，9 1 1 4 ，7 75 18 ，6 8 6
4 計ヽ 145 ．9 85 64 ，4 13 3 20 ．7 04 26 1，9 77 79 3 ．0 79
県 市 の 合 計 15 ，02 1，79 9 6 ，39 8 ，55 2 17 ，4 9 3 ，59 1 4 ，74 5 ，2 39 4 3 ，6 59 ，18 1
ー87－
表3－7－3　都道府県及び政令指定都市の研究交流の促進に係る経費の内訳（平成4年度）（単位：千円）
都 道 府 県 支 出額
内訳 （重複が あるので、支 出額 と内訳 の計 は一致 しない）
国 との共同研 究 産 字官の研究交 流 域外 か らの科学技術 情報の提供 民 間の研 究交流促進
Ji　＝ 145 ，2 2 4 3 6 ，4 10 24 ，5 9 8 90 ，6 4 9 16 ，3 17
青 森 県 7 0 ，6 5 8 2 2 ，4 3 1 4 3 ，5 46 1 ，5 26 3 ，15 5
右 手 県 150 ，3 9 4 1，00 0 79 ，5 15 7 ，0 14 6 9 ，8 79
苫 域 県 160 ，7 9 8 3 3 ，5 12 12 5 ，0 14 7 60 1，5 1 2
秋 田県 7 8 ，0 0 5 2 8 ，4 20 7 ，1 83 1 ，9 02 4 0 ，5 00
田 形 県 2 ，2 12 ，4 80 7 9 ，09 9 2 ，06 5 ，0 6 7 6 8 ，3 14
千島島 県 2 4 ，9 7 1 1，0 0 0 1，3 80 2 2 ，59 1
茨 ］或県 100 ，16 7 36 ，0 00 3 ，192 5 0 ，9 75
砺 本 県 2 3 3 ，18 9 4 2 5 22 4 ，40 0 3 ，54 8 4 ，8 1 6
群 馬 県 5 8 ，74 4 5 7 ，22 0 1，5 24
］苛土．県 124 ，0 0 3 4 6 ，92 0 64 ，4 3 2 12 ，6 5 1
干 粟 県 1 15 ，4 7 1 10 ，8 24 10 4 ，2 78 3 ，4 3 6
東 京 都 4 ，68 1 4 ，6 8 1
子甲景 川 県 17 2 ，07 9 16 7 ，7 19 1，8 60 2 ，5 00
新 潟 県 29 ，5 3 4 4 0 0 2 5，4 5 3 2 ，6 13 1，0 6 8
冨 田県 34 ，6 5 3 34 ，6 5 3 34 ，6 5 3
ノ白川 県 3 8，12 1 14 ，70 0 4 ，9 96 1 3 ，4 2 5 5 ，0 00
干昌井 県 20 2 ，18 8 5 ，52 6 lJ国，2 8 1 4 1，8 59 10 ，5 22
田梨 県 15 ，0 15 4 ，65 0 10 ，9 15 0 0
長 野 県 7 9 ，0 30 0 6 3 ，4 5 1 15 ，5 79
岐 阜 県 12 ，9 14 9 ，3 8 7 7 95 2 ，7 3 2
静 岡 県 8 ，0 6 8 0 0 8 ，0 6 8
変 矢口県 2 16 ，3 13 175 ，0 00 3 6 ，59 6 2 80 4 ，4 3 7
二 重 県 179 ，2 9 6 5 5 ，4 6 8 9 8 ，29 6 2 5 ，5 32
疫 賀 県 5 8 ，133 0 5 5 ，9 6 1 0 2 ，17 2
京 都 府 6 3 ，4 15 7 ，0 6 2 4 1，9 75 12 ，8 7 8
大 阪 肝 3 24 ，4 7 2 19 ，8 16 9 9 ，2 46 14 ，6 92 190 ，7 18
共 厚 県 10 8，26 4 3 6 ，73 0 6 3 ，9 50 7 ，58 4
奈 艮 県 4 3 ，5 70 5 （X ） 39 ，120 87 3，86 3
オロ歌 UJ 県 1 16 ，9 9 2 2 ，9 10 1 11 ，82 0 1，76 2 2 ，0 0 0
局 収 県 4 ，73 7 1，0 0 0 1，66 0 2 ，0 7 7
島 根 県 1 1，5 0 8 2 （氾 0 9 ，80 8 1 ，50 0
岡 田 県 5 4 ，9 06 4 9 ，23 3 3，0 5 3 6 99 1，9 2 1
広 島 県 174 ，37 8 7 5 ，00 0 1 16，2 0 8 10 ，34 7 4 7 ，8 23
田 口 県 2 6 7，9 8 6 7 8 ，03 2 184 ，0 0 8 0 5 ，9 4 6
て思烏 県 10 ，2 96 7 ，2 50 3 ，0 4 6
香 川 県 5 8 ，7 6 8 3 8 ，02 0 5 5 ，0 80 7 66 1，5 2 2
変 枝 県 7 7 ，0 8 1 6 ，3 09 9 ，13 8 5 8 ，6 34 3 ，0 0 0
南 郊 県 12 8，89 7 106 ，142 2 1 ，2 25 1，5 3 0
欄 間 県 127 ，19 0 4 2，33 1 3 ，4 5 5 2 3 ，4 9 8 6 1 ，3 6 1
佐 貫 県 9 3 ，20 9 57 2 5 7 ，70 6 1 7，16 2 17 ，7 6 9
長 崎 県 5 4 ，09 4 10 ，0 0 0 12 ，0 0 0 2 ，50 0 2 9 ，5 9 4
熊 不 県 16 ，1 3 1 1 1 ，6 6 1 3 ，9 70 0 2 ，5 00
二大分 県 3 1，0 69 3 ，0 00 2 ，0 18 2 5 ，0 5 1
宮 崎 県 2 9 ，6 36 2 1，6 7 8 2 ，0 3（i 1，7 8 1 4 ，14 1
鹿 児 島 県 6 ，9 4 5 25 8 2 77 3 1 1 ，9 56 2 ，0 00
押 縄 県 6 ，4 6 6 4 ，84 9 1 ，6 17
小 計 6 ，3 34 ，13 9 1 ，12 6 ，2 1 14 ，10 2 ，3 96 4 7 9 ，92 0 8 13 ，72 1
札 幌市 0
仙 台市 13 ，00 0 13，∝氾 0
干 葉市 0
横 浜市 2 5 ，0 38 6 ，14 1 9 ，72 6 9，17 1
川 崎市 0
名 古 屋 市 1，5 1 8 1，5 18
京 郡 市 4 ，120 4 ，12 0 0
大 阪 市 8 ，13 1 4 ，6 13 3，5 18
神 戸 市 2 ，0 64 1，50 0 2 ，0 6 4
広 島市 4 ，2 2 1 1，36 7 2 ，8 5 4
北 九 州 市 3 ，3 2 1 2，34 9 0 9 7 2
欄 間市 3 ，（泊0 3 ，0 00
4 訂ヽ 64 ，4 13 1 1，0 8 2 22 ，00 8 9 ，7 26 2 3 ，09 7




都 道 府 県 支 出 額
内 訳 （重 複 が あ る の で 、 支 出 衛 と 内 訳 の 計 は 一 し な い ）
企 業 の 技 術 開 発 、 高 度 化 支 援 等 企 業 に 対 す る 技 術 相 談 、 指 導 公 募 形 式 の 研 究 開 発 制 度
北 権 道 4 4 4 ，6 4 7 2 4 1，2 19 17 4 ，4 7 2 4 6 ，7 9 1
三　　　 三 3 5 ，19 3 19 ，6 6 5 1 5 ，5 2 8
岩 手 県 1 1 1 ，3 2 0 9 4 ，8 6 8 16 ，4 5 2
冨 城 県 6 9 ，2 2 4 4 3 ，2 3 1 2 5 ，9 9 3
秋 田 県 l U l ，0 5 （I 7 8 ，1U U 2 3 ，5 5 6
田 形 県 3 2 ，9 0 9 2 0 ，∝ 沿 1 2 ，9 0 9
僧 昂 県 1 4 ，b lU 1 4 ，b l U U
茨 城 県 3 4 ，6 2 9 2 0 ，0 （沿 1 4 ，6 2 9
栃 木 県 4 2 9 ，9 2 8 4 1 8 ，2 8 9 1 1 ，6 3 9 1 6 5 ，6 4 1
群 馬 県 4 8 ，0 2 1 3 0 ，5 9 8 1 7 ，4 2 3
・　　 ＝ 3 5 ，5 7 9 2 0 ，6 8 9 1 4 ，8 9 0 2 0 ，6 8 9
千 葉 県 5 1 ，4 8 5 2 7 ，9 3 6 8 ，8 9 2 14 ，6 5 7
東 京 都 5 3 ，5 9 1 3 8 ，5 9 1 1 5 ，0 0 0
イ甲宋 川 県 2 9 2 ，U 14 2 3 0 ，ツ0 2 3 3 ，U b Z U
新 潟 県 1 1 5 ，6 2 1 1 0 4 ，0 8 6 1 1 ，5 3 5
冨 田 県 2 0 8 ，2 4 6 1 8 2 ，4 0 1 2 5 ，8 4 5
石 川 県 9 1 ，4 3 3 8 0 ，0 0 0 1 1 ，4 3 3
欄 井 県 6 2 ，4 3 7 4 1 ，8 2 0 2 0 ，6 17
山 梨 県 5 3 ，7 9 2 14 ，4 2 3 2 9 ，3 6 9 1 0 ，0 0 0
長 野 県 8 3 ，3 9 3 6 2 ，0 0 0 2 1 ，3 9 3 3 2 ，0 0 0
牧 早 県 ．　 ●　 ． 5 U ，U U U 4 2 ，0 3 も
静 岡 県 5 2 ，9 7 3 15 ，0 0 0 3 7 ，9 7 3 1 5 ，0 0 0
ち受 刑 県 7 1 ，ワッ7 17 ，9 9 7 5 4 ，U t几 I
三 董 県 5 0 ，7 3 5 4 4 ，3 2 6 6 ，4 0 9 4 4 ，0 0 0
滋 賀 県 3 5 ，4 2 6 1 7 ，3 0 0 1 8 ，12 6
京 都 府 1 5 4 ，4 4 1 1 19 ，9 0 5 4 7 ，8 17 6 6 ，0 0 0
大 阪 府 7 5 ，6 2 5 6 0 ，9 5 7 1 4 ，6 6 8
兵 厚 県 6 8 ，8 0 4 6 4 ，9 8 1 3 ，8 2 3 6 4 ，9 8 1
奈 艮 県 4 6 ，9 4 1 3 3 ，0 0 0 1 3 ，9 4 1
利 堺 田 県 3 3 ，4 5 U 1 （），2 4 U 1 0 ，8 1リ ． ．
烏 収 県 5 ，4 2 6 5 ，4 2 6
島 根 県 1 5 ，1 3 2 l U ，U U U 5 ，7 3 2
岡 山 県 2 9 ，8 2 1 1 7 ，1 9 8 1 2 ，6 2 3
広 島 県 8 5 ，5 7 6 6 3 ，5 7 3 2 2 ，0 0 3
山 口 県 4 2 0 ，4 8 0 3 9 1 ，0 6 5 2 9 ，4 1 5 2 6 8 ，0 9 5
徳 島 県 3 1 ，3 7 2 1 2 ，0 0 0 7 ，3 7 2 1 2 ，0 0 0
香 川 県 7 2 ，3 6 3 6 3 ，3 3 0 9 ，0 3 3
空 撮 県 3 8 ，4 2 4 2 4 ，3 5 1 1 4 ，0 7 3 2 4 ，3 5 1
向 則 県 1￥，ワr／4 1 5 ，4 U U 3 ，3 1 4
福 岡 県 8 4 ，5 0 9 9 ，0 8 7 4 4 ，3 4 4 3 1 ，0 7 8
佐 賀 県 1 8 0 ，9 8 7 1 7 0 ，1 2 5 1 0 ，8 6 2
長 崎 県 1 3 5 ，1 5 0 1 19 ，9 0 0 1 5 ，2 5 0 1 19 ，9 0 0
熊 本 県 1 6 7 ，4 7 1 15 6 ，3 2 9 1 1 ，1 4 2
大 分 県 6 0 ，6 4 0 1 6 ，4 8 0 7 ，6 8 0 3 6 ，4 8 0
冨 崎 県 3 2 ，5 0 9 2 6 ，5 0 0 6 ，0 0 9
屁 児 島 県 3 5 ，5 4 ］ l U ，U U U 2 U ，男 梢 4 ，5 4 5
押 縄 県 16 ，12 9 8 ，6 0 3 7 ，5 2 6 8 ，6 0 3
4 ヽ百T 4 ，4 8 3 ，2 0 2 ］，2 8 リ，ワ2 4 1 ，U 4 7 ，5 1 2 1 ，U U b ，2 U 2
札 幌 市 0
仙 台 市 0 0 0
干 葉 市 0
横 浜 市 1 1 8 ，2 6 5 8 1 ，0 0 0 － 2 5 ，3 9 0 1 1 ，8 7 5
川 崎 市 0
名 古 屋 市 7 ，5 8 2 7 ，5 8 2
兄 可 l 巾 3 3 ，3 卯 6 ，2 7 2 2 7 ，1 2 1
大 阪 市 5 9 ，5 8 4 5 6 ，3 2 9 3 ，2 5 5
神 戸 市 10 ，8 4 2 4 ，3 6 6 6 ，4 7 6
広 島 市 9 ，4 3 6 7 2 1 8 ，7 1 5
北 九 州 市 18 ，10 0 1 8 ，10 0
欄 間 市 4 ，7 7 5 4 ，7 7 5
4 ヽ計 2 6 1 ，9 7 7 1 4 8 ，6 8 8 8 3 ，3 14 2 9 ，9 7 5





























































都 道 府 県 支 出 額
内訳 （重 複 が あ る ので 支 出額 と内訳 の横 計 は一 致 しな い ）
民 間 の専 門技 術 者 民 間 の若 手 研 究 者 県 職 員 の専 門 技 術 者 県 職 員 の 若 手 研 究 者
北 褥 j亘 44 2，204 437，451 2，293 2，460
育 来 県 1，061，784 1，060 ，593 598 593
岩 手 県 22，277 19，753 1，374 1，150
冨 域 県 16，037 5，604 7，943 2，490
秋 田 県 2，988 1，839 0 1，149
田 形 県 4 11，438 387，903 21，285 2，250
子昌島 県 73，258 4，870 67，955 433
茨 城 県 435，543 433，297 0 2，246
斬 本 県 4，224 2，983 0 1，24 1
群 馬 県 19，273 19，273
］苛土 県 52，577 43，831 5，300 1，778 1，668
千 葉 県 2，560，500 2，560，073 240 427 247
東 京 都 33，846 33，846
子甲奈 川 県 2，527，604 2，527，604
新 潟 県 29，298 22，328 1，4 19 5，521
冨 LU 県 0
石 川 県 9，100 9，100
褐 井 県 84，700 68，629 14，489 1，582
田梨 県 19，166 12，723 4，049 2，394
長 野 県 52，694 47，280 5，4 14 5，4 14
暇 早 県 179 ，172 173，857 5，315
静 岡 県 75，442 6 1，945 13，497
変 知 県 5 1，207 34，892 10，670 5，64 5
二 重 県 46，785 45，037 1，748
滋 賀 県 22，885 19，031 3，854
京 都 府 25，733 16，783 7，690 2，260 1，000
大 阪 府 3，184，364 3，184，364
兵庫 県 76，340 76，340
景 艮 県 37，426 36，563 863
≡和歌 LU 県 234，183 231，395 570 1，2 18 2，218
鳥 取 県 454 454
島 根 県 19，346 15，427 3，9 19
岡 田 県 19，739 15，277 4，462
広 島 県 3，080，671 3 ，076，430 4，241
田 口 県 49，471 45，233 4，238 239
・・芸　＝ 189，695 189，695
香 川 県 7，302 298 7，004
愛 媛 県 42，022 15，042 18，759 6，192 2，029
高 知 県 842，454 842，454
千品岡 県 16 1，298 52，768 9，087 21，077 87，453
優 賞 県 77，865 63，124 59，962 14，74 1 3，697
長 崎 県 174，02 1 167，688 4，946 1，387
照 不 県 60，376 54，269 11，880 6，107 908
二大分 県 44，788 42，992 1，796
宮 崎 県 9，668 9，668
贋 児 島 県 116，960 103，335 12，573 1，052
押縄 県 550 550
小 計 16，689，728 16，264，24 1 113，488 261，446 14 1，445
札 幌市 0
仙 台市 0 0
干 葉 市 0
礪 l突市 25，390 25，390
川崎 市 704 7糾
名 古 屋 市 25，337 25，337
京．都 市 22，571 22，571
大 阪市 15，909 1，∝）9 14，900
神 戸 市 38，196 6，909 3 1，287
広 島市 3，571 2，368 2，368 1，203 1，203
北 九 州市 0
欄 間 市 9，105 9，105
小 計 140，783 93，393 2，368 32，490 16，103




























□ 国 際 交 流 拠 点 の 整 備

















ア トムポ リス構想 の中核施設 となるエネルギー研究




現在の林業技術セ ンター を改称、整備 し、移転新築
を行 う。平成6年度開設予定　 造成工事 ：仮設工、土
工、園路広場工、排水工　 建設工事 ：管理棟、研究
棟 、森の教室、機械室の一部　 （256，311千円を次年
（仮称）建設事 業 度繰越 し）
大阪府 日米技術交流の推進 商工部 14，090
米国椚フォルニア州サンノゼ市に産業界 と協力 して㈱o cLテクノ
ロジ セーントを設置 （S63．9） し、 日米双方向の技術情報











出 を担 う人材の育成等の国際協力事業 を実施す ると
称）整備事業 ともに、広島 と世界 を結ぶ交流拠点 として、














円 訳　 し董 複 が あ る の で 支 出 租 と 円 訳 の 頂 計 は 一 致 し な い ）
都 道 府 県 支 出 額 国 際 交 流 拠 点 の 整 備 外 国 人 研 究 者 の 受 け 入 れ 等 の 交 流
廿　　＝ 3 3，9 74 33 ，9 74
育 来 県 0
岩 手 県 0 0
官 1戎 県 24 ，59 7 24 ，5 97
秋 田 県 0 0
田 形 県 0
循 島 県 2 ，30 0 2，30 0
茨 城 県 7 ，6 73 7，57 3
砺 木 県 3 ，0 80 3，0 8 0
群 馬 県 1，3 60 1，36 0
埼 土 県 34 ，92 9 3 4 ，9 29
千 葉 県 17，65 0 17 ，6 50
東 京 都 0
神 奈 川 県 10 8 ，154 10 8，15 4
尉「渦 県 20 ，2 49 2 0 ，24 9
冨 田 県 7 ，64 5 7 ，6 4 5
イコ川 県 0
福 井 県 56 ，4 09 5，0 0 0 5 1 ，4 0 9
LU 梨 県 4 13 ，7 10 384 ，12 0 2 9 ，59 0
長 野 県 20 ，0 3 1 2 0 ，03 1
岐 阜 県 0
静 岡 県 0 0
夏 期 県 32 ，199 3 2，19 9
二 重 県 1，4 8 7 1，4 87
達　等　≡ 53 ，5 37 53 ，5 3 7
京 者β冊 3，5 8 5 3 ，5 85
大 阪 肝 2 5 ，0 90 14 ，0 9 0 25 ，0 9 0
兵 庫 県 16 ，76 8 16 ，7 6 8
棄 艮 県 0
：和 歌 田 県 0
烏 収 県 3 ，6 4 8 3，64 8
島 根 県 0 0
岡 田 県 1，2 2 1 1 ，22 1
広 島 県 9 1，92 0 20 ，35 2 7 1，5 6 8
田 口 県 0 0
徳 島 県 0
香 川 県 0
変 榎 県 0
商 矢口県 0
欄 間 県 2 ，5 1 1 2 ，5 11
ノ匠 賃 県 4 8 ，0 69 4 8 ，0 69
長 崎 県 64 ，8 00 6 4 ，8 00
照 不 県 3，12 3 0 3，12 3
大 分 県 0
冨 崎 県 0
鹿 児 島 県 76 ，0 8 8 76 ，0 8 8
押 縄 県 8 ，84 9 8 ，84 9
小 計 1，1 84 ，6 56 4 2 3 ，56 2 77 5 ，184
札 幌 市 0
仙 台 市 0
干 葉 市 0
襟 首共市 3 3，4 5 0 3 3，4 5 0
川 崎 市 0
名 古 屋 市 0
京 都 市 0
大 阪 市 18，864 7 ，4 00 18 ，8 64
不甲戸 市 3 ，3 72 3 ，37 2
広 島 市 3 0 ，95 9 30 ，9 5 9
北 九 州 市 0
欄 間 市 0
4 訂ヽ 8 6 ，64 5 7 ，4 0 0 86 ，64 5
























都 道 府 県 支 出 額
円 訳　 し又 山裾 こ円 岩代の慣 盲汀は‾ ：狂 しな い ノ 薦冨甘 博 切 開 の
一 部 と して 整 備
自 然 刊・宇：弟 と し
て独 立 して 整 備県 立 日照 刊．芋




晋 及 啓 発 売買立 済 言丁但I甲 ・・　　 呈 訂 胆l甲
北 海 道 112 ，9 8 6 5 8 ，8 36 54 ，15 0
青 森 県 9 ，2 0 0 9，20 0
岩 手 県 3 6 ．4 85 36 ．4 8 5 0 0 1
宮 城 県 17 ，7 67 4 ，16 7 13 ，60 0
秋 田 県 1，6 3 6 1 ，63 6
山 形 県 6 8 ，00 2 66 ，69 0 1 ，19 2 12 0 1 1
福 島 県 3 24 ，32 2 3 14 ，3 14 9，80 8 20 0 1
茨 城 県 4 ．157 ．30 14 ．157 ．3 0 1 1
栃 木 県 4 2 1，60 4 4 2 1，6 04 0 0 1
群 馬 県 4 0 8，9 4 1 2 92 ，9 0 2 1 16 ，0 39 1
埼 玉 県 2 22 ，12 4 2 17 ，6 3 7 2，14 5 3 ，0 2 1 1
千 葉 県 3 ，7 55 ，7 17 3 ，6 78 ，9 0 9 16 ，7 0 86 ，10 0 1 1
東 京 都 2 5 5．70 2 3 2 ．3 16 22 3 ．3 86 1
神 奈 川 県 5 ，89 8，58 4 5 ，7 56 ，7 9 6 1 13 ，5 882 ，2 0 0 1
新 潟 県 44 2 ，80 1 44 2 ，24 9 55 2 1
富 山 県 7 ，9 2 8 4 ，9 39 2，9 8 9 0 1
石 川 県 145 ，39 2 14 5 ，3 9 2 1 1
福 井 県 849 270 57 9
山 梨 県 5 ．9 0 6 5．584 32 2
長 野 県 0 0 0
岐 阜 県 0
静 岡 県 2 ，3 9 9 2 ，39 9
変 ‡和県 U
三 重 県 5 3 ，19 0 23 ，15 5 2 8 ，8 16 1，2 19 1 1
滋 賀 県 3 ，8 87 ，3 3 2 3，88 7 ，3 32 1
京 都 府 7 ，2 3 0 7 ，230 0
大 阪 府 5 3 ．47 4 4 3 ．5 82 9 ．8 9 2
兵 庫 県 3 ，0 55 ，5 2 3 2，93 3 ，19 4 122 ，3 29 1
奈 艮 県 U
和 歌 山 県 7 8 ，10 7 7 8 ，0 7 4 3 3 1
鳥 取 県 9 ，4 2 6 9 ，3 18 4 8 6 0 1
島根 県 U U
岡 山 県 5 5 ，84 4 4 4 ，2 5 4 1 1，59 0 3 ，0 90 1
広 島 県 5 ．9 13 4 ．2 4 1 1．6 7 2
山 口 県 9 0 ，7 25 90 ，7 2 5 0 1
徳 島 県 18 1，78 8 17 5 ，2 8 8 6 ，500 1
香 川 県 1，84 8 1，84 8
愛 媛 県 3 ，5 89 ，1 15 3 ，55 3 ，8 7 3 3 0 ，44 4，7 9 8 1
高 知 県 12 ．9 66 12 ．9 6 6
福 岡 県 4 9 9 ，30 5 44 6 ，7 4 9 4 4 8 ，5 84 50 ，7 2 1 1
佐 賀 県 14 ，4 29 12 ，54 0 1 ，88 9 1
長 崎 県 7，80 0 7，80 0
熊 本 県 1 ，62 3 1 ，52 3
大 分 県 4 10 4 10
宮 崎 県 60 ，4 8 8 5 2 ，22 6 1，57 8 6 ，6 84 1
鹿 児 島 県 189 ，9 62 9 6 ，82 7 9 2，2 70 7 ，69 6 1
沖 縄 県 39 2 ，94 4 392 ，9 44 0 1
小 計 2 8 ，54 5 ，0 88 27 ，3 64 ，0 3 3 1 ，37 3 ，3 7026 5 ，0 34 10 3 11 7
札 幌 市 U
仙 台 市 4 32 ．8 73 4 3 2．75 7 116 1
千 葉 市 6 58 65 8 1
横 浜 市 6 15 ，7 84 0 6 ，4 60 60 9 ，3 24 1
川 崎 市 4 5 ，5 14 4 3 ，84 3 1，6 7 1 1
二石 石 屋 市 U U 1
京 都 市 2 68 ，7 67 18 7，76 2 8 1 ，0 0 5 1
大 阪 市 130 ．0 00 13 0 ．0 0 0 0 1
神 戸 市 4 66 ，9 16 46 6 ，74 0 176 1
広 島 市 4 1，29 1 4 1，2 9 1 1
北 九 州 市 4 68 ，3 12 10 8 ，4 2 2 3 59 ，8 90 1 1
福 岡 市 9 3 9 3
4 計ヽ 2 ．4 70 ．20 8 1 ．4 1 1．4 73 4 49 ．4 1160 9 ．3 24 0 1 8 2















事 業 の 性 格 支 出額（千 円） 構 成 比 課 題 数 構 成 比
商 工 5，740，64 1 70．9％57 34．1％
農 林水 産 1，945，646 24．0％ 78 46．7％
環 境 土 木 ・
保 健 衛 生 312，6113．9％ 2615．6％
県 民 ・生 活 82，026 1．0％ 2 1．2％
教 育 18，746 0 ．2％ 4 2．4％
企 画 ・総務 0 0．0％ 0 0．0％















都 道府 県 支 出額 課題 数




秋 田県 1，398 ，26 6 1
山形 県 2，208 ，52 1 3
相 島県 67，102 3
茨城 県 178，626 3
砺 不県 114，248 1
群 馬県 57，220 1
埼 玉県 2 11，7 10 15
十 某県 68，970 1
東 京都
二押葉川 県 337，228 9
新 潟県 63 ，288 1
苫 田県
石 川県 2 ，400 1
福 井県 207，54 1 6
田梨県
長 野県 28 ，4 57 1
岐 早県 353，519 4
静 岡県 28，273 5
愛 知県 326，490 11
二 王県 572，296 7
滋 賀県
京 都府 64 ，4 32 4
大 阪府 44 ．316 2
兵 厚県 64 ，528 4
奈 艮県 20 ，700 2
和 歌 山県 89 ，45 6 8
鳥収県
都 i首府県 支 出篠 課 題 数
島根県 133，482 4
岡 田県 63，960 6
広 島県 42 8，290 13
■　工 283 ，573 6
徳 島県 13，111 4
香 川県 13，750 1
変 枝県 200 ，000 2
高 知県 8，996 1
欄 間県 199，019 10
佐 賀県
長 崎県 4 ，36 1 1
熊 本県 7，993 3
大 分県 59 ，850 1
苫 崎県 3，800 1
鹿 児 島県
押 縄県








大 阪市 14 ，939 2
：河戸市 0
広 島市
北 九州 市 24 ，23 1 4
欄 間市
小 計 91，901 14















































































































































図 4－2－5（1）職 員 規 模階 層 別 公設 試 の 割 合
















































































































































































































































































































































































図 4 －2 －17 公 設 試 に お け る 高 い 研 究 ポ テ ン シ ャ ル 維 持





























































図 4 －2－20 公 設 試 に お け る 3 分 野 別 に み に 1 機 関 当 に













図 4－2－－21 公設 試 保 有機 器 に お け る設 置 後 8 年以 上




















図 4－2－22 公設 試 に お け る 1 機 関 当 に りの











































































図 4胃2－26 公設試 に お け る 俵持 検 査 ・試験 1 件に







































































































注 ＝1 ＝大字と、　 2 ＝民間企業と、　 3 ＝国研と、
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図 4 －2 －3 5 公 設 試 に お け る 1 機 関 当 に りの































































































































図 4－3－6 公設 試 「再 編 済み 」 「未 済 編 」 比較 ：



























図 4－3－8 公設試 「再編済み 」 「天再編 」比較 ：






注 ：「技術指導 ・相談． 「依頼検査 ・試験．件数は
























図 4－3－10 公設 試 「再 編 済み 」 「天 再 編 」比 較 ：



























































注 ：研究開発実施機関4 5 のうち3 機関は9 2年度末















図 上2－2 「3 セク ・財団」研究開発実施機関の
士也域分布
注 ：北 陸 ＝ 新 潟 、富 山 、石 川 、 福 井
東海 ＝岐 阜 、静 岡 、璽 知 、 三 重






図 5－2－3「3 セ ク ・財団 ．研究開発実施機 関の










注 ：資本金 ・基本財産構成の調査項 目には 「地方 自三台
体 ． 「政策的な資金． 「民間企業 ．の他に 「その








図 5－2－4 「3 セ ク ・財団 ．研究開発 実施機 関に おけ












図 5－2－5 「3 セク q 財 団 」研 究開 発実施機 関の








注 ：研究開発実施機関4 1 の うち資本金 ・基本財産構









図 5－2－6「3 セ ク ・財団 」研究開発実施機 関及び
研究開発支援機関の設立時期別にみ に
貸本合 ・基本 財産構成の 変化
、???）?）?）?）?）?）?）?）?、??????????
???????????????????????????































注 ：草 本 孟 ・葦 本財 産 構成 に お い て原 策 的 な資 金 を 有











建　　 物 研　 究　 設　 備
該当機関数
所　 有 借　 用 所　 有 借　 用
1 ○ ○ ○ ○ 1
2 ○ ○ ○ × 1
3 ○ ○ × ○ 0
4 ○ ○ × × 0
5 ○ × ○ ○ 0
6 ○ × ○ × 1 7
7 ○ × × ○ 0
8 ○ × × × 1
9 × ○ ○ ○ 4
1 0 × ○ ○ × 7
1 1 × ○ × ○ 7
1 2 × ○ × × 3
1 3 × × ○ ○ 0
1 4 × × ○ × 0
1 5 × × × ○ 0
1 6 × × × × 0
































































































パ ター ン 正 式採用 正 式採用 出向 出向 該当
＃ 期 限無 期限付 有給 無給 機関数
1 ○ ○ ○ ○ 0
2 ○ ○ ○ × 1
3 ○ ○ × ○ 2
4 ○ ○ × × 3
5 ○ × ○ ○ 2
6 ○ × ○ × 6
7 ○ × × ○ 4
8 ○ × × × 4
9 × ○ ○ ○ 0
1 0 × ○ ○ × 2
1 1 × ○ × ○ 0
1 2 × ○ × × 1
1 3 × × ○ ○ 0
1 4 × × ○ × 5
1 5 × × × ○ 7












































注 ；研究開発実施機関4 1 の うち外部からの 出向研究






















荘・neJ・ 悪 鑑 悪 霊 悪 悪 霊 酎 75
0　　　　　　　　　　　100　　　　　　　　　　　200
研究者数〔人）
注 ：研 究開 発 実施 機 関 4 1 の う ちクト部 か らの 出 向 研 究
者 がい るの は 3 0 機 関 で あ る。 又 、 「有 給 」 「無
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図 5－3－1 公設言式と 3 セ ク ・財 団の 比較 ：
































図 5－3 －2 公 設 試 と 3 セ ク ・財 団 の 比 較 ：





















図 5－3－3 公設試と3 セク・財団の比較 ：
研究員の字歴構成
高校、高専、短大卒
注 ：各機 関 に お け る研 究 員の 宇 歴 構成 の シ ェ アを 単 純









図 上3胃4 公設試と3 セク ・財団の比較 ：
給与水準












注 ：グラフに よる比較容易さのにめ 「3 セク ・財団．























































































































40．2％ 諾　 6・6％ ．2％ ．1ノ蒜
ぶ　 涼
14．8％




























■ 科学尊術政策の ［］公設試 ■ 高等教育機関 ■ 医療機関への研
総合的推進 究助成
国日射団法人等の研究 田 研究交流の促進 ヨ研究開発型企業 旺】企業の育成支援
開発（支援）機関 誘致






































































































































































































該当機関数所有 借用 所有 借用
1 ○ ○ ○ ○ 1
2 U U U × 1
3 後 （ノ × U 0
4 ∪ ∪ ス 入 U
5 L J × U U 0
6 U × U × 17
7 U × × U 0
8 U × × × 1
9 × U ● U 4
lU ス ∪ ∪ ス 7
11 × U × U 7
12 × U × × 3
13 × × U U 0
14　－ × × （⊃ × 0
15 × × × U 0





該当機関数期限無 限有 有給 無給
1 ○ ○ ○ ○ 0
2 し） U U × 1
3 リ ° × U 2
4 ∪ しノ ス ス J
5 U × しノ U 2
b U × U × 6
’／ U × × し） 4
8 ∪ × × × 4
． × U ● U 0
lU ス ∪ ∪ ス 2
1 1 × U × U 0
12 × U × × 1
lJ × × U U 0
14 × × （） × 5
15 × × × U 7

















































































































































































































































事 業の性 格 コー ド
商工 系 1
農林 水産 系 2
環境 ・土木 系 3
保健 ・衛 生系 4
県 民 ・生活 系 5
教 育 系 6





























Y E S　　　　計画中　　　　　N O
●　貴県では科学技術政策の基本指針等がありますか。また、指針等を策定する計画はあ
りますか。
Y E S　　　　計画中　　　　　　N O
Y E Sの場合は下表に記入してください。
都　 道　 府　 県　 名
科学技術関係審議会
名　　　　　　　 称








































0 0 0 試験場 0 0 部
千円
0 ，0 0 0
公設試
計上分









































か。取り組んでいる場合にはY E S、取り組んでいない場合にはN O。



































所 管部 局 平成 4 年 度
財政支 出額





政支出を行っている場合にはY E S、行っていない場合にはN O。





















Y E S N O
●　Y E Sの場合は、機関名、設立年月等を以下の表に記入して下さい。
事業 機　　　 関　　　 名 設立 基金又 うち県 所　 管
部　 局
平成4 内　　　　　　 訳 重複
性格 は資本 年度県 （基金造成、補 の問
コード 年月 金額 負担分 支出額 助、委託等の別） 番号
千円 千円 千円
●それぞれの機関毎の事業内容を記入してください。
機　　　 関　　　 名 平成4 年度決算額 事　　　 業　　　 概　　　 要
ー207－
【間　8】貴県には、【問7】で回答したもの以外に科学技術の振興を目的とした基金がありま
すか。ある場合にはY E S、ない場合にはN O。

























博物 館 名 設 立
（予定 ）
年 月
所管 部局 平成 4 年度
決算 額



















行っている場合にはY E S、行っていない場合にはN O。
















すか。支援している場合にはY E S、支援していない場合にはN O。















［融　 資　 事　 業］
－209－
【間12】貴県は、研究開発型企業の誘致に取り組んでいますか。事業として実施している場合
にはY E S、していない場合にはN O。








所管部局 平成 4 年度
決算額




［融　 資　 事　 業］
【問13】貴県では、地元企業に対する技術相談や指導を行なっていますか。行っている場合に
はY E S、行っていない場合にはN O。
















進している場合にはY E S、推進していない場合にはN O。

















Y E S、ない場合にはN O。
















供するシステムがありますか。ある場合にはY E S、ない場合にはN O。








所管部局 平成 4 年度
決算額





促進している場合にはY E S、促進していない場合にはN O。

































にはY E S、努めていない場合にはN O。





























所管部局 平成 4 年度
決算額


















所管部局 平成 4 年度
決算額































































事項 （事業名） 所管部局 4 年度支
出額（千円）
商工系 北海道 地域食品加工技術センター （仮称）の整備 商工労働観光部 61，839
北海道 資源エネルギー諸費 商工労働観光部 1，0（氾
岩手県 岩手県工業技術センター整備事業 商工労働部 2，858，643
宮城県 工業技術センター整備拡充事業 商工労働部 5，000
秋田県 工業技術センター整備拡充基本計画 商工労働部 1，345
山形県 工業技術振興推進事業 商工労働開発部 500
栃木県 工業技術センター整備事業 商工労働観光部 15，888
群馬県 群馬県産業高度化推進会議運営 商工労働部 2，431
埼玉県 さいたまインダス ドノアル ・ビジネスパーク （仮称）整備 商工部 0
埼玉県 工業試験場等整備事業 商工部 4，060
神奈川県 工業系試験研究機関再編整備推進事業費 商工部 77，762
神奈川県 産業技術総合研究所 （仮称）敷地造成工事費 商工部 335，607
神奈川県 産業技術総合研究所 （仮称）新築工事費 商工部 7，950，729
長野県 工業試験場整備事業 商工部 1，283，160
三重県 公設試験研究機関整備調査事業 商工労働部 1，620
大阪府 新産業技術総合研究所整備計画 商工部 371，631
兵庫県 工業技術センター整備基本構想策定事業 商工部 575




鳥取県 技術力強化事業 （工業試験場検討経費） 商工労働部 500
岡山県 新工業技術センター整備事業 商工部 3，418，894
広島県 西部工業技術センター整備事業 商工労働部 2，437，930




福 岡県 工業技術センター生物食品研究所 （仮称）建設費
商工部技術振興
課 87，679
熊本県 工業技術振興指針策定 商工観光労働部 3，132
大分県 大分県工業技術センター （仮称）整備推進事業 商工労働観光部 3，939，522
宮崎県 工業試験場等整備推進事業 商工労働部 265
沖縄県 技術振興費 （工業技術センター建設事業） 商工労働部 7，169
農林水産
系
北海道 第2期道立水産試験研究機関整備の基本計画 水産部 0
北海道 花 き ・野菜生産技術開発普及体制調査費 農政部 2，000
青森県 県グリーンバイオセンター 農林部 98，053
岩手県 岩手県農業研究センター （仮称）整備事業 農政部 0
岩手県 林業技術 センター整備事業 林業水産部 2，559，234






集提供及び人材養成 を担う拠点として、地域食品加工技術センターを整備する。 ・基本計画策定費 ・実施
設計費　 ・地盤、計測調査費
地下資源調査所の海洋科学研究施設建設に向けての検討取組







県内中小企業の支援 と知識集約的な企業の集積 を推進するため、行政 （工業技術 センター、生活科学センター
、川口サイエンスワール ド）、財団 （研究会発支援施設）、民間 （業務 オフィス等）による新たな産業拠点施
設を整備する。
（＊全体事業費総額は19，134千円）
①鋳物機械工業試験場 と工業技術研究所を統合 し、川口市 に工業技術センター （仮称） として整備する。　 ②
食品工業試験場、製紙工業試験場、繊維工業試験場 （本場、2支場）の3機関5施設 を再編整備する。
再編整備 を実効的に進めるための推進会議等運営費　 新研究所で効率的な情報処理を行 うための情報システム
の基本設計費
産総研敷地造成 に係わる道路切 り回 し、擁壁等工事の施工
（6年度 まで3年間の継続業）　 産総研建設工事　 管理 ・情報棟、研究棟 ・実験棟他3棟　 延べ床面積32，486m2
本館 ：6，368Iが、既存棟改修 ：2，132m子、機器購入 ：276，273千円　 他
公設試験研究機関のあ り方を検討 し、整備構想案 を検討する
現在の産業技術総合研究所 を移転拡充 し次世代技術の研究開発や新産業の創出等機能強化を行 う。
4年度は実施設計の実施。立地場所 ：和泉中央丘陵地区　 敷地面積 ：約10ha　施設面積 ：延床面積約35000nf
現工業試験場 を本県の工業技術振興拠点 として、施設・機能を抜本的に拡充整備する。
［整備面積］11，206nf （現有4，195m2） ［工事期 間］平成2～5年度　 ［全体事業費］建設費 ：3，781百万円、設
計 ・施工整理 ：114百万円、附帯工事等 ：348百万円、計 ：4，243百万円
工業技術セント新研究交流棟建設等
工業試験場再編整備 に係る検討 を行 う。
岡山店内2ヶ所に分散 している工業技術センター を統合 し、研究団地 「岡山リサーチパ クー」へ移転する。 ・用地取得費
：3，219，200千円 ・建設費 ：190，616千円 ・整備推進費 ：9，078千円
・地域産業技術の高度化 を総合的に支援する体制を確立するため、狭隆となった西部工業技術センター を移転整備
、・管理 ・研究棟 （6，936が）・実験棟 （3，352Iが）、計10，288m2 ・平成5年4月開設
紙業試験場移転整備 のための基本設計
・再編整備推進会議の開催 ・技術移転推進センター構想の推進
・工業技術セントの再編整備 の一環 として、食品 ・バイオテクノロジ 中ー心の研究所 を建設する。
県の工業振興ピジョンの策定
用地取得費 ：2，158，781千円、実施設計 ：47，639千円、建設費 ：1，676，586千円、その他 ：56，516千円




















宮城県 森林 ・林業センター整備事業 水産林業部 5（氾
秋田県 食品加工研究所 （仮称）整備事業 農政部 37，045
山形県 農業試験場最北支場 ・農業大学校整備事業 農林水産部 49，993
山形県 畜産試験場等整備事業 農林水産部 698，590
福島県 農林水産試験研究体制整備構想策定事業 農政部 1，400
茨城県 農業関係試験研究教育等体制整備事業 農林水産部 2，755，516
茨城県 畜産関係試験研究機関体制整備検討事業 農林水産部 62，917
千葉県 栽培漁業センター （勝浦）増築事業 水産部 37，904
千葉県 試験研究基本問題調査事業 農林部 1，500
神奈川県 農業総合研究所 （仮称）新築工事等事業費 農政部 3，779，085
神奈川県 畜産研究所 （仮称）新築工事実施設計費 農政部 21，000
神奈川県 水産総合研究所 （仮称）新築工事、基本設計費 農政部 11，000
神奈川県 相模湾試験場新築工事等 農政部 1，048，600
神奈川県 内水面試験場 （仮称）実施設計費等 農政部 206，603
山梨県 果樹試験場整備事業 農務部 354，709
山梨県 森林林業総合研究所 （仮称）建設事業 林務部 384，120
岐阜県 農業関係試験研究機関調査研究 農政部 0
静岡県 富士養鱒場整備事業費 林業 ・水産部 26，603







兵庫県 北部農業技術センターの建設 ・推進事業 農林水産部 1，760，824
岡山県 岡山県バイオテクノロジ 研ー究施設設置事業 農林部 2，500
広島県 試験場整備構想検討 林務部 1，（沿0




福 岡県 水産海洋技術センターの整備構想 に関する検討
水産林務部漁政
課 0






岩手県 健康づ くり総合推進拠点整備事業 環境保健部 0
埼玉県 環境科学センター （仮称）整備調査費 環境部 2，904
千葉県 廃棄物対策センター （仮称）整備事業 環境部 31，159
神奈川県 温泉地学研究所調査設計費 環境部 3，605

















本県農林水産試験研究機関が農林水産業発展の基礎 となる新技術の開発 を先導的 ・効率的に開発できる組織体













現在の林業技術センターを改称、整備 し、移転新築を行 う。平成6年度開設予定　 造成工事 ：仮設工、土工、



























※事業未実施 （参考） ・平成3年度　 調査 （基本構想策定） ・平成5年度　 調査 （基本設計） ・平成6年
皮　 調査 （地質調査、実施設計） ・平成7～8年度　 建設工事 ・平成9年度　 供用開始












栃木県 衛生環境 センター （仮称） 衛生環境部 36，038
愛知県 がんセンター研究所改築調査 衛生部医務課 3，500
三重県 衛生研究所移転整備事業 保健環境部 5，600
兵庫県 高齢者脳機能研究センターの建設 ・推進事業 保健環境部 483，065
広島県 衛生研究所の移転整備 福祉保健部 114，000
熊本県 衛生公害研究所整備事業 衛生部 156，484
教育系 横浜市 木原生物学研究所建設事業 市立大学事務局 6，379，823
企画 ・総







環境 ・保健研究 を総合的、計画的、連続的に行 う総合研究システムの中核 として新 たに研究所の建設 に向けて
取 り組む ものである。 （既存の公害研究、公害監視セ ンター、衛生研究所のほか関係試験研究機関を取 り込み
整備するもの）
衛生研究所 と公害研究所 を統合整備 し、健康 と快適 な生活環境に対する新たなニーズに対応で きる効率的な試
験検査体制を持つ施設を整備する。 （H 5年度着工、H7年度竣工）
研究所改築調査費
移転整備 に向けた安全性等評価委員会 に伴 う調査委託
H 5年4月開設
衛生研究所 と環境センターの合併 に伴 う衛生研究所の移転及び機器整備
研究所の移転 ・新築。保健衛生や環境に関する中核的試験研究機関として現施設を移転 ・新築 し、試験 ・研究体
制の充実強化 を図る。※平成4年度は、移転先の用地の取得等を行った。







事項 （事業名） 所管部局 4年度支
出額（千円）
商工系 北海道 食品加工振興対策費 商工労働観光部 8，150
北海道 食品加工技術高度化推進事業費 商工労働観光部 2，000
北海道 連携事業費 商工労働観光部 954
北海道 調査研究用備品整備費 商工労働観光部 4，050
岩手県 岩手県工業技術 センター整備事業 商工労働部 2，858，643
秋田県 工業技術 センター整備拡充事業 商工労働部 1，345
秋田県 高度技術研究所の設立 商工労働部 3，986，737
福 島県 福 島県ハイテクプラザ客員研究員制度 商工労働部 3，043
茨城県 工業技術 センター推進体制強化事業 商工労働部 1，098
茨城県 客員研究員招へい事業 商工労働部 1，898
栃木県 高度技術者招へい事業 商工労働観光部 7，918
栃木県 研究開発協力企業等登録事業 商工労働観光部 332
栃木県 工業技術センター整備事業 商工労働観光部 15，888
栃木県 機器等整備事業 商工労働観光部 204，787
群馬県 群馬県産業高度化推進会議運営 商工労働部 2，431
埼玉県 産学官共同技術開発推進事業 商工部 62，709
福井県 工業技術センター整備事業 商工労働部 1，931，896
長野県 工業試験場整備事業 商工部 1，283，160
静岡県 客員研究員招へい事業費 商工労働部 7，772
愛知県 工業技術 センター開発交流支援棟建設費 商工部 516，701
三重県 公設試験研究機関整備調査事業 商工労働部 1，620
滋賀県 研究機器整備 商工労働部 182，032
兵庫県 工業技術センター維持運営及び試験研究費 商工部 13，768
和歌山県 クリエイ用サーチ事業 商工労働部産地振興課 5，207
島根県 アルミ合金表面改質技術開発事業 商工労働部企業振興課 52，∝）0
岡山県 共同研究開発事業 商工部 55，403
岡山県 技術共同開発事業 商工部 24，500
広 島県 工業技術センター活性化推進事業 商工労働部 99，300
山口県 客員研究月招へい事業 商工労働部 1，978
香川県 客員研究員設置事業 商工労働部企業振興課 7，∝は
愛媛県 試験研究機関職員研修事業 商工労働部 1，058
愛媛県 技術リサーチフォーラム開催事業 商工労働部 1，526
福岡県 工業技術振興会議 商工部技術振興課 1，348
福岡県 新技術研究開発特別事業 商工部技術振興課 82，063
佐賀県 先端重要技術研究開発事業 商工労働部 56，513
佐賀県 セラミックス流動研究推進事業 商工労働部 3，697
長崎県 窯業技術センター施設整備 経済部 100，000
熊本県 特別研究員招へい事業 商工観光労働部 5，199
大分県 工業系研究機関研究員国内留学研修事業 商工労働観光部 1，796
農林水産
系
北海道 中央水産試験場改築費 水産部 729，359
北海道 ㈱北海道グリーンバイオ研究所への出資 農政部 0
北海道 林業試験場整備費 林務部 457，042
青森県 県グリーンバイオセンター 農林部 98，053
岩手県 岩手県農業研究センター （仮称）整備事業 農政部 0
岩手県 林業技術センター整備事業 林業水産部 2，559，234








工業試験場 と醸造試験場 とを再編統合 し、センターとして整備
基本計画の策定
高度技術研究所の新設







産学官で構成す る委月により、既存の工業系試験研究機関の機能強化 を目的に、再編整備 し、産業技術総合研
究所 （仮称）を設立するための問題点等の検討 を行 う。
県内中小企業が急速な技術革新に対応 し、技術の高度化を図るため、産 ・学 ・官が共同 して研究開発 を進め、
その成果 を普及する。
工業技術センターの新庁舎建設、研究機器整備
本館 ：6，368が、既存棟改修 ：2，132nf、機器購入 ：276，273千円　 他
広 く外部の関連分野の専門研究者を招へい し、研究成果の高度化等 を図る。
建設規模　 鉄骨鉄筋 コンクリー ト造　 2階建　 延面積4，800mヂ
公設試験研究機関のあ り方 を検討 し、整備構想案を検討する
研究機器の整備
（1）（客員研究員設置事業）7名 ：768千円 （2）（SR関連技術推進事業）研究会、講習会の運営 ：578千円 （3）
（戦略的地域技術形成事業）委月会の設置、備品 ：12，422千円
将来の大型プロジェクトのための基礎研究を行 う。特に自分の専門等にとらわれず、テーマを選定する。





工業技術センターの先端分野における研究開発能力の向上 を図るとともに、民間大企業等の持つ高度な技術 を多 く
の中小企業 に円滑 に移転するため、民間大企業等の高度技術者を工業技術セントに一定期間招へい し、その進ん
だ技術や知識 を業務 に活用す る。
理工系大学又は高等専 門学校 に属する研究者等、学識経験 を有する研究者を招へい し、高度 な技術 に関する研
究業務に助言・指導 を待、職員の研究開発力の強化を図る。
試験研究機関職員の資質向上を図るため、県外の公設試等へ派遣 し研修 を行った。
県内中小企業が直面 している課題、あるいは2・3歩先 を見据えた新 しい技術について自由な意見 ・情報交換等の
勉強会を行 う産 ・学・行 の研究会を開催 した。
外部有識者 による 「福 岡県工業技術振興会議」を開催 し、中長期の重点研究等 を審議
先導的研究を3～5ケ年計画で実施
エレクトロニクス、新素材、バイオテクノげ 一に関する産学官共同研究及び公設試研究者の大学 （博士課程）への派遣

















事項 （事業名） 所管部局 4年度支
出額（千円）
宮城県 古川農業試験場移転拡充整備事業 農政部 1，000
宮城県 水産試験研究施設整備事業 水産林業部 3，740，160
山形県 農業試験場最北支場 ・農業大学校整備事業 農林水産部 49，993
山形県 木材加工利用研究施設新築事業 農林水産部 27，423
茨城県 客員流動研究員招へい事業 農林水産部 13，807
埼玉県 第2期バイオテクノロジー等先端技術研究推進事業 農林部 6，796
神奈川県 農林水産情報システム整備事業 農政部 104，884
神奈川県 農林水産系研究人材活性化対策事業 農政部 5，734
新潟県 先端技術研究開発事業 農林水産部 1，449
山梨県 森林林業総合研究所 （仮称）建設事業 林務部 384，120
岐阜県 バイオ共同研究調査事業 農政部 500
岐阜県 岐阜県農業新技術開発研究会 農政部 530
岐阜県 試験研究機関特別研究員招へい事業 農政部 700
岐阜県 試験施設整備 農政部 209，476
静岡県 農業関係試験場研究員派遣研修事業費 農政部 4，000
静岡県 先端技術研修派遣事業費 林業 ・水産部 1，080
静岡県 外部研究員招へい事業費 林業 ・水産部 645
愛知県 農業総合試験場中央研究棟建設費 農業水産部農業技術課 1，692，481
愛知県 林業試験研究等施設整備事業 農地林務部 73，341




三重県 木材加工 （林産物ブラのド化推進事業） 農林水産部 132，040
奈良県 林業試験場研究機器整備事業 農林部 12，499
和歌山県 受精卵移植技術確立普及化事業 農林水産部 3，020
和歌山県 研究施設整備事業 農林水産部 1，610
和歌山県 海況モ二男けグシステム導入事業 農林水産部 3，132
徳島県 21世紀型農業技術開発施設等整備事業費 農林水産部 297，407
徳島県 県産木造住宅供給システム整備事業 農林水産部 218，743
福岡県 高度先端技術開発機器特別整備費 農政部 （農政課） 50，256
福岡県 園芸技術高度化研究開発用施設等整備事業費 農政部 （農政課） 3，018
熊本県 農業試験研究機関整備事業 農政課 1，951，580
宮崎県 総合農業試験場施設整備事業 農政水産部 217，926
宮崎県 畜産試験場施設整備事業 農政水産部 251，927
宮崎県 内水面試験研究強化事業 農政水産部 15，953
鹿児島県 肉用牛改良研究所建設事業 農政部 1，567，412
環境 ・
土木系
岩手県 健康づ くり総合推進拠点整備事業 環境保健部 0
山形県 衛生研究所設備整備事業 環境保健部 17，0（氾
石川県 中宮展示館整備事業 環境部 6，685
保健 ・
衛生系
神奈川県 衛生研究所研究調査費 衛生部 9，302
石川県 設備整備費 厚生部 21，005
三重県 衛生研究所移転整備事業 保健環境部 5，600
滋賀県 健康長寿研究施設整備事業 健康福祉部 240，242
熊本県 衛生公害研究所整備事業 衛生部 156，484
北九州市 理化学機器整備事業 環境衛生研究所 11，962




農業をとりまく情勢が大 きく変化 しつつある中で、新たな試験研究需要 に対応するため、他の試験研究機関に
おける水田農業関連研究分野 を統合 し、土地利用型農業技術研究の中核試験場 として移転整備する。
・県内水産試験研究機関の試験研究に関する企画調整 ・新水産試験場 （宮城県水産研究開発センター）建設
。このため、4年度は、農業試験研究機関再編整備のための基本構想を策定 した。中山同地域の農業に関する総合的な研究開発を推進する公設試 として整備する。
県産スギ構造用材の加工利用技術高度化のための木材乾燥技術開発 を行 う木材乾燥施設 を新築す る。
助教授 クラスの研究者を客員研究員 として、本県研究機関に招 き、先端技術の指導 をうける。また、大学の博
士課程卒業者を流動研究月 として招 き、本県の課題 について研究する。
バイテク用備品の購入
研究開発支援 システム及び情報提供システムの整備
試験研究機関の再編整備 に伴い、高い研究能力を有する人材 を育成するため、ワークショップ型研修 を実施
・先端技術集中研修会の開催 ・産 ・学 ・官連携推進研究会の開催
現在の林業技術セ ンターを改称、整備 し、移転新築を行 う。平成6年度開設予定　 造成工事 ：仮設工、土工、
園路広場工、排水工　 建設工事 ：管理棟、研究棟、森の教室、機械室の一部　 （256，311千円は、次年度繰越
し）




農業試験場等の研究員 を農林水産省の試験研究機関等へ派遣 し、先端技術等 を習得 させる。
研究水準の発展の著 しいバイオテクノロジーや大型 コンピュータを駆使 した解析 の技術 を習得で きる国内機関
に研修生 を派遣す る。
重要研究課題関連分野の外部専門研究員等を招へい し、研究に対する助言、指導を受ける。
バ イオテクノロジー等の先端技術を駆使 した研究開発 を推進するため中央研究棟 を建設する。
研究棟建設のための基本設計 ・実施設計及び敷地造成等






黒潮離接岸調査研究デ ター蓄積のため、串本沿岸 の東西2定点観測により、溶存酸素、塩分濃度などのデ ターをリアル
タイムに送信 ・分析す る。
温室等の整備 （10棟）、ほ場整備 （67区）、バイオテクノげ －備品の整備
新技術開発棟 の整備 （建築費 （4年度分） ：67，743千円、機器購入費 （4年度分） ：151，000千円）
バイオテクノロジ 等ー、高度先端技術開発用の試験研究備品の整備






























北海道 共同研究推進費 企画振興部 158，965
北海道 創造的研究推進事業 企画振興部 9，999
北海道 長期海外研究事業 企画振興部 17，906
北海道 海外技術導入促進事業 企画振興部 5，935
北海道 海外客員研究員招へい事業 企画振興部 6，140
埼玉県 学際交流研究集会 企画財政部 168
埼玉県 学会 ・研究集会等参加事業 企画財政部 1，500
埼玉県 共同研究推進費 企画財政部 4，626
埼玉県 機器の共同利用推進費 企画財政部 120
埼玉県 科学技術情報の活用 企画財政部 415
神奈川県 重点基礎研究推進事業費 企画部 100，551
神奈川県 研究人材育成事業費 企画部 2，㈱0
神奈川県 研究職貞学会発表派遣事業費 総務部 10，0（期
富 山県 試験研究機関総合対策費 企画県民部 3，398
山梨県 研究交流促進調整費 企画県民局 6，192











道立試験研究機関の研究員 を海外の先進地に派遣 し研究する。 ・4名、6カ月以上1年以内
道立試験研究機関の研究員 を先進地に派遣 し、技術 シーズの調査、発掘 を行 う。 ・2班 （2人×2組） 1カ月
以内
道立試験研究機関に海外の先進研究機関か ら客員研究員を受入れ指導を受 ける。 （2名、6カ月以内）





社会経済ニーズに対応で きる新 たな科学技術シーズを創 出するとともに、研究職員の研究能力向上を図 り本県
における科学技術資源の蓄積 と拡大を促進することを目的 として、各試験研究機関の基礎的研究課題に対 し、
研究費の配分を行 う。
県試験研究機関研 究職員の括怪化 を図るため研究管理者、若手研究者 を対象 としたテクノサロン事業を行 う。
試験研究職員が国外の学会等で行 う研究発表に対 し、派遣のための旅費を支給する。
試験研究推進委月会の開催等
科学技術 の高度化に対応 し、県立試験研 究機関の研究機能の向上を図るため、機関相互または大学等外部機関
との共同研究を促進する。
県試験研究機関技術開発協議会の運営










商工系 山形県 県立産業技術短期大学校 （平成5年開校） 公立 商工労働開発部 1，518，633
大分県 大分大学 （工学部） 公立 商工労働観光部 1，500
農林水産
系
岩手県 岩手県立農業短期大学校 公立 農政部 832，827
秋田県 秋 田県立農業短期大学 公立 農政部 1，456，565
山形県 県立農業大学校 公立 農林水産部 330，698
福 島県 福 島県立農業短期大学 公立 農政部 183，975
茨城県 茨城県立農業大学校 公立 農林水産部 532，506
栃木県 栃木県農業大学校 公立 農務部 945，810
群馬県 群馬県立農林大学校 公立 農政部 626，290
埼玉県 埼玉県農業大学校 公立 農林部 514，767
千葉県 農業大学校 公立 農林部 709，296
新潟県 農業大学校 公立 農林水産部 291，968




長野県 長野県農業大学校 公立 農政部 372，261
長野県 長野県林業大学校 公立 林務部 102，890




岡山県 岡山県立農業大学校 公立 農林部 370，300
岡山県 中国四国酪農大学校 公立 農林部 220，566
徳島県 徳 島県立農業大学校 公立 農林水産部 333，218
香川県 香川県農業大学校 公立 農林水産部 263，186
福 岡県 福岡県農業大学校 公立
農政部 （農業技
術課） 356，454
熊本県 熊本県立農業大学校 公立 農政部 500，841
宮崎県 宮崎県農業大学校 公立 農政水産部 470，285
宮崎県 公立
鹿児島県 県立農業大学校 公立 農政部 805，183
保健 ・
衛生系
千葉県 千葉県立衛生短期大学 公立 衛生部 966，897
神奈川県 栄養短期大学 公立 衛生部 77，570
愛知県 名古屋市立大学分子医学研究所 公立 衛生部 162，0∝）
三重県 三重県立看護短期大学 公立 保健環境部 508，337
奈良県 奈良県立医科大学 公立 保健環境部 5，423，605
愛媛県 愛媛県立医療技術短期大学 公立 保健環境部 862，574
福岡県 県立看護専門学校 公立 保健環境部 181，555








短期大学校 設置推 進費 ：34，739千円、短期大 学校施設 設備整 備費 ：1，483，894千 円
平 成4年度 か ら県 が実施 してい る地域技術 お こし事 業の 中核技術 開発研 究 の一部 を委託
人件費 ：460，152千 円、施設整備 費 ：8，325千 円、維持 管理費 ：364，350千 円
給 与費 ：884，753千 円、管理運 営費 ：219，121千 円、学生教育費 ：20，635千円 、教 官研究費 ：29，488千 円、農場
管理費 ：83，430千 円、施設整備 費 ：218，621千 円、公 開講座費 ：517千円
人件費 ：221，895千 円、一般 的運 営費 ：108，803千 円
・運営費 ：59，89 1千 円 ・教育研修 費 ：25，170千 円 ・調査研究費 ：2，0㈱ 千 円 ・農場経 営費 ：40，089千 円
・施設整備 費 ：56，825千 円
運営費 ：36，213千 円、教 育費 ：103，279千円、施設 整備 費 ：71，980千 円、職員給与 費 ：321，034千 円
人件費 ：407，963千 円、運営費 ：166，430千 円、施 設整備 費 ：371，417千 円
・人件費 ：325，263千 円 ・学校 運営 ：132，608千 円 ・校生指導 ：17，356千 円 ・生産施設 運営 ：50，022千 円
・研修教育 指導 ：5，312千 円 ・展 示学習館等 運営 ：3，379千 円 ・農 業機械化 セ ンター運営 ：7，292千 円 ・
学校施設整備 ：85，058千円
運 営費 ：62，786千 円、教 育費 ：24，761千 円、公 開講座 ：1，951千円、施設整備 費 ：143，801千 円、 人件費 ：
281，468千 円
人件費 ：457，304千 円、物件 費 ：109，936千円、維持補修 費 ：10，0㈱ 千 円、 その他消 費的経費 ：36，056千 円、施
設整備費 ：96，（泊0千 円
農 業後継者養 成 を 目的 とし、作 物、 園芸 、畜産、蚕業分野 を履 修す る。
短大 または上記大 学校卒業者 を対 象 に、農業改良普 及員 養成教育 を行 な う。
人件費、運 営費、教 務費、研修 費、先端技術教 育推進費 、分校 教務費 、研 究科 課程 費 、果樹 教場 費、蚕 業教
場 費
人件費 ：259，163千円、報酬 ：13，215千 円、貸 金 ：5，451千円 、旅費 ：7，208千円 、需 用費 ：34，147千 円、役務
費 ：3，糾6千 円、委託料 ：13，811千 円、使用料 ：4，457千 円、工事請負 費 ：11，580千 円、備 品購 入費 ：6，164千
円、そ の他 ：12，419千 円
人件 費 ：70，298千円、報酬 ：3，8糾 千円、旅費 ：5，166千円、需用費 ：3，714千 円、委託 費 ：2，765千 円、使用 料
：10，785千円、工 事費 ：2，563千 円、 その他 ：3，735千 円
人件費 ：312，421千 円、報酬 ：18，339千 円、その他経費 ：119，㈹9千 円
農 業大学校管 理運営 費 ：38，664千 円、教 育指導費 ：33，926千 円、実践教育費 ：14，糾7千 円、指導 職員調査 研
究費 ：2，161千 円、農業大 学校 施設整備 費 ：22，∝沿千 円
人件費 ：111，711千 円、管理運営費 ：48，058千 円、施設整備 費 ：210，531千 円
人件費 ：120，694千 円、施設整備費 ：99，872千円
給 与費 ：24 1，964千 円、 運営費 ：63，560千 円、施設整備費 ：24，694千 円
人件費 ：186，714千 円、農業大学校管 理費 ：54，222千 円、施 設整備費 ：22，250千円
農業大学校 費 ：90，347千円、農業 大学校設備 整備 費 ：2，514千円、農業大 学校運営 費 ：87，833千 円、農業 大学
校生等研修 事業費 ：635千 円、農業大学校 に係 る人件費 ：175，125千円
人件費 ：282，192千 円、運営費 ：218，652千円 （一般運営 費 ：66，657千円、教務 等運営費 ：100，027千 円、施設
整備 費 ：51，968千 円）
学校 管理運営費 ：36，240千 円、庁舎維持補修 費 ：5，734千 円、農学部教 育費 ：49，665千 円、学生生 活指導 費 ：
48，328千 円、研 修部研 修費 ：4，120千円、施設整備 費 ：10，340千円、九州地 区農業大学校 体育大 会費 ：125千
円、優 良牛導入 事業費 ：17，600千円
職 員技術研修 費 ：1，300千 円、人件費 ：296，833千円
人件 費 ：419，925千 円、 その他 （運営費 、事 務費 、施 設整備 費等） ：385，258千 円
人件 費 ：674，066千円、施設 ・設備整備 ：97，叫 1千円、維持 ・運 営 ：195，390千 円
維持 運営費 ：39，169千 円、教務 運営費 ：23，636千円、教授等研究 費 ：4，682千 円、設 備整備 費 ：7，582千 円、機
能性 食 品共 同研 究事 業費 ：2，501千 円
建 設費補助額
人件 費 ：388，757千 円、運営 費 ：103，215千 円、施設整備費 ：16，365千 円
人件費 ：4，495，216千 円、維持 運営費 ：117，236千 円、試験研 究費 ：161，999千 円、施設整備 費 ：糾5，194千 円、
庁舎改修費 ：3，960千 円
管理運営費 ：237，155千 円、教職貞給与 費 ：623，糾 8千 円、教員研 究費 ：2，371千 円
事 業費 ：58，125千 円、 人件 費 ：123，430千 円
教員経費 ：10，158千 円、学生経費 ：36，460千円、管理経費 ：32，471千 円
看護婦確保 の ための養成事業 に要す る経費 を市の負担 区分 のルール に基づ き収支差 を支給









生活系 広島県 広島県立大学生物資源学部 公立 県民生活部 946，809
広 島県 広島電機大学、広 島自動車工業短期大学 私立 県民生活部 1，870
広島県 広島工業大学 私立 県民生活部 1，400
広島県 近畿大学工学部 私立 県民生活部 1，070
広 島県 福 山大学 私立 県民生活部 1，750
教育系 神奈川県 県立衛生短期大学 公立 教育委員会 1，243，225
横浜市 神奈川県立衛生短期大学 公立 教育委月会 2，345




横浜市 鶴見大学歯学部 私立 教育委貞会 800
横浜市 慶應義塾大学理科系 私立 教育委員会 9（X）
横浜市 神奈川大学工学部 私立 教育委員会 560
横浜市 桐蔭学園横浜大学工学部 私立 教育委員会 550
大阪市 大阪市立大学 公立 市立大学事務局 11，842，582
神戸市 神戸市立工業高等専門学校 公立 教育委員会 1，747，443
企画 ・
総務系
北海道 北海学園大学 私立 総務部 5，500
北海道 北海道工業大学 私立 総務部 2，200
北海道 酪農学園大学 私立 総務部 2，200
北海道 北海道東海大学 私立 総務部 10，200
北海道 北海道薬科大学 私立 総務部 2，200
北海道 東 日本学園大学 私立 総務部 4，400
北海道 東京理科大学 私立 総務部 2，200
北海道 東京農業大学 私立 総務部 4，㈲0
北海道 北海道自動車短期大学 私立 総務部 2，2（氾
北海道 北海道文理科短期大学 私立 総務部 2，200
北海道 道都大学短期大学部 私立 総務部 2，200
北海道 専修大学北海道短期大学 私立 総務部 2，200
北海道 拓殖大学北海道短期大学 私立 総務部 2，160
宮城県 宮城県農業短期大学 公立 総務部 708，889
山形県 東北芸術工科大学 （平成4年関学） 私立 企画調整部 1，133，333
福 島県 福 島県立医科大学 公立 総務部 8，083，572
福島県 会津大学 公立 総務部 16，496，278
東京都 東京都立科学技術大学 公立 総務局 4，232，785
富山県 富 山県立大学 公立 総務部 3，754，481
石川県 石川県農業短期大学 公立 総務部 991，2．94
福井県 福井県立大学 （生物資源学部） 公立 総務部 6，718，110
福井県
福井県立短期大学 （農学科、看護系学科 ・専攻科
） （H 5．4．1県立大学看護短期大学部 に名称変更）公立 総務部 775，482
福井県 福井工業大学 （工学部、大学院工学研究科） 私立 総務部 22，035




















人件費 ：8，414．糾7千円、管理費 ：82，593千円、教育研究費 ：1，695，920千円、施設整備費 ：1，糾9，422千円














人件費 ：586，505千円、教育研究費 ：43，284千円、施設整備費 ：79，100千円
東北芸術工科大学整備補助金 （校舎整備 、教具、校具の整備等）
・人件費 ：3，089，286千円 ・物件費 ：1，115，374千円 ・維持補修費 ：8，叫6千円 ・補助費等 ：32，534千円
・投資的経費 ：314，938千円 ・その他経費 ：3，552，994千円
・人件費 ：232，513千円 ・物件費 ：3，582，482千円 ・敷地造成費 ：919，332千円 ・建設費 ：11，761，951千円
人件費 ：1，067，080千円、物件費 ：739，506千円、維持補修費 ：61，437千円、補助費等 ：139，381千円、施設整
備費 ：2，225，381千円
職員給与費 ：1，265，436千円、大学運営費 ：朝3，995千円、教育研究費 ：1，427，171千円、施設設備費 ：617，879
千円
給与費 ：727，324千円、事業費 ：204，680千円、臨事費 ：59，290千円
・人件費 ：268，709千円 （教員数割） ・大学運営費 ：272，971千円 （学部数割） ・教務運営費 ：46，046千
円 （学生数割） ・厚生補導費 ：233，489千円 （学生数割） ・学術振興交流費 ：858，749千円 （学部数割）
・教員住宅管理費 ：22，938千円 （教員数割）
・施設整備費 ：5，015，208千円 （学部数割）　 ［学部数割 ：1／2、教月数割 ：20人／55人、学生数割 ：83人／
305人］
・人件費 ：597，810千円 （教員数割） ・大学運営費 ：88，115千円 （学科数割） ・教務運営費 ：63，654千円
（学生数割） ・図書館運営費 ：5，033千円 （学生数割） ・厚生補導費 ：953千円 （学生数割） ・公 開講
座費 ：203千円 （学科数割）
・農場費 ：5，756千円 （全割） ・施設整備費 ：9，919千円 （学科数割） ・情報教育設備事業費 ：4，039千円
（学生数割） ［学科数割 ：〟5、教員数割 ：49人／55人、学生数割 ：295人／337人］
管理経費、設備関係経費 （教育研究用機器備品 ・図書以外） （私立大学教育振興補助金）











） 公立 企画調整部 820，707
滋賀県 滋賀県立短期大学 公立 総務部 1，594，877
京都府 京都府立大学農学部 公立 総務部 1，184，086
京都府 京都府立医科大学 公立 総務部 11，770，892




岡山県 岡山県立短期大学 公立 総務部 738，970
福 岡県 福岡女子大学家政学部 公立 総務部学事課 362，153
福 岡県 九州歯科大学 公立 総務部学事課 2，579，899





人件 費 ：624，311千 円、教育研究 費 ：80，532千 円、管理費 ：75，591千 円、そ の他 ：40，273千 円
人件 費 （133人） ：1，186，㈱4千円、 学舎整備施設 充実改善 ：27，324千 円、一般運 営費 ：189，829千 円、研 究 費
：66，524千 円、施設 設備 整備費 ：86，389千 円、附属 施設等運営 費 ：33，821千 円、ランシげ 短大交 流親善 事業 ：
4，986千円
人件 費 ：748，936千 円、教育研究 費 ：168，572千 円、設備 ・備 品費 ：40，638千 円、その他 ：225，940千 円
繰 出金
研 究費 ・設備 費 ：1，075，943千 円、人件 費 ：3，066，483千 円
（大学 ・応 用医学研 究所 の決算 ）　 人件 費 ：1，118，839千 円、研究 費 ：243，397千 円、学 生経費 ：49，695千 円、
図書館費 ：43，974千 円、 その他 ：282，503千 円
職員費 ：593，830千 円、運営費 ：139，029千円 、理科 教育設備費 （食物科備 品経 費） ：6，111千 円
財 政支 出額 につ いて は、4年度 決算額 か ら文学部 と家政学部 の教 月数比 に よ り按分 。家政学部教 月 数 ：23人
、人件費 ：222，89 1千 円、施設拡充 費 ：90，糾5千 円、経常経費 ：90，糾5千 円
人件 費 2，017，367千 円、施設拡 充費 ：94，732千 円、経常経費 ：467，086千 円、その他 ：714千 円











青森県 県立中央病院 公立 環境保健部 14，256
大阪府 成人病センター研究所 公立 環境保健部 1，358，622
大阪府 母子保健総合医療センター 公立 環境保健部 268，382
兵庫県 東洋医学研究所 公立 保健環境部 4，838
兵庫県 成人病臨床研究所 公立 保健環境部 11，150
保健 ・
衛生系
秋田県 秋田県脳血管研究センター 公立 福祉保健部 1，156，292
埼玉県 埼玉県立がんセンター （研究所） 公立 衛生部 618，465
千葉県 千葉県がんセンター 公立 衛生部 236，713
東京都 （財）東京都神経科学総合研究所 公立 衛生局 2，141，775
東京都 （財）東京都精神医学総合研究所 公立 衛生局 1，446，496
東京都 （財）東京都臨床医学総合研究所 公立 衛生局 2，327，627
東京都 （財）東京都老人総合研究所 公立 養育院 3，240，100
神奈川 罠横浜市立大学医学部 公立 衛生部 10，000
神奈川 誤北里大学等4大学病院 私立 衛生部 3，850
神奈川 罠北里大学東病院等3大学病院 私立 衛生部 60，000
神奈川 慧北里大学病院等4大学病院 私立 衛生部 40，000
神奈川 誤東海大学東病院等2大学病院 私立 衛生部 42，549
神奈川 誤北里大学医学部 私立 衛生部 10，000
神奈川 誤聖マ リアンナ医科大学医学部 私立 衛生部 10，∝）0
神奈川県 東海大学医学部 私立 衛生部 10，㈱
新潟県 がんセンター新潟病院 公立 新潟県病院局 18，000
新潟県 中央病院 公立 新潟県病院局 2，0（氾
福井県 福井県立病院 公立 福祉保健部 14，618
福井県 福井県立精神病院 公立 福祉保健部 1，839
山梨県 山梨県立中央病院 公立 厚生部 2，099
静岡県 県立総合病院 公立 保健衛生部 27，191
静岡県 県立病院養心荘 公立 保健衛生部 5，663
静岡県 県立こども病院 公立 保健衛生部 14，311
静岡県 島田保健所 公立 保健衛生部 3（X）
静岡県 精神保健センター 公立 保健衛生部 500
静岡県 浜松市保健所 公立 保健衛生部 198
静岡県 焼津市立総合病院 公立 保健衛生部 500
静岡県 町立佐久間病院 公立 保健衛生部 500
静岡県 静岡市医師会 私立 保健衛生部 500
静岡県 西伊豆病院 私立 保健衛生部 500
静岡県 聖隷三方原病院 私立 保健衛生部 500
愛知県 愛知県がんセ ンター研究所 公立 衛生部 1，402，227
広島県
県立病院 （県立広島病院、県立安芸津病院、県立
瀬戸田病院、県立神石三和病院） 公立 福祉保健部 28，211
高知県 県立中央病院がん研究所 公立 病院局 44，917
宮崎県 園） 公立 環境保健部 725
川崎市 聖マリアンナ医科大学病院 私立 衛生局 20，0（氾
神戸市 市立中央市民病院 公立 衛生局病 院経営管理部 25，991
神戸市 市立西市民病院 公立 衛生局病 院経営管理部 7，909
神戸市 市立玉津病院 公立 衛生局病院経営管理部 2，650
県民 ・
生活系 愛知県 心身障害者コロニー中央病院 公立 民生部 6，297
教育系 大阪市 市立大学医学部附属病院 公立 市立大学事務局 89，435
企画 ・和歌山 誤県立医科大学 公立 総務部総務営業課 243，397
総務系 愛媛県 中央病院 公立 公営企業 26，177







研究所運営費 （1）人件費 ：555，559千円 （2）材料費 ：169，431千円 （3）経費 ：327，907千円 （光熱水費等） （4）
研修研究費 ：103，395千円 （旅費、図書費、研究用消耗品費）
給与費 282，568千円、経費 ：118，906千円、研究研修費 ：85，259千円
人件費 180，586千円、施設整備費 ：13，572千円、運営費 ：42，555千円




















補助金 （対象 消耗品等）　 左記の病院等に所属する研究者 （個人～グループ）に対す る補助金
補助金 （対象 消耗品等）　 左記の病院等に所属する研究者 （個人～グループ）に対す る補助金
補助金 （対象 消耗品等）　 左記の病院等に所属する研究者 （個人～グループ）に対 する補助金
補助金 （対象 消耗品等）　 左記の病院等に所属する研究者 （個人～グループ）に対する補助金
補助金 （対象 消耗品等）　 左記の病院等に所属する研究者 （個人～グループ）に対する補助金
補助金 （対象 消耗品等）　 左記の病院等に所属する研究者 （個人～グループ）に対する補助金
補助金 （対象 消耗品等）　 左記の病院等 に所属する研究者 （個人～グループ）に対する補助金
補助金 （対象 消耗品等）　 左記の病院等 に所属する研究者 （個人～グループ）に対する補助金
繰入額内訳　 給与費 ：863，017千円、経費 ：190，182千円、減価償却費 ：201，525千円、研究研修費 ：140，232千円
、雑損失 ：4，800千円、繰延勘定償却 ：2，471千円、合計 ：1，402，227千円



















愛媛県 伊予 三島病院 公立 公営企業 4，659
愛媛県 南宇和病院 公立 公営企業 3，820
愛媛県 北宇和病院 公立 公営企業 1，390





医師の研究研修に係 る費用 について、その1！2を一般会計で負担 している。
医師の研究研修に係 る費用 について、その1／2を一般会計で負担 している。
医師の研究研修に係 る費用 について、その1／2を一般会計で負担 している。












商工系 北海道 （財） テ クノポ リス函館 技術振 興協 会 8404 1，651，0（氾 850，000商工労働観 光部
北海道 （財）室 蘭 テクノセ ンター 8612 1，077，350 280，000商工労働観 光部
北海 道 恵庭 リサーチ ・ビジネスパ ー ク㈱ 8804 1，508，000 300，000商工労働観 光部
北海 道 （財）道 央 テクノポ リス 開発機構 8806 1，800，∝）0 700，0（泊商工労働観 光部
北 海道 ㈱ 旭川 産業高度化 セ ン ター 9204 1，∝沿，000 130，000商工労働観 光部
北 海道 （財）旭 川生活 文化産業振興協 会 9206 782，350 350，∝氾商工労働観 光部
青森 県 （財）青 森 テクノポ リス 開発機 構 84 10 1，184，030 640，000商工労働部
青森 県 （財）八戸 地域高度 技術振興 セ ン ター 8510 590，900 145，000商工 労働部
青 森県 ㈱ 八戸 イ ンテ リジ ェン トプラザ 8905 1，280，950 220，000商工労働 部
岩 手県 （財 ）岩手県高度 技術 振興協 会 8609 1，478，135 845，000商工労働部
宮 城県 （財）東 北産業技術 開発協 会 6610 515，425 340，500商工労働部
宮 城県 （財 ）宮城県高 度技術振興 財団 8602 1，452，100 1，050，000商工労働部
秋 田県 （財 ）秋 田テ クノポ リス開発機構 8402 1，769，410971，925商工労働 部
秋 田県 （財 ）秋 田県 資源技術 開発 機構 9011 427，000 200，000商工労働部
山形県 （財） 山形大学産業研 究所 8309 100，000 26，500商工労働 開発部
山形県 （財） 山形 県 テク ノポ リス財 団 8509 6，901，500 5，387，588商工労働 開発部
福 島県 財 団法人福 島県工業技術 振興財 団 8410 731，800 546，650商工労働 部
茨 城県
株 式会社 つ くば研究支援 セ ンター （民 活法
リサ ーチ コア） 8802 2，800，∝沿 513，350商工労働 部
茨城県 財 団法 人茨城県科 学技術 振興財 団 8910 664，382 143，797商工労働 部
栃木 県 （財）栃 木県産業技術振 興協会 8312 1，500，000 700，000商工労働観 光部
群 馬県 ㈱ ぐん ま産業高度 化セ ン ター 9111 1，520，000 2（相，000商工労働 部
群 馬県 （財）群 馬県工業 技術 振興基金 9203 713，300 450，∝沿商工労働 部
千葉県 （財） 千葉県工業 技術振興 セ ンター 8604 916，100 501，0（氾商工 労働 部
神 奈川 罠㈱ ケイエス ピー 8612 4，500，000 500，050商工部
神 奈川 罠 （財 ）神 奈川高度 技術 支援財 団 8908 1，200，000 1，000，000商工部
新 潟県 （財 ）信 濃川 テ クノポ リス開発 機構 8303 2，428，016 1，500，0∝I商工労働部
新 潟県
（財 ）新 潟県県央 地域地場 産業振興セ ン タ
8501 44，（氾0 100，000商工労働部
新 潟県 ㈱ レーザー応用工 学セ ンター 9003 1，050，000 100，000商工 労働部
富 山県 （財 ）富 山技術 開発 財団 8312 3，144，058 1，362，000商工労働部
石川県 研 究 開発 助成基金 8803 286，000 97，003商工 労働部
石 川県
（財 ）石川県産業振 興基金協会 ・石川 トラ
イアルセ ンター 9004 1，000，000 0商工 労働部
福 井県 財 団法 人福 井県産業振 興財団 8703 1，286，900 834，900商工 労働部
山梨県 （財） 山梨21世紀 産業開発機構 8611 2，479，000 1，502，050商工 労働観光部
長 野県 （財） 浅間 テクノポ リス 開発機構 8510 1，801，200 1，100，000商工部
長 野県 （財）長 野県 テク ノハ イ ラン ド開発機構 8610 3，967，662 1，600，0（氾商工部
長 野県 （財）飯伊 地域地場 産業振興 セ ンター 8702 17，000 5，000商工部
長 野県 （財）松本 ソフ ト開発 セ ンター 9011 32，∝）0 0商工部
長野県 （財 ）上伊 那産業振興会 9111 30，000 0商工部
岐阜 県 ㈱ 超高温材料研 究 セ ンター 9003 2，250，000 66，000商工労働部
静 岡県 （財）浜松 地域 テク ノポ リス推進機構 8104 1，682，200963，000商工労働 部
静 岡県 （財）静 岡県科学技術振 興財 団 9105 9，052，223 9，000，000商工労働部
愛知県 （財 ） フ ァイ ンセ ラ ミックスセ ン ター 8505 3，467，153 500，000商工 部
三重 県 （財）三重県工業技術 振興機構 9005 959，000 479，500商工労働部
滋賀 県 （財）滋賀県工業技術 振興協 会 8503 10，100 4，000商工 労働部
京都府 （財）京都 産業技術振 興財団 9112 2，090，440 10，000商工 部
大 阪府 ㈱ イオン工学センター 8811 3，900，000 331，5（氾商工 部
大 阪府 ㈱ イオン工学研 究所 8811 246，000 8，500商工 部
大 阪府 （財）大 阪府研究 開発 型企業振興財 団 9008 1，910，000 1，700，000商工 部
大 阪府 （財 ）イメー ジ情報科学研 究所 9203 156，000 10，000商工 部
一240－
財団法人、第3セクターの研究開発（支援）機関への支出（間7a）
4 年 度 支
出額 （千 円）
内訳
38 1，538基 金 造 成 ：100 ，000千 円 、 委 託 ：15 3，4 17 千 円 、補 助 ：33，77 1千 円
0 （基 本 財 産 ：77 ，350千 円 、 産 業 育 成 支 援 基 金 ：1，000 ，（X 氾千 円 ）
0
62 ，768基 金 造 成 ：50，00 0千 円 、 補 助 ：12 ，768千 円
0 出 資
350 ，（X 氾基 金 造 成
39 ，094委 託 ：11，8帥 千 円 、 補 助 ：2，76 8千 円 、 ＊貸 付 ：24，5 26千 円 ＊
0 基 金
120 ，000出 資 金
177 ，787基 金 出捕 金 ：175 ，000 千 円 、 補 助 金 ：2 ，787 千 円
6 ，500補 助
37 ，468運 営 費 補 助 ：14，700 千 円 、 ＊貸 付 金 ：20 ，∝沿千 円 ＊、 事 業 費 補 助 ：2，76 8千 円
8 1，60 1基 金 出 捕 ：7 3，500 千 円、 運 営 補 助 ：8 ，10 1千 円
79 ，737
1．研 究 費 負 担 金 ：5，0㈱ 千 円　 2 ．管 理 運 営 費 ：74，737千 円 （1）設備 整 備 費 ：54 ，849 千 円 （2）施 設 管
理 委 託 費 ：13，85 1千 円 （3）事 務 費 ：6，0 37千 円
5 ，500基 金 造 成
2 ，00 0 ，∝）0基 金 造 成
302 ，574基 金 造 成 ：26 6，000 千 円 、 補 助 ：27，204 千 円、 委 託 ：9 ，370 千 円
8 ，00 0委 託 料
5 ，∝沿補 助 金
7 ，79 6
・ （財 ） 栃 木 県 産 業 技 術 振 興 協 会 補 助 金 ：5，0 28千 円 ・栃 木 県 地 域 技術 波 及促 進 事 業 費 補 助 金
：2，768千 円
0
20 0，000基 金 造 成
2 12，454（ 年 度 未 の基 金 額 ）　 93，3 11千 円 （運 営 補 助 ） 、 119，14 3千 円 （委 託 ） 、 2 12，454 千 円 （合 計 ）
7 0，00 0イベ ン ト企 画 運 営 費
7（泊，700補 助 金 ：366 ，673千 円 、 委 託 ：34 4，027千 円
70，250施 設 整 備 ：4 1，0個 千 円 、 補 助 ：29 ，250千 円
50 ，7 52補 助 金 ：4 8，376千 円 、委 託 金 ：2 ，376千 円
23 ，4 63委 託
2 10 ，790基 金 造 成 ：134 ，0㈱ 千 円 、 補 助 ：76 ，790 千 円 （イ ン ダ ス トリ ア ル デ ザ イ ンセ ン タ ー運 営 事 業 ）
68 ，00 0
200 ，00 0
（融 資 ）　 基 金 10億 円 の う ち 自 己負 担 分 ＊2億 円 の短 期 融 資 ＊ （県 ：97 ，㈱ 3 千 円 、 国 ：188 ，997
千 円 ）　 8億 円 （中小 企 業 事 業 団 高 度 化 資 金 ）
0
3 1，723補 助 金
0 （平 5．3 ．3 1現 在 の 基 金 額 ）





7 ，087補 助 金 ：5 ，768千 円 、 委 託 費 ：1．3 19 千 円
1，000 ，0（氾＊貸 付 金 （単 年 度 ） ＊ 10 億 円
15 ，000研 究 費 補 助
9 ，500基 金 造 成
36 ，76 1（補 助 ） 工 業 技 術 振 興 事 業 費 補 助 金
















兵庫 県 ㈱ エー リック 9104 2，584，000 320，000商 工部
奈良県 ㈱ イオン工学センター、㈱イオン工 学研 究所 8811 9，300，000 20，000商 工労働部
奈良県 （財 ）地球 環境産業技 術研 究機構 9007 2，000，000 100，000商 工労働部
和 歌 山 装（財 ）和 歌 山テクノ振 興財 団 9103 755，0（泊 642，000
商 工労働部 産地
振 興課
鳥取県 （財 ）鳥取県工業技術 振興協会 8604 507，600 0
商 工労働部 産地
振 興課
鳥取県 ㈱新 産業創 造センター 8904 1，559，000 312，000
商 工労働部 産地
振 興課
島根県 （財）しまね技術振 興協会 8900 391，000 56，000
商工労働部企 業
振 興課
岡 山県 岡山県新技術 振興財 団 8312 1，426，396 0商工部
岡 山県 岡山セラミックス技術振興財 団 9003 400，000 150，000商工部
広 島県 （財）広 島県 産業技術振興機構 8311 1，748，000 1，020，000商工労働部
広 島県 ㈱ 広 島テクノプラグ 9004 2，685，000 800，000商工労働部
山口県 （財）山 口県 産業技術 開発機構 8310 3，067，712 2，062，520商工労働 部
山口県 ㈱ 超高温材 料研究 センター 9003 2，250，000 200，000商工労働部
徳 島県 （財）徳 島県 地域産業技術 開発研究機構 8509 1，247，810 1，135，000商工労働 部
香 川県 （財）香 川県 産業技術振 興財団 8410 1，506，982 1，174，400
商工労働部 産業
立地課
香 川県 ㈱ 香 川産業頭脳 化センター 9212 2，335，000 900，000
商工労働 部産業
立地課
愛媛県 （財 ）愛 媛県技術 開発振 興財 団 8407 700，000 600，OC沿商工労働 部
愛媛県 （財 ）愛 媛テクノポ リス財 団 8611 1，250，000 300，000商工労働 部
愛媛県 （財）東予 産業創造センター 9009 188，834 15，000商工労働 部
福 岡県














福 岡県 ㈱久 留米リサーチパ クー 8712 1，166，000 260，0（拇
商 工部技術振興
課
福 岡県 （財 ）福 岡県 科学技術振 興財 団 8911 2，198，150 2，000，0（泊
商工 部技術振興
課
福 岡県 ㈱ 北 九州テクノセンター 9004 2，219，600 500，0（氾
商工 部技 術振興
課
福 岡県 ㈱ 福 岡ソフトリサー チパ クー 9109 5，720，000 500，000
商工 部技術 振興
課
福 岡県 （財）飯塚 研究 開発機構 9204 300，000 150，0（氾
商工部技術振 興
課
佐賀 県 （財）佐 賀産業技術 情報センター 8904 484，060 200，000商工労働 部
長崎 県 （財）ナガサキ・テクノポ リス財 団 8407 2，168，754 1，541，425経済部
熊本 県 （財）熊 本テクノポ リス財団 8311 4，524，412 2，150，000
商工観光 労働 部
テクノポリス推 進室
熊本 県 （財）熊 本テクノポ リス技術 開発基 金 8311 936，104 269，000
商工観光労働 部
テクノポリス推進 室
大分 県 （財）大 分県地域 技術 支援財 団 8312 821，000500，000商工労働観光部
大分 県 （財）大 分県高度 技術 開発研究 所 8312 335，0（迎 20，000商工労働観光部
宮崎 県 （財）宮 崎県機械技術 振興協会 7904 3，0（氾 1，500商工労働部
宮崎 県 （財）宮 崎県産業技術 情報センター 8504 15，000 9，000商工労働部
鹿児 島 罠（財）鹿 児 島県新 産業育成財 団 8306 2，572，150，711，344商工 労働部
鹿児 島 誤（社）鹿 児 島県 ファインセラミック製 品開発研 究所 8410 0 0商工 労働部
鹿児 島県 ㈱ 鹿児 島頭脳センター 9α）4 1，361，000 300，000商工 労働部
沖縄 県 ㈱ トロピカルテクノセンター 9010 1，282，0002 0，000商工 労働部
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尼 崎 リサー チインキュベ シーョンセンター の事 業 主 体 へ の 出 資 ：170，帥 0千 円 、 同センター 整備 費 ：17，2 87千 円 （
H 5 ．4 ．15完 成 ）
0
50 ，000基 金 造 成
4 4 1，∝氾基 本 造 成 ：4 37，∝沿千 円 、 補 助 金 ：4 ，0㈱ 千 円
150 ，000基 金 造 成 ：150，0 00 千 円
0
6 ，8∝）
基 本 財 産 ：129，0㈲ 千 円 、技 術 振 興 基 金 ：26 1，0個 千 円 、 人 件 費 補 助 ：5，300千 円 、 技 術 市 場 交 流 7
。ラグ 委 託 金 ：1，500 千 円
223 ，947基 金 造 成 ：1 12，500千 円 、補 助 金 ：29 ，350千 円 、 委 託 ：82 ，097 千 円
84 ，53 1補 助 金 ：4 1，843 千 円、 委 託 ：4 2，6 88千 円
128 ，692補 助 ：100 ，877千 円、 委 託 ：27，805 千 円
2 ，520委 託 ：2，520千 円
4 45 ，448基 金 造 成 ：3伽 ，伸 0 千 円 、補 助 ：103，9 25千 円 、委 託 ：4 1，523千 円
0 出資
0基 金 造 成
253 ，200基 金 造 成
9 00，∝）0出資
3，0 00委 託 ：3，∝氾千 円
5，526補 助 金 ：3，個 8千 円 、委 託 ：2，4 28千 円　 （ハイ・イノベ シーョン研 究 所 ） （平 成 元 年4 月 1 日）
0
34 ，360補 助 金 ：34 ，360千 円
14 ，13 1補 助 金 ：14 ，13 1千 円
29 1，229出 摺 金 ：250 ，000 千 円、 補 助 金 ：4 1，229 千 円
19 ，444補 助 金 ：19 ，朋4 千 円
0
19 1，07 5出 摺 金 ：150，00 0千 円 、 補 助 金 ：4 1，075千 円
0基 金 造 成
44 9，294基 金 造 成 ：350 ，㈱ 0 千 円 、 補 助 金 ：6 8，394 千 円、 委 託 費 ：30，900 千 円
4 93 ，279基 金 造 成 ：34 8，∝巾千 円 、 研 究 委 託 ：35，帥 0 千 円、 管 理 委 託 ：107 ，5 11千 円 、 補 助 ：2 ，76 8千 円
764補 助 ：764 千 円
0
20 ，000基 金 造 成
4 1，495委 託
0基 金 造 成
308 ，15 1補 助 金 ：94 ，8 11千 円 、 ＊貸 付 金 ：213，340 千 円 ＊
6 ，49 1補 助 金 ：5，4 9 1千 円 、負 担 金 ：1，000 千 円
0
236 ，8 12補 助 金
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川崎市 （財 ）神 奈川科学技術 アカデ ミー 8907 3，972，100 40，000
経 済局産業部庶
務課
川崎市 （財 ）神 奈川高度技術 支援財 団 8908 1，2（相，（X氾 200，000
経 済局産業部庶
務課
名 古屋 （財 ） フ ァイ ンセ ラ ミックスセ ンター 8505 3，467，153 500，0（氾
経 済局 商工部産
業振興 室
京 都市 （財 ）京都 高度技術研 究所 8808 257，500 100，∝氾経済局
大 阪市 （財 ）大阪市都市 型産業振 興セ ンター 8910 500，000 25，∝氾経済局
広 島市 （財 ）広 島市 産業 振興 セ ンター 9204 50，0（氾 50，000経済局
北 九州 （財 ）北九州市 産業技術振 興基金 9003 800，000 800，0（氾経済局工 業課
北 九州 ㈱ 北 九州 テク ノセ ンター 9004 2，189，600610経済局工 業課
農林水
系
北 海道 ㈱ 北 海道 グ リー ンバ イオ研 究所 8704 1，026，000 100，0（迎農政部
岩 手県 （株 ）冷水 性高級 魚養殖技術研 究所 8903 1，0（沿，000 30，000林業水産 部
岩 手県 （財 ）岩手生 物工 学研究 セ ンター 9202 100，000 100，000農政部
宮 城県 （財 ）翠生農 学振 興会 8903 100，000 35，000農政部
新 潟県 ㈱植 物防御 シス テム研究所 9203 1，000，000 20，000農林水 産部
長野県 （社 ）長野 県原種 セ ンター 8704 1，722，058 688，823農政部
静 岡県 （社 ）静 岡県農業振興基 金協会 8108 2，000，0001，000，000農政部
愛知 県 （財 ）愛知 県農業振興基 金 9110 400，000 300，000
農業水産 部農協
農政課
岡山県 （社）岡山県農業 開発研 究所 8612 378，000 50，000農林部
広 島県 （財）広 島県農業 ジ ンーバ ンク 8912 306，666 0農政部
愛媛県 ㈱ 海藻資源研 究所 9103 539，（X氾 30，000水 産局
宮崎県 （財）宮 崎県栽培 漁業協 会 9204 286，000143，0（泊農政水産 部
環境 ・
土木系
長野県 （財 ）長野 県建設技術 セ ンター 7204 5，0（氾 5，0（泊土木部
大 阪府 （財）地 球環境産業 技術 研究機構 9007 8，120，000 200，000環境保健 部
大 阪府 （財）地 球環境センター 9201 1，323，880 650，000環境保健部
岡 山県 （財 ）岡山県環境保全事 業 団 7410 1，626，5001 0，000環境保健部
沖縄県 （財 ）沖縄 県建設技術センター 8303 30，0（沿 18，000土 木建築部
大阪市 （財 ）大阪バ イ オサ イエ ンス研 究所 8701 1，036，0002 0，000環境保健 局
保健 ・
衛生系
東京都 （財 ）東京都神経 科学総合研 究所 8110 100，000 100，000衛 生局
東京都 （財 ）東京都精神 医学総合研 究所 8110 100，000100，000衛生 局
東 京都 （財 ）東京都 臨床 医学総合研 究所 8110 100，000 100，000衛生局
東 京都 （財 ）東京都老 人総合研 究所 8110 100，（氾0100，000養育 院
大 阪府 （財）大 阪がん予 防検診セント 8610 22，000 10，000環境保健 部
島根 県 （財） 島根 難病研 究所 7605 302，0㈱ 301，000
健康福 祉部健康
対 策課
愛 媛県 （財）愛媛県保健 医療財 団 7502 601，000500，000保健 環境部
京都 市 （財）京都 衛生検査研 究セ ン ター 7906 16，5（泊 4，（泊0衛 生局
県民 ・
生活系
秋 田県 （財）秋 田県分析化学 セ ンター 7206 8，500 5，000生 活環境部
長野 県 （財 ）地震予 知総合研究振 興会 8110 290，㈱0 5，000生活 環境部
教育系 福 島県 財 団法人福 島県 学術教育振 興財 団 9303 1，OCの，α氾 1，000，000教育庁
横浜市 木原 記念横浜生命 科学技術振 興財団 8503 800，α）0 500，000市 立大 学事務局
大阪市 （財 ）大阪市立大 学後援会 6501 23，50020，000市立大学事 務局
企画 ・
総務系
青森県 （財 ）環境科学技術研 究所 9012 2，046，5001， 00，000
むつ4 、川原 開発
室
青森県 ㈱ 糖鎖工 学研究所 9102 480，900 10，000企画部
宮城県 ㈱ イ ンテ リジェ ン ト ・コス モス研 究機 構 8902 6，731，000 500，∝沿企 画部
山形県 ㈱ イ ンテ リジェ ン ト ・コス モス研 究機構 8902 6，731，000 50，000企 画調整部
栃 木県 財 団法 人 とち ぎ総合研 究機構 8804 300，000 60，000企 画部




神 奈川 誤 （財）宇 宙科学振興会 4504 432，102 30，000企 画部
神 奈川 崇 （財）木原 記念横浜生命 科学振興財 団 8503 793，030 50，000企画部
神 奈川 罠 （財）神奈 川科学技術 ア カデ ミー 8907 4，000，000 3，500，000企画部
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4 年 度 支




15，000先 端 技 術 産 業 調 査 委 託 （15 ，000 千 円 ）






5，000（平 成 6年 度 まで に積 立 ）　 出資 金
85，712（委 託 費 ：85 ，7 12 千 円 ）
15，000出捕 金
5，000出資 金
13 1，794補 助 金 ：2，4 50千 円 、 基 金 造 成 ：129 ，344 千 円
0
0
2，009委 託 費 ：2，㈲ 9 千 円
0
5000株 式 取 得





520，00 7委 託 料
723，084補 助
2 ，14 1，775委 託 料 ：2 ，697千 円 、 補 助 金 ：2 ，13乳078千 円
1，446，49 6補 助 金 ：1，44 6，49 6千 円
2 ，327 ，627委 託 料 ：16 ，247 千 円 、 補 助 金 ：2 ，3 11，380千 円
3 ，240 ，100委 託 料 ：9 ，糾 5千 円 、 補 助 金 ：3 ，230 ，455千 円
7 16 ，573補 助 金 ：554 ，∝ぬ千 円 、建 物 賃 借 料 ：159 ，的 8千 円 、委 託 ：2 ，57 5千 円
5 2，405
補 助 ：5 1，632 千 円 、 委 託 ：77 3千 円 ・県 負 担分 の 内 訳　 基 本 財 産 ：1，000 千 円、 運 営 基 金 基 本 財
産 組 入 ：300 ，0∝）千 円
0
0 衛 生 検 査 を委 託
0
0
1，00 0，000金 額　 県 の 出梢 に よ る基 金 造 成
0 基 金 達 成
36 ，706委 託
0基 金




1，0 57，500補 助 金 ：120，000 千 円 、基 金 ：9 37，500 千 円
0
0












神奈 川 異 （財 ）全 日本地域研 究交流協会 500，000 50，000企 画部
福 井県 財 団法 人福 井県大 学等学術振興基 金 9206 1，663，525 1，660，000総務 部
静 岡県 （財）静 岡県学術教 育振 興財 団 8703 500，000 500，000企 画調 整部
三重 県 （財）国際環境 技術移転研 究センター 9003 6，200，000 1，500，000地域振 興部
大 阪府 （財）千里ライフサイエンス振興財 団 9007 2，900，（氾0 1，∝沿，000企 画調整部
兵庫 県 （財）ひ ょうご科学技術創 造協 会 9207 3，000，000 3，∝吼000企 画部
奈 良県 ㈱ 国 際電気通信基礎 技術研究所 （A TR ） 8603 20，880，000 14，450企 画部
奈 良県 ㈱ けいは んな 8908 9，450，000 250，000企 画部
奈 良県 （財）奈 良先 端科学技術 大学院大 学支援財 団 9107 4，000，000 1，250，000企 画部
佐 賀県 （財）久留米 ・鳥栖地域 技術振興センター 8311 593，2（泊 80，000企 画局
仙 台市 ㈱ イ ンテ リジ ェン ト ・コスモス研 究機構 8902 6，568，000 500，000企 画局
大 阪市 （財 ）関西情報 セ ン ター 7006 300，000 50，000計 画局
大阪市 （財 ）都市工 学情報 セ ンター 9101 1（相，000 100，000計 画局
北九州 （財 ）北九 州都市協会 7711 2，0（XI 2，㈱0企 画局企画課




4 年 度 支
出 額 （千 円 ）
内訳
50 ，OC旧出 え ん 金
1，7 15，000（H 5 ．3 ．3 1現 在 の 基 金 額 ）　 （4年 度 出 納 閉鎖 期 間 中 の支 出55 ，000 千 円 を含 む ）　 基 金 造 成
0
20，34 7人 件 費 ：3，287、 研 究 委 託 ：15 ，帥 0 、 そ の 他 ：2，060
3，000委 託 調 査
3，0 17 ，072基 金 造 成 ：3，0 00，000 千 円 、 設 立 準 備 費 ：17，072 千 円
0 資 本 金
50 ，∝）0資 本 金
0 基 金 造 成




103 ，344補 助 金 9 5，444 千 円、 助 成 金 ：7，900 千 円






所管部局 機関名 4 年度支
出額（千円）
商工系 北海道 商工労働観光部 （財）テクノポリス函館技術振興協会 444，575
北海道 商工労働観光部 恵庭リサーチ ・ビジネスパーク㈱ 285，941
北海道 商工労働観光部 （財）道央テクノポリス開発機構 137，523
北海道 商工労働観光部 ㈱旭川産業高度化センター 29，016
北海道 商工労働観光部 （財）旭川生活文化産業振興協会 19，356
北海道 商工労働観光部 （財）室蘭テクノセンター 74，577
青森県 商工労働部 ㈱八戸インテリジェントプラザ 137，018
青森県 商工労働部 （財）青森テクノポリス開発機構 125，777
青森県 商工労働部 （財）八戸地域高度技術振興センター 85，669
岩手県 商工労働部 （財）岩手県高度技術振興協会 57，251
宮城県 商工労働部 〔財〕東北産業技術開発協会 45，548
宮城県 商工労働部 〔財〕宮城県高度技術振興財団 184，744
秋田県 商工労働部 （財）秋田テクノポリス開発機構 210，206
秋田県 商工労働部 （財）秋田県資源技術開発機構 42，586
山形県 商工労働開発部 （財）山形県テクノポリス財団 353，845
山形県 商工労働開発部 （財）山形大学産業研究所 26，793




1．債務保証 ・低利融資事業 （新技術開発等を行う企業への資金の融資及び債務保証）　 2．研究開発、起業化等
の助成事 （新技術開発、新製品生産等を行う企業への資金助成）　 3．研修指導事業 （企業経営者 ・技術者への
研修指導や研修生の受入れ等）
4．科学技術情報等提供事業 （JOIS，PA TOLIS等の研究及び企業情報の提供）　 5．研究開発事業等 （受託研究、
共同研究等の研究開発業務）
1．研究開発支援事業　 2．施設賃貸支援事業　 3．交流 ・研修事業　 4．電算業務委託事業　 5．関連施設用地分譲事業
1．債務保証 ・低利融資事業 （新技術開発等を行う企業への資金の融資及び債務保証）　 2．研修指導事業 （企業
経営者 ・技術者への研修指導）　 3．高度技術開発委託事業 （地域産業の技術高度化、開発等について研究機関
に委託、その成果を企業へ技術移転する。）
4．調査、研究事業 （社会システム開発等の調査）　 5．研究開発助成事業 （高度技術、新製品の開発に必要な経
費の一部助成）　 6．先端技術普及事業 （先端技術に関する講習会、広報活動）　 7．技術情報事業 （各種情報の
収集及び提供）
8．高度技術工業推進事業 （苫小牧東部工業基地の高度技術工業開発の推進）　 9．地域産業活性化事業 （技術シ
ーズの企業化）
1．研究開発事業　 2．人材育成事業　 3．交流促進事業他
（事業費 ：12，816千円、管理費 ：6，540千円） 1．高度技術開発事業　 2．研究開発助成事業　 3．人材育成助成事業
他
1．技術力強化事業 （産学官連携フォーラム、講演会等）　 2．経営力強化事業 （リーディング企業群育成支援協
議会の設置、セミナーの開催、経営相談室の運営等）　 3．情報提供事業 （文献情報検索システムの開設、室蘭
・函館 ・道央三地域情報ネットワーク化）
4．新技術開発支援事業 （研究開発　 CA D／CAM 技術交流会、技術相談）
・研究開発事業 ・研究開発支援事業 ・人材育成事業 ・情報提供事業 ・交流促進事業
・債務保証及び低利融資事業 ・研修指導事業 ・調査研究事業 ・研究開発助成事業 ・情報提供事業 ・
産学官交流共同研究開発事業 ・異業種交流等の推進及び指導等 ・中核的事業主体の設立 ・運営 ・地域技
術起業化推進事業
・地域技術波及促進事業 ・企業立地の促進
・債務保証事業 ・低利融資事業 ・研修指導事業 ・調査研究事業 ・研究開発助成事業 ・情報提供事業
債務保証 （4，246）、技術振興 （25，591）、地域技術起業化推進 （21，568）、地域産業高度化支援 （3，059）、地
域技術波及促進 （2，787）





・債務保証事業 ・研修指導事業　 経営者、管理 ・監督者、技術者等を対象とした各種研修 ・研究開発支援
事業　 新製品 ・新技術の開発に対する補助 ・調査研究事業 ・地域技術起業化推進事業　 商品化 ・起業化へ
の支援
・地域技術波及促進事業　 テクノ地域からテクノ地域外への技術移転に対する支援
（県支出額18，851千円を含む）差23，735千円 1．研究開発事業 （1）金属微粉末高機能化研究 （2）坑排水処理技


















所管部局 機関名 ・4 年度支
出額（千円）
茨城県 商工労働部 （財）茨城県科学技術振興財団 22，444
茨城県 商工労働部 ㈱つ くば研究支援センター 516，000
栃木県 商工労働観光部 （財）栃木県産業技術振興協会 129，451
群馬県 商工労働部 ㈱ぐんま産業高度化センター 11，293
群馬県 商工労働部 （財）群馬県工業技術振興基金 383，403
千葉県 商工労働部 （財）千葉県工業技術振興センター 345，389
神奈川県 商工部 （財）神奈川高度技術支援財団 796，590
神奈川県 商工部 ㈱ケイエスピー 1，616，453
富山県 商工労働部 （財）富山技術開発財団 274，852
福井県 商工労働部 財団法人福井県産業振興財団 110，886
山梨県 商工労働観光部 （財）山梨21世紀産業開発機構 163，657
長野県 商工部 （財）長野県テクノハイランド開発機構 229，638
長野県 商工部 （財）浅間テクノポリス開発機構 87，400
長野県 商工部 （財）飯伊地域地場産業振興センター 94，929
長野県 商工部 （財）松本ソフト開発センター 60，531
長野県 商工部 （財）上伊那産業振興会 115，994
岐阜県 商工労働部 ㈱超高温材料研究センター 760，904
静岡県 商工労働部 （財）静岡県科学技術振興財団 440，751




三重県 地域振興部 （財）国際環境技術移転研究センター 2，362，216
滋賀県 商工労働部 （財）滋賀県工業技術振興協会 56，952
京都府 商工部 （財）京都産業技術振興財団 2，295，937
大阪府 商工部 ㈱イオン工学センター 849，000
大阪府 商工部 ㈱イオン工学研究所 296，000
大阪府 商工部 （財）大阪府研究開発型企業振興財団 1，500，000
大阪府 商工部 （財）イメージ情報科学研究所 390，000
奈良県 商工労働部 ㈱イオン工学センダー 432，644
奈良県 商工労働部 ㈱イオン工学研究所 1，537














・研究開発奨励事業　 2，0㈲ ・つくば賞、つくば奨励賞事業 ・科学技術交流支援事業 10，㈱0 ・国際学会
等参加経費助成事業 ・学会等開催費助成事業 1，000 ・つくば研究開発型企業育成事業　 20，000 ・研究開
発事業 ・人材育成事業 ・情報調査事業
（当期損益）△96，㈲0千円 ・研究室等の提供 ・研究交流事業 ・情報提供事業 ・研修事業等
①管理、運営事業 （24，120千円）　 ②地域技術波及促進事業 （情報提供、技術交流 ：2，768千円）　 ③債務保証
事業 （30，630千円）　 ④利子補給事業 （25，543千円）　 ⑤技術振興事業 （研修会、研究開発助成、情報提供 ：
23，307千円）
⑥地域技術起業化推進事業 （起業化支援、起業化助成 ：23，083千円）


















・ソフト産業のインキュベート　 ・人材育成 ・ビジネス交流 ・情報収集提供
・研究開発 ・試験、計測 ・人材育成 ・経営、技術交流
（支出 ：760，904千円、・収入 ：286，545千円、当期損失 ：470，735千円） ・超高温材料の開発、評価





①研修・指導事業、（1）国内研修8コース83名 （11ヶ国）、（2）海外研修5コース266名 （4ヶ国）　 ②研究開発事業5テーマ　③
調査・情報提供事業5テーマ （5ヶ国）　 ④交流・普及啓発事業、（1）セミト・国際会議への参加6件、（2）機関誌発行 （季刊
3号）
・人材育成事業 ・技術情報収集提供事業 ・技術・人的交流促進事業 ・科学技術振興プげ 事業 ・工業技
術センター図書管理事業























岡山県 商工部 岡山県新技術振興財団 210，613
岡山県 商工部 岡山セラミックス技術振興財団 210，678
広島県 商工労働部 （財）広 島県産業技術振興機構 421，391
広島県 商工労働部 ㈱広島テクノプラグ 319，804
山口県 商工労働部 （財）山口県産業技術開発機構 404，109
山口県 商工労働部 ㈱超高温材料研究センター 286，545







愛媛県 商工労働部 （財）愛媛県技術開発振興財団 35，493
愛媛県 商工労働部 （財）愛媛テクノポリス財団 64，072


















課 ㈱福 岡ソフトリサーチパ クー 131，083
福岡県
商工部技術振興




佐賀県 商工労働部 （財）佐賀産業技術情報センター 57，753






テクノポリス推進室 （財）熊本テクノポリス技術 開発基金 126，582







・技術普及事業 （1）セミナー開催事業、（2）技術展示会開催事業、（3）研究成果普及事業 ・調査研究事業 （1）ブダイ
ン実能調査、（2）情報提供事業 ・技術研究開発事業





事業　 ②技術開発支援事業　 ③交流事業 （1）異業種交流事業、（2）技術交流ひろぼ92開催事業　 ④人材育成事
業　 ⑤魅力ある企業づくりの支援
⑥地域ニーガへの対応　 ⑦起業化促進事業　 ⑧債務保証事業　 ⑨産業情報センター事業




査表彰、シげ ジウム ・中小企業の技術シーブ、起業化支援 ・各種情報提供等 ・中小企業の研究開発資金の借
入れの債務保証
（賃貸収入）研究設備・研究室賃貸事業
・研究開発の実施 ：56，510千円 ・企業の研究開発に対する助成 ：5，500千円 ・人材養成 ：1，4（泊千円 ・産・
学・官の交流促進 ：1，020千円
・債務保証事業 ・利子補給事業 ・研修指導調査研究事業 ・技術振興事業 （研究委託） ・地域技術起業
化推進事業 ・地域技術高度化学術研究支援事業 （学術研究機関等への補助等）
・平成4年12月に設立し、平成4年度中は社屋の基本構想を検討した。
①新製品及び新技術の開発に対する助成　 ②人材の養成　 ③技術交渉の促進　 ④技術に関する意識啓発　 ⑤技
術開発に関する調査研究
①債務保証　 ②研修・指導　 ③社会システム調査研究　 ④高度技術の開発・成果普及　 ⑤高度技術の研究・助成　 ⑥
地域技術起業化推進事業 （D テクノプラグ愛媛の管理・運営
①技術コンサルティげ 事業　 ②交流事業　 ③新産業創造事業　 ④人材育成事業　 ⑤情報提供事業
・産学官の共同研究による創造的研究開発支援事業 ・科学技術に関する研究交流事業 ・国際的科学技術交
流推進事業 ・科学技術振興調査事業
・新技術開発事業 ・地域技術起業化推進事業 ・債務保証事業 ・人材育成事業 ・技術情報提供事業
・新技術開発事業 ・地域技術起業化推進事業 ・債務保証事業 ・人材育成事業 ・技術情報提供事業
・新技術開発事業 ・地域技術起業化推進事業 ・債務保証事業 ・人材育成事業 ・技術情報提供事業








①債務保証事業　 ②研修、指導事業　 ③調査研究事業　 ④起業化助成事業　 ⑤研究開発支援事業








所管部局 機関名 4 年度支
出額（千円）
大分県 商工労働観光部 （財）大分県高度技術開発研究所 107，391
宮崎県 商工労働部 （財）宮崎県産業技術情報センター 263，485
宮崎県 商工労働部 （財）宮崎県機械技術振興協会 48，952
鹿児島県 商工労働部 （財）鹿児島県新産業育成財団 614，708
鹿児島県 商工労働部 ㈱鹿児島頭脳センター 217，657
鹿児島県 商工労働部 （社）鹿児島県ファインセラミック製品開発研究所 13，616




京都市 経済局 （財）京都高度技術研究所 1，055，749
大阪市 経済局 （財）大阪市都市型産業振興センター 51，386
広島市 経済局 （財）広島市産業振興センター 548，628
北九州市 経済局工業課 ㈱北九州テクノセンター 322，213
北九州市 経済局工業課 （財）北九州市産業技術振興基金 52，611
農林
水産系
北海道 農政部 ㈱北海道グリーンバイオ研究所 153，413
岩手県 林業水産部 ㈱冷水性高級魚養殖技術研究所 147，136
岩手県 農政部 （財）岩手生物工学研究センター 85，712
宮城県 農政部 （財）翠生農学振興会 3，017
新潟県 農林水産部 ㈱植物防御システム研究所 142，490
長野県 農政部 （社）長野県原種センター 528，154
静岡県 農政部 （社）静岡県農業振興基金協会 174，070
愛知県 商工部 （財）ファインセラミックスセンター 1，246，090
岡山県 農林部 （社）岡山県農業開発研究所 107，677
広島県 農政部 （財）広島県農業ジ ンーバンク 43，505
宮崎県 農政水産部 （財）宮崎県栽培漁業協会 161，886
環境 ・
保健系
長野県 土木部 （財）長野県建設技術センター 717，431
大阪府 環境保健部 （財）地球環境産業技術研究機構 4，994，744









・研究開発事業 ：助成事業 （年500万円）、委託事業 （年300万円） ・債務保証事業 ：事業費の80％以内で最
高2，5∝）万円 ・人材育成事業 ：人材育成センター運営、中核技術者派遣養成等 ・社会システム事業 ：調査事業、イベン
トシげ ジウム等閑催事業




・研究開発事業 ・情報開発事業 ・人材育成事業 ・交流促進事業
・研究開発事業　 セラミックス材料の特性評価、標準化 ・規格化の推進。 ・受託事業　 国や民間からの研究
























発　 ③標準化、規格化の調査及び研究　 ④製造及び利用に関する研究開発　 ⑤技術指導、講習会の開催、普及
啓蒙、国際交流の促進
＜農産加工部門＞ ・穀類、野菜、果実の加工に関する開発研究 ・農産物の保存に関する調査研究 ・食品分
祈、等　 ＜バイオテクノロジ 部ー門＞ ・優良種苗の確保、増殖技術の確立、育成等に関する、等　 ＜地域開発部門＞
・地域農業振興に関する調査研究、等
①植物遺伝資源情報の収集　 ②植物遺伝資源の探索・収集　 ③植物遺伝資源の保存管理　 ④植物遺伝資源情報
の提供等
①放流用種苗の生産　 ②中間育成及び放流事業　 ③栽培漁業技術の改良　 ④栽培漁業に関する知識等の教育啓
蒙
・土木事業　 県、市町村等の土木事業の現場技術業務、施工管理業務　 県管理道路の維持業務 ・研修事業










所管部局 機関名 4 年度支
出額（千円）
岡山県 環境保健部 （財）岡山県環境保全事業団 2，414，556
沖縄県 土木建築部 （財）沖縄県建設技術センター 534，763
大阪市 環境保健局 （財）大阪バイオサイエンス研究所 723，084
保健 ・
衛生系
東京都 衛生局 （財）東京都神経科学総合研究所 2，403，910
東京都 衛生局 （財）東京都精神医学総合研究所 1，463，462
東京都 衛生局 （財）東京都臨床医学総合研究所 2，419，619
東京都 養育院 （財）東京都老人総合研究所 3，237，041




愛媛県 保健環境部 （財）愛媛県保健医療財団 29，104






長野県 生活環境部 （財）地震予知総合研究振興会 408，033
教育系 福島県 教育庁 財団法人福島県学術教育振興財団 0
横浜市 市立大学事務局 木原記念横浜生命科学技術振興財団 132，945
大阪市 市立大学事務局 （財）大阪市立大学後援会 110，307
企画 ・
総務系




宮城県 企画部 ㈱インテリジェント・コスモス研究機構 0
山形県 企画調整部 ㈱インテリジェント・コスモス研究機構 134，785




推進室 （財）かずさディー ・エヌ ・エー研究所 1，439，484
神奈川県 企画部 （財）神奈川科学技術アカデミー 2，146，334
神奈川県 企画部 （財）木原記念横浜生命科学振興財団 13，537
神奈川県 企画部 （財）宇宙科学振興会 97，105
神奈川県 企画部 （財）全日本地域研究交流協会 502，551
福井県 総務部 財団法人福井県大学等学術振興基金 62，086
静岡県 企画調整部 （財）静岡県学術教育振興財団 35，882
三重県 商工労働部 （財）三重県工業技術振興機構 690，847















①研究事業 ：脳卒中予防研究、自己免疫疾患研究、遺伝体質研究、老人性疾患研究、等　 ②一般事業 ：難病医
学研究、難病相談、頭と体のドックウェルネス、等　 ③検査受託 ：医療機関からの依頼によるもの、等
①医療従事者確保対策事業　 ②保健医療知識普及事業　 ③へき地等の医療確保に対する調査研究事業　 ④地域




0ア　 公害の防止その他の生活環境の保全に関する調査研究並びに啓蒙、講習会等の開催　 イ　 公害防止設備の
調査設計及び技術指導　 ウ　 大気の汚染、水質の汚濁、土壌の汚染、騒音、振動、悪臭等の調査測定及び分析
エ　 水道法に基づく水道の水質検査及び施設の管理検査、並びに飲用井戸等の水質検査　 オ　 建築物における
衛生的環境の確保に関する法律に基づく建築物における空気環境の測定、飲料水等の水質検査及び貯水槽等の
清掃　 力　 浄化槽法に基づく浄化槽の水質検査





















（管理費 ：2，086千円、基本財産繰入金支出 ：60，0伽千円）　 基金造成初年度のため、助成事業の実施はなかっ
た。
県立学校 （県立大学、高校等）の教職員に対 し、 ・研究助成 （1件限度額15～80万円） ・学会開催助成 （1件
限度額40万円） ・学会出席助成 （1件限度額3万円）
・技術研究開発助成事業 ・交流促進事業 ・人材育成事業 ・啓蒙普及事業 ・情報提供事業





所管部局 機関名 4 年度支
出額（千円）




佐賀県 企画局 （財）久留米・鳥栖地域技術振興セント 128，254
仙台市 企画局 ㈱インテリジェント・コスモス研究機構 249，703
大阪市 計画局 （財）関西情報センター 1，423，806
大阪市 計画局 （財）都市工学情報センター 543，337
北九州市 企画局企画課 （財）北九州都市協会 123，155





① 総合 企画 （委員会運営費） ：569千円　 ②調査研究 （委員会運営費） ：593千円　 ③共同研究開発推進 （公募
等） ：678千円　 ④学術研究支援 （公募等） ：2，306千円　 ⑤学術交流 （研究者の招へい、派遣助成者の公募等
） ：4，824千円
⑥ 普及啓発 （セミト開催、機関誌発刊等） ：4，117千円　 ⑦管理費等 ：17，603千円
・大学 院大学教官の教育研究支援 ・シげ ジウム開催
・通信 基礎技術の研究開発
・レンタルラボ の運営 ・各種会場 として施設の貸 出 ・シげ ジウム開催
・先端技術 開発事業 ：60，103千円 ・地域技術起業化支援事業 ：23，765千円 ・技術者研修事業 ：6，373千円
・調査研究事業 ：6，150千円 ・その他 ：31，863千円
東北地 方における研究開発機能の強化 を図るため、独創的な研究開発 を行うR ＆D の設立 ・運営 を支援 し、研究
テーマの発掘、研究施設の貸与、出資 などを行 う。 （金額は営業費用）
・関西における電子計算機 を用いた情報処理方式の開発研究、情報処理 に関する指導、等 を通 じて情報処理、
情報産業の調査 を行 う。
・都市計画及び都市工学に関する普及啓発事業。 ・民間活力導入による総合的都市整備 に関する調査 ・研究
0
1．都市行政及び経済に関する調査 ・研究 ・資料等の収集 ・提供。　 2都 市の行政、文化及び経済に関する知識
の普及、情報の提供及 び市等からの受託事業の実施。　 3．1．2に関連する協会誌の発行。
1．東 アジアの経済 ・社会等 に関する研究 ・分析。　 2．セミナー ・シンポジウム、研究集会等の開催。　 3．日本、










商工系 岡山県 吉備高原こドサイエンス館 8510商工部 44，254
農林水産
系 岩手県 岩手県立水産科学館 86糾林業水産部 36，485
環境 ・土
木系 山形県 県立 自然博物園 9106環境保健部 27，576
山形県
埼玉県 自然学習センター 9207環境部 166，548
富山県 日本海博物館 （仮称） 未定 土木部港湾課 4，939
石川県 中宮展示館 7304環境部 46，742
石川県 の と海洋ふれあいセ ンター 9404環境部 98，650
島根県 三瓶フィーい’ミュージアム 9304環境生活部 0
県民 ・生




教育系 山形県 県立博物館 7104教育庁 39，114
福 島県 福島県立博物館 8604教育庁 314，314
茨城県 自然博物館 （仮称） 94秋教育庁 4，157，301
栃木県 栃木県立博物館 8204教育委員会 421，604
群馬県 自然史博物館 9600教育委員会 292，902
埼玉県 埼玉県立 自然史博物館 8111教育局 51，089
千葉県 千葉県立大利根博物館 7904教育庁 7，200
千葉県 千葉県立中央博物館 8901教育庁 638，163
千葉県 千葉県立現代産業科学館 （仮称） 9406教育庁 3，033，546
東京都 高尾 自然科学博物館 6607教育庁 32，316
神奈川県 生命の星 ・地球博物館 （仮称） 9503教育委員会 5，756，796
三重県 三重県立博物館 5300教育委月会 8，155
三重県 三重県センター博物館 （仮称） 97 （予定 教育委員会 15，000
滋賀県 （仮称）県立琵琶湖博物館 9500教育委員会 3，887，332
兵庫県 人 と自然の博物館 9210教育委員会 2，933，194
和歌山県 県立 自然博物館 8207教育委員会 78，074
和歌山県
鳥取県 鳥取県立博物館 7210教育委員会 9，318
山口県 山口県立山口博物館 17（ーH教育庁 90，725
徳島県 徳島県立博物館 90（舛教育委員会 175，2朗
福岡県 福 岡県青少年科学館 9004教育庁 （社会教育課） 446，749




・先端 的技 術 の展 示 とマイクロコンビ ドタ等の技術研修 を行 う 「吉備 高原こドサイエンス館 」 の管 理運営
管理運営 委託 （水 産関係 資料 の収集 、保存展示 等）
・自然 に触 れ合 い なが ら 「自然 の仕組 み」 や 「自然 と人 間のか かわ り合 い」 な どを理解 す るた めの施 設。 ネ イ
チ ャーセ ン ター を中心 に ネイチ ャー トレイル （野外 遊 歩道） 沿 いに 自然観察 の ための各種広 場、体験 ゾー ン、
展望台 、野鳥観察小屋
あるいは研 修歩 道、登 山道 も整備 してい る。
120，213千 円 （建 設費 ）、46，335千 円 （管理運営費 ）　 映像 やパ ネルを使 って、 自然 の営みや生 き物 を分 か りや
す く県民 に学習 して もらう施設
日本海博 物館 （仮称 ）の基 本構 想 を策定す るための委員会 の運営費及 び収蔵資料 の調査 ・収 集経 費。
白山に関す る資料 の展 示
能登 半 島 における海 の 自然保護 セ ンター と して、 自然 保護思想 の普及 ・啓発 及 び調 査 ・研 究
・博物館法 にい う博 物館 で はないが、三瓶 自然館 、ビジュアルド ムー、ト ト如け 施 設な どの複合 施 設 と して設置 し
た。
・県 民 に 自然 や科学 に関す る正 しい理解 を深 めるための学習機会 を提供 し、創 造的風 土 の醸成 を図 る とともに
科 学技術 の進歩 と本県 産業 の発展 に寄与 す るこ とを 目的 と して建 設す る。
（・用 地整備 費 ：720，105千円 ・建 築実施 設計 ：173，343千円 ・展 示実施施 設 ：135，331千 円 ・建築 工事 ：
2，525，094千 円）
・動物 、植物 、地学 の3部門 にわた る資料 の収 集、保存 、展 示、学術研 究、教 育普及等 を行 う。
1．歴 史、考古 、民俗 、美術 工芸、 自然 等 に関す る実物、標本等 の資料 を収集 し、保 管 し、及 び展示 す る こと。
2．博物館 資料 に関す る専 門的技術 的 な調査研 究 を行 うこ と。　 3．その他 その設 置の 目的 を達成す るため に必 要
な業務 を行 うこと。
（全体 計画） ・建設場所 ：岩井市大崎 地内 ・敷地面積 ：約 16．4ha ・本鯖 規模 ・構 造 ：11，995nf　 R C 2F （一
部3F、地 下lF ）　 （平成4年度事 業） ・建築工 事の施工 ・展 示工事 の施工 ・野外 施 設工事 の施 工 ・自然
観察遊 歩道橋 下部 工の施工 ・展示資料 の整備
・博物館 資料 の収集 ・保管及 び展示 ・資料 に関す る専 門的 ・技術 的 な調 査研 究 ・講演会 、講習会 、映 写会
、研究 会等 の開催
自然史 に関す る資料 の収集展 示、研究 及 び教 育普及 活動
埼玉 の 自然界 を構成 す る動 物 ・植物 ・地質等 の資料 並 びに、 これ らの変 遷 を知 るた めの資料 を収集 ・保管 ・調
査及 び研 究す る とと もに、その活用 を図 り、 もって教育 、学術及 び文化 の発 展 ．に寄 与す る。
建 築工事、展示 工事、外構 整備
高尾 山 を中心 とす る東京 の地学 ・植物 ・動物 そ して人 と自然 とのか かわ り等、 自然科 学 に関す る調査 及 び資料
の展示
建 設地 ：小 田原 市、敷 地面積 ：約42，000汀子、建物 ：SRC 地上4階地下 1階　 延床 面積 14，000nf　 外 に地 下駐車場
4，800n上 基本 テーマ ： 「生命 の星 ・地球 」
・自然 科学系特 集展 「郷 土 の昆 虫 たち展」 ・他常 設展示 ・親 と子 の 自然観察会 ・同定会 、他
・基本 構想 の策定 （上 記博 物館 の老朽 化 に伴 う移転新 設）
・交流 ・サー ビス事業 ・調査 ・研 究事 業 ・情報 事業 ・収集 ・保 管事業 ・展示事 業
・博 物館 の開設 ・運営
（報酬 1，152千 円 を除 く） ・特別展 ・ 「自然博物館 だよ り」発行 （季刊 ） ・ 「観 察 の手 引 き」発 行 （随
時） ・講演 会、談話 会、 自然観察 会実施 ・県内動植物 の生態 の調査研 究 ・自然博物館 教室 （小 5～高校
生） ・館報 、解説書発 行 （年 1回）
・常設展示 （（》水族館 、② 動植物展示 コート 、（郭視 覚障害者用 の触 察 コー ナー ）
・本県 の地形 と地 質、中 国地方 の代 表的 な植 生景観 について地学生物 の展 示等
・常設展 の開催 ・企 画展 ・テーマ展 の開催 ・普及活動 （巡回展 ・観 察 ・観 測会） ・各種 講座 の開催
・人文科学 （考古 、歴 史、民族 、古美術 ） と自然 科学 （動物 、植 物 、地学） を合 わせ た総 合博物館 で、 「徳 島
の 自然 と歴 史」 をテーマに した総 合展 示 を行 ってい るほか、毎 年5本程度 の企画展 を開催す る。
・青少年 の科 学へ の関心 を高 め、豊か な知性 と創 造性 に満 ちた人材 を育成 す るため青少 年の科学 との 出会 い を
促 し、科 学知識 の普及啓 発 を行 う。
108項 目158点の常設展 示部 門 とブラネグ川ム部 門 とで構 成。 これ らの施設 ・設備 を活用 し、各種教 室 ・講座 を開設 し










宮崎県 宮崎県総合博物館 7103教育委月会 52，226
鹿児島県 県立博物館 5303教育委員会 96，827
沖縄県 沖縄県立博物館 4604教育庁 392，944
仙台市 仙台市科学館 9009教育局 432，757
千葉市 （仮）千葉市科学館 0101教育委員会生涯学習部 658
横浜市 自然系博物館 未定 未定 0
川崎市 青少年科学館 8202教育委員会 43，843
名古屋市 名古屋市科学館 0
京都市 京都市青少年科学センター 6905教育委員会事務局 187，762
大阪市 大阪市立自然史博物館 7401教育委員会事務局 130．000
神戸市 神戸市立青少年科学館 8404教育委員会 466，740
広島市 広島市江披山気象館 9206教育委月会文化課 41，291
北九州市 北九州市立 自然史博物館 8105教育委員会文化部 62，772
北九州市 北九州市立 自然史博物館 （新館） 99以降 教育委員会文化部 389
企画 ・総
務系 新潟県 新潟県立自然科学館 8111総務部 442，249





・展示部 門 において は、本県 特有 の 自然 をパノラマ、ジオラマ等で表現 した常 設展示 や 身近 な動植 物 を季節 ご とに展
示内容 を変 更す る コート展示 を設置 してい る。 また、 自然 に対 す る関心 の高 ま りを受 け 自然観 察会 、標 本作成 教
室等 を実施 してい る。
・自然系博 物館資料 の収集 、保 管 、展 示、調査研 究、普及啓発 等 ・プラネダ川ム室 の設置、運 営
・展示活動 と して、沖縄 の 自然 ・歴 史 ・文化 をテーマに した常 設展 をは じめ、特別展 、企 画展 を実施 して いる。教
育普及活動 と して、移動博 物館 、博物館 文化 講座 、夏休 み 「歩 く、見 る、作 る」教室 等 を実施 してい る。 さ ら
に学 芸員の調査研 究活動 を実施 してい る。
科学 に関す る知識 の普及啓発 を図る。 ・展示教 育 ・学校教 育 ・生涯 学習 ・コン ピュー タ導入 ・施 設整
備
（調査 費）　 基本構 想 につい て検 討中
動植物 の資料 の収 集展示研 究 と子供 か ら大人 まで楽 しみ なが ら学べ る場
自然科 学 に関す る調査研究 活動、資料 収集、整理 、保管 、展 示、普及等 の活動 。
本館 と天文館 に分 か れてお り、本館 には物理 ・化 学 ・工学 を中心 に実物 お よび稼 動模型 等 を常 時展示 。
科学 的 なもの の見 方、考 え方 、扱 い方 を体得す るこ とを 目的 に、次 の事 業 を実施 。 1．セ ンター学 習　 2．教 員研
修　 3．市民科学 事業
自然界 の価 値 ある資料 の収集 ・保 管及 び研 究 を行 い、展示 普及活動 を行 う。
・体験 可動 物 を含 む常設展示 。各種教 室等 の教 育普及事業 ほか
旧広 島地方気 象台 の本 館建物 を、被爆建 物 と して一部保存 す ると ともに、 「気象 」 をテーマ と した博物館 と し
、市民 の文化 の高揚 、学習 の場 として整備 。 ・常 設展 示 、企 画展 示 ・気 象 講座 、 サ イエ ンス シ ョー等各種
行 事 の開催 。
平成4年度事 業 （入館 客数41，020人） 1．企画展 ・ 「自然大好 き私 達の北 九州」 （4／19～5／10） ・ 「エ ビ ・
カニ展」 （8／2～9／13） ・ 「壱岐 ・対 馬の 自然」 （11／1～11／15）　 2．野外 観 察会 （7回）　 3．夏休 み教室 （6回
）　 4．室内講座 （5回）他
（上記決算額 に含 まれ る。）　 平成2年2月新館 構想検 討委員会 よ り基本構想 につい ての提 言 を受 け、平成2年5
月新館基本計 画調査検 討委員会 を設置、建 物の規模 、建 設場所 等 につい て検 討 中であ る。
・ 「新潟県 の移 り変 わ り」、 「生活 の広場」 、 「不思議 な広場」 、 「自然 の科 学」 の テーマ に基づ き展示物 を
展 示。 ・各 種実験教 室、観察会 の 開催
数々 の実験装 置 と実物 モデルで交 通 に関す る科学 の原 理 と応用 をわか りやす く解 説。世界 最大級 の タイヤ、モ
ノ レール短縮 車輌 、旅 客機 の操 縦室 、シース ルー カー、21世紀 を走 る水 陸両用列 車 「マ リー ンエ クス プ レスモ





事項 （事業名） 所管部局 相手先
商工系 青森県 北海道 ・東北ブロック広域共同事業 商工労働部
青森県 重要地域技術研究開発 商工労働部
岩手県 重要地域技術研究開発 商工労働部 東北工試



















福井県 重要地域技術研究開発 商工労働部 大阪工業技術研究所

















和歌山県 地域技術 おこし事業 商工労働部 京都大学 （白石・則本教授）
和歌山県 こド ・セラミック応用技術研究事業 商工労働部 大阪工業技術試験所
島根県
工業技術院中国工業技術試験所 との共同研究 （商工労働部企 工業技術院中国工業技術試験
所自由曲面精密成形のための設計加工評価技術） 業振興課




広島県 地域共同研究開発事業 商工労働部 海洋科学技術セント
山口県 技術 開発研究事業 商工労働部
中国工業技術試験場 （通産省
）
香川県 産学官共同研究推進事業 商工労働部 四回工業技術研究所














2 1，231ハ イパー接 合技術 の 開発 及 びその評価 技術 に関す る研 究
1，000
物 質酵 素 な どの有 用物質 を得 るための発酵 、分離 二精製技術 の 開発 を行 い、 さ らにこれ らの技術 を
利 用す る ためのプ ロセ スの開発 を行 う。
1，000
内部検 査 シス テム による複合構 造体等 の総合評価技術 に関す る研 究 （平成 2年 ～平成6年 の5 ヶ年）
県1，000千 円、国26，568千 円
23，468・H IP接合 に よる高機能SC M の開発 と研 究
20，120新 素材 の複 合化 に よる高機 能材 料 の開発 、並 びに新 しい検査 システ ムに よる評価 技術 の確立
33，473
北 海道 ・東 北地域 にお ける新 素材 関連 産業の技術 ポテ ンシ ャル を向上 させ るため、金 属 －セ ラ ミッ
クスの複合化 に よる高機 能材料 を開発 す る。
1，000
国 と地方 が一体 となって大 型技術 の研 究 開発 を行 う。 （平成2～6年度 ）　 実施 機 関 ：福 島県 ハ イチ
ク プラザ
425未利 用天然資 源 を活用 した複合 高機能性材料 の創 成技術 の確立 に関す る研 究
57，220レーザ光 による金型等 の三次元 自由 曲面 のデジ タイジ ングシステ ム及 び加工 技術 の研 究 開発
14，700イ オン注入 による ダイヤ モ ン ド状 カーボ ン膜 の創 製技術 と評価法 の検 討
5，000素材加 工 におけ る高度 表面処理技術 開発
500耐熱性 複合材料 に関す る研 究 開発
22，680電子部 品用機 能性 フ ァイ ンセ ラ ミックスの開発
5，468中部科 学技術 センター か らの受託事 業。金属系複 合材料 の研究 開発
1，500ドラげ ロセスに よる薄膜作成 とそ の密着 性 に関す る研 究
19，816
科学技術 の地域流 動研 究制度 に よ り 「無機化合物 一有 機化合物 イけリジェンH Lに関す る基礎研 究」 をテ
－マに共同研究 を実施。
36，730
通産省 が企画 す る研 究 プロジ工ク＝こ近放府県及 び民 間企業 と共 に参 画 ・重要 地域技術 共 同研 究 （素
材加工 におけ る高度表面処 理技術）6，230千円、期 間 ：平 成元年 ～5年度 ・広域 共同研 究 （先端 的
複合材 料 の創 製及 び加 工）30，000千 円、期 間 ：平成4年度
・先 進バイオ材料 の創製加工 技術 の研 究 開発 、500千円、期 間 ：平成4年度
500素材 加工 におけ る高度 表面処理技術 の研究 開発
500イ〃ジェバーによる布 の着色 に関す る研 究
1，000げ ノセ腑－スを含 む高分子材 料 に関す る研究
0近畿重 要地域技術研 究開発事 業
200
① 高次 自由 曲面 設計 評価 技術　 ② 実時 間形状計測評価 システムの開発　 ③形成加 工 の高精度予 測評価 技
術　 ④ 自由 曲面 の設計技術
45，233工業技術 院地域大 型プロジ ェクト
50，000
光 配線 を有す る知 能L SIの開発 とその高 速並 列処理システムへ の応用 （科技庁 の生活 地域流動研 究 の単
県負担分 ）
25，000養殖地 域 におけ る海底グトンシステムの開発
30，000コンビブタグラフィックスに よるスベ スーイけ りげ ダ インに関す る研 究
36，620
・金属 アルミニウム複合化 技術 ・F RP の切 断加 工技術 ・溶 射プロセスの高度化技術 ・農水 産廃 棄物 を利
用 したエコ・マグけルの食品流 通への応用研 究 ・メガトロニケス技術 開発 ・画像処 理技術 開発
895FR P廃材 に物 質 または熱エネげ －として再利 用す る方法 を開発 した。





事項 （事業名） 所管部局　　　　　　　 相手先






佐賀県 窯業技術セ〃－経常研究 商工労働部　 大阪工業技術研究所










鹿児 島県 低品位窯業原料の有効利用技術 の研究開発 工業技術センター　九州工業技術研究所
鹿児 島県 木材の色素成分 と調色技術 に関する研究
神奈川県、静岡県、三重県、
工業技術セント　 奈良県各試験場




写真製版技術 を応用 した木 ・竹製品等の加飾技 京都市工業試験場、広島市林
術 に関する研究 工業技術セント　 業試験場













鹿児島県 焼酎蒸留廃液の高度処理 に関する研究 工業技術セント　 国税庁醸造試験所





鹿児 島県 スマー トスト〃チャセラミックに関する研究
九州工業技術研究所、福岡・
工業技術センター　佐賀 ・長崎 ・熊本の県工技センター
鹿児島県 超臨海法 による樹木等か らの有用物質の抽出
九州工業技術研究所、宮崎県
工業技術センター ・沖縄県の工業試験場
鹿児島県 大島紬餅加工工程 への酵素の応用 大島紬　　　　 明治製菓㈱







鹿児 島県 自動シャリンパイ染色装置の開発 大島紬　　　　 愛媛県繊維産業試験場
大阪市 素材加工 における高度表面処理技術 経済局　　　　 大阪工業技術研究所








宮城県 複層林 の造成管理技術の開発 水産林業部　 森林総合研究所
宮城県 地域に適合 した林業機械作業システム研究 水産林業部　 森林総合研究所
宮城県 マツノマ ダラカミキリの生物的防除法の究明 水産林業部　 森林総合研究所
ー266－
国との共同研究状況（間10）
4 年 度 支
出 額 （千 円 ）
事 業 概 要
17，588
科 技 庁 の 生 活 ・地 域 流 動 研 究 に よ り平 成 2年 度 ～ 4 年 度 で 「コロイド プ ロマげ に よ る 特 殊 構 造 セラミグクスの 研
究 」 を 実 施
30 0
工 技 院 の 重 要 地 域 技 術 研 究 開 発 制 度 に よ り、 「石 灰 の ファイン素 材 化 技 術 」 に つ い て 、 昭 和 6 3 年 度 ～ 平
成 4 年 度 ま で 実 施
57 2素 材 加 工 に お け る 高 度 表 面 処 理 技 術 の 研 究 開 発
10，0 00海 底 底 質 が 生 態 系 に 与 え る 影 響 の 調 査
1，380石 炭 の 高 付 加 価 値 化
6，36 1天 草 陶 石 の 活 用
25 8
長 石 を 含 む 未 利 用 の 低 下 度 天 草 陶 土 を微 粉 砕 し て 、 低 温 焼 成 に よ り従 来 の 磁 器 よ り高 強 度 の 磁 器 を























2，8 13国 の 重 要 地 域 技 術 開 発 研 究
1，800
20 0
・漁 場 の 整 備 開 発 及 び 栽 培 漁 業 を 中 心 と し た つ く り、 育 て る 漁 業 等 に つ い て の 新 技 術 開 発 に か か る
研 修 会 へ の 参 画 ・省 エ ネ ル ギ ー の た め の 用 水 処 理 施 設 開 発 の た め の 共 同 試 験 の 実 施













宮城県 長伐期施業の経営技術に関する基礎調査 水産林業部 森林総合研究所
宮城県 菌根菌の人工接種技術の研究 水産林業部 森林総合研究所
宮城県 広葉樹林に関する類型化 と保育技術の調査 水産林業部 森林総合研究所










山形県 特定研究開発等促進事業 農林水産部 農林水産省




千葉県 芝草の無農薬管理試験研究 農林部 農林水省他
千葉県 特定農産物緊急技術開発事業 農林部 農林水省他
千葉県 複層林の造成管理技術の開発 農林部 農林水省
千葉県 桑品種改良試験事業 農林部 農林水省
千葉県 新繭質評価実施技術試験事業 農林部 農林水省












和歌山県 漁業海況予報事業 農林水産部 水産庁南西海区水産研究所
岡山県 特定農産物緊急開発事業 農林部 農林水産省畜産試験場
山口県 畜産バイオテクノロジ にー関すること 農林部 山口大学




徳島県 森林施業の高度化に関する総合調査 農林水産部 林野庁
徳島県 林業技術体系化調査 農林水産部 林野庁
徳島県 広葉樹林に関する類型化と保育技術 農林水産部 林野庁
徳島県 菌床栽培用きのこ育種と栽培技術の改良 農林水産部 林野庁
徳島県 スギ、ヒノキ材質劣化害虫防除に関する総合研究 農林水産部 林野庁




香川県 中山間農業振興実用化試験 農林水産部 農林水産省四国農業試験場














福岡県 海洋牧場事業化促進事業費 水産林務部 下関水大
－268－
国との共同研究状況（間10）








2 ，000森 林 施 業 の 在 り方 、 病 害 虫 の発 生 予 測 、 防 除 方 法 等 の検 討
4 ，600双 子 の生 産 率 、 連 続 性 向 上 等 に よ る肥 育 素 牛 の低 コス ト生 産 技 術 の 開 発
1，700特 質 D N A ク ロー ンを分 列 す る方 法 の 開発
13 ，204地 域水 田農 業 技 術 確 立
32 ，422バ イ テ ク の技 術 開発 及 び 地 域 重 要 新 技 術 開発
6，000複 数 の ウ イ ル ス に対 す る 高 度 防 除 技術 の 確 立 に関 す る研 究
1，000フ ェ ロモ ン利 用 に よ る病 害 虫 抑 制 に関 す る研 究
4 ，898か ん し ょの 低 コス ト生 産 技 術 の 確 立 及 び新 品種 の利 用 、 高 品 質 牛 乳 の 効 率 的 生 産 技 術 確 立
940複 層 林 の 造 成 管 理
650地 域 に通 した桑 の 育成 及 び蚕 の 育 成 試験
269繭検 定 基 準 に基 づ く検 定 の検 討
26ス ギ等 球 果 、 種 子 害 虫 の 防 除法
3，000体 外 受 精 技 術 を活 用 した 良 質胚 多 量 確 保 技 術 の 開発
33 ，0 12地 域 バ イ テ ク実 用 化 研 究 、 特 定 農 産 物 緊 急 技術 開発 、 地 域 重 要 新 技術 等 の促 進 事 業
8 ，200地 域 水 田農 業 技 術 の確 立
1，4 10漁 海 況 情 報 の 調 査 、情 報 処 理 の 迅 速 化
4 ，000消 費 者 ニー ガ に 適 合 したチ プー の 効 率 的 生 産 技 術 の 開発
4 1，872牛 の 受 精 卵 移 植 技 術 、卵 分 割 技 術 、 双 子 生 産 技 術
6 ，160バ イオテクノロジ 技ー 術 を 利 用 した計 画 的 種 苗 生 産 システムの 開発
940利 用 拡 大 を図 る た め 、 合 わ せ貼 り軸 、材 料 、 構 造 用 集 成 材 の試 作 と評 価
600森 林 の多 面 的 機 能 の 維 持 、増 産 複 層 林 の 造 成 管 理 技 術 の 開発
200相 の 選木 育 林 施 業 の 現 状 をピ ブ オで紹 介 す る。
6 50有 用 とす る樹 種 の含 ま れ て い る森 林 の類 型 化 と と も に 目標 林 型 に誘 導
1，8 10バ イオテクノロジ 活ー 用 に よ る菌 床 栽 培 用 きの この 作 出 を図 る と と も に技 術 の 改 良
1，080幼 虫密 度 調 査 、 誘 蛾 灯 に よ る成 生 密 度 推 定 法 、 新 防 除 技 術 の確 立
2 70酸 性 雨 に よ る森 林 の 影 響 を 調 査
1，700P C R 、 クロー こげ 技 術 の 開 発
1，400国 補 事 業
5 ，4 14バ イオテクノロジ 研ー 究 の 一 部 を委 託 。
75 ，000深 層 水 取 水 能 力 強 化
1，042被 害 調 査
4 ，000乾 燥 向 き飼 料 作 物 とイネの3 年 輪 作 体 系 を現 地 実 証 す る
3 ，000シバ 草 の省 力 化 を図 る た め ポ 再 育 苗 技 術 の 確 立





事項 （事業名） 所管部局 相手先













宮崎県 普通期水稲新 品種育成試験 農政水産部 国
宮崎県 主要作物系統適応性及び特性検定試験 農政水産部 国
宮崎県 ナス科野菜の耐病性特性検定試験 農政水産部 国
宮崎県 茶樹新品種育成試験 農政水産部 国
宮崎県 桑系統適応性検定試験 農政水産部 国




宮崎県 牧草及び飼料作物の系統適応性検定試験 農政水産部 国
宮崎県 牧草及び飼料作物の冠 さび痛特性検定試験 農政水産部 国
宮崎県 放牧適性検定試験 農政水産部 国
宮崎県 シマアジ通性飼育技術開発試験 農政水産部 宮崎大学
宮崎県 海産アユ種苗回帰率向上総合検討調査事業 農政水産部 宮崎大学
鹿児島県
サツマイモを原料 としたスナブタの開発並びに加工用優
良サツマイモの選定 と評価 農業試験場 明治製菓㈱食品総合研究所
鹿児島県 新機構 によるラッキョウ調製機の開発 農業試験場 松・本機工㈱
鹿児島県 高性能イげ ンマメ選別機の開発 農業試験場 ㈲西中製作所




























































・抗体利 用 に よる果樹病 害 の診 断技術 開発 ・ガ ラス化処 理 に よる体外受 精卵 の凍 結保存 ・鶏胚 の
人工培 養技術　 （補助率 1／2の国補事 業）
2，800
水 稲主 要病害 虫の県 内全域 に適合 す る発 生予 測げ ルを策定 す るため に、水 稲栽培様 式 の異 なる県 内
5ヶ所 で病害 虫の発 生動態及 び被害様相 を把握 し、 それを年次 ご とに要 因解析 を数量化 して予 測げ ル
を作成 す る。
1，120
県内 肉牛の 主体 であ る褐毛和 牛 の去勢牛の飼 育給 与の上 で極 めて重要 なエネげ －及 び蛋 白質要 求量 に
関す る研 究 を行 い、肥 育技術 のレベ ルアップ を図 る。
0新 系統 育成
0ば れい しょ及 び落花 生 の系 統適応性検 定、水稲 白菜枯 病抵抗 性検 定
0 トマト及 びピ マーンの耐 病性特性検 定
0新 品種 育成
0桑の 品種検 定 （5系 統）
7，919双子 の安 定生産技術 確立
3，420高品質飼料 生産 と水 稲 の安 定栽培技術確 立
1，070系 統適応性 の検 討
580冠 さび病 の特性検定
525新 系統牧 草 に対 す る放 牧適応性検 討
5，517養殖技術 の改 良、 開発





















事項 （事業名） 所管部局 相手先






















鹿児 島県 ヒノキ机圧グリガ防除法の研究 林業試験場
国立森林総合研究所九州支所
、九州各県
鹿児島県 げ 、ヒノキ材質腐朽、劣化防止の研究 林業試験場
国立森林総合研究所九州支所
、九州各県
鹿児島県 広葉樹林の類型化 と保育技術の調査 林業試験場
国立森林総合研究所九州支所
、九州各県
鹿児島県 暖地に適 した食用 きのこ生産技術の開発 林業試験場
国立森林総合研究所九州支所
、九州各県





、九州各県鹿児島県 地域重要新技術 開発促進事業 水産試験場 水産庁
鹿児島県 ハマチ用配合飼料 の実用化研究 水産試験場 飼料メーか・、ブリ養殖業者
鹿児 島県 ウシエビ養殖経済性試験 水産試験場 エビ養殖業者
鹿児 島県 外海養殖技術共同開発試験 水産試験場 佐多、里村漁協
鹿児 島県 漁貝類有効栄養成分利用技術開発委託事業 水産試験場 水産庁
鹿児 島県 地域重要新技術 開発促進事業 水産試験場 水産庁
鹿児 島県 資源増殖新技術開発研究 水産試験場
（社）マリノフトラム2 1 （63～平成2）
、鹿大 （平成3）鹿児島県 着色防波堤による漁場効果調査 水産試験場 鹿児島大学
鹿児 島県 マグロ類養殖システム開発試験 水産試験場 （社）マリノフォ・ラム21
鹿児 島県 漁群行動コントロール技術開発研究 水産試験場 （社）マリノ7トラム21
鹿児 島県 配合飼料開発試験 水産試験場 鹿児島大学
鹿児 島県 赤潮対策技術 開発試験 水産試験場 鹿児島大学、宮崎大学










沖縄県 キオピェダシヤクシの防除法研究 農林水産部 農林水産省
環墳 ・


















4 年 度 支
出 額 （千 円 ）

























1，329亜 熱 帯 作 物 の 放 射 線 突 然 変 異 誘発 に関 す る 基礎 的 知 見 を得 る。 優 良 品 種 の 育 成 。
1，9 18土砂 流 出 防備 林 の造 成 方 法検 討
1，00 2防風 防 潮 林 の 整備 指 針 を作 成 す る た め の技 術 の検 討
600キオピユダ シャ相 の 個 体 群 体 動 態 等 調 査
200
食 鳥 処 理 場 に お け る衛 生 管 理 指 針 を作 成 す る た め の調 査 の 一 環 と して 、従 業 員 の 手 袋 の消 毒 方 法 等
につ い て検 討 した 。
200
卵 及 び 液 卵 の流 通 ・加 工 上 の衛 生 管 理 指 針 を作 成 す る ため の調 査 の 一環 と して 、卵 及 び卵 製 品 の サ
ル モ ネ ラ等 の検 査 を実 施 した 。
50 ，000内 湾 域 の 環 境 （水 質 ・底 質） 改 善 の た め の技 術 開発
0
科 学 技 術 庁 の生 活 ・地 域 流 動 研 究 の 中核 オー ガ ナイグ ーに琵 研 所 長 が な り、 国 の研 究 機 関 と共 同 で研 究 を
行 っ て い る。 た だ し、 経 費 は県 委 託 分 49 ，46 1千 円 は県 の 決算 額 とな るが 回研 究 機 関分 19，370 千 円 は





事項 （事業名） 所管部局 相手先
愛媛県 骨材のアル椚ジ接反応性試験 土木部 四国地方建設局
鹿児島県 パブ〃．ランドオジンの動態 環境セント 国立公害研究所、他
鹿児島県 九州地域の大気汚染機構の研究 環境センター 国立公害研究所
鹿児島県 酸性雨調査 環境センター 国立公害研究所




鹿児島県 九州 ・沖縄大型底生動物相調査 環境セント 九州衛生公害技術協議会
鹿児島県
九州南部地域における酸性 ・酸化性物質等の動
態の解析 に関する研究 環境セント 国立環境研究所
鹿児島県 全国公害研協議会酸性雨全国統一調査 環境セント 全国公害研協議会
鹿児 島県
人為起源、自然起源の大気粉 じんの物理的化学














埼玉県 科学技術総合研究委託事業 衛生部 科学技術庁
埼玉県
千葉県
組み換 えワクチニアウイルスの作製 （日本脳炎 千葉県血清研
予防衛生研究所・B 型肝炎） 究所
千葉県




















鹿児島県 エ対ロウルスの分離に関す る研究 衛生研究所 国立予防研究所
鹿児島県 インルエげ ウイルスの電子顕微鏡的観察 衛生研究所 鹿児 島大学医学部




鹿児島県 D N A 増幅法 による微生物遺伝子の検出 衛生研究所 鹿児島大学医学部


























0雨水 、エアー ブル等 を採 取 し、分析 及 び測 定 を行 い、雨水酸性化 のメカニガ ム調査
0 ・アオコ指標 の作成 に関す る研 究 ・ピコプラ ンク トンの異常 発生機構 に関す る研 究
40，920
ヒ ト第21番染 色体遺伝 子地 図作成 モデルシス テムの開発　 再委 託先 ：① 東京大 学医科 学研 究所 （
1 ，698千 円）　 リンキ ングジ ャンピングク ロー ンの分離 とSTS化
②東京 医科歯科 大学難 治疾患研 究所 （9，394千 円）　 高精度 バ ン ド解析 に よる各種D N A クロー ン及 び
遺伝子 マ ーカーのマ ッピング
2，060種痘 ウイル スを利 用 した 日本 脳炎 ・B 型肝 炎多価 ワクチ ンの 開発
687種痘 ウイル スを利 用 した成 人 白血病 ワクチ ンの開発
320常温 で安定性 を有す る麻 しんワ クチ ンの 開発
34，653科学技術 庁 か らの委託研究
450銅 クロロフ ィリ ンナ トリウムな ど3添加 物の 1日摂 取量 を算 出









・下水 道用施 設管理 ロボッ トの開発 基礎 調査 ・下水道施 設 か らの有 用物 回収技術 に関す る基礎 調
査 ・下水 道の長期 的技術 開発 に関す る基礎 調査
450食 品添 加物 の1日摂取 量調査














岩手県 生活地域流動研究 企画調整部 科技庁
山梨県
研究交流促進調整費 （一部） ・ALC によるワカ
サギの耳石標識 企画県民局 農林水産省、中央水産研究所








・海藻 を用いて、その中に含まれる化学物質のスクリーニ ング手法の開発 と水質から生物への濃縮
状況の調査。 ・できるだけ多 くの物質を一斉 に分析する手法の開発
36，410
（158，965の内数）　 商工労働観光部　 室蘭工業大学　 実施機関 ：道立工業試験場 （産学官）　 東京
理大　 実施機関 ：道立工業試験場 （産学官）　 北海道大学　 実施機関 ：道立工業試験場 （産学官2
件）　 北海道大学　 実施機関 ：道立食品加工研究セ ンター （産学官）
室蘭工業大学　 実施機関 ：道立地下資源調査所　 農政部　 北海道大学　 実施機関 ：道立十勝農業試
験場　 住宅都市部　 北海道大学　 実施機関 ：道立寒地住宅都市研究所　 水産部　 北海道大学　 実施
機関 ：中央水産試験場　 林務部　 北海道大学　 実施機関 ：林産試験場
0
ジンチオールの応用研究 （平成5年～平成7年の3ヶ年） （平成5年度　 国49，000千円、県39，α沿千円
）
550
科学技術の高度化 に対応 し、県立試験研究機関の研究機能の向上を図るため、機関相互 または大学
等外部機関との共同研究を促進する。






事項 （事業名） 所管部局 4 年度支
出額（千円）
商工系 北海道 地場工業育成強化促進事業費 商工労働観光部 103，978
北海道 地場工業振興対策費補助金 （国庫補助） 商工労働観光部 8，αX）
北海道 中小企業技術高度化対策事業費補助金 （国庫補助） 商工労働観光部 13，966
北海道 技術高度化プロモーション事業 商工労働観光部 9，990
北海道 食品加工振興対策費 商工労働観光部 8，150
北海道 食品産業振興対策事業費補助金 商工労働観光部 7，641
北海道 技術指導事業事務費 商工労働観光部 9，685




青森県 地域産業技術開発研究費補助事業 商工労働部 10，000
岩手県 新技術開発企業育成資金利子補給補助事業 商工労働部 12，582
岩手県 先端産業育成資金利子補給補助事業 商工労働部 1，236
岩手県 異業種連携技術開発促進事業費補助事業 商工労働部 10，000
岩手県 中小企業技術改善費補助事業 商工労働部 20，000
岩手県 地域技術高度イ出す策事業 商工労働部 51，050
宮城県 技術改善補助事業 商工労働部 24，825
宮城県 中小企業技術高度化補助事業 商工労働部 18，406
秋田県 地域技術改善費補助事業 商工労働部 15，000
秋田県 テクノサテライ ト企業育成事業 商工労働部 10，000
秋田県 基盤業種強化支援事業 商工労働部 53，100
山形県 技術改善費補助事業 商工労働開発部 20，000
茨城県 つくば研究開発型企業育成事業 商工労働部 20，000
栃木県 新技術新製品開発促進事業 商工労働観光部 55，489
栃木県 技術開発活性化事業 商工労働観光部 146，0糾
栃木県 技術交流事業 商工労働観光部 4，957
栃木県 技術指導事業 商工労働観光部 19，871
栃木県 地域システム技術開発事業 商工労働観光部 114，248
栃木県 開放試験室設置事業費 商工労働観光部 35，778
栃木県 一般共同研究開発事業費 商工労働観光部 40，650
栃木県 とちぎ・つくばのつどい 商工労働観光部 900
栃木県 研究開発協力企業等登録事業 商工労働観光部 332
群馬県 地域産業技術改善費補助金 商工労働部 13，998
群馬県 中小企業技術高度化対策事業費補助金 商工労働部 16，600
埼玉県 埼玉県技術改善費補助金 商工部 10，379
埼玉県 埼玉県新製品新技術開発助成金 商工部 10，310
千葉県 技術改善費補助金 商工労働部 20，∝沿
千葉県 中小企業技術開発促進補助金 商工労働部 5，∝）0
千葉県 技術 ・市場交流プラザ開催事業 商工労働部 2，936
神奈川県 「財1（財）神奈川高度技術支援財団補助金 商工部 （796，590）
神奈川県 技術開発奨励事業 商工部 236，952
新潟県 わざづくり支援補助金 （一般 ・高度） 商工労働部 63，∝氾
新潟県 技術高度化対策事業 商工労働部 36．086
富山県 富山県産業創造センター整備費補助 商工労働部 119，344
富山県 民間研究所立地奨励金制度 商工労働部 63，057




（研究開発補助事業 ：80，の0） ・中小企業が行 う新製品 ・新技術等の研究開発に関する基礎試験、試験研究な
どに対する補助。　 （従業員等派遣補助事業 ：3，978） ・中小企業等が行 う人材育成 （従業員等の先進企業、試
験研究員、大学等への派遣）に対する補助
（新株等引受事業 ：20，000） ・中小企業等が行 う新製品、新技術等の事業化 を行 う場合に発行する新株等の引
．率，又○・地域別地場産業振興 ビジ ョンに基づき、組合等が行 う新製品開発等事業等に対する補助。
・中小企業技術 開発促進臨時措置法に基づき認定 された技術 開発 を行 う組合等 に対する補助。
・組合等が行 う技術開発 ・導入等に対 する研修会、研究会などの技術向上対策事業に対 する補助。
・食品加工関係試験研究機関合同成果発表会の開催等。














新製品 ・新技術 の開発 に対する補助金の交付
新製品 ・新技術 の開発 に対する補助金の交付 （テクノポ リス地域外企業に対する支援）
基盤的技術 （メッキ、塗装ほか）の開発及び導入 に対する支援
中小企業が自ら行 う技術 開発 について助成する。
筑波研究学園都市で生み出される研究成果を活用 して、産学官共同研究を行なおうとする県内中小企業に対 し
て研究開発 を委託する。
・企業や組合等が行 う新技術 ・新製品の研究開発 に要する経費の補助
・産官学の連携 を一層充実 し、共同研究、技術交流等を行い、本県中小 ・中堅企業の技術力向上を促 進
・産官学の連携を一層充実 し、共同研究、技術交流等を行い、本県中小 ・中堅企業の技術力向上を促 進
・産官学の連携 を一層充実 し、共同研究、技術交流等を行い、本県中小 ・中堅企業の技術力向上を促進





中小企業が行 う新製品、新技術等の開発 に対 し補助金を交付
協同組合が行 う技術 開発事業に対 し補助金 を交付
県内の中小企業者が行 う新製品及び新技術の開発 に対 して、最高500万円まで補助する。
県内の中小企業者が行 う新製品及び新技術の開発 に対 して、最高300万円まで補助する。
新技術の研究、新製品の試作等を行 う企業者 に対する補助 （1企業5，000千円限度）
新技術 の研究、新製品の試作等 を行 う企業者に対する補助 （1企業500千円限度）
異業種企業の交流促進
技術の交流及 び移転 に関する情報の収集及び提供　 技術の交流及び移転並びに工業所有権の収得及 び維持 に対
する支援等　 試験計測の実施、試験計測の指導及び試験計測結果に基づ く指導、検査、普及啓発等
新製品、新技術 開発及び先端技術開発の奨励補助、優れた技術開発の表彰並 びに （社）発明協会神奈川県支部
の行 う人件費、事業費への補助
中小企業者が新技術開発などの研究開発 に取 り組むときに、その経費の一部を補助する。
中小企業者の組合等が、エ レク トロニクス、新素材、バイオテクノロジ胃関連技術 の開発 を行 うにあた り、そ
の経費の一部を補助する。
インキュベ胃タ一機能をもつ リサーチ ・コア施設の整備
富山県民間研究所立地奨励金の交付 ・対象 ：自然科学研究所 を新 （増）設するものであって、研究者数が5
人 （10人）以上 となるもの。 ・補助率 ：10～20％ ・限度額 ：2億円 （特認3億円）





事項 （事業名） 所管部局 4 年度支
出額（千円）
石川県 中小企業地域産業技術改善費補助金 商工労働部 10，（X氾
福井県 技術改善費補助事業 商工労働部 20，（氾0
福井県 産業連携補助事業 商工労働部 21，820
山梨県 山梨県技術改善費補助金 商工労働観光部 10，∝沿
山梨県 客員研究員設置事業 商工労働観光部 4，423
長野県 中小企業技術開発費補助事業 商工部 32，∝）0
長野県 中小企業技術高度化対策費補助事業 商工部 30，（X氾
岐阜県 技術向上奨励費補助事業 商工労働部 18，∝氾
岐阜県 中小企業技術高度化対策費補助事業 商工労働部 32，0㈱
静岡県 地域産業技術改善費補助金 商工労働部 15，000
静岡県 ［財］中小企業等研究開発助成事業費 商工労働部 （127，390）
静岡県 ［財］産学共同研究開発事業費 商工労働部 （210，000）
愛知県 技術改善費補助金 商工部 17，997
三重県 技術改善費補助事業 商工労働部 20，000
三重県 中小企業技術高度化事業 商工労働部 326
三重県 異業種共同技術開発補助事業 商工労働部 24，000
滋賀県 滋賀県地域産業技術改善費補助金 商工労働部 10，300
滋賀県 滋賀県先端技術開発促進事業費補助金 商工労働部 7，000
京都府 京都府中小企業技術改善費補助事業 商工部 66，0（氾
















大阪府 中小企業技術高度化事業への助成 商工部 15，957
大阪府 技術向上奨励費補助 商工部 20，000
大阪府 新技術・新製品研究開発費補助金 商工部 25，000
大阪府 ［財］（財）大阪府研究開発型企業振興財団 商工部 0
兵庫県 工業振興対策費 商工部 64，981
奈良県 地域産業技術改善費補助 商工労働部 17，000
奈良県 中4、企業技術高度化対策事業補助 商工労働部 16，000
和歌山県 中小企業技術改善補助事業 商工労働部産地振興課 16，240
島根県 島根県技術改善費補助金 商工労働部企業振興課 10，∝氾
岡山県 技術パイオニア養成事業 商工部 13，498
岡山県 先端技術研修事業 商工部 3，700
広島県 地域産業技術改善費補助事業 商工労働部 15，157
広島県 中4、企業技術高度化補助事業 商工労働部 16，245
広島県 中堅企業育成事業 商工労働部 32，171
山口県 地域産業技術改善費補助事業 商工労働部 18，149
山口県 中小企業技術開発促進事業 商工労働部 16，998
山口県 新地域産業加速的技術開発支援事業 商工労働部 0
山口県 地場産業総合振興事業 商工労働部 26，597
山口県 地場産業ブダイン高度化事業 商工労働部 123，000
山口県 地域産業活性化推進事業 商工労働部 44，473

























































事項 （事業名） 所管部局 4 年度支
出額（千円）
山口県 地域技術先端化促進事業 商工労働部 121，963
山口県 〔財〕研究開発助成事業 商工労働部 （16，151）
山口県 〔財〕地域技術起業化助成事業 商工労働部 （19，0（泊）
徳島県 技術改善費補助金 商工労働部 12，0（泊
香川県 香川県地域産業技術改善費補助金 商工労働部企業振興課 16，000
香川県 香川県先端技術研究開発費補助金 商工労働部企業振興課 47，330
愛媛県 地域産業技術改善事業 商工労働部 13，957
愛媛県 地域産業中間技術開発促進事業 商工労働部 10，394
愛媛県 ［財］先端技術等開発促進事業 商工労働部 （20，518）
愛媛県 ［財］高度技術開発事業 商工労働部 （13，5∝）
愛媛県 ［財］高度技術起業化助成事業 商工労働部 （6，574）
高知県 高知県中小企業技術開発研究費補助金 商工労働部 15，400
福岡県 技術パイオニア養成事業 商工部技術振興課 9，087
佐賀県 中小企業技術改善費補助 商工労働部 19，559
佐賀県 中小企業技術力向上対策事業費補助 商工労働部 34，960
佐賀県 地域資源等活用型起業化事業費補助 商工労働部 50，0（氾
佐賀県 中小企業技術高度化対策事業費補助 商工労働部 26，730
佐賀県 融合化開発促進事業費補助 商工労働部 38，876
長崎県 技術改善費補助金 経済部 15，0∝）
長崎県 技術開発研究委託 経済部 30，900
長崎県 融合化促進高度化支援 経済部 24，∝沿
長崎県 地域資源等活用型起業化 経済部 34，000
長崎県 ふるさと産業振興事業費補助 経済部 16，∝氾
熊本県 県地域産業技術改善費補助金 商工観光労働部 10，000
熊本県 県中小企業技術改善費補助金 商工観光労働部 10，000
熊本県 県中4、企業技術開発促進費補助金 商工観光労働部 5，000
熊本県 産学行政共同研究助成事業 商工観光労働部 3，324
熊本県 委託研究、他 商工観光労働部 127，021
熊本県 バイオ研究開発推進事業 商工観光労働部 984
大分県 中小企業技術高度化対策事業費補助金 商工労働観光部 16，480
宮崎県 産業技術改善費補助金 商工労働部 11，000
宮崎県 技術高度化事業補助金 商工労働部 15，500




沖縄県 沖縄県中小企業製品開発費補助金 商工労働部 8，603
仙台市 研究開発事業助成金 経済局 0
仙台市 （財）宮城県高度技術振興財団の運営支援 経済局 0
横浜市 中小企業融合化 ・研究開発促進事業 経済局産業振興部 81，∝）0
京都市 先端技術習得助成 経済局 672
京都市 ベンチャービジネスクラブ助成 経済局 5，600
大阪市
新分野開拓促進事業 （なにわのハイテクパー トナーバ 経済局 （中小企業指導
2，947ンク） センター）
大阪市 大阪市テクノコミュニケーションプラザ 経済局 （商工課） 1，996
大阪市 都市型次世代企業育成事業 経済局 （商工課） 51，386





























































事項 （事業名） 所管部局 4 年度支
出額（千円）
神戸市 技術開発支援事業 経済局 2，朗2
神戸市 新規企業育成事業 経済局 1，160
広島市 広島市発明考案試作補助事業 経済局 721
農林
水産系
北海道 受託研究 林務部 （林業試験場） 7朗
北海道 受託研究 林務部 （林産試験場） 6，687
北海道 カラマツ財高付加価値製品開発事業 林務部 60，858
北海道 設備の使用 林務部 （林産試験場） 0
北海道 試験等の依頼 林務部 （林産試験場） 0
北海道 遣有特許等の実施許諾 林務部 （林産試験場） 0
青森県 農産物加工品商品性向上促進事業 農林部 7，165
青森県 地域水産物有効利用推進事業 水産部 2，500
新潟県 ㈱植物防御システム研究所への出資 農林水産部 5，㈱
山口県 畜産物の加工に関すること 農林部 1，007
愛媛県 ㈱海藻資源研究所出資金 水産局 （5，000）
企画 ・
総務系 佐賀県 先端技術開発事業費補助金 企画局 （30，000）
合計 3．438，612





























事項 （事業名） 所管部局 4 年度支
出額（千円）
商工系 北海道 企業立地促進費補助金 商工労働観光部 157，825
青森県 青森県拠点工業団地企業立地促進 商工労働部 129，4∝）
青森県 地域産業高次機能集積促進事業 商工労働部 124，892
岩手県 工業導入対策 商工労働部 0
栃木県
・企業訪問、立地説明会の開催 ・情報収集及び工業団地等
商工労働観光部 10，909の P R　 ・関係機関 との企業誘致活動事業
群馬県 工業開発促 進対策 商工労働 部 136，690
埼玉県 先端技術産業導入対策費 商工部 21，178
石川県 石川県における先端産業等の立地の促進 に関する条例 商工労働部 613，（X氾
福井県 福井県企業立地奨励補助金 商工労働部 1，258，467
長野県 リサーチパーク造成事業 商工部 0
静岡県 民間研究所設置事業費補助金 商工労働部 461，473
滋賀県 びわこサイエンスパ クー整備推進事業 商工労働部 0
京都府 市町村企業誘致対 策補助金 商工部 40，000
京都府 企業立地促進対 策補助金 商工部 18，750
大阪府 コスモポリス計画の推進 商工部 7，∝吼000
大阪府 津田サイエンスヒルブ整備計画 商工部 5，000








岡山県 リサーチパ クー推進事業 商工部 5，930
広島県 企業立地促進対 策事業 商工労働部 69，959




高知県 工場立地促進助成事業 商工労働部 0
佐賀県 企業立地促進補助 商工労働部 0
長崎県 工場等設置奨励金、工場関連施設整備補助金の交付 経済部 450，∝）0
熊本県 テクノリサーチパ クー整備 商工観光労働部 129，361
熊本県 第二テクノパ クー建設 商工観光労働部 3，288，238
大分県 ソ7日ェア業立地推進事業 商工労働観光部 91，715
宮崎県 企業立地促進補助金 商工労働部 57，900
鹿児島県 企業誘致促進事業 商工労働部 42，330
沖縄県 頭脳立地構想推進事業 商工労働 部 4，430
札幌市 札幌市先端産業立地促進助成制度 （補助金） 経済局商工部 72，331
仙台市 研究施設設置助成金 経済局 39，590







北海道内 に工場、 ソフ トウエアハ ウス試験研究施設又は鉱業所を新設又は増設す る者 に対する補助。 （左記
決算額は補助金総額3，836，026千円の内ソフ トウエアハ ウス、試験研究施設への補助）
県の拠点工業団地への誘致企業に対 し工場新設 に要する経費に補助金 を交付する。
八戸地域集積促進計画に基づ く特定事業の集積 を促進する。
本県工業の高度化に向け、生産部門のほか、研究開発部門や研究所等の誘致 に取 り組 んでいる。
（企業誘致全体）　 「とちぎ新時代創造計画二期計画」及び 「栃木県新商工振興 ビジ ョン」 に基づ き、工業
団地、工場適地への研究開発型企業を含 めた優良企業の誘致推進事業
・企業誘致パンフレッ トの作成 ・工業立地説明会等への参加 ・誘致企業 に対する助成金交付
企業訪問、立地相談、誘致説明会の開催等
先端産業に属する事業を行 う工場、研究所が助成対象 としての指定を受 けた企業に対 し、投下固定資産額に





市町村企業誘致対 策補助金制度　 京都府中・北部地域の地域経済の活性化 と就業機会の拡大 を図るため、市町
村が行 う企業誘致対策事業に要す る経費に対 し補助金 を交付する。
企業立地促進対 策補助金制度　 京都府 中・北部地域の地域経済の活性化 と就業機会の拡大 を図るため、市町村
の誘致 を受けて工場、試験研究施設等を設置 し新規に地元住民を雇用するものに対 し補助金 を交付する。
関西国際空港の立地効果 を活用 して、泉州地区の丘陵部 にハイテグ川－チパ クーを整備。
関西文化学術研究都市の津田地区にイオン工学センター等を核 として民間研究所等が集積す るサイエンスパ クーを整備 。
・誘致重点企業7津－アブプ　 ・情報誌発行 ・現地視察会
・誘致企業が試験研究施設 を設置 した場合、投下固定資産額 に5％を乗 じた額 を企業立地促進奨励金 として交
付する （限度額1億円）。 ・新規地元雇用者1人当たり30万円を乗 じて得 た額 を雇用奨励金 として交付する
（限度額1億円）。
本県の産業構造の高度化及び雇用機会の増大を図るため、県内に立地す る企業 に対 して、県が補助金を交付
する。




先端技術産業の立地を促進するため、一定の要件 を満たした立地企業 に対 して設備投資額及び新規雇用従業
者数 に基づ き補助金を交付
「香川県における先端技術工場等の立地の促進 に関する条例」に基づ き、先端技術工場や試験研究施設等の
立地に対 して、一定の条件の もと最高5億円の助成 を行 う。
高知県企業誘致促進要綱 に基づ き、指定企業等に助成を行 うことにより、企業 （研究所 を含む）の立地促進
を図る。





ソ7日ェア業及び自然科学研究所の立地に対 して、補助金 を交付す る。
本県に立地 した誘致企業が福利厚生施設等を整備する際に補助 を行 う。
企業訪問、折衝、工業団地現地説明会 、市町村 と一体 となった企業誘致推進、協議会事業の実施、パンフレットの
作成等企業誘致活動事業 （但 し、研究開発型の誘致 に限定 しての予算計上はない）
頭脳立地法 に基づ く特定事業の集積立地の促進及び沖縄地域集積促進計画 を広報誌パンフレグト等により啓蒙普及
先端技術産業などの成長性の高い産業の工場、試験施設または教育施設を新設 し、または増設する企業等に
対 して、助成する。新増設部分が2，000nfを超 えるものについて、lrがあたり6，000円　 限度額1億 円
するとき、設置後賦課される固定資産税、都市計画税の5年分 と新増設に係 る事業所税に相当する額以内を助
成する。
（1）誘致企業選定等基礎調査 （2）企業誘致指導調整 （3）横浜市企業等誘致推進本部の運営 （4）海外企業誘致セ





事項 （事業名） 所管部局 4 年度支
出額（千円）




大阪市 都市型次世代企業育成事業 経済局 51，336
神戸市 企業誘致 経済局 12，975




総務系 山形県 研究開発会社設立推進 企画調整部 5，730
新潟県
技術先端型企業立地促進補助金 （租税特別措置法第44条の2第
企画調整部 334，8091項 に規定す る高度技術工業等 に限定）
三重県 三重ハイテクプラわト21構想推進事業 地域振興部 22，939
三重県 鈴鹿山麓研究学園都市推進事業 地域振興部 312，772





先端技術産業の研究所、工場やデザ イン産業等の研究所、デザ インオフィスを新設 した中小 ・中堅企業等に
助成金 を交付。 （研究開発型企業 も含 まれる）
川崎新時代 に向けて産業構造の質的転換の促進地域経萌の活性化 と市民福祉の向上を図る。 1．場所、川崎市




市で埋立て造成 した6．3haの用地に国内総合 コンピューターメーカーの研究開発機関を誘致 し、併せて、中小
ソフ トウェア等の入居する賃貸 ビル （センタービル）を建設 し情報産業の振興 を図る。
㈱生体光情報研究所の設立推進
補助金額 ：土地 を除 く投資額の1／10以内。限度額5億円。　 補助対象経費 ：工場等の建設に要す る経費。　 要
件 ：（1）投資額 （土地を除 く）30億円以上。 （2）新規雇用人員　 30人以上。 （3）用地取得後2年以内に工場等
の建設に着手。
「三重ハイテけ’ラネット21構想」の具体化 を進めるため、重点整備地区の調査等 を行 う




部局 名 都 道府県
名
事項 （事 業名） 所管部 局 4 年度支
出額（千円）
商工系 北 海道 技術 開発 派遣 指導事業費 商工 労働 観光 部 28，684
北 海道 移動工 業試験 場費 商工 労働 観光 部 1，387
北 海道 技術指 導費 商工 労働 観光 部 1，590
北 海道 巡 回技術 指導 費 商工 労働 観光部 1，828
北 海道 地域技術 高度化促 進費 商工 労働 観光部 4，602
北 海道 食 品加 工振興対 策費 商工労働 観光部 8，150
北 海道 食 品企 画力推 進事業費 商工労働 観光部 6，0（氾
北 海道 技術指 導事務 費 商工労働 観光部 9，685
北 海道 地域 工業技術 ネ ッ トワー ク推 進事業 商工 労働 観光部 8，582
北 海道 技術 開発指 導費 （国庫補 助） 商工労働 観光部 10，600
北 海道 先 端技術 コーデ ィネー ト推進事 業 商工労働 観光部 10．∝沿
青 森県 技術 ア ドバ イザ ー指導 事業 商工労働 部 6，036
青 森県 巡 回技術 指 導事業 商工労働 部 5，糾6
岩手県 技術 ア ドバ イザー指導 事業 商工労働 部 13，∝X）
岩手県 巡 回指 導事 業 商工労働 部 3，452
宮城県 技術指 導事 業 商工労働 部 12，830
秋 田県 中小 企業技術 ア ドバ イザー指導事 業 12，134
秋 田県 巡回技術指 導事業 2，583
秋 田県 集 中技術指 導事業 1，839
山形県 業種 別普及 講習会、新技術 普及講 習会 商工労働 開発部 785
山形県 技術 ア ドバ イザ ー指導事 業 商工労働 開発部 9，546
山形県 巡 回技術 指 導事業 商工労働 開発部 2，578
福 島県 技術指 導普及 事業 商工労働 部 14，610
茨城県 技術相 談 商工労働 部 0
茨城県 技術 ア ドバ イザー指導事 業 商工労働 部 10，734
茨城県 巡 回技術 指 導事業 商工労働 部 3，398
栃 木県 活動費 （一部 ） 商工 労働観 光部 0
栃 木県 技術 ア ドバ イザ ー指導事業 商工 労働観光 部 9，939
栃木 県 巡回技術 指導事 業 商工 労働観光部 1，700
群 馬県 技術 ア ドバ イザ ー指 導事業 商工 労働 部 16，786
群馬 県 先 端技術専任 コ ンサル タ ン ト事 業 商工労働 部 637
埼 玉県 技術 ア ドバ イザ ー事 業 商工部 12，320
埼玉県 巡 回指導事 業 商工部 2，570
千葉県 技術 指導事 業 商工労働 部 6，117
千葉県 中小 企業技術 等指導顧 問派遣事業 商工労働 部 2．775
東京都 技術 ア ドバ イザ ー指 導事業 商工計 画部計画課 23，937
東 京都 工場 巡回指 導事業 商工計 画部計画課 14，654
神 奈川県 技術 ア ドバ イザ ー指導事 業 商工部 44，109
神 奈川県 巡 回技術 指 導事業 商工部 2，809
神 奈川県 技術 指導育成 事業 商工部 388




中小 企業者等 又 は地域 の 中核 的 な試験研 究機 関が行 う技術 開発 を人材面 か ら支援す るため工 業技術 指導 セ ンター
の研 究職員 を現地 に派遣 し、 中長期 間、技術 指 導す る。
道内各地 のニー ズに基づ き、移 動工業試験 場 を開催 し講習会 、懇談会 を通 じて技術相 談、指 導 を行 う。
中小 企業等 の依頼 に よ り、工 業試験場及 び企業 の現 場 におい て技術指導 を行 う。 中小 企業等 の技術 者 等 を研修生
と して受入 れ、新 技術 等 に対応 で きる ように技術者 を養成 す る。展示会 へ の出展 、技術 情報誌 の発行 。
中小 企業 の生 産現場 を巡 回 し、技術 的 課題 につ いて指 導、助 言す る。
技術 移転地域 交流会 を開催 し、地域企業 や技術 力 の向上、産 業構 造 の高度 化 、技術 移転 の促 進 を図 る。 地域技術
普及 振興 を開催 し、試 験、研究 の成 果 を紹 介する。
食品加工相 談室の運営
テス ト販売 の実施、試飲 ・試食 による評価 会の実施 、 カウ ンゼ リングの実 施、道 産加工食 品 セ ミナ ーの実 施
技術 講習会 の開催 、移動 食品化加工研 究 セ ンターの 開催 、食 品工 業技術 高度 化対 策指導費 （生産 現場 におけ る技
術 の指 導、助言 ）
地元企 業の研究 グル ー プ等が行 う研 究開発 を支援 す るため、工業試験 場 の研 究員 を派遣 し、地域 の技術 開発 の加
速的 な推 進 を図 る。
中小企 業の依頼 に応 じ、技術 ア ドバ イザー を派遣 して技術指 導 を行 う。
企業へ の技術 移転 を効果 的 に促 進す るため、大学 、国公 設試験研 究機 関の技術 シーズ を円滑 に結 びつけ る先端技
術 コーデ ィネー ター配置。
民 間の豊 富 な経験 と専 門的 知識 を有す る技術 ア ドバ イザ ーが行 う技術 指 導。
中小 企業 が当面 して いる技術 問題 について民 間の技術者 及 び試験研 究機 関 か らな るチー ムを編成 し、生 産技術 の
総合的 な巡 回指導 を行 う。
企業の求 め に応 じ、予 め登録 してい る技術 の専門家 を派遣す る。
試験研 究機 関の職員 が中心 とな り、企業 を巡回、相談 に応 じ、指 導 を行 う。
中小 企業 か らの指導依頼 又 は計 画的 な巡 回指 導等 に よ り、工業技術 開発 水準 の向 上 を図 る。
技術 に関す る豊富 な知 識 と経験 を有 す る者 をア ドバ イザ ー として登録 し、 中小 企業 の求 に応 じて派遣 し、問題解
決 を図 る。
セ ンター研 究月 及 び外部 専門家 が中小 企業者 を巡 回 し、技術 指導 を行 う。
地域 の中核 的 に対 し、研 究員 を一定期 間集 中的 に派遣 し、技術 指導 を行 う。
専 門家 を招 いて、企業 を対 象 に計20回の講 習会 を開催
公 設試職員 が技術 ア ドバ イザ ー と共 に中小企 業 を現場指 導す る。
公 設試の職員 がチ ー ムを組 んで中小 企業 を現 場指導す る。
ハ イテクプ ラザ において地元企 業 に対 す る技術相 談 、指 導 を行 う。
工業技術 セ ンターで随 時対 応
技術 ア ドバ イザ ー93名 を委嘱 し、中小 企業 の新 製 品、新 技術 の開発 を支援す る。 （115企業対象 ）
学識経験者 、工業技術 セ ンター職 員等が、企 業 を巡 回 し、技術 的 諸問題 の解 決 を図 る。 （158企 業対 象 ）
・工業試験研 究機 関 （6機関） におけ る技術相 談 ・指導件 数 ：3，949件
・企業の要望 に応 じ、県が委 嘱 した技術 ア ドバ イザ ー を派遣 し、指 導、助言 。指導企 業数 ：111企業 、指導 日数
：512 日
・外 部専 門技術 員及 び工業試験研 究機 関の職員が直接 中小 企業 を巡回 し技術 指導。 一般巡 回指 導 ：47企 業、簡 易
巡回指導 ：68企業
技術 に関 し豊富 な知 識 と経験 を有 す る者 をア ドバ イザ ー と して登 録 し、 中小 企業 の求 めに応 じ技術指 導 を行 う。
特 に先端技術 につい て知識 を有 す る ものを コ ンサ ル タン トと して登 録 し、中小 企 業の求 め に応 じ技術 指導 を行 う
○豊 富 な経験 と知識 を有 す る技術 者 をア ドバ イザ ー と して県 が委 嘱 し、技術 的 な課題 を抱 えた県内 中小 企業 に派遣
し、指導 す る。
工業試験場 の職員 と外 部 の専門技術 者 で指 導 チーム を編 成 し中小 企業 に対 して技術指 導 を行 う。
技術 普及 講習会 の開催 、巡 回技術相 談 の実 施
中小 企業 に指導顧 問 を派遣 し、技術 的諸 問題 の解決 を図 る。
中小 企業 が独 自では解 決 困難 な技術 問題 の解 決や製 品開発 を図る ことに よ り、 中小企 業 の新 製品、新技 術 開発 を
促 進 し中小 企業 の技術 力 の強化 を図 る。
中小 企業 の技術 改善 をはかるため工場 を巡 回 して時代 に即 した最新 技術 課題 につ いて個 々の工 場 の実態 に即 した
具体 的な指 導 を行 う。
技術 ア ドバ イザ ーに よる指 導 （10 日以内／ 年）
外 部指導員 及 び技術 職員 に よる巡回指導 （1～3企業／ 日）
技術 講 習会 等





事項 （事業名 ） 所 管部局 4 年度支
出額（千 円）
神 奈 川県 ［財 ］神奈 川高度技術 支援財 団 商工部 （796，590）
新 潟県 中小 企 業技術 指 導費 商工労働 部 10，594
石川県 巡 回技術指 導 工 業試験場 10，880
石川県 地域 活性化 定期技術指 導 工 業試 験場 0
石川県 技術 ア ドバ イザ ー技術 指導 工 業試験場 0
石川県 （九谷 焼 試験場）技術 振興指 導事 業費 商工 労働 部 553
福 井県 技術 ア ドバ イザ ー指導 事業 商工 労働 部 16，922
福 井県 巡 回技術 指 導事業 商工労働 部 2，548
福 井県 技術 指導 育成 事業 商工労働 部 1，147
山梨県 巡 回技術 指 導事業 商工労働 観光部 5，484
山梨県 技術 ア ドバ イザ ー指導 事業 商工労働 観光部 9，∝減
山梨県 ［財 ］人材 デー タバ ンク （財） 山梨21世紀産業 開発機構 0
長野県 中小企 業技術 育成事業 商工部 20，539
岐阜県 技術 指導促 進事 業 商工労働 部 2，189
岐阜県 巡回技術指 導事 業 商工労働 部 8，731
岐阜県 業種別振興対 策事業 商工労働 部 1，3（氾
岐阜県 情 報指導事 業 商工労働 部 8，705
岐阜県 新 技術 等 開発促 進事業 商工労働 部 21，111
静 岡県 技術 ア ドバ イザ ー指 導事業費 商工労働 部 12，534
静 岡県 技術 指導事 業費 商工労働 部 6，237
静 岡県 工 業技術 セ ンター指 導事業費 商工労働 部 19，202
愛知 県 技術 指 導等育成事 業 商工部 33，984
愛知 県 試験研 究 指導費 （指 導費）常滑窯 業技術 セ ンタ 商工部 1，017
愛知県 試験研 究指 導費 （指 導費）瀬戸窯 業技術 セ ンタ 商工部 1，α舛
愛知県 試験研 究指 導費 （指導 費）工業技術 セ ンター 商工部 7，405
愛知県 試験研 究指 導費 （指導費 ）食 品工業技術 セ ンタ 商工部 8，0 16
愛知県 試験研 究指 導費 （指導費 ）尾 張繊維技術 セ ンタ 商工部 1，271
愛知県 試験研 究指 導費 （指導費 ）三河繊維技術 セ ンタ 商工部 1，243
三重県 技術 アドパイグ 指ー導事業 商工 労働部 6，234
三 重県 巡 回技術 指導 商工 労働 部 175
滋賀 県 技術アドパ イグ 指ー 導事業 商工 労働 部 4，722
滋賀 県 巡 回技術 指導事 業 商工労働 部 2，381
滋賀 県 地場産 業ブゼイン向上事業 商工労働 部 8，855
滋賀 県 公 設試 による相 談指 導 商工労働 部 0
京都府 産地技術活 性化対策 商工部 1，370
京都府 巡回技術指 導費 商工部 2，218
京都府 技術 育成指 導費 商工 部 947
京 都府 試験分析 測定 費 商工部 1，800
京 都府 先染織 物生産 技術 強化対策 事業 商工部 200
京 都府 丹後 テキスタイルテクノ事業 商工部 1，αX）
京 都府 丹後織 物ハイテク調査 事業 商工部 1，∝巾
京都 府 技術 アドパイグ 指ー導事業 商工部 7，242
京 都府 巡 回技術 指導事 業 中小 企 業総 合センター 3，871
京都 府 特別技術相 談事 業 中小 企業総 合セント 2，168
京都 府 基盤 技術 振興対 策事 業 中小 企業総 合セント 2，822
京都 府 技術 研 究団体 育成指 導事業 中小 企業総合 セント 6，461
京都 府 北部地域 中4 、企 業振 興対 策事 業 中小 企業総合 センター 4，（X氾
京都 府 融合化推 進事業 中小 企業総合 セント 6，8∝）
大 阪府 技術 アドパ イグ 派ー遣 商工 部 14，668




技術 の交流 及 び移転 に関す る情報 の収集及 び提 供、技術 の交流 及 び移 転並 び に工業所 有権 の取得及 び維持 に対 す
る支援 等、試 験計 測の実施 、試験計 測の指導及 び試験計 測結 果 に基 づ く指 導、検 査 、普及啓 発等
中小 企 業が技術 高度 化 を図 るため工 業技術 セ ンターが中心 となって技術 指導 ・相 談 や情報 の収集 ・提供 を行 う。
大学教授 な ど外 部 講師 と当場 職貞 らが指導 チー ムを編成 し、各 業界 を巡回指導 す る。
地域 の商工 会 ・団体 な どと協 力 し 「技術 ふ れあい広 場」 「定期 技術指 導」 「緊急技術 指導」 な どの指導 を行 う。
県が委 嘱 した技術 ア ドバ イザ ーが県 内企業の依頼 に応 じて技術 上の 諸問題 につい てア ドバ イスす る。
・九谷焼製 造技術研 究会 ・技術 講演会 ・技術指 導 お よび技術 相談 （随時） ・研 究発 表会
専門技術者 をア ドバ イザ ー と して委 嘱、県内企 業の技術 開発 等 を指導
工業技術 セ ンター職 員 と技術 専 門家 がチー ムを作 り、 中小企 業 を巡 回指 導
工業技術 セ ンター等の技術 開発 、研 究成 果の普及 、講習会 の開催
中小 企業指 導法第3条 に基づ き、技術指 導班 を腐成 し、各 中小企 業 を巡 回 して技術 指導 を行 う。
中小 企業 におけ る新 技術 、新 製品の 開発 生産管理 の合理化 を促 進す るため、技術 ア ドバ イザ ー による巡回指導 を
行 う。
技術 高度化 に必要 な課題等 を解 決す るための人材 を登 録 し、要望 が あれば提供す る。
巡回技術 指導 、技術 ア ドバ イザ ー指 導事 業
・講習会、技術 市場交流研 究会 等
・一般、簡易 、公 害 防止等巡 回技術 指導
・先 端技術 大 学講座 開催
・情 報誌発行 、 ビデ オ ライブラ リー整備
・技術 ア ドバ イザ ー指 導、科学技術顧 問制度 、客員研 究員 制度
中小 企業 に対 し、豊富 な知 識 と経験 を もった ア ドバ イザ ーが技術 指導 を行 う。
①簡 易巡回技術指 導　 ②公 害防止巡 回技術 指導　 ③ 技術 普及 講習会　 ④技術 指 導員養成研修　 ⑤ 全国技術 指導研
究会　 ⑥技 術情報 事業
技術 上の様 々 な問題 につい て、研究 職月が技術指 導、相 談等 を行 う。
技術 講習会 ：37回、技術 ア ドバ イザ ー派遣 ：820 日、巡 回技術指 導 ：463件 、東 三河工業技術 相談 コーナー ：90 日
、技術 情報 誌 の発行 ：3，900部 、技術 ・市場交流 プ ラザ の 開催
技術 指導 ・相談 の実施
技術 指導 ・相談 の実施
技術指 導 ・相談 の実施
技術 指導 ・相 談の実施
技術 指導 ・相 談の実施
技術 指導 ・相 談の実施
国補 事業 （国 1／2、県 1β）。専 門分 野別 にアドパ イダ がー指 導 を行 い、中小 企業 の技 術力 の向上 を図 る
国補 事業 （国 1位、県 1β）。加 工 ・製造技術 、工程改 善、省 資源 ・省エネ技術 ・環境保 全技術 等 につい て講師 を交 えて
指 導 を行 う
中小 企業者独 自で は困難 な新製 品、新 技術 の開発 等 にかかる諸問題 につい て専 門家 に よる相 談指 導 を行 う。
中小 企業 の指 導要請 に応 じ専 門家 と公 設試職員 か らなる指 導班 が、企 業の現場 を巡 回 して指導
地場産地企業 のプゼ イン向上の ためブダ イナー に よるブダイン相 談会 を実施
工業技術センター内 に大 学教授 に よる技術 相談 コート を開設す るほか、企業 の技術相 談 に応 じる とともに研 究開発成果
の普及 を行 う。
技術 情報製地見本 の収 集 ・提供




織機調整技 能士 の技術 力の向 上対 策
繊 維 のハイテク生 産機器 等の調査 の支援
一般 ・簡 易 ・公 害 一省エネ巡回指導
特別技術相 談会 （週 1回）
講習会 ・工場見 学会 等の 開催
（社）京都工業技術研 究会 育成 補助
総合相 談会 （月1回） 講習会 等
カタライダ 等ーの措置 、大 学研 究室 訪問等
技術 に関す る知識 、経 験 を有 す る者 をアドパ イダ にー登録 し、技術 指導 を実施。約 70名 、延 べ800回
公設試 を中心 に、大 学 ・民 間専 門技術 者 に よる巡回技術指 導 を実施
ー293－
技術相談、指導（間13）
部局 名 都道府 県
名
事項 （事業名） 所 管 部局 4 年度 支
出額（千円）
大阪府 技術 指導 ・相 談事 業 商工 部 0
兵庫県 工 業技術セント維持運 営及 び試験研 究費 （技術 指 商 工部 3，823
奈 良県 技術 アドパ イグ 指ー導事 業 商工 労働部 7，094
奈 良県 技術 指導事 業 商 工労働部 3，039
奈 良県 移 動工業試 験場 の開催 商工 労働 部 924
和歌 山県 技術 指導事 業 商工 労働 部産 地振興 課 5，404
和 歌 山県 技術 アドパ イグ 事ー業 商工 労働 部産 地振興 課 5，415
鳥取県 技術 力 強化 事業 （技術 情報相 談指 導事業 ） 商工 労働 部 1，608
鳥取県 技術 アドパ イグ 指ー導 事業 商工 労働 部 3，8、18
島根県 技術 指導 事業 商工 労働 部企 業振興 課 5，732
岡山県 技術 相 談事 業 商工 部 4，531
岡山県 巡回技術指 導事業 商工 部 3，052
岡山県 技術 アドパ イダ 指ー 導事業 商工 部 5，040
広 島県 技術 普及 指導費 商工 労働 部 1，117
広 島県 技術 アドパ イグ 指ー 導事業 商工 労働部 3，816
広 島県 公 害 防止、省 エネげ －技術改 善指導費 商工 労働 部 8，624
広 島県 一般派 遣事業 商工 労働部 3，816
広 島県 技術 相 ローアップ事 業 商 工労働部 361
広 島県 技術 インスけり一派達事業 商工労働部 3，339
山口県 技術指 導事業 商工 労働部 18，128
山 口県 技術移 転促 進事業 商 工労働部 2，791
山 口県 依頼試 験事 業 商工労働部 5，955
徳 島県 技術 アドパ イグ 指ー 導事業 商工 労働部 4，648
徳 島県 巡 回技術 指導事 業費 商工 労働部 2，724
香 川県 一般 巡回技術指 導事業 商工 労働部企 業振興 課 1，399
香 川県 公 害 防止巡 回技術 指導事業 商工 労働 部企 業振興 課 586
香 川県 技術 アドパ イグ 指ー 導事業 商工 労働 部企 業振興 課 7，048
愛媛 県 技 術 アドバ イグ 指ー 導事業 商工 労働 部 8，701
愛媛 県 中小 企 業省 エネげ －巡回技術指 導事業 商工 労働 部 1，411
愛媛県 巡回技術指 導事 業 商工 労働 部 3，608
愛媛県 技術 相談 窓 口事業 商工労働 部 353
高知県 巡 回技術指 導 商工労働 部 2，824
高知県 巡 回技術指 導 商工労働 部 750
福 岡県 技術 アドバ イグ 指ー導事 業 商工部技術 振興課 11，388
福 岡県 巡 回技術 指 導事業 商工部技術 振興課 3，356
福 岡県 先 端技術 開発 強化 指導事 業 商工部技術振 興課 24，糾 8
佐賀 県 技術 アドバイグ 指ー 導事 業 商工 労働部 6，1∝）
佐 賀県 巡 回技術 指 導事 業 商工 労働部 1，6∝）
佐 賀県 個別 技術 相 談、技術 指導 商工 労働 部
長崎県 巡 回技術 指 導 経済 部 1，5∝）
長崎県 技術 アドバイグ 派ー遣 経済 部 2，750
長崎県 技術パ イオニア養成 経済 部 8，（X氾
熊本県 技術 アドバイグ 指ー 導事業費 商工観 光労働部 5，134
熊本県 巡 回技術 指 導事業費 商工観 光労働部 2，900
熊本 県 技術 指導育成 事業費 商 工観 光労働部 940
熊本県 技術 指導 ・相 談 商工観 光労働部 2，168
大分県 技術 アドバイグ 指ー導事業 商工 労働 観光部 5，028




府 下 中小 企 業 の技 術 的 課 題 に対 応 す る た め技 術 指 導 ・相 談 を実 施
① 巡 回技 術 指 導 ：29 1件　 ② 皮 革 技 術 研 修 運 営　 ③ 講 習 会 の 開 催 ：12 回　 ④ 技 術 情 報 ダ ターバ 〃 設 置
巡 回 指 導 ・技 術 育 成 ・技 術 情 報 事 業
年 6 回実 施
簡 易 巡 回 指 導 ・一般 巡 回指 導 ・公 害 巡 回 指 導 、 等 の技 術 指 導事 業
技術 アドバ イグ にー よ る技 術 指 導 事 業
収 集 した技 術 情 報 を、 県 内 中小 企 業 者 に情 報 誌 等 に よ り提 供 す る。
技術 アドパ イグ のー指 導 に よ り、 中小 企 業 が独 自 に解 決 困 難 な技 術 的 問 題 を解 決 す る こ と に よ り、 県 内 中小 企 業 の
技術 向 上 を図 る。
・技 術 アドパ イダ 指ー 導 事 業 ・巡 回技 術 指 導 事 業 ・技 術 指 導 育成 事 業 費 ・技 術 情 報 事 業 費 ・技 術 者 研 修 事
業 費
地 域 産 業 振 興 の た め 、 中小 企 業 に対 し技 術 情 報 の提 供 、 巡 回技 術 指 導 、 技 術 アドバ イダ ーに よ る指 導 を行 う。
地 域 産 業 振 興 の た め 、 中小 企 業 に対 し技 術 情 報 の 提 供 、 巡 回技 術 指 導 、 技 術 アドパ イグ にー よ る指 導 を行 う。
地域 産 業 振 興 の た め 、 中小 企 業 に対 し技 術 情 報 の 提 供 、 巡 回 技 術 指 導 、 技 術 アドパ イグ にー よ る指 導 を行 う。
県 内 中 小 企 業 の ニー ガ に対 応 して 、 工 業 技 術 セント の研 究 成 果 等 を普 及 す る た め 、 技 術 講 習 会 を開 催 す る。
新 製 品 、 新 技 術 開発 又 は製 造 工 程 上 の技 術 的 課 櫨 に つ い て県 に登 録 さ れ た技 術 専 門 家 が 技 術 指 導 を行 う。
企 業 に対 す る巡 回技 術 指 導 （公 害 防 止 、 省 エネ、 一 般 技 術 ） を行 う。 ま た、 公 害 防 止 講 習 会 を開 催 。
企 業 の 生 産 、研 究 現 場 に研 究 員 を長期 ・継 続 的 に派 遣 し、 技術 的 課 題 の解 決 を 図 る。
県 の研 究 開発 助 成 を受 け た企 業 で 、 あ と一 歩 で 製 品 化 、 実用 化 が 図 れ る 企 業 に対 し研 究 月 を派 遣 して 課 題 の解 決
を図 る 。
共 同 で研 究 開 発 を実 施 又 は実 施 しよ う と して い る企 業 に対 し、 県 が委 嘱 したインストラ〃 －を派 遣 して課 題 の解 決 を 図
る。
中小 企 業 の 生 産 現 場 を巡 回 し、 問 題 解 決 を 図 る技 術 専 門家 を中小 企 業 の 求 め に よ り派 遣 、 技術 インスけり －を中小 企
業 の 共 同研 究 の 場 に長 期 間 に わ た り派 遣
県 所 有 の 特 許 ・実用 新 案 等 の 新 技 術 を 中小 企 業 に移 転 す る。
中小 企 業 か ら依 頼 を受 け て 、 試 験 ・検 査 分 析 等 を行 う。
様 々 な分 野 の専 門 家 に委 嘱 し、 中小 企 業 者 が独 自で 解 決 困難 な技 術 課 題 の 指 導 を行 う。
中小 企 業 の 生 産 現 場 を 巡 回 し、現 場 で の 生 産 技 術 ・公 害 防 止技 術 の 問 題 点 の 解 明 と そ の対 策 を講 ず る。
県 内 中小 企 業 の技 術 的 問題 を解 決 す る た め に専 門 技術 者 と企 業 の 現 場 に行 き指 導 を行 う。
県 内 の 食 品 関係 中小 企 業 の 公 害 防止 技 術 の 指 導 を行 う。
県 内 中小 企 業 の技 術 的 問題 を解 決 す る た め 、専 門 家 に よる長 期 （10 日以 内 ） 指 導 が 受 け ら れ る。
中小 企 業 の企 業水 準 向 上 に資 す るた め、 新 製 品 ・新 技術 の 開発 等 中 小 企 業 が 独 自で 解 決 困 難 な技 術 的 課 題 に対 し
、技 術 アドバ イグ にー よ る技 術 指 導 を行 っ た。
Cl中小 企 業 の技 術 力 向 上 、 先 端 技 術 導 入 の た め 巡 回 技 術 指 導 を行 っ た。
商 工 関係 試 験 研 究 機 関 に県 民 を対 象 と した技 術 相 談 日 （毎 月 1 日） を設 定 し、 専 門 家 が答 え る相 談 コー ナー を設 置 し
た。
（工 業 技 術 セント ） 地 元 企 業 に対 す る技 術 指 導
（紙 業 試 験 場 ） 地 元 企 業 に対 す る技 術 指 導
企 業 の ニー ガ に応 じ、登 録 した技 術 アドパ イグ をー派 遣
工 技 セント の 職 員 と外 部 技術 者 が チー ムを組 み 、 企 業 を巡 回 指 導 す る。
工 業 技 術 セント に先 端 機 器 を設 置 し、 技術 指 導 を行 う。
専 門的 知 識 を有 す る技術 アドパ イグ にー よ る企 業 の技 術 指 導
専 門家 と公 設 試 職 員 に よる 中小 企 業 の巡 回 指 導
公 設 試 が行 う企 業 の 要 請 に よ る相 談 受 付 及 び 技術 指 導
個 別 企 業 へ の 巡 回指 導
企 業 の 開発 ニー ガ に応 じた専 門技 術 者 の派 遣
窯 業 技 術 者 の O R T に よ る研 修 指 導 事 業
技 術 アドパ イグ ーに よ る技 術 指 導
研 究 員 に よ る巡 回指 導
研 究 員 に よ る指 導
財 団付 属 研 究 機 関 、 電 子 応 用 機 械 技 術 研 究 所 （電 応 研 ） の研 究 員 に よ る技 術 指 導 、 相 談
県 に登 録 さ れ た技 術 専 門家 を技術 アドバ イグ とー して 、 中小 企 業 の要 請 に応 じて 派 遣 す る。
公 設試 の研 究 員 と民 間 の 専 門 技術 者 等 か ら な る チー ムが 中小 企 業 を巡 回 し、 技 術 上 の 問 題 点 を究 明 す る と と もに 改





事項 （事 業名） 所 管部 局 4 年度支
出額（千円）
大 分県 技術 インスけり－派遣事 業 商工労働観 光部 1．122
宮 崎県 技術 アドパイグ 指ー導事 業 商工労働 部 4，044
宮 崎県 巡 回技術 指 導事業 商工労働 部 1，965
鹿 児 島県 技術 指導事 業 （D 技術 アドバイグ 指ー 導事 業 商工労働 部 4，354
鹿 児 島県 技術 指導事 業 （む巡 回技術 指導事業 商工労働 部 2，276
鹿 児 島県 技術 基盤強化 支援 事業 商工労働部 3，6（氾
沖縄 県 技術 アドバイグ 指ー導事 業 商工労働 部 4，922
沖縄 県 巡 回技術 指 導事業 商工労働部 2，604
仙 台市
仙 台市
21世紀 プ ラザ研 究 セ ンター運営支援 経 済局 0
仙 台市 （財 ）宮城県 高度技術振 興財 団の運営支援 経 済局 0
横 浜市 技術 指導事 業 経 済局産 業振興部 21，666
横 浜市 デザ イ ン関連 企業育成事 業 1，861
横浜市 中4 、企業 設計技術支援 事業 1，863
名古屋 市 技術 指導事 業 経 済局 7，582
京都 市 染織 試験場 技術 指導 経 済局 5，108
京都市 工業試験場 技術指導 経 済局 22，013
大 阪市 技術 相 談 経 済局 0
大 阪市 巡 回技術指 導 経 済局 3，255
神戸 市 登録技術 コ ンサル タン ト制度 経済局 2，271
神戸 市 景気対 策相 談室 経 済局 4，205
広 島市 技術 振興 経 済局 8，715
福 岡市 技術 相 談 経済 振興局 中小 企業部 3，060
福 岡市 工業巡 回 ア ドバ イザ ー 経済振 興局 中4 、企業部 1，715
農林
水 産系
北 海道 水 産加工 技術 普及指 導事業 水 産部 2，（泊0
北 海道 水 産業 改良普及事 業 水 産部 77，267
北 海道 森林総合技術 セ ミナー 林務 部 1，609
北 海道 現地技術指 導 林務部 1，388
北海 道 林 産技術交流 プラザ 林務部 1，1（氾
北海 道 技術 相談 林務部 0
青森 県 水 産加工技術 指導事 業 水産部 114
青森県 水 産用医薬 品使 用基準指 導事業 水産部 3，634
青森県 魚病 診断事業 水 産部 98
岩手県 水産加 工 開発 実験 室 開放事 業 林 業水産部 0
宮 城県 水産加 工振興試験 水 産林業部 700
宮 城県 さけ ます効率 向上調査 水 産林業部 4，318
宮 城県 魚類 防疫対 策事 業 水産林 業部 7，600
宮 城県 農業 関係 試験研 究機 関研 修員制度 農 政部 545
秋 田県 バ イオ テクノ ロジー短期研 究促進費 農 政部 7，000
茨 城県 水 産試験 場県単試験研 究費 （加工技術指 導事業 農林水 産部 497
千 葉県 技術 相 談 農林部 0
新 潟県 食品製 造技術研 修会 農林水 産部 94 1
富 山県 食 品産業育成指 導事 業 農 業水 産部 21，738




中小 企業の共 同研 究 の場 に、高度 な専 門知識 を有 す る技術 インスけり－を長期 間派遣 し、O JT を通 じて研 究課題 の解
決 を図 る。
中小 企業の依頼 に応 じて技術 課題 解決 の ため、それ ぞれの分 野の専 門家 を派遣 す る。
企 業の当面す る技 術 問題解決 の ため、生 産現場 を訪問 して指 導す る。
中小 企業者 が新 製 品 ・新 技術 を開発す るための技術 的 な助言 を必 要 とす る場合 、企業 の求 めに応 じ、技術 アドバ イサ
．－を派遣 し、指 導 を行 う。
個 々の中小企 業 を対象 に巡 回指 導 を行 い、中4 、企 業の技術 力 向上 を図る。
小規模 企業 の技術 力 向上及 び人材 育成等 に よ り経 営の安定 を図 るための指導 を登 録 され たエキスパートが行 う。事業
主体 ：県商工会 連合会
委 嘱 した技術 アドパイグーによる新 製品 ・新技術 開発 に関す る技術指 導 を行 い、 中小 企業者 の技術 力 の強化 、技術 の
向 上 を図 る。
中小企 業の工場 を巡 回 し、生産技術 上の 問題 点 を究 明す る とともに改善 内容 の助言 を行 い、生産全般 の技術 的間
題 の解 決 を図る。
ハ イテ ク産業 を中心 と した地元企 業 な どが、研 究室 や分析 測定機器 等 を低廉 で利用 し、 またキ ーパー ソ ン （大 学
な どの研 究者 で研 究 開発 の指導す る者 ） に よる研 究相談 や技術 相談 が受 け られ る よう、
仙台北部 中核 テ クノポ リス計画 の中核施 設 と して21世紀 プラザ研 究 セ ンター を産学官協 同 で設 置 した。本 市 は運
営主体 の㈱ テク ノプラザ みや ぎへ の出資 や職員 の派遣 な ど側 面 か らの支援 を行 っている。 （4年度 末現在 出資額
600，000千 円）
1技術 相談指 導　 2 簡易巡 回技術 指導　 3 技術 者養成
1伝 統工芸 の育成 指導　 2 異 業種交流 グル ープのデザ イ ン指導 支援
生産技術 の高度 化 を図 るため、パ ソ コンC A D 技術 の支援
技術情報 パ ンフ レッ トの発行 等
講習会 の開催 、技術情 報誌 の発 行、研 究 会、 開放試験 室 での指 導。
講習会 セ ミナーの 開催 、技術情 報誌 の発行 。
工業技術 の質問 に研 究員が随 時答 える。
技術 的問題 を抱 えてい る中小企 業 に専 門技術 者 を派遣 し、問題 点の指摘 、改善 のア ドバ イス を行 う。
中小 企業 の技術 力 の向上 （現有 技術 の改 善含 む） 、技術 開発 や新 製品 の開発 の促 進 を支援す る。
長引 く景気低 迷の影響 を受 けてい る中小 企業 に対 して、技術 、経 営 な どの相 談 に応 じる。
技術相談 、現 地指 導依頼 試験 等。
中小企業 の技術 力 向上 を図 るため。
中小工場 を技術 士 、電力 コ ンサル タ ン ト等で巡 回 し、生産管理 、技術 指導 を行 う。
移動加工相 談室、 巡回技術指 導 な ど地元加 工業者 に対 す る高付加価値 製 品づ く りの ための指 導 を実施 。
沿岸 漁業者 に対 す る漁労 ・増 養殖 ・利用加 工 の普及 、指導。
森林 ・林 業 ・緑 に関す る各種 情報 ・技術 を普及 す る総 合的 なセ ミナー の実施 。
道 内の木材 業界 、団体、 その他 の依頼 によ り、現 地の工場等 に職員 を派遣 して技術 指導 を行 う。
道 内数 カ所 （支庁 単位 ） にお いて、企 業等 に対 す る個 別技術相 談及 び技術 交流会 （講演） を実施。
企 業等か らの技術相 談
水 産加 工技術 指導 、講習 ・研 修及 び公害 防止技術 指導等 を行 う。
県 内の養魚場 にお ける防疫対 策 の実施 と防疫技術 の啓 蒙普及 を図 り、魚病 の発生 及 び蔓延 を防止 す る とともに、
水 産用医薬 品の適 正使用 につ いての指 導 をす る。
へい死原因 を早期 かつ的確 に診 断す るこ とに よって適正 な処 置 を とる。
水 産試験場 におい て加工 実験室 を開放 し、民 間 に対 す る技術 指導 や相応 に応 じる。
業界が必要 とす る技術 の相 談 、指 導 と依 頼分析 試験 の受入 れ によ り、技術 の開発 、普及 、情報提供 に よ り、水産
加 工業界 の支援 と振興 を図 る。
さけ ます資源増 大 を 目的 に、民 間 さけふ化場 の放 流種苗生 産の技術 指 導等 を行 う。
魚病の発生 、伝 幡 を防止 し、魚病被 害 を軽減 させ る ことによ り、漁家経 営の安 定化 を図 るため、防疫定期 パ トロ
ール、水産用 医薬品 の適 正使用指 導、魚病講 習会 を実施 す る。
将来地域農 業の中核 をめ ざす農業後 継者 のなかか ら特 に希望 す る者 に対 し、研修 員 として受 け入 れ、知識 と技術
の指導 を行 な った。平成4年度受 け入 れ ：6名
こう じ菌 の遺伝 子工学 的育種 、細胞 培養法 による酒造好適米 の改 良 に関す る研 究、 スーパー鉄酸化 菌 の開発
水 産加工業者 に対 す る技術 指導 、巡回指導 の実施。
研 修会 の開催
技術 ア ドバ イザー指 導、巡 回技術 指導、技術 講習会





事項 （事業名） 所管 部局 4 年度支
出額（千 円）
富 山県 漁病対 策費 農 業水 産部 1，118
福 井県 食 品加工研 究所 の相 談業務 農林水 産部 0
山梨県 試験 指導費 （試験 を含 む） 農務 部 14，881
長野県 水 産技 術指 導 農 政部 854
京都府 魚類 防疫対 策事 業 農林水 産部 5，918
奈 良県 巡回技術指 導事 業 農林 部 661
山口県 日常 業務 農林部 0
山口県 水 産加 工技術研 修 水 産部 2，541
福 岡県 水産 業改 良普及事業費 水 産林務 部水産振 興課 4，952
長崎県 水 産加工 開発研 究 水産部 3，∝）0
鹿児 島県 農 産物流 通加工研修事 業 農 政部 10，758
環境 ・
土木系
北海 道 技術相 談 お よび指 導 （寒地住宅 都市研 究所） 住宅都 市部 0
福 島県 各種 講習会 の講 師 土木部 0
埼 玉県 公 害 ・廃 棄物 に関す る技術相 談 ・指導 環境 部 0
保健 ・
衛生系
滋賀 県 製薬技術 者資質 向上事業 健 康福祉 部 2，168
奈 良県 薬 事指導 業務事 業 保健 環境部 2，223
広 島県 現任 技術 者研 修 福 祉保健 部 930





養殖場 巡回指 導、水 産 医薬品適性使 用指 導
食品成分分 析 、技術 相 談、研修
漁協 や養殖 業者 に対 して、増養殖技術 等 の指導 を行 う。
水産 養殖 業者へ の技術指 導
府 内におけ る漁 液発 生 の的確 な把握 、診 断同定、養殖種 苗 の魚痛検 査 を行 う ことに よ り、防疫対 策推進 の確立 に
努 める。
部外 講師 を含 む指 導トムによる木材 業 を対 象 と した技術指 導事 業
県内水産加 工業者 ・漁協婦 人部等 を対 象 と した水 産加工技術研 修 を行 う。
各種水産技術 を漁 業者 に普 及 ・指導 す るため、後継者 グルイ の学 習会、講 習会、先 進地視 察 を行 う。
① 以西、施 網等漁獲 物加工 品の 品質 改良及 び開発 （1）地場産 晶の品 質調査 及 び改 良 ・開発 （2）冷凍 す り身の品質
改 良、②新 長崎漁港 の加工振 興 （1）ト ブンラボ の指 導 ・育成 （2）ミール工場 への技 術 的支援
農 産物流通加 工研 修会 の 開催 、オイ ンラボラⅢ一施 設の活用等
断熱気密工法 、設備 、材 料試 験補方法 等 に関す る相 談等 （536件）
・土木施行管 理、安全 管理 、建 設副産物 関係 の指 導 ・説明
随時対応 してい る。
・製薬技術 研修 会の 開催 ：県 内医薬品製造 業者 の製薬技 術者 の育成 と資 質の向 上 を 目的 に11研修 コースを設 けてい
る。 ・製薬技術 相談事 業 ：製薬 企業 か らの高度 な技術 相談 に応 じるため、薬系 大学 の教授 等 を招 き、個 別相談
に応 じる （12回／年）
・家庭薬 に関す る技術 （製剤試験 ）指導 ・微 生物試験 の技術指 導
保健所 等の技師 の技術 指 導 と合 わせ て民 間の臨床 機 関の職員 に技術 指導 をす る。





事項 （事業名） 所管部局 4 年度支
出額（千円）
商工系 北海道 先端技術振興対策費 商工労働観光部 1，848
青森県 キープロジェク ト方式による共同研究開発 商工労働部 38，913
岩手県 地域研究交流促進事業 商工労働 部 7，014
岩手県 地域人材不足対策技術 開発事業 商工労働部 67，501
岩手県 産学官共同研究促進事業 商工労働 部 5，（XX）
宮城県 地域産業先端技術開発事業 商工労廟部 109，370
宮城県 地域産業熟成支援事業 商工労働 部 15，644
秋田県 A I研究会等10研究会 商工労働部 0
秋田県 地域技術起 こし事業 商工労働部 477
秋田県 地域技術起 こし事業 商工労働部 1，206
秋田県 金属鉱業研修技術セ ンター研究事業 商工労働部資源エネルギ一課 5，000
山形県 科学技術庁地域流動研究 商工労働開発部 153，155
山形県 高度技術研究開発センター （仮称）整備事業 商工労働開発部 1，911，912
茨城県 つ くば研究開発型企業育成事業 商工労働部 20，0（泊
茨城県 工業技術振興基金産学官共同研究事業 商工労働部 16，000
栃木県 産学官共同研究事業 商工労働観光部 110，152
栃木県 地域システム技術開発事業 商工労働観光部 114，248
埼玉県
さいたまインダス ドリアル ・ビジネスパーク （
仮称）整備 （研究交流サロン事業） 商工部 579
埼玉県 産学官共同技術 開発推進事業 商工部 62，709
千葉県 （財）千葉県工業技術振興セ ンター事業 商工労働部 93，311
千葉県 液状化防止技術 の研究 商工労働部 0




新潟県 先導的開発研究事業 商工労働部 17，304
新潟県 産学官研究交流事業 商工労働部 6，7（氾
石川県 研究交流 「客員研究員」活動事業 工業試験場 2，276
福井県 先端技術定着化推進事業 商工労働部 37，530
福井県 創造的繊維産業技術 開発事業 商工労働部 28，016
福井県 繊維産業省力化技術 開発事業 商工労働部 71，037




岐阜県 共同研究開発促進事業 商工労働部 8，357
静岡県 r財1（財）産学共同研究開発事業費 商工労働部 （210，∝）0）




産官学 共同研 究 テ ーマ を実施す る ための ワー キ ング グル ープ会議 の開催
県 産業技術 開発会 議 で審議 決定 され たバ イオテ クノ ロジーやメ カ トロニ クス等 の先端 技術 に関 す る研 究 テーマ に
つ いて共 同で研 究 開発 を実施 。
研 究情報 ネ ッ トワー クの 運営、筑波研 究学 園都 市 との交流 、新技術 コー デ ィネー ターの設置 による研 究交流 の推
進。
産学官 による中小 企業 の人材不 足 に対処 す るための省 力化 、 自動化 に資 す る技術 開発。
中小 企業 が大 学等 と共同研 究 を行 う場合 に要す る経 費 に対 し、その一部 を補助 。
・労働 力確保 、研 究者養成 とい った中小 企業者 が抱 える課題 を解 決す る ため、産学官連 携 の もと、省力 化 ・自動
化 のための研 究 開発 や 中小 企業の研 究者 との共 同研 究 を実施す る。
・産学官 の連携 の も とに、工 業技術 セ ンターの技術 シーズの実用化研 究 を推進 し、県 的企 業 が早急 に解 決 したい
と考 えてい る応 用化 ・実証化研 究 につい て、研 究 開発 を実施す る。
講習会 の開催 、技術 の促 進、業界 の技術 ニーズの把 握
天然 ゼネ ライ トを活用 した各種 水処理材 の 開発
理学士 に よる白色 高純度 シ リカ粉末 の開発
金 属微 粉末 高機能化研 究 （ニ ッケル粉 、銅粉 、石膏 等）　 全体事 業費 ：12，609千円、 うち県負担 ：5，000千 円
・テーマ ：生物 ラジ カル計測 とその応 用技術 に関する研 究 ・共 同研 究実施 機関 ：放射線 医 学総合研 究所 、国立
環境研 究所、 （財） 山形 県 テク ノポ リス財 団、 山形大 学、メ タ ト㈱ ・研 究期 間 ：平成2～4年度 ・事 業費 ：
421，000千円
・本 県独 自の技術 分野 を研 究 テーマ とす る産 学官共 同研 究開発 を実施 す る中核拠 点施 設 と して、当 セ ンターを設
置 して共 同研 究 開発 の積極 的 な支援 を行 う。 （施設整備費）
筑波研 究学園都 市 で生み 出 される研究成 果 を活用 して、産学官 共同研 究 を行 なお うとす る県 内 中小 企業 に対 して
研究 開発 を委託 す る。
工 業技術 セ ンター、大学又 は国立試験研 究機 関 と共同研究 を行 なお う とす る県 内中小 企業 に対 して研 究 開発 を委
託す る。
・公募 した研 究 参加 企業266社 5組合 と、大 学、 国立 試験研 究所 、工 業試験研 究機 関 による共 同研 究 。
・産 学官が一体 となって、地域 中小企 業の基盤 強化 に必要 な システ ムを共 同研 究。 「プ レス金型製 造技術 の高度
化 システ ム」
大学教授 等の研 究者 と企 業の技術者 の交流 の場 を設け、情報交流 、企業 の研 究 開発 意欲 の喚起等 を図 る。 な お、
当事 業は ビジネス ・パ ー ク整備 事業 におい て、設立 を予定 してい る研 究 開発 支援財 団の事 業の実施 準備 と して行
っ たもの。
県 内中小 企業 が急速 な技術 革新 に対応 し、技術 の高度 化 を図 る ため、産 ・学 ・官 が共 同 して研 究 開発 を進 め、 そ
の成 果 を普及す る。
（財 ）千葉県工 業技術振 興セ ンターの活動支援
液 状化 の可能性 が ある砂 地盤 で、液状 化 の原 因 となる地 下水圧 の上昇 を抑 えるための、新 たな工法 （ヘチマ ドレ
ー ン工法） の研 究。
中小 企業 の技術 開発力 の向上、 と りわけ先端技術 への対応力 の向上 を図 るため、産 学公交流 の積極 的 かつ総 合 的
な推進施策及 び事業化 につ いて検討 を行 い、産学公交流 の イベ ン トと して 「東京 テク ノフ ォー ラム」 を開催 す る
0金 属 ・セラ ミックス粉末 を活用 した高密度 、高強度機械部 品製作 の実用 実験 を行 いニ ア ネッ ト成形 技術 を確 立 し
、製品化技術 の開発 を進 める。 共同研 究先 ：㈱創 造科学
中小企業 の新 製品 開発 や技術水準 の向上 のため、巣界 の抱 え る重要 な課題 につい て産 ・学 ・官 が共同 で取 り組 み
、県内産 業の振興 を図 る。
工業技術 セ ンター に客員研 究員 や大学院生 、工 学部4年生 を受 け入 れ互 いの技術力 の向上 を図 る。
県内 の大学 の研 究者 と共 同研究 を推進 し、研 究 開発 の高度化 、県内 中小 企業 の技術 開発力 の 向上 を図 る。
眼鏡枠製 造工程 の 自動化 について産学官 の協力 で研 究
繊 維産業 にお ける新 製品、新機 能性材 料 開発 を産学官 で研究
繊 維 （織物 ）製造準備 工程 の自動化 につ いて産 学官 で研 究
山梨大学 地域共 同開発 セ ンター、 山梨県工 業技術 セ ンター、 （財） 山梨2 1世紀 産業 開発機 構 に蓄積 され た成 果 を
発 表 し、産学官 の技術 者 間の交流 を図 る。
商工 関係試験 場 と民 間企業、大 学 との共 同研 究
企業 と試験研 究機 関 との共 同研 究
共 同研究 に対 す る委 託。3年 間、1年 当 り15，000～20．000千円





事項 （事業名） 所管部局 4 年度支
出額（千円）
愛知県 科学技術交流推進事業 商工部 33，742
滋賀県 ［財］科学技術振興プラグ 商工労働部 （1，000）
滋賀県 産学官連携 による工業技術振興システムの推進 商工労働部 6，5∝）
滋賀県 企業等研究生受入れ事業 商工労働部
京都府 産学共同研究 商工部 360
京都府 重要地域技術研究開発事業 中小企業総合センター 1，5∝）
京都府 地域研究者養成事業 中小企業総合セント 38，282
京都府 r財1（財）京都産業技術振興財団産学官共同研究 中小企業総合セント （34，糾6）
京都府 京都産業活性化フェアー （産学官交流会） 中小企業総合センター 4，833
大阪府 産学官共同研究事業 商工部 52，208
大阪府 先端技術共同研究開発事業 商工部 26，500
大阪府 先端工業技術研究開発推進事業 商工部 20，538
奈良県 地域研究者養成事業 商工労働部 39，120
和歌山県 産官共同研究事業 商工労働部産地振興課 6，391
和歌山県 統合的生産システム開発事業 商工労働部産地振興課 55，725
和歌山県 地域技術 おこし事業 商工労働部産地振興課 49，704
島根県 企業 との共同研究 商工労働部企業振興課 0
岡山県 おかやま科学技術フトラム 商工部 2，323
岡山県 産学官技術交流研究会 商工部 730
広島県 つ くば－ひろしま研究交流事業 商工労働部 6，193
広島県 国税庁醸造試験所研究交流推進事業 商工労働部 1，054
広島県 広島県大型プロジェクト研究推進事業 商工労働部 75，4（氾
広島県 先端技術共同研究推進事業 商工労働部 20，700
山口県 地域技術先端化促進事業 商工労働部 121，963
山口県 人材不足対 策技術 開発事業 商工労働部 58，500
香川県 産学官交流会 商工労働部産業立地課 896
香川県 産学官共同研究推進事業 商工労働部企業振興課 44，184













高知県 産 ・学 ・公先端技術応用推進事業 商工労働部 （工技セント） 8，024
高知県 産 ・学 ・公共同研究 商工労働部 （紙業試験場） 4，044
福岡県 ［財］産学官共同研究事業費 商工部技術振興課 （68，737）
佐賀県 先端重要技術研究開発事業 商工労働部 56．513
佐賀県 エレクトロニクス技術共同開発推進事業 商工労働部 1，193
長崎県 長崎技術研究会 経済部 12，000








企業・大学等の研究者を工業技術セントに受け入れ、セントの機器等 を使用させ研究開発 にあた らせ るとともに、研
究生とセンター職員 との交流を通 じ、地域技術 の振興 を図る





研究 テーマ発 表、バネげ イス的ション
・内部 に複雑形状の中空 を有する成形品の製造に関する研究 ・プラガマを利用 したか－ガン系機能膜 の生成 とその
応用 に関する研究 ・セメント残達の有効利用 に関する研究 ・ミクロ及びナノコンポジット無機新素材 の作製 と応用 に関す
る研究




産学官共同による技術 開発 を実施 している。
新規木質プラスチックを京都大学県天然高分子利用協同組合 とともに開発 している。
研究経費 については手数料条例 に基づき企業が負担する。共同研究3件 「ブラガマ熱処理 による溶射皮膜の改質」




筑波研究学園都市の研究機関等 に在職す る広 島県関係者を中心 とした研究者 と、県内の産学官の研究者 ・技術者
等との交流促進のため研究交流会 を開催。
醸造試験所が保有す る酒類醸造及びバイオテクノロジ にー関す る最新情報の紹介 を中心 に、醸造試験所 と県内企業、大
学等との研究交流会 を開催。
・生活、地域流動研究 （科技庁） ・地域共同研究開発事業 （海技センター ）
先 端技術共同研究センターの運営
地域中小企業の技術開発力を強化 し、新素材 ・機能材料の加工利用技術及び加工組立型産業の振興 を推進 して、
地域経済の活性化 を図る。
中小企業における人材不足問題 に対処するため、省力化 ・自動化及び職場環境改善に資す る機器を開発
研究発表会、交流会
産学官等 による共同研究の実施
県内企業の経営者 ・研究者及び大学等の研究者 と筑波所在の研究機関の本県出身研究者 との交流 を深め情報や助
言を得て、県内企業の技術力の向上 を図るため交流会を開催 した。
企業が高度技術 に関する研究を大学 と共同で行 う場合の一部助成 した。
財団が産 ・学共同で高度技術の研究開発 を行った。
テクノポリスコイ イネ一夕ーが技術 のニーガ、シーブ を探 り共同研究の推進を図った。
大学 ・企業等の研究者の交流会を行 った。
産 ・学 ・公が共同 して行 う共同研究事業　 （テーマ） ・3H 機器共同開発 ・ファジ 制ー御応 用技術 ・木材成分他用途技
術
産 ・学 ・公が共同 して行 う共同研究事業　 （テーマ） ・鮮度保持用機能紙材の開発 ・表具用土入 り紙の開発










事項 （事業名） 所管部局 4 年度支
出額（千円）
大分県 地域産学交流推進事業 商工労働観光部 3㈱
鹿児島県 産学交流推進事業 商工労働部 1679
横浜市
横浜市
産学官交流ネッ トワーク機構 経済局産業振興部 6，141
神戸市 神戸生産技術研究会の運営 経済局 1，（X氾
神戸市 神戸市技術交流会の運営 経済局 5∝）
広島市 重要地域技術研 究開発事業 経済局 251






青森県 水産物加工利用推進事業 水産部 4，633




千葉県 千葉県芝草技術研究会 農林部 120
新潟県 先端技術研究開発 農林水産部 1，449
石川県 尿汚水蒸発気化処理試験 畜産課 （畜産試験場） 636
石川県 特別研究貞招誘事業 農林水産部 2，084
福井県 産学官バイオテクノロジー研究推進事業 農林水産部 7，698
山梨県 大学 との共同研究 農務部 1，540
山梨県 民間企業 との共同研究 農務部 1，030




岐阜県 バ イオ共同研究調査事業 農政部 5（X）
岐阜県 岐阜県農業新技術 開発研究会 農政部 530
愛知県 林業バイオテクノロジー研究会 農地林務部 311
鳥取県 減農薬マ折栽培技術開発事業 農林水産部 1，（X氾
広島県 農業技術セント産学官共同研究事業 農政部 7，989
広 島県 アミガサタケ類の栽培技術の開発 林務部 622
広島県 水産技術共同研究開発事業 農政部 4，250
山口県 水資源の高度利用、有効理由に関する研究 農林部 245
山口県 水質加工品流通促進事業 （新製品対策事業） 水産部 2，800
山口県 三井石油化学工業㈱ との共同研究 農林部 5（X）
香川県 ハイテクによる高度野菜園芸生産システムの開発 農林水産部 10，0∝）
愛媛県 農林水産業パイわ〃ロジ 等ー研 究交流促進事業 農林水産部水産局 5，483
高知県 林業作業ロボット化技術 開発 林務局 （林試） 8，500
高知県 土佐褐毛牛群改良基地育成事業 農林水産部 （蓄試） 657
福 岡県 バイオテクノげ －研 究開発推進対策費 農政部 3，455
福岡県 水産海洋技術セント研究交流企画調整 水産林務部 0
熊本県
簡易養液栽培システムによる高能率周年生産 と品質
向上技術 開発 農政部 （農業研究セント） 1，970
宮崎県 バイオテクノロジ 共ー 同開発推進事業 農政水産部 2036




トマごとに産学官の技術者 ・研究者で構成 される産学研究グルイ を11グルイ 結成 し、研 究会を毎月1回程度実施 し
た。
産学交流の円滑かつ効果的な推進を図るため、有識者 による推進会議セミナー 等の 開催 （（D 産学交流推進会議、委月
33名、年2回開催、②筑波、鹿児島交流セミナー、参加者50名、③産学交流セミナー 、参加者180名）
（市工業会連合会への委託料）　 産学官交流 ネットワーク機構 （事務局市工業会連合会）により以下の事業を行
っている。
① よこはまテクノカレッジ （企業技術者養成のためのリカレント教育）　 ②大学企業相互訪問事業　 ③テーマ別
セミナ 　ー ④ 産 学官交流セ ミナーサロン （産学交流委員 と大学教授 との懇談会）





水産加工業界 と連携 して製造技術研究、製品開発試験、商品化推進活動等を行 うことにより 「売れる水産加工品
づ くり」 を推進 し、本県主要水産資源の利用拡大を図るとともに水産加工業の発展 に資する。




尿汚水の気化装置 を利用 し民間会社 との共同研究 により、悪臭等の環境汚染問題解決のため新 しい尿汚水処理シ
ステムの開発 に資する。
・球根切 り花の整理 ・生態 と開花調節技術の確立 ・D N D の断片解析 と育種利用技術 の確立




長野県林業総合 センター と民間企業、大学 との共同研究
バイオテクノロジーを利用 した新 しい品種の創出等について、研究交流 を行 っている。
再生紙マルチ水稲栽培法 に係 る再生紙の利用特性及び水稲の生産 ・収量への影響 についての研究 を委託す る。 （研究
委託費のみ）
1．新酒米良質化のための栽培マニュアル作成 と醸造通性試験　 2．N fT 栽培法 における液湿管理技術 の開発　 3．組換え技
術 によるクルス病の先端的防除法の開発　 4．組織培養によるユリの新品種育成　 5．有用微生物利用 による難防除病害
虫制御技術の開発
6周 縁キメラ作出技術 による新 品種の作 出と育成　 7ノ、ウスミカン栽培における整技法並 びに温度管理法の確立　 8．農業気










バイオテクノロジ にー係 る産学官交流 （産学官研究会の開催） （補助率1／2の国庫事業）















・B 型肝炎） 千葉県血清研究所 2，060
千葉県
組み換えワクチニアウイルスの作製 （成人T 細
胞 白血病） 千葉県血清研究所 687
千葉県 耐熱麻 しんワクチンの開発 千葉県血清研究所 320
千葉県 不活化A 型肝炎ワクチンの開発 千葉県血清研究所 6，589
千葉県 経鼻投与型インフルエンザ ワクチ ンの開発 千葉県血清研究所 642
千葉県 豚 コレラ ・豚丹毒混合生ワクチンの開発 千葉県血清研究所 549
企画 ・
総務系
北海道 共同研究推進費 （産学官共同研究） 企画振興部 （商工労働観光部） 22，750
埼玉県 学際交流研究集会 企画財 政部 168
神奈川県 科学技術ネ ットワーク化推進事業費 企画部 95，521
神奈川県 産学公地域総合研究推進事業費 企画部 68，598
富山県 生活 ・地域流動研究 企画県民部、厚生部 34，653
山梨県 研究交流促進調整費 企画県民部 6，192




兵庫県 産学官共同研究開発推進事業 企画部 31，∝沿
兵庫県 産学官共同研究開発推進事業 企画部 30，0（氾
兵庫県 産学官共同研究開発推進事業 企画部 2，950









種痘 ウイルス を利 用 した 日本脳炎 ・B 型肝 炎多価 ワクチ ンの開発
種痘 ウイルス を利 用 した成人 白血 病 ワクチ ンの 開発
常温 で安定性 を有 す る麻 しん ワクチ ンの開発
日本 初の A 型肝 炎 ワ クチ ンの開発
鼻 を通 して接種 す るイ ンフルエ ンザ ワクチ ンの 開発
豚 の2大伝染病 を1回で予防す る ワクチ ンの開発
（158，965の内数 ）　 先 端技術 の研究 開発 を推 進す るための産学官 共同研 究 の実施。
県 試験研 究職月 の相互交 流及 び産 ・学 ・官の研 究員 との交流 を図 る。
県 内の研 究機 関、研 究者 の交流 の場 と して設立 した 「か ながわ研 究交流推 進協議 会」 の運 営 を支援 す る。
県 政推進上重 要か つ横 断的 な研 究 課題 であ り、県独 自で解決 困難で ある研 究課題 につ いて産 学公 の連携 による共
同研 究 を実施 す る。 課題 ：高齢者 ・障害者 への ヒューマ ンテク ノロジー応 用研 究
科 学技術 庁 か らの委託研 究
科 学技術 の高度化 に対 応 し、県立 試験研 究機 関の研 究機 能の向 上 を図 るため、機 関相 互 また は大 学等外部機 関 と
の共同研 究 を促 進す る。
本県 の科 学技術研 究者 の情報交換 の場 と しての研 究発 表会 を開催 し、研 究交流 や共同研 究 の ための土壌 を育む。
（全体 で63，950千 円）
軽 量 ・高強度 の先 端金属材料 の 開発研 究
植物生 育根 圏細菌 の多面 的機能 と生 態特性 に関す る研 究
人 間の老 化防御 、健 康 に関す る機 能性食 品の開発研 究
（財）久留米 ・鳥栖 地域 技術 振 興センターが行 う先端技術 開発事業 （研 究委託 、共同研 究 開発支援 事業等 ） に対 す る補助
産 ・学 ・官 の技術交流 の推 進 を図 るため、研 究テーマを定 めそのテーマの もとで調査検 討す る。 （① 研 究機関相互 の技術
交流 の推 進、②場 際 間の情 報交換 の推 進、③新 た な技術 開発 テーマの発掘 、① 共 同研 究実施 の ための指針 の検 討 な
ど）
この構想 は、東北 地方 の産 業官が 一致協 力 して提 唱 した東北 開発 につい ての戦 略的構想 で あ り、東 北地方全 体が
日本 の研 究 開発 と産業 開発 の国際拠 点 とな り、重層 的産業構 造 を持 った未来型 産業社会 の形成 を目標 と してい る
0構想 推進の役割 を担 って、現在研究 開発 会社 （R ＆D ）が次 々 と設立 され ているが、平成3年度 末 で このR ＆D の設
立 をプロモー トし、運営 を支援す る㈱ イ ンテ リジ ェ ン トコスモ ス研究 機構 （IC R ） に計5億 円 を出損 済 であ るな ど





事項 （事業名） 所管部局 4 年度支
出額（千円）
商工系 北海道 北海道研究開発支援事業 商工労働観光部 19，859
福島県 ［財］産学官共同研究助成事業 （財）福島県工業技術振興財団 （5，（X氾）
福島県 ［財］先端技術研究開発助成事業 （財）福島県工業技術振興財団 （5，（X氾）
栃木県 新技術 ・新製品開発促進事業 商工労働観光部 55，489
栃木県 産学官共同研究事業 商工労働観光部 110，152
埼玉県 技術改善費補助金 商工部 10‾，379
埼玉県 新製品新技術 開発助成金 商工部 10，310
東京都 共同開発研究 商工計画部計画課 15，㈱
山梨県 技術改善費補助金 商工労働観光部 10，㈱
山梨県 ［財］研究開発奨励事業 （財）山梨21世紀産業開発機構 （朗7）
長野県 中小企業技術 開発費補助事業 商工部 32，（X氾
静岡県 地域産業技術 改善費補助金 商工労働部 15，（X氾
静岡県 ［財］中小企業等研究開発助成事業費 商工労働部 （127，390）
静岡県 ［財］産学共同研究開発事業費 商工労働部 （210，0（氾）
三重県 技術改善費補助事業 商工労働部 20，000
三重県 異業種共同技術 開発補助事業 商工労働部 24，∝）0




和歌山県 産官共同研究事業 商工労働部産地振興課 6，391
山口県 地域産業技術改善費補助事業 商工労働部産地振興課 18，149
山口県 中小企業技術開発促進事業 商工労働部産地振興課 16，998
山口県 新地域産業加速的技術開発支援事業 商工労働部産地振興課 0
山口県 地場産業総合振興事業 商工労働部産地振興課 26，597
山口県 地場産業ブダイン高度化事業 商工労働部産地振興課 123，㈱
山口県 地域産業活性化推進事業 商工労働部産地振興課 44，473
山口県 融合化 開発促進事業 商工労働部産地振興課 38，878
山口県 研究開発助成事業 商工労働部産地振興課 （16，157）
山口県 地域技術起業化助成事業 商工労働部産地振興課 （19，∝氾）
徳島県 技術改善費補助金 商工労働部産地振興課 12，0（泊
愛媛県 地域産業技術改善事業 商工労働部産地振興課 13，957
愛媛県 地域産業中間技術開発促進事業 商工労働部産地振興課 10，394
愛媛県 ［財］先端技術等開発促進事業 商工労働部産地振興課 （20，518）
愛媛県 ［財］ハイイノベ シー］ン研究所公募研究制度 商工労働部産地振興課 （2，533）
福 岡県 地域産業技術改善費補助金 商工部技術振興課 15，000




長崎県 技術改善費補助金 経済部 15，000
長崎県 技術 開発研究委託 経済部 30，900
長崎県 融合化促進高度化支援 経済部 24，∝氾
長崎県 地域資源等活用型起業化 経済部 34，∝X）
長崎県 ふるさと産業振興事業費補助 経済部 16，（X沿
大分県 中小企業技術高度化対策事業費補助金 商工観光労働部 16，480
大分県 地域産業技術改善費補助金 商工観光労働部 10，∝氾
大分県 地域技術製品開発促進補助金 商工観光労働部 10，000
沖縄県 沖縄県中小企業製品開発費補助金 商工労働部 8，603
北九州市 北九州市中小企業技術開発振興助成金 経済局中4、企業指導センター 18，100




先端技術分野を中心 とした将来産業化 につながる有望な研究開発 シーズを発掘 ・育成す るため、産学等で取 り組
まれるこれ ら研究開発 に対 し、補助金 を交付 して支援す る。
中小企業等が実施する研 究開発事業に補助金 を交付する。
中小企業等が実施する研 究開発事業に補助金 を交付する。
・企業や組合等が行 う新技術 ・新製品の研究開発 に要す る経費の補助
・公募 した研究参加企業266社5組合 と、大学、国立試験研究所 、工業試験研究機関による共同研究。
県内の中小企業者が行 う新製品及び新技術 の開発 に対 して、最高500万円まで補助する。
県内の中小企業者が行 う新製品及び新技術 の開発に対 して、最高300万円まで補助する。
都立工業技術 センター と、企業、大学等との技術交流を行い、技術課題の効率的な解決及び相互の技術力の向上
を図ることを目的 とし、共同開発研究 を実施する。
中小企業が行 う新製品、新技術の開発 に対 して助成する。





国補事業 （国1／2、県1β）。新製品、新技術 の開発 に対す る助成 （100万円～500万円）
県単事業。異業種企業グルイ による新製品、新技術 の共同開発 に対する助成 （100万円～5（氾万円）
中小企業の技術開発及び技術改善を促進するため、中小企業者が行 う新技術の研究 ・開発、試作 に補助す る。
（先端技術研究開発促進費補助）先端産業の導入・促進のための企業に対す る補助金 （県単） ：45，531
（技術向上奨励費補助）中小企業の技術改善、向上等の開発のための企業に対する補助金 （国 ・県1位） ：19，4（氾
年度当初、研究 テーマを公募 し、県工業技術 開発会議の採択 を経 て決定する。
新技術 ・新 開発等の研究開発 に対する補助
著 しい新規性を有する研究開発への補助
高付加価値化 ・新分野進出のための開発への補助





技術革新 による先端技術 を活用 した製品開発 ・生産等に利用する研究 に対 し補助
企業の技術開発 に対する補助
中小企業者が行 う地域産業に寄与する新製品・新技術 の開発 に対する助成を行 った。
中間技術 の開発 を促進するため地域の独 自性のある新製品の開発をめざした中間技術開発を行 うものに対 し助成
を行 った。
（（財）愛媛県技術開発振興財団事業）地場産業の発展 のバネとなる新製品及び新技術 の開発研究 に対 し助成する。











中小企業同士が共同であるいは大学 と共同で行 う研究開発、又 は公設試の研究成果を利用 した研究開発 に対する
補助






事項 （事業名） 所管部局 4 年度支
出額（千円）
農林水
産系 千葉県 試験研究調整事業 農林部 14，657
教育系 横浜市 横浜市地域研究費補助金 教育委員会 11，875
企画 ・
総務系
北海道 平成4年度北海道科学研究費補助金 企画振興部 26，932
神奈川県
［財］神奈川科学技術 アカデミーの学術交流事
業 （研究助成） 企画部 （25，㈱ ）
神奈川県
［財］神奈川科学技術 アカデ ミーの研究事業 （
流動研究プロジェク ト） 企画部 （1，258，943）





各農林業関係 ・団体 から現地に即 した緊急課題の要望 を募 り、毎年検討会 を開催 している。
市内大学の教月が実施する、横浜の地域に関連のある学術研究で学術の振興に寄付する研究の経費補助。
本道の科学技術 の振興を図るため、広 く道民 を対象に科学技術 に関する研究に対 し補助する。
意欲ある県内在勤、在住の若手研究者が自発的に計画する創造的基礎研究 に対 し助成。第1段階 ：31件採択 （1件
50万程度）、第2段階 ：4件採択 （1件250万程度）
先端的かつ高度 な科学技術分野における基礎 ・応用研究 を若手研究室長の指揮 の基 に行い、その研究成果等の移
転を通 じ、産業の発展等に寄与する。8研究室
鹿児島県資源開発協議会に助成 を行い、地域資源の開発、高度利用の促進のため、調査研究を委託する。





事項 （事業名） 所管部局 4 年度支
出額（千円）
商工系 北海道 地域産業情報センター事業費補助金 商工労働観光部 90，549
青森県 ハイテクネッ トとうは く 商工労働部 0
青森県 JO IS惰報検索 システム 商工労働部 1134
青森県 PA TORIS情報検索 システム 商工労働部 392
岩手県 地域研究交流促進事業 商工労働部 7，014
岩手県 科学技術文献情報の提供 商工労働部 0
宮城県 先端技術情報提供事業 商工労働部 760
秋田県 技術情報提供事業 商工労働部 1，902
福 島県 オンライン情報検索 商工労働部 1，380
茨城県
茨城テクノインテリジェン トシステム （王n S
） 商工労働部 3，192
栃木県 情報収集 ・加工事業 商工労働観光部 3，548
神奈川県 オンライン情報検索費 商工部 1，860
新潟県
技術情報提供事業中央データベース検索提供
費 （ハ トリス、ジ ョイス） 商工労働部 2，613
石川県 技術情報 ネッ トワーク事業 工業試験場 13，425
福井県 福井県中小企業情報セ ンターの機能充実 商工労働部 41，859
福井県 ＝業技術セ ンターにおけるJU－NET端末運用 商工労働部 0
山梨県 ［財］情報事業 （財）山梨21世紀産業開発機構 0
長野県 長野県中小企業情報セ ンター運営費 商工部 63，451
岐阜県 技術情報事業費 商工労働部 795
静岡県 ［財］地域研究交流促進事業費 商工労働部 （3㈱ ）
三重県 中4、企業情報相談事業 商工労働部 如，296
滋賀県 ［財］情報提供事業 商工労働部 （2，972）
大阪府 技術情報提供事業 商工部 8，192
大阪府 特許情報セント （仮称）構想の推進 商工部 6，500
奈良県 技術情報 「ジョイス」 商工労働部 87
和歌山県 技術情報事業 商工労働部産地振興課 1，762
鳥取県 技術力強化事業 （技術情報収集事業） 商工労働部 1，660
島根県 JICST 商工労働部工業技術セント 0
島根県 技術情報提供事業 商工労働部工業技術セント 9，808
岡山県 融合化促進事業 （地域融合化センタう 商工部 699
広 島県 地域研究交流促進事業 商工労働部 10，347
山口県
山口県商工情報セント （（財）山口県産業技術開
発機構内）ブ ターベ スー検索サービス事業 商工労働部 0
香川県 技術情報の提供 商工労働部企業振興課 114
香川県 技術情報誌の発行 商工労働部企業振興課 652
愛媛県 中4、企業情報セント運営事業費 商工労働部 58，634
福 岡県 工業技術情報ネットワークシステム事業 商工部技術振興課 23，498
長崎県 JO IS、PATO LIS 経済部 2，5（泊
熊本県 熊本地域ネ再ワーク研究会準備委員会 商工観光労働部 0
熊本県 技術 情報セント （テクノポリスセンター内） 商工観光労働部 0
宮崎県 技術 情報検索 商工労働部 （産業技術情報セント） 1，781
鹿児島県 技術情報提供事業 商工労働部 1，956
京都市 中小企業情報検索 システム （SM IRS） 経済局 0
農林水




（社）北 海道商 工指導 セ ンター に設置 した北海 道地域産 業情 報 セ ンターの事 業運営 に要す る経 費 の補助
地域 にお ける研 究 開発 ポ テ ンシャル を最大限 に活 か しつつ、国等の研 究 開発機 能 との有 機的 な連携 の下 に、 地域
内外 にわ たる研 究交流 を促 進す るこ とに よ り、地域 における科 学技術水準 の 向上 を図 る。
日本科 学技術 情 報 セ ンターが提供 す る、科 学技術 に関す る文 献情報 や研 究過程情 報 な どか ら必 要 なデー タをオ ン
ライ ンによ り入 手す る シ＿ス テム。
（財） 日本 特許情 報機構 が提供 す る特 許情報 か ら希望 の デー タをオ ンライ ンに よ り入手 す るシステ ム。
パ ソ コン通信 ネ ッ トワー ク 「ハ イテ クネ ッ トと うは く」の運営 による情報 提供
JO IS端末 を設置 しての情報 提供
コ ミネ ッ ト仙 台 に種 々 の技術 情報 を提 示 し、中小 企業者 の情報収集 に資す る。
技術 情報検 索 システ ム及 び情 報誌 の発刊 。
日本科 学技術 セ ンター と接続 した端末 機 をハ イ テクプ ラザ に設置 し、企業等 の要望 に対 して有料 で情 報 を提供 す
る。
工 業技術 セ ンターにお いて整備 す るデー タベ ース を、 オ ンライ ンに よ り提供 す る。
JO IS ・SM ILE S等 のデ ー タベー ス を代行検 索 し提供 す る。 （実施主体　 栃木 県 中小 企 業情報 セ ンター）
JO IS、D IA LO G 、 日経 テ レコム、PA TO L IS、H IN ET の検索
工業技術 セ ンターの職員 の効果 的 な技術指 導、研 究 開発 の支援 、及 び中小 企業 の技術 開発 、新 製 品開発 を支援 す
るため中央 デー タベ ース による技術 情報 の検 索、提供 を実施す る。
筑波研究 学園都市 をは じめ全 国7地域 とパ ソコ ン通信 ネ ッ トワークで結 び、県 内研 究者 の情報収 集 や相互 交流 に
役立 てる。
情報の収 集加 工 、情 報 の創 出、情報 の提供 （含JO IS）
全国大学 ネッ トワー クの端末 設置
科学技術文 献情幸臥　 特許情報 等 をオ ンライ ンで提供 す る。
PA TO LIS、JO IS 、SM IR S等 の端末機利 用 に よる情 報提供
JO IS、PA TO L IS 、O N ラ イ ンサ ー ビス
筑波 学園都市 情報 ネ ッ トワー クか ら最新技術 情報 を入 手す る。 （（財）浜松 地域 テ クノポ リス推進機構 に助成）
中小 企業情報 センター におい て情報 の収集 、加 工、創 出、提供 を行 うと ともに汎用コンピ ュータの機 能強化 を図 り、 中小
企 業の情報化 を支援 ・情報 誌の発 行 ・パ ソコン通信 ネットワー クの運営 ・その他
JO IS、PA TO LIS に よる技術 情 報の提供 （（財）滋賀県工 業技術 振興協会 実施）
・技術 用商用 デ ターベ スー、PA TO L IS、JO IS、D IA L O G に よる検 索 サー ビス ・刊行物 の発行 （産業技術研 究所報告 、こ
ブス、他）
0日本 科学情報 セント とわ ライン
技術 情報誌 「テりリッジ 」 を発行 して、他府県 の技術情 報等 を提供 す る。
最近の技術情 報 を収 集 し、研 究の効率化 を図 るため、科学技術情 報のオンライン検 索 を実施 す る。
科学文献等 の検 索
特許公 開公報 等 のマイクロフィルム化 等
日本 科学技術 セント 、中小 企業 事業団等 の情 報検 索
科学技術庁 の地域研 究交流促 進事業 のげ ル地域指定 を受 けて構 築 したパソコン通信ネットワーク「中四国地域研 究情報ネット
ワーク」 を運営 し、 中四国地域 内及 び筑波 を始 め とす る各 地域ネッけ－クと広 域 的ネットワー クを構 築 し、産学官 の研 究者 の
情報交流 、技術 交流 を促 進す る。
中小 企 業、研 究機 関 に対 して以下の外部 ブ ケーベ スーの検 索 サー ビスを行 う。 ・SM IR S （研 究成 果、先端技術 情報等
） ・JO IS （雑誌 、げ －ト等 抄録 な ど）
JO IS か らの情報提供
年6回技術 情報誌 の発 行
STN やJO IS と呼 ばれ るブ一夕ベ スーを提供
工業技術 センター を中心 にブ一夕ベ スーを整備 し、 また、外 部ブ ターベ スーとのネッ＝－クに よ り情 報提供 を行 う。 （平成7年度
完成予定 ）
科学技術情 報、特 許情報 の提供
世界ネ再 ワークと接続 す るネ再 ワーク構 築
JO IS、PA TO L IS 、テクノマー ト等 による情報 提供 （テクノガ ．）スセンター管 理の一部）
JO IS及 びPA TO LIS による技術 情報 の検 索 に より、地域企業 の研 究開発 を支 援す る。
①研 究報告 サー ビスシステム「メビウス」　 ② JO IS、PA TO LIS検 索 に よる情報提供
（財）京都 産業技術 セ ンター を通 じて、提供 。





事項 （事業名） 所管部局 4 年度支
出額（千円）
教育系 佐賀県 教育用ソ7日ェ7ラけ ダト事業 教育庁 17，162
横浜市 医学情報センター 横浜市立大学図書館 9，726
企画 ・





教 育用ソフトウエアの調査 ・評価 ・蓄積 ・ダ クーベ スー化 を行 い、フロッピィ イスク等 による提 供 を行 う。
（人件費 除 く） 1．資料 の整 理 ・資料 整理、 目録 の作成 ・資料 の補修 整本　 2．資料 の運用　 ・資料 の閲覧 参
考事務 の推 進 ・文献検索 （JO IS，D rAL O G ） ・コ ンデ ンツ ・シー ト・サ ー ビス　 ・文 献複 写 ・地域 医療関係
者、機関 への医療情 報提供
3．医学図書館 間の相互協 力、 国内、国外 図書館 の相 互協力 、相互 貸借 、雑 誌交 換






事項 （事業名） 所管部局 4 年度支
出額（千円）
商工系 北海道 食品加工振興対策費 商工労働観光部 8，150
北海道 技術交流 プラザ開催事業 （国庫補助） 商工労働観光部 1，500
北海道 北海道異業種交流連絡協議会補助金 商工労働観光部 1，∝）0
北海道 地域融合化促進室運営費 商工労働観光部 5，667
青森県 技術 ・市場交流 プラザ開催事業 商工労働部 1，524
青森県 中小企業融合化推進事業 商工労働部 537
青森県 融合化 ・開発促進指導認定調査 商工労働部 1，094
岩手県 中4、企業融合化開発促進事業 商工労働部 58，356
岩手県 技術 ・市場交流プラザ開催事業 商工労働部 1，523
岩手県 異業種連携技術 開発促進事業 商工労働部 10，∝X）
宮城県 異業種交流促進事業 商工労働部 1，512
秋田県 異業種技術市場交流 プラザ事業 商工労働部商政課 1，5（泊
秋田県 融合化開発促進事業 商工労働部商政課 39，（X氾
山形県 中小企業融合化開発促進事業 商工労働開発部 58，314
山形県 山形県融合化促進事業 商工労働開発部 10，∝X）
福島県 融合化支援事業 商工労働部 22，591
福島県 ［財］異業種交流助成事業 （財）福島県工業技術振興財団 （1，（X氾）
茨城県 技術 ・市場交流 プラザ 商工労働部 1，522
茨城県 融合化 開発促進事業 商工労働部 59，453
栃木県 技術市場交流 プラザ開催事業 商工労働観光部 1，442
栃木県 地域融合化促進事業 商工労働観光部 3，3∝）




群馬県 技術 ・市場交流 プラザ 商工労働部 1524
埼玉県 異業種融合化促進事業 商工部 6，117
埼玉県 テクノプラザ開催事業 商工部 4，621
埼玉県 技術交流 プラザ開催事業 商工部 1，913
千葉県 技術 ・市場交流 プラザ開催事業 商工労働部 2，936
千葉県 千葉県指定団地協議会 商工労働部 500
神奈川県 異業種交流推進事業 商工部 2，000
神奈川県 異業種交流 開催事業 商工部 5（X）
新潟県 技術 ・市場交流 プラザ開催事業 商工労働部 1，068
石川県 融合化促進室設置運営事業 商工労働部 2，000
石川県 融合化 プラザ開催事業 商工労働部 1，5（氾
石川県 融合化開発誘導費補助金 商工労働部 1，500
福井県 技術交流促進事業 商工労働部 4，0㈱
福井県 技術交流研究会開催事業 商工労働部 1，522
山梨県 ［財］研究交流事業 （6，225）
長野県 技術交流プラザ開催事業 商工部 3，（X氾
長野県 地域産業技術交流 ・移転事業 商工部 2，976
長野県 大学との連携強化事業 商工部 9，603
岐阜県 技術市場交流研究会開催事業 商工労働部 1，523
岐阜県 地域融合化促進事業 商工労働部 1，209
静岡県 技術 ・市場交流 プラザ開催事業費 商工労働部 4，568
静岡県 産学官交流推進事業費 商工労働部 3，5（氾
愛知県
技術指導等育成事業 （技術 ・市場交流 プラザ開
催費） 商工部 1，521







（社）北海道機会工業会に北海道地域融合化センターの運営を委託 し、異業種交流の円滑 な推進 を図る。
プラザ開催
県内の異業種交流活動への支援 ・異業種交流グループのための常設交流室の設置
具体的な事業開発の目標 を設定 したグループに対 し、その計画の指導認定調査
融合化法に基づ く特定認定組合の行 う研究開発に対する補助
異業種企業の交流事業の実施
異業種 中小企業が連携 して行 う技術 開発等の事業の実施に対する補助
技術市場交流 プラザ を開催することで、本県工業及び関連産業が業種 を超 えた交流 を行 う。
県内中小企業の技術移転、技術開発 を促進する （国1／2、県1β）
融合化法に基づ く認定 を受けた計画に従 って共同開発 を行 う融合化組合 に対する助成 （国1／2、県1β）
4以上の異分野中小企業者で構成する知事が認定 した特定組合が行 う新分野開拓のための新製品開発、新技術開
発に対 し助成を行 う。
上記制度 を補完するとともに地域の実情に即 した新製品新技術開発 に対 して助成す る。 （対象 ：3以上の異分野
中小企業者で構成するグループ）
異分野中小企業者 に対 し、交流 の場 を作 った り、異分野中小企業 グループ、融合化組合等に対 し、指導 ・補助す
る。
異業種交流 グループの交流事業に補助金を交付する。
県内中小企業 （異業種）をグループ化 し、技術開発等に関する諸問題 についての検討、意見交換 を促進する （25
企業参加）。






1．異業種融合化実態調査　 2．異業種融合化事例集の作成　 3．異業種融合化懇談会の開催　 4．融合化開発事業計画の
認定
異業種の中小企業が技術 開発や経営問題等に関する情報及び意見交換を行い、技術移転や技術交流の促進を図る
0工業試験場 を中心 とした地域別の異業種中小企業がグループ化 し、技術移転、技術交流の促進を図る。
異業種企業の交流促進 （月1回程度の会合開催、研修会等の開催）
中小企業高度化賃金 を導入 した県内の団地組合を会員 として、研修 ・交流 を行っている。
神奈川県異業種 グループ連絡会議が主催する事業に対する補助及 び技術 ・市場交流 プラザの開催
神奈川県異業種 グループ連絡会議が主催する事業に対する補助及 び技術 ・市場交流 プラザの開催
技術 ・市場両面 の異業種からなるグループを組織 し、融合化をめざした交流活動 を支援するための出会いの場 を
開催する。
石川地場産業振興センター内に異業種交流 グループの活動を支援するための拠点 を設置 し運営 した。
異業種交流 グループの結成 を促進するプラザ開催事業を行った。
異業種交流 グループが実施する新製品開発の企業事業に対 して助成 した。
先端技術情報展 、講演会開催への助成
中4、企業の異業種技術交流会 を組織 し、開催。














事項 （事業名） 所管部局 4 年度支
出額（千円）
三重県 異業種共同技術 開発補助金 商工労働部 24，（X氾
三重県 技術 ・市場交流プラグ開催事業 商工労働部 1，532
滋賀県 技術 ・市場交流プラグ開催事業 商工労働部 1，522
滋賀県 滋賀県異業種交流大会開催費補助事業 商工労働部 650
京都府 京都府異業種企業技術市場交流プラグ開催事業 商工部 3，078
京都府 異業種交流グルイ ネットワーク推進事業 商工部 3，（X氾
京都府 融合化推進事業 商工部 （中小企業総合センター） 6，8（氾
大阪府 知識融合化の推進 商工部 190，718
大阪府 7口けイア産業振興資金融資の運営 商工部 （6，557，500）
兵庫県 企業融合化推進費 商工部 7，584
奈良県 技術交流促進事業 商工労働 部 2，353
奈良県 技術 ・市場交流プラグ開催事業 商工労働部 1，5∝）
和歌山県 異業種交流活動促進事業 商工労働部商工企画課 2，0（氾
鳥取県 融合化プラグ開催事業 商工労働部 1，5（沿
鳥取県 融合化開発促進指導認定調査事業 商工労働 部 577
島根県 技術 ・市場交流プラグ開催事業 商工労働部企業振興課 1，500
岡山県 融合化促進事業 商工部 1，921
広島県 異業種交流連絡協議会運営事業 商工労働部 3，120
広島県 異業種交流グルイ 育成事業 商工労働部 7，500
広島県 技術 ・市場交流プラグ開催事業 商工労働部 1，201
広島県 融合化センター運営事業 商工労働部 3，002
広 島県 技術交流 ひろば開催事業 商工労働部 1，㈱
広 島県 知識融合開発促進事業 商工労働部 32，（X氾
山口県 技術 ・市場交流プラグ開催事業 商工労働部 3，046
山口県 地域産業技術交流移転事業 商工労働部 2，9∝）
徳島県 技術 ・市場交流プラグ 商工労働部 3，胼6
香川県 技術市場交流プラグ開催事業 商工労働部企業振興課 1，522
愛媛県 異業種間交流促進事業 商工労働部 3，∝X）
愛媛県 ［財］（財）技術交流懇談会開催事業 商工労働部 （1，1（沿）
高知県 高知県技術 ・市場交流プラダ開催事業 商工労働部 1，530







長崎県 異業種交流長崎県大会 経済部 1，糾4
長崎県 異業種交流団体育成事業 経済部 4，550
長崎県 融合化開発促進事業 経済部 24，（X氾
熊本県 熊本知能システム技術研究 商工観光労働部 2，000
熊本県 中小企業工業振興事業 商工観光労働 部 5（X）
大分県 技術 ・市場交流プラグ開催事業 商工労働観光部 2，820




県単事業。異業種企業ダルイ による新製品・新技術の共同開発 に対 する助成 （100万円～500万円）
国補助成 （国1β、県1β）。業種の異 なる中小企業の情報交換 ・技術交流 ・技術開発の場 として、技術 ・市場交流ブ
ラグ を開催。
異業種交流の場の提供




①融合化法に基づ く事業計画の認定　 ②融合化事業共同組合に対する指導 および助成　 ③大阪府融合化補助金の
交付　 ④統合化セントの運営　 ⑤融合化アトラムの開催　 ⑥大阪府異業種グルイ 交流促進協議会の活動支援　 ⑦技術 ・
市場交流プラグの開催
知識融合化 による新製品の開発・企業化 に必要な資金を融資
異業種交流グルイ 共同研究開発　 促進費補助 ：2，500、技術 ・市場交流プラダ ：1，500、融合化促進イベントの開催 ：
1，500、その他 ：2，084
技術フォーラム （年12回開催）、異業種交流会 （年12回開催）
異業種交流グルイ の行 う研究開発事業に対 して、補助 をする （対象4グルイ ）
異業種や産学官の交流 により、異 なった技術力・市場力者の経営資源を組み合わせ、融合化 を促進する。
中小企業の融合化 を推進 し、新事業分野への展開を促進するため、指導認定、推進会議 を開催するとともに、融
合化組合の作成する知識融合開発事業計画の指導認定調査 を行 う。
異分野の中小企業の知識又 は異なる経営資源の融合化 を促進 し、新技術 ・新製品の開発、販路開拓等を図るため
に、中小企業者をメンバ とーする技術 ・市場交流プラグを開催する。
技術開発、融合化支援、融合化大会等の開催
県内異業種交流グルイ が相互の連携 と深め、広域的、全業種的な活動 によ り、中小企業の経営基盤の強化や技術
力、経営力の拡充ができるよう交流 を行 う。
異業種交流グルイ の新分野開拓のための新製品・新技術 開発の行 う際の企画活動及び研究開発 に要す る経費を助
成する。






異分野の中小企業の交流活性化 を促 進するため、交流の場 を提供 し、交流ダルイ の結成及びその活動 を支援。
異業種交流組合が他の地域の中小企業・大企業 との技術交流等 を行い、技術移転等を促進する事業に補助
異業種 に属する中小企業者相互における技術 ・市場交流の場 を提供する。
異業種の中小企業考が技術又は市場関連の問題等 に関 して意見交換、情報交換等を行い、各々の中小企業者の知
識又は経営資源の融合化を促進 し、もって地域中小企業の発展、技術力の向上に資す る。
中小企業相互の技術 開発及び技術 ・市場関連経営問題等に関する経験及び意見交換の場づ くりを行い、融合化の
第一段階としての人的交流 ・技術交流 を促進 した。
（（財）愛媛県技術 開発振興財団事業）　 県内大企業及び中小企業の技術者 による交流の場づ くりを行い、中小企
業の技術移転 ・技術力の向上を促進 した。
異業種交流活動 を促すために、その場 を設ける事業
異業種企業の出会いの場 を設定 し、異業種交流 を推進する。
異業種業者が集 まって、それぞれの事業分野を融合することによって、新製品の開発 ・生産を行 う。













事項 （事業名） 所管部局 4 年度支
出額（千円）
大分県 融合化基盤整備事業 商工労働観光部 3，300
宮崎県 異業種交流推進事業 商工労働部 3，∝X）
宮崎県 技術市場交流プラグ開催事業 商工労働部 1，141
鹿児 島県 技術 ・市場交流プラグ開催事業 商工労働部 2，（X氾
沖縄県 技術振興費 （技術指導交流促進事業） 商工労働部 1，617
仙台市 21世紀 プラザ研究セ ンター運営支援 経済局 0
横浜市 異業種交流促 進事業 経済局産業振興部 9，171
名古屋市 技術 ・市場交流 プラザ開催 経済局 1，518
大阪市 大阪市異業種交流 プラザ 経済局 1，522
大阪市 大阪市テクノコミュニケーションプラザ 経済局 1，996
神戸市 異業種交流助成 経済局 554
神戸市 神戸生産技術研究会の運営 経済局 1，∝氾
神戸市 神戸市技術交流会の運営 経済局 5（X）
広島市 広 島市技術交流事業 経済局 2，854
北九州市 異業種 ・産学官交流指導事業 経済局産業振興部工業課 972
福岡市 中小企業融合化推進事業 経済振興局 中4、企業部 2，（XX）
福岡市 福 岡エ レコン交流会 経済振興局 1，（沿0
農林水





2企業以上の異業種の中小企業で構成する融合化グルイ が行 う新技術 ・新製品・新役務の開発のための企画、調査
、研究事業 に助成す る。
県内の異業種交流グルイ が一堂に会 して、シげ ジウムや交流会 を行 う。
異業種の中小企業者が技術 ノウハウを出 し合 って新 しい商品や技術 を生み出すためのグルイ 活動 を行 う。
①技術 ・市場交流プラグの開催 （年12回）　 ②異業種交流大会 に対 する助成





市内製造業を中心 とした交流グループに対 して、交流会場料、コンサルタン ト派遣料等にかかる経費の1βで、
200千円を限度 に3年間補助する。
市内産 ・学 ・官の連携 に基づ く技術研究 グループの研究発表、先進企業、視察 などを支援す る。
新素材、生活環境、生産技術 に関するテーマで、新製品、新技術の開発研究等。
当市が事務局機能を果た している。
異業種交流懇談会の開催、異業種交流グループの育成、技術 ・市場交流 プラザの開催、組織化 （組合）。
情報関連の異業種団体 を設立 し、運営、支援 している。
らっきょう産地の農協 と連携 し、 「根切 り機」 を開発する。
－321－
科学技術教育（間18）
部局 名 都道府 誌
名
事項 （事 業名） 所 管部局 4 年度支
出額（千円）
商工系 秋 田県 （社 ）発 明協会秋 田県 支部補助 金 商工 労働 部 1，（XX）
神奈川 目中小 企業技術 者研修 事業費 商工 部 43，757
神奈川 目工 業系大学 長期 公 開講座 開設事 業費 商工 部 4，285
神奈 川 目工 業技術 研修 セ ンター補 助金 商工 部 44，839
神奈 川 目中4、企業技術 開発人材 育成事 業 商工 部 3，340
岡 山県 吉備 高原こドサイエンス館整備 事業 商工部 11，590
大分県 大分県発 明 くふ う展 開催 事業
商工労働 観光 部、教 育
庁 4 10
横浜市 横浜市小 中学 生創意 くふ う展 経 済局 産業振興 部 2，455
川崎市 青少 年創 意 くふ う展覧会 経 済局 産業部工 業課 856
大阪市 技術研修 員制度 経 済局 0
農林
水産系
北海 道 漁業研修 所研修 事業費 水 産部 56，018
北海 道 漁村 青少 年育成対 策事 業 水 産部 1，818
青森県 漁 業生産 の担 い手育成事 業 水 産部 9，200
岩 手県 県 立農 業短期 大学校 にお ける農 業技術 の研修会 の実施 農 政部 0
秋 田県 農 業科 学館教 室 県 立農 業科 学館 100
福 島県 蚕 業青年婦 人育成事業 農 政部 6，389
千葉県 視 察等の受 け入 れ 農林 部 0
千葉県 農 業教 育連携 事業 農林 部 8，158
富 山県 新 栽培漁 業対 象種 開発研 究費 農 業水産 部 2，989
福 井県 福 井県農林 漁業大学校 バ イテ ク講座 農林 水産部 270
京都 府 研 究機 関の見 学 日、研 究機 関の試 験研 究報告会 農林 水産部 0
京都 府
畜 産研 究所 運営事 業、碇 高原総合 牧場運営事 業、ふ れあ い
農林 水産部 7，000牧 場運営 事業
京都 府 漁 業生産 の担 い手育成事 業水産教 室 農林 水産部 230
広 島県 アグリプラグ人 的交流促 進事業 農 政部 4，241
香川県 ［財 ］経 営 改善研 究奨励 事業 農林水 産部 （530）
香川県 ［財 ］先進技術研 修事業 農林水 産部 （419）
香川県
青 年農 業者 育成確 保推進事 業 ・新規 参入青年等技術研 修
農林水 産部 510事 業
福 岡県 農業大 学校生 等研 修事業費 農政部 （農 業技術 課） 635
県民 ・
生活 系
栃 木県 ［財］子 ど も総合科 学館運営費 県 民生活部 （707，850）
神奈 川 目青少年科 学活動推 進事業費 県 民部 14．307
愛媛 県 生 涯学習 講座 開設事 業費 （コミュニティカレッジ の開設） 生活 文化 総 室 30，444
教育系 北海 道 青少 年科学技術 振興費補助 金 教 育庁 1，0∝）
宮城県 教育研修 セ ンター情報処理生徒 実習費 教 育庁 2，495
宮城県 教育研修 セ ンター科 学巡 回指 導 教 育庁 1，672
秋 田県 ［財］斎 藤憲三顕 彰会研 究助成 （民 間団体 ） （財）斎藤 憲三顕 彰会 （15，661）
秋 田県 博 物館教 室 県 立博物館 536
山形県 高等学校 開放 講座 教 育庁 1，192




（社 ）発 明協会 の発 明展 の 開催 に対 す る補助
長期、 中期 高等研 修及 び地域技術 者研修　 合計30 コース
大 学の有 す る教 育 や研 究専 門性 を生 か した公 開講座
技術 者研 修 事業 を委託 す る （社 ）神奈川 県工業技術研修 セ ンター に対す る人件 費補助
高度機器 を利用 した先 端技術 開発 研修
「吉備 高原こドサイエンス館 」 におい て先端技術 の常設展示物 の毎 年の更新 と特 別展 の 開催 や科学教 室 の開催 等 を通 じ
て科 学技術 の普及啓発 を図 った。
農 民の創 意工夫 を凝 ら した作 品の展示会 開催
市 内小 中学生 の創 意 くふ うをこら した作 品 を募集 、展示 し、児 童 ・生徒 の創 意 くふ う心 や科学 心 の育成 を図 る。
広 く青少年 に 「創 意 と くふ う」 を呼 びかけ、 その意欲 を高揚 し、科学的創 造性 の育成 を図 る 目的 で、作 品 を募 集
し、展 覧会 を開催 し、優 秀作 晶 を表彰す る。
漁業就 業者及 び予防 に対 し漁 業 に関す る科 学的知識 ・技 能 を修得 させ るため漁 業研修 所 にお いて研修 を実施 す る
○漁 業生産技術研修 会、水 産先進 地技術 導入 、漁村青少年水 産教 室の開催等
漁村青少 年 を対象 に組織 的 な学 習及 び交流 活動等 を行 う。
一般管 理運営費 の 中で企 画、実施　 技術 向上の ための研修 を実施
・農 業 ・林 業 につ いての学習機会 の提供
蚕 業青年 、養蚕婦 人 グルー プ等 の資質向上 、育成強化 の ため、先 進的技術 の修得 と研 さんを図 る。
地元小 中学生 の視 察等
小 学5年生 向 け社 会科 副読本 「ちばの農 業」作成 ・配布
水産高等 学校 生徒 の栽培 漁業実習。
組織培養 の実習 （9回）
・試験研 究の紹介 、技術 相 談 ・試験研 究成果 の報告
試験研究機 関 を生涯 学習施 設 として位置 付 け、 開放 す る とともに研 究機 関の 日常 義務 、試験研 究の成 果 等 を紹介
し、畜産 業 に対 す る理解 を深 め させる。 （碇高原総 合牧場 のふ れあい牧場 の、 一般 管理費6，600千 円 を含 む）
小 学校 、中学校 及 び高校 の学生 を対象 に水 産業 の概 要 を紹介 す る。
アグ げ ラグ 運営 （展示 コート 、ロビ 技ー術展 示場 の運 営、ふ れあい展 示館 、展 示ハウスの運営 、技術 セントの 開放 ）
農村青少 年が 自 らの経 常 改善 を図 るため の個人 プロジェクト又 は集 団で農 業経 営 ・技術 の改 善 を図る ための共同プロジ
工クは 設け、調査研 究 を行 う。
先 進農家 ・試験研 究機 関等 において、先 進的 な技術 の修 得
新規 参入者及 びU ター ン就農 者 に対 す る技術研 修 の実施
農 業高校 生 を農 業大学校 に体 験入 学 させ 、先端 技術 の体験 学習 を行 う。
科 学及び科学技術 の普及教 育施 設 と して、 また、児童厚生施 設 と しての機能 を合 わせ持 つ子 ども総合科 学館 の管
理 運営 に要す る経 費。
青 少年が科学活動 を体験 す る機会 を組織 的 または自主的 に得 られる よう、計画 的 に科 学事業 を実施 し、 その整備
充実 を推進 す る。
0青 少年の 「創 意工夫 す る心」 を養 うため、創 意工夫教 育の意欲 の高揚 を図 り、本道総 合 の基礎 づ くりと青少年 の
健 全 な育成 に寄与 す るため 「北 海道発明工夫教 育連盟」 が 開催 す る作 品展 に対 し助成 す る。
・青少年科 学技術 振 興作 品展 ・全道展 ：1会場 ・地 方展 ：14会場
情報処理 の生徒 実 習
科学巡 回車のへ き地校 訪問指 導
・理科教 育振興 のため、小 ・中 ・高校 の グル ープ研究及 び教員 の個 人研 究 に対 し助成 。
・小 ・中学 生対 象 の 自然 に親 しむ活動
高等学校 の もつ教 育資源 を地域住 民 に開放 す る。 ・東根 工業 高校 （コ ンピュー ター技術 を利 用 したデザ イ ン他
） ・米沢 工業高校 （現代 の工業技術 に触 れる　 ・アル ミ合金 の鋳 造 ・N C 加 工 に よる形彫 ） ・置賜 農業高
校 （ワー プロ、パ ソコ ン教 室）
・鶴 岡工 業高校 （・IC 回路 を利 用 した工作 ・身近な新 素材づ くり）
中学校 ・高等学校 の生徒 を対 象 に人類 の生存 と福祉 に貢献 し得 る科学技術 の在 り方 や 自然科 学 の個別 の テーマ に
基 づ く研 尭論文 を募 集 し、科 学技術 の進展 に関す る生徒 の意識 と関心及 び科 学す る心 の 育成 を図 り明 日の社会 の
発展 を担 う優 れた人材 の育成 に努 める。
表彰 ：最優 秀賞 （中学 ・高校 の個 人 、共同各 l点 ）4点、優秀賞 （中学 ・高校 の個人 、共 同各2点）8点 、H 4応募状
況 ：中学校 （個 ・共）52点 、高校 （個 ・共） 132点
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科学技術教育（間18）
部局 名 都 道府県
名
事項 （事業名） 所 管部 局 4 年度支
出額（千 円）
群 馬県 少年科 学館事 業 教 育委月 会 116，039
埼 玉県 科学教 育振興展 覧会費補 助 教 育局 280
千葉県 高等学校 開放 講座 の科 学技術教 育充実分
教 育庁生 涯学 習部社会
教育課 4，950
千 葉県 専修学校 開放講座 の科 学技術 教育充実分
教 育庁生 涯学習 部社会
教 育課 3，6（氾
東京都 工業技術 教育 セ ンター の設置 教育庁 223，386
神 奈川 目試験研 究機 関公 開講座 の開設 教 育委員会 3，鵬0
新 潟県 市町村 基盤整備 事業　 青少 年科学活動促進 事業 教 育庁 生涯学 習推進 課 552
山梨県 児童 ・青少年科 学館 整備 推 進費 教 育委員会 5，584
三重 県 スターウりナング 教 育委 員会 174
三重 県 ウインターチャレンジ 教 育委員 会 256
三重県 少 年少女 アウ＝’ア教室 教育委 員会 749
三重 県 科 学技術教 育棟 運営事 業 教育委員 会 27，637
大 阪府 科 学教 育センター研 究調査費 教育委員会 3，151
大 阪府 大 阪府 学生科 学賞 教 育委員会 130
大阪府 科学技術 資料 等整備 推進費 教 育委員会 40，301
兵庫県 高等学校 教育推 進費 教 育委員会 2，971
兵庫 県 教育指 導費 教 育委員会 114，（X氾
兵庫県 教職員研修 推進費 教 育委 員会 5，358
鳥取県 鳥取県科 学技術研 究優秀賞表 彰 教 育委員会 48
徳 島県 地域少 年少女サー 川活動促 進事 業 「夏休み科学体験 教室」 教 育委 員会 6，5（氾
香 川県 天体観 測サー 川 教 育委 員会生涯 学習課 1，248




子供 たちの 「科 学 す る心」 を育 てるための科学展示 と科学実験 、子供 た ちの夢 と希望 を育む プラネ タ リウ ムを柱
と して特 に体 験的 な学習 を重視 し運営 して いる。
補助 事業 ：1件　 （・地区展　 小 ・中学校 ：9会場　 高等学校 ：4会場 ・中央展 ：1会場 ）
土気 高等学校 ・パ ソコ ンソフ ト 「一太 郎」 に よるワープ ロ技術 の修得　 鶴舞 商業高等 学校 ・ワー プロ技術 の
修得　 銚 子高 等学校 ・パ ソ コンソフ トに よる利用技術 の修得
千葉 商業高等 学校 ・ワー プ ロによる通信 文書の作成　 千葉工業 高等学校 ・パ ソコ ンの機能及 びコ ンピュー タ
プ ログラムの仕 組み を理 解す る　 ・簡単 な ワープ ロ及 びBA SIC プログ ラ ミングが 出来 るよ うにす る　 ・コンビュ
一 夕の様 々 な利 用 につい て知 る
成 田園芸高等 学校 ・生 活 と園芸 の基礎 学習、パ ソコン組織培 養　 下総 高等学校 ・パ ソコ ンの扱 い方　 小 見川
高 等学校 ・パ ソコ ンの機 能 ・仕組 み を理解 し、 コン ピュータプ ログラムの一 つであ るB A SIC プログ ラムの基礎
を学 習す る
多古 高等学校 ・パ ソ コンに よる ワー プロ技術 の修得 ・簡易言語 による計算処 理技術 の修得　 旭農 業高 等学校
・楽 しい家庭 園芸 と コンピュー タの基礎　 山武農業高等 学校 ・コンピュー タ入 門
茂原工 業高等学校 ・パ ソコ ンの機 能 と応用 につ いて、基礎 的操作 内容 とワー プロ、 表計算 につ いて基礎 的事 項
を修得 す る ・O S に関す る基礎 的知 識 と、 その応 用 について学習 し、パ ソコ ン管 理 と、文書 ・表計算 の実務 を
修 得す る
一宮商業 高等学枚 ・日本語 ワー ドプ ロセ ッサを利 用 した簡単 な文書作成 の技術修得　 館 山高等 学校 ・文書 を
作 成す るための ワー プロの基本 的 な技術 ・操作 を修得 す る　 安房農 業高 等学・校 ・パ ソ コンを使 ったワー プロや
表計算 の基礎 技術 を修得 す る
君津商業 高等学校 ・ワープ ロ技術 の修得　 東金女 子高等学校 ・ワー プロの基礎知 識 か ら、活用編 と して通信
文 ・表作成及 び表計算 等 を行 い、 さらに応用欄 と して年賀状 ・線 画の高度技術 の学 習
市 立習志野 高等学校 ・科学 の実験、語学 の習得及 び情 報活 用能力 の育成 を図 る、 ワー プロ入 門、 パ ソ コン入 門
市 立銚子高等 学校 ・パ ソ コン技術 の修得
千葉情報経理 専門学校 ・短期 間 におけ るコン ピュー タ及 びワープ ロ技術 の修得　 東京 国際 専門学校 ・初級情
報 処理講座 （コ ンピュー タ利用 方法）　 国際理工専 門学校 ・パ ソコンの初 歩技術 の修得
千葉 スクール ・オブ ・ビジネス　 ・身近 なパ ソコ ンの使 い方　 船橋情 報 ビジ ネス専 門学校 ・パ ソ コン ・ア プリ
ケー シ ヨソ フ ト利 用法 の紹介　 明生 情報処理専 門学校 ・ワー プロ技術 の修得
都 立学校 生徒 の実習指 導及 び公立 学校 の教職員 の研 修 等
高度最先端 の知 識 ・技術 を有す る試験研 究機 関 （民 間）の機 能 を活用 し、専 門的 ・系統 的 な講座 を開催 す る。
市 町村が行 う生涯学 習の推進 を 目的 とす る事 業 の うち、小 ・中学生 を対 象 と した科学 に関す る教 室 （1教 室 10名
程 度 で、年20時 間以 上、3教 室以 上開催 す るこ と。） を行 い、 さ らにその成果 発表 と して青少 年科学 フェステ ィ
バル を開催 す る。
とい う上記 の条 件 を満 たす事業 に対 して、その経費 の3分 の1を県が負担 す る もの。補助金 額 は、最低 10万円 か ら
最高30万 円の範囲。
時代 の変化 に対 応 した科 学学 習、郷 土学 習の場 としての科 学館 を整備 す るため、基本構想 を策 定 した。
天体観測 、天体 に関す る基礎 的学習 （小学4年以上 ～一般 ）
野外活動 を通 じた 自然体 験学 習2泊3 日 （小 学4年以 上～高校 生）
野外 活動 や創作 文化活 動 に参加 し、 自然 の理解 と集 団宿 泊体 験 をす る。2泊3 日 （小 学校5 ・6年 、中学校 1・2年 ）
・科学技術教 育 に関す る専 門的な事項 の調査 ・理科 及 び技術 家庭科 担 当教員対 象 の研修 ・科 学技術研 修 講座
（43講座 ）
科学教 育の振興 を図 るため、理 科教育 その他 の学校教 育 に関す る専 門的事項 の調査研 究 と教 育関係 職 員の研 修 を
行 う。
大 阪府 内の小 学校 、 中学校 、高等学校 、養護教育 諸学校 の児 童 ・生徒 の科学研 究 を奨励 す るた め、科 学研 究作 品
の募集 を行 い、 これ を公 開展示 す る とともに優 秀作 晶 を表彰す る。
商工 業者 及 び技術研 究者 のため、特許庁 か ら寄贈並 び に保 管委託 を受 ける内外 特許明細 書、公 開公報 及 び国立 国
会 図書館 か ら貸付 られる科学技術 資料等 を整備 し、公 開 を行 う。
こド げ イアに関す る教 育の推 進
教 育用コンピュー タの整備
情報教 育、学校 コンビブタ教 育 に関す る教員 の研 修
児童生徒 を対 象 と して、科学技術研 究 を募 集 し優秀 な作 品 につ いて表 彰す る。
・科 学 につ いての知識 ・技術 を広 め、少 年の科学 す る心 を育む活動 を総合的 に推進す る。 ・昆虫 ・天 文 ・植物 ・動
物 のコース別 グルー ブ学習 を行 う。 （2泊3 日） ・小学校5 ・6年生、 中学校 1年生 を参加対 象 とす る。
宇 宙への興味 ・関心 を高 め させ るため、天体観 測 の基礎 的 な技術 （望 遠鏡操作 ・天体写真 撮影 ） を研 修 す る。小 学
校3年～中学校 3年生 を対 象 と し、4 回実 施 した。参加 者 は延べ 183名 。
天体 に親 しんで もらうため、大 型の望遠鏡 での天体観 望 を中心 と した天体観 測 を行 う。 県内在住 者 を対 象 に3回
計 画 し、天候 の都 合 で1回実施 した。参加 者 は88名。
－325－
科学技術教育（間18）
部 局名 都道府 民
名
事 項 （事業名 ） 所 管部局 4 年度支
出額（千円）
香川県 天体 観測 実技講習会 教育 委員会 生涯学習 課 56
香 川県 理科 系クラブ合同研修 会 教 育委月余 生涯学習 課 34
福 岡県 地域少年少 女サー 川活 動事業 （科 学活動げ 研一仲事 業） 教育庁 （社 会教育課 ） 1，2（泊
福 岡県 青 少年科 学館 運 営費 教育庁 （社 会教 育課 ） 446，749
長崎県 県 立高等 学校 開放成 人大学 講座 教育庁 生涯 学習課 7，800
宮崎 県 地域少年 少女サー 川活動促 進事 業 教育 委員会 1，578
鹿児 島 目訪 ね よう科学 の世界 教育 委貞会 1，576
鹿児 島 目自然 のつ なが りリサーチ事業 教 育委員会 5，255
鹿 児 島児 国際宇 宙年 図書館 フェア 教育 委員会 2，975
鹿 児 島県 奄美スペ スーアドベ ンチャー 教育 委員会 6，133
鹿 児 島 目パソコン入門講座 教 育委貞会 50
鹿児 島県 や さ しいピブオ教 室 教 育委員会 50
鹿児 島塚 生 涯学習県 民大学 教 育委員会 6，323
沖縄 県 沖縄 青少 年科 学展 教 育委員会
仙 台市 科 学教室 （パ ソコ ン教 室、楽 しいみ んなの実験 室） 教 育局 116
横 浜市 民 間研 究機 関公 開講座 教 育委員会 4，005
川 崎市 成 人学校 市民大学 講座 教育 委員会 社会教 育部 815
京都 市 セ ンター学習
教 育委月会 事務局 （青
少年 科学 セ ンター） 47，4胼
京都市 市 民科学事 業
教 育委員会 事務 局 （青
少年科 学 セ ンター） 33，601
神戸市 公 開講座 「主婦 の ための プログラ ミング入 門」 教育 委月会 176
北九州 児童 文化 施設整 備 教育委員 会 12，898
北九州 児童 文化 科学館 プラネ タリウム更新 教育委 員会 293，471
北九州 児童 文化 科学館 特別展 教育委 員会 4，430
北九州 児童 文化 施設管 理運営 教育委 員会 47，169
北九州 児童 文化 施 設各 種事業 教 育委月 会 1，922
福 岡市 科学技術 週 間関係 事業 少年科 学文化会館 93
企画 ・
総務系
岩手県 （参考 ）教 師 を対 象 と した科 学技術 フ ォー ラム 企画調整 部 0
山形県 ［財］ 学遊大学 講座 一近 未来学講座 －
総 務部 （（財）山形県生
涯学習人材 育成機構 ） （14，170）
埼玉県 科学技術 推進校 モ デル事 業 企 画財 政部 1，186
埼玉県
県試験研 究機 関の 「科学技術 週 間」及 び 「県民の 日」公 開
事業 企 画財 政部 679
長野県
［財］科 学教室 （・ス ター ウオッチ ング ・せせ らぎサ イ
総務 部 （（財）長野県科
（741）
エ ンス）　 科学 映画会 （科 学映画 ・ビデ オを見 る会）　 科
学講座 （くら しの科学講座 ） 学振興会 ）





天 体 に親 しみ 、 天 体 観 測 を 身 近 な もの に して も ら うた め 、小 型 望 遠 鏡 の操 作 実 習 を 中心 に天 体 観 測 を 実 施 す る 。
小 学 生 とそ の保 護 者 を対 象 に2回 実 施 した。 延 べ 144名 が 参 加 した 。
高 校 の 理 科 系 門 ブ 月 とO B を対 象 に天 体 観 測 や そ の他 の 自然 観 寮 の研 修 を合 同 で行 っ た。 30名 が 参 加 した。
気 象 サー 川 、天 体 サー 川 等 を県 下4地 区 で実 施 。 気 象 ・天 体 の観 察 を通 して地 球 環 境 ・宇 宙 の神 秘 を さ ぐ り、 天 文 及 び
科 学 へ の 関心 を高 め る。
青 少 年科 学 館 の 運 営
高 等 学校 の もつ 教 育 的 ・文 化 的 機 能 を広 く地 域 社 会 に 開放 し、 県 民 の 生 涯 に わ た る学 習 要 求 に応 え る と と もに学
習 活 動 の 普 及 振 興 を 図 り、生 涯 学 習 の推 進 を 図 る。 （全 体 33校 34講座 の う ち、 関係 講 座 26校 26講 座 ）
① 主 な講 座 ：（1）パ ソコン講座 、 （2）情 報 処 理 （ワイ ロ） 講 座　 ② 講 座 内 容 ：（1）パ ソコン （ワイ ロ） 基礎 知 識 、 （2）パ ソコン （ワー
プ ロ） 基 本 操 作 、 等
地 域 の 青 少 年 活 動 の総 合 的 な振 興 を 図 る こ とを 目的 と して 、 青 少 年 が 休 業 日等 に学 校 ・社 会 教 育 施 設 及 び屋 外 等
の 多 様 な場 所 で 、 科 学 ・文 化 ・芸 術 等 の分 野 に お い て地 域 の社 会 人 等 の 指 導 や協 力 の 下 に活 動 を行 っ て い る。
サイエンスファミリー の育 成 ・楽 しい実 験 、 博 物 館 科 学 教 室 、 博 物 館 映 画 会 、 天 体 観 測 会
・路 傍 300種 探 索 会 （年 3回 ） ・郷 土 の 生 態 系 調 査 会 （毎 月 ）
・期 日等 ：平 成 4年 5月 1日～ 31日　 ・対 象 ：県 民 一般 ・内容 ：宇 宙 に関 す る 図 書 資 料 の 収 集 、 同展 示 会 の 開 催
及 び 同 目録 の発 行
・期 日等 ：年4 回 （1日2回 、 1泊 1日2回 ） ・対 象 ：4 、・中 ・高 校 生 ・一 般 ・内容 ：講 話 、 宇 宙 探検 隊 と の交 流 会
、 星 座 観 測 会 、 映 画 観 賞
・期 日等 ：年 5回 （2 日間 ） ・対 象 ：県 民 一 般 （16才 以 上 ） ・内 容 ：パ ソコンの起 動 と基本 操 作 、 簡 単 なグ ラフイアタ
機 能 イ ログ ラムの 作 成 、 等
・期 日等 ：年2回 （2 日間 ） ・対 象 ：県 民 一般 （16才 以 上 ） ・内 容 ：ピ ブ オカメラに よ る撮 影 法 、 簡 易 編 集 、 作 品
制作
県 立 の 学 校 や教 育 機 関 等 に 「生 涯 学 習 県 民 大 学 講 座 」 を 開 設 し、全 県 的 に学 習 機 会 を提 供 して 、 県 民 の 生 きが い
に資 す る と も もに 「心 の 豊 か さ と学 ぶ 意 欲 に あ ふ れ る生 産 学 習 社 会 の 実 現 」 を め ざす 。
・開 講 講 座 数 ：60講 座 、 う ち科 学 技 術 教 育 に 関 す る講 座 数 ：22講 座 ・主 な 講 座 内容 ：ワイ ロ、 パ ソコン、 ピ ブ オ作
晶 制作 を す る。 ・22講 座 の総 時 間数 ：655時 間　 ・22講座 の 総 参 加 者 ：740人
沖縄 電 力 との 共 催 で 、小 中 高生 を対 象 にす る総 合 科 学 展 （民 間 負 担 ）
・パ ソ コ ン言 語 の学 習 、 パ ソ コ ン言 語 に よ る ロボ ッ ト操 作 等 に よ りパ ソ コ ン に関 す る理 解 を深 め る。　 ・化 学 に
テ ー マ を あ て 、 身 近 な実 験 を と お して 、科 学 知 識 の 普 及 を はか る。
市 内 の 民 間研 究 所 の協 力 を得 て、 最 先 端 技術 を 中 心 と した公 開 講 座 を 開設 す る こ と に よ り、 技 術 系 勤 労 者 等 の 学
習 者層 を掘 り起 こ し、 市 民 の 学 習 の場 の 充 実 を 図 る。
ワー プ ロ操 作 、 エ ネ ル ギ ー 問題 、 先 端 技 術 の展 開 と川 崎 。
児 童 ・生 徒 を対 象 に、 実 験 室 ・展 示 場 ・プ ラ ネ タ リウ ム 等 を利 用 した学 習 指 導 を行 う。
展 示 場 、 プ ラ ネ タ リ ウ ム 、屋 外 囲等 を広 く市 民 に公 開 （有 料 ） し、生 涯 学 習 の 実 践 の 場 と して提 供 す る ほ か 、科
学 に 関 す る講 演 会 や 講 座 等 を実 施 して い る。
コ ン ピ ュー タの 経 験 の な い 主婦 を対 象 と した パ ソ コ ンの 実 用 講 座 。
児 童 文 化 科 学 館 等 の 補 修 経 費 。
同 館 プ ラ ネ タ リ ウ ム の更 新 。
同 館 にお い て、 「ふ し ぎ、 お も しろ科 学 展 」 を 開催 。
児 童 文化 科 学 館 等 に お け る、 管 理 運 営 経 費 。
児 童 文化 科 学 館 等 に お け る、 主 催 事 業 等 経 費 。
・科 学 映 画 会 ・天 文 写 真 展
教 育 委 員 会 との 共 済 に よ る実 施　 平 成 5年 11月 実 施　 対 象 は県 内 中 学 校 、 高校 の教 師 （参 加 教 師 106名 ）　 講演 、
パ ネル デ ィス カ ッ シ ョン
生 涯 学 習 セ ン ター に お い て必 要 課題 を テ ー マ に体 系 的 先 導 的 な 講座 を 開催 し県 民 の 学 習 需 要 に応 え る。
県 内 の小 ・中学 校 か ら科 学 技 術 推 進校 を指 定 し、 科 学 技術 教 育 ・普 及 啓 発 等 の モ デ ル 事 業 を行 な う。
「科 学 技 術 週 間 」 及 び 「県 民 の 日 （11月 14 日） 」 にお け る試 験 研 究 機 関 等 の 公 開 を推 進 す る と と も に、 公 開 講座
を 開催 す る。
・星 空 の 観 察 会 （ス ター ウ オ ッチ ング） ・水 辺 の観 察 会 （せ せ ら ぎ ウ オ ッチ ン グ） ・自然 科 学 に 関係 の あ る
映 画 、 ビデ オの 上 映 会 ・自然 科 学 に 関係 の あ る 身 近 な テ ー マ で 、 老 人 等 を対 象 に専 門 の 講 師 に よ る講 演 会





事項 （事業名） 所管部局 4 年度支
出額（千円）
商工系 北海道 技術者研修事業費 商工労働観光部 7，232
北海道 食品産業振興対策事業費補助金 商工労働観光部 7，糾1
北海道 技術指導事務費 商工労働観光部 9，685
北海道 ソフ トウエア産業育成推進事業費補助金 商工労働観光部 2，190
北海道 システムハウス産業育成推進事業費補助金 商工労働観光部 10，（X氾
北海道 北海道ソフ トウエア技術 開発機構出資金 商工労働観光部 0
北海道 北海道高度情報技術センター出資金 商工労働観光部 0
北海道 養成、天職職業訓練実習費 商工労働観光部 137，853
北海道 事業内職業訓練運営費補助金 商工労働観光部 238，291
北海道 成人職業訓練費 商工労働観光部 24，517
青森県
県立職業能力開発枝 （県内6校）及び雇用促進事業
団立校 （県内1校） 商工労働部 1．056，121
岩手県 技術者研修事業 商工労働部 4，692
岩手県 先端技術開発推進人材育成事業 商工労働部 10，∝X）
岩手県 技術パイオニア養成事業 商工労働部 5，061
宮城県 研修事業 商工労働部 5，鰍
秋田県 技術者研修事業 商工労働部 1，839
山形県 技術者研修事業 商工労働 開発部 17，326
山形県 技術パイオニア養成事業 商工労働 開発部 13，528
山形県 職業訓練費 商工労働 開発部 353，450
福島県 福 島県ハイテクプラザ中小企業技術者研修事業 商工労働部 4，870
福島県
［財 ］先端技術者研修事業　 技術者セミナ 　ー 高度
技術研修事業　 工業技術研究会助成事業　 中小企業 （財）福 島県工業技術振興
（13，185）技術者派遣研修助成事業 財団
茨城県 民間企業等訓練事業 商工労働部 333，013
茨城県 向上訓練事業 商工労働部 55，731
茨城県 茨城テクノ大学校講座 商工労働部 44，553
栃木県 技術者研修事業 商工労働観光部 1，839
栃木県 移動研修室 商工労働観光部 396
栃木県 研修生 ・研究員受入 れ事業 商工労働観光部 672
栃木県 工業技術基礎講座 商工労働観光部 76
群馬県 中4、企業技術者研修 商工労働部 19，273
埼玉県 中4、企業研究者養成事業 商工部 39，434
埼玉県 FA化技術研修事業 商工部 2，792
埼玉県 中小企業技術者研修事業 商工部 1，605
千葉県 公共職業訓練事業 商工労働部 2，885
千葉県 事業内職業訓練事業 商工労働部 72，125
千葉県 テクノピラミッ ド管理、建設事業 商工労働部 183，041
千葉県 技能検定事業 商工労働部 72，700
千葉県 生涯職業能力開発事業 商工労働部 211，879
千葉県 職業訓練校管理費 商工労働部 1，597，179
千葉県 職業訓練校施設整備事業 商工労働 部 404，412
千葉県 技術パイオニア養成事業 商工労働部 14，824
東京都 中小企業技術者養成事業 商工計画部計画課 33，846
神奈川県 職業能力 開発事業 （複数の事業名の総称） 労働部 2，431，383
神奈川県 中小企業技術者研修事業費 商工部 43，757
神奈川県 工業系大学長期公開講座開設事業費 商工部 4，285
神奈川県 工業技術研修センター補助金 商工部 44，839














（県立分）　 労働者の職業に必要な技能や知識を習得 させるとともに、その職業 ・能力 を開発 し、向上 させるこ
とにより社会的 ・経済的地位の向上を図ることを目的 とし、新規学校卒業者等 を対象 とする普通職業訓練の普通
課程 をは じめ、







・中小企業技術者 を対象 に、業種別の基礎知識 ・応用技術 についての研修
・先端技術 に関する中小企業の技術者を対象 とした研修 を行 う。
・県立高等技術専門校及び民間訓練施設における学卒者、企業在職者、離職者等を対象 として実施する職業能力
開発
中小企業者又 はその従業員 を対象に研修 を実施する。




・技術 に関する専門知識、基礎理論等 に関す る研修
・中小企業の要望 に応 じた研修 カリキュラムを設定 し、講師を企業 に直接派遣 しての研修
・中小企業の従業員 を工業試験研究機関に技術研修生 ・研究員 として受入れての研修
・機械金属 ・窯業の中小企業者を対象 とした工業技術 の基礎講座
・地場産業振興高等技術者研修　 新技術研修　 5課程 ・ORT研修、先端技術研修　 7課程 ・繊維製品製造技術
研修　 2課程
工業試験場が県内の中小企業の研究者及 び技術者 を研修生 として受け入れ、担 当職員 と共同研究を行 うことによ
り、高度な技術 を有する研究者を養成する。
中小企業の工場の自動化 （FA化）に必要な技術者を養成する。
中小企業者及 びその従業員 に対 し、技術 に関する基礎理論、応用知識及び関連事項等を実際に即 して研修を行 う
CI県立高等技術専門校の生徒募集、体育大会、作品展実施
認定職業訓練校等団体補助





企業の技術者を公設試験場 に受け入れ、研修 を行 う。また、先端技術 に関す る研修 （講義） も行 っている。
中小企業者の技術的能力の向上を図るため基礎技術、応用技術等の研修会等 を開催す る。









事項 （事業名） 所管部局 4 年度支
出額（千円）
新潟県 先端技術者養成大学事業 商工労働部 22，328
福井県 受託生訓練 商工労働部 128
福井県 向上訓練 商工労働部 621
福井県 生涯能力 開発給付金等 商工労働部 61，673
福井県 技術者研修事業 商工労働部 6207




長野県 工業技術大学校講座運営事業 商工部 39，818
長野県 向上訓練事業 社会部 7，145
長野県 技術高度化講習会開催事業 商工部 317
岐阜県 技術パイオニア養成事業 商工労働部 7，671
岐阜県 中小企業技術者研修事業 商工労働部 0
岐阜県 先端技術大学講座開催事業 商工労働部 1，300
岐阜県 生涯能力開発対策費 商工労働部 129，442
岐阜県 事業内職業訓練費 商工労働部 35，444
静岡県 中小企業技術者研修事業費 商工労働部 12，057
静岡県 技術者育成研修事業費 商工労働部 6，386
静岡県 新規学卒者訓練事業費 商工労働部 38，677
愛知県 中小企業先進技術人材養成事業費補助金 商工部 2，（氾0
愛知県 技術者研修 商工部 4，410
愛知県 産業デザ イン開発指導事業 商工部 2，558
愛知県 中核技術者育成推進事業 商工部 7，114
愛知県 中小企業先端技術適応化推進事業 商工部 3，442
愛知県 繊維大学講座 商工部 4，139
三重県 中小企業技術者研修事業 商工労働部 1，455
三重県 先端技術研修事業 商工労働部 1，661
三重県 鋳造技術員養成講座 商工労働部 507




滋賀県 中小企業経営技術等研修 商工労働部 9，926
滋賀県 向上訓練 商工労働部 6，937
京都府 中小企業技術者研修 商工部 3，360
京都府 生産環墳整備費 商工部 1，115
京都府 技術者養成講習費 商工部 795
京都府 先端技術セミト 中小企業総合セント 950
京都府 ハイ〃実践化研修 中小企業総合センター 909
京都府 中小企業技術者研修 中小企業総合セント 9，624
大阪府 技術パイオニア養成事業 商工部 14，480
大阪府 中小企業技術者研修 商工部 61，230
大阪府 生涯能力開発給付金 労働部 1，570，198
大阪府 認定訓練派遣等給付金 労働部 76，687
大阪府 中小企業人材育成事業助成金 労働部 34，562
大阪府 中4、企業団体能力開発推進事業助成金 労働部 15，154
大阪府 認定職業訓練運営費補助金 労働部 119，902
大阪府 高等職業技術専門校運営費 労働部 1，292，151















・ORT （試験研究機関が行 う研究開発 に中小企業の技術者を参加 させる）
・中小企業の技術者に対す る研修
・雇用する労働者 に職業能力開発に実施 した事業主に給付金を支給する。
・認定職業訓練校 に対 し、補助金を支給する。事業内の職業訓練 を推進する。
各分野における基礎理論 と応用知識等の講議等。
先端技術 に関する研修及びORT研修 を行 う。







国補事業 （国1／2、県1β）。短期技術者研修 （36h）2課程、新技術技術者研修 （12h）1課程
県単事業。36hコース：1課程、12hコース：2課程
県単事業。座学70時間、実習50時間










長期・中期 ・短期、地場産業振興、高等 ・新技術 ・コンピュータ研修等、各種コースを設け研修を実施。
企業内における労働者の職業能力 開発体制の一層の充実を図るため、雇用労働者に対 して教育訓練を実施する事
業主に給付金 を支給する。 （平成4年度2，178事業所）
労働者の職業能力開発向上 を促進 し、その地位向上を図るため、雇用労働者に認定職業訓練を受講 させる中小企
業主に対 して給付金 を支給す る。 （平成4年度637事業所）
中小企業における事業高度化 に対応 した人材育成 を促進す るため、構成事業主の雇用す る労働者を対象 として人
材育成のための事業を行 う中小企業団体 に助成金 を支給する。 （平成4年度6団体）
構成事業主の雇用する労働者 にかかる職業能力開発の推進 を目的 とした能力開発推進事業を行 う中小企業団体に
助成金を支給する。 （平成4年度5団体）
中小企業事業主 ・団体等が行 う認定職業訓練 にかかる運営費等を補助する。 （平成4年度39事業主等）






事項 （事業名） 所管部局 4 年度支
出額（千円）
兵庫県 産業ブゼイン振興事業費 商工部 684
兵庫県 工業技術センター維持運営及び試験研究費 商工部 250
奈良県 中4、企業技術者研修事業 商工労働部 1，733
奈良県 戦略的地域技術形成事業 商工労働部 30，122
奈良県 製靴産業技術研修事業 商工労働部 1，2（カ
奈良県 スポ ツー用品技術等研修事業 商工労働部 1，5（氾
和歌山県 技術育成事業 商工労働部産地振興課 3，716
和歌山県 ブゼイン開発力強化事業 商工労働部産地振興課 9，656
和歌山県 事業内職業訓練 商工労働部職業能力開発課 15，5糾
和歌山県 生涯職業訓練助成 商工労働部職業能力開発課 82，277
和歌山県 婦人等就業援助セント運営 商工労働部職業能力開発課 18，655
和歌山県 中小企業事業転換能力開発助成 商工労働部職業能力開発課 575
和歌山県 中小企業団体能力開発推進 商工労働部職業能力開発課 5，375
和歌 山県 プログラマー養成 商工労働部職業能力開発課 10，884
和歌山県 施設外訓練 商工労働部職業能力開発課 10，454
和歌山県 和歌山高等技術専門校 運営 商工労働部職業能力開発課 47，308
和歌山県 田辺高等技術専門校運営 商工労働部職業能力開発課 13，756
和歌山県 新宮高等技術専門校運営 商工労働部職業能力開発課 10，765
和歌山県 構造転換能力開発 商工労働部職業能力開発課 2，470
鳥取県 向上訓練 商工労働部 454
島根県 高度技術エキスパ トー養成事業 商工労働部企業振興課 7200
岡山県 先端技術研修事業 商工部 3，7（泊
岡山県 陶磁器技術者研修 商工部 2，1∝）
岡山県 中小企業技術者研修 商工部 3，744
岡山県 マイクロコンビブタ研修 商工部 5，373
岡山県 NC、M C研修 商工部 360
広島県 情報関連人材養成事業 商工労働部 2，348
広島県 職業訓練費 商工労働部 2，941，024
広島県 技術パイオニア養成事業 商工労働部 21，805
山口県 技術パイオニア養成事業 商工労働部 10，371
山口県 向上訓練実施事業 商工労働部 29，755
徳島県 県立職業能力開発校職業訓練事業 商工労働部 54，599
徳島県 生涯職業能力開発奨励事業 商工労働部 72，238
徳島県 事業主職業訓練強化対策事業 商工労働部 22，858
徳島県 研究者養成事業 商工労働部 40，∝氾
香川県 技術者養成事業 商工労働部企業振興課 298
高知県 職業訓練費 商工労働部 （労働訓練課） 842，454
福岡県 中小企業技術者研修事業 商工部技術振興課 16，581
福岡県 技術パイオニア養成事業 商工部技術振興課 9，087
佐賀県 中小企業技術者研修事業 商工労働部 2，256
佐賀県 先端重要技術研究開発事業 商工労働部 56，513






C AD 技術、CAE技術、生産 自動化技術研修
近畿5府県の共同の技術開発及び研修事業
（指導普及費に含 まれる）技術研修を通 じて、県内技術者 に最近技術の普及 を図っている。
漆器業界のブグインカ強化 を目的として、研修を行 う。
中小企業事業主が共同 してその雇用者 に対 して行 う認定訓練 に対 して助成 し、事業内訓練 を推進する。
雇用する労働者 に対 し職業訓練 を受けさせた事業主、労働者 に対 し有給教育訓練休暇を与 える事業主 に対 し職業
訓練費用及び賃金の一部を助成 または労働者に対 して認定職業訓練 を受 けさせた中小企業事業主 に対 し、貸金等
の一部 を助成す ることにより、
労働者の職業能力の開発向上を図る。
就業希望の主婦、母子家庭の母等 に対 し、就業相談及 び技術講習を行い婦人の能力 を更に活用できるようその就
業援助 を図るとともに、求人開拓 と就業需給の円滑 な調整 を行 う。
事業転換又 は事業多角化 に伴 い必要 となる能力 開発 を計画的に行 う中小企業事業主 に対 し助成 を行い、労働者の
計画的な能力開発 を促進 し、 もって中小企業事業主が行 う事業転換又は事業多角化の円滑な促進を図る。
中4、企業が経営環境の変化 に対応 した労働者の職業能力開発の推進に共同で取 り組むことを推進す るため、その
構成員たる事業主の雇用する労働者 に係 る職業能力開発推進事業を行 う中小企業団体 に対 して助成 を行 う。
情報処理技術者養成のため、在職労働者に、パソコン操作やプけ ラム作成技術 を習得 させ る認定職業訓練 を行 う中小
企業事業団体等に対 して助成する。





産業構造の転換 ・就業構造の変化に対応 して、特定不況業種在 ・離職者、特定雇用 開発促進地域離職者及び高年齢
者等の雇用保険受給資格者 に対 し委託訓練 を中心 とした職業転換訓練を実施 し、失業の予防 と離職者の再就職 を
促進 し、雇用の安定を図る。
企業企業内の従業員を対象 にワイ ロ、パソコン等のOA 機器の向上訓練 を実施する。
・FAネットワーク技術 ：15名 ・ブラガマ複合加工技術 ：15名　 県内中小企業の技術力向上を図るため、工業技術セント





中小企業者を対象 としたNC 、M C研修
県内中小企業の情報関連人材の養成を行 うため、研修を実施する
職業能力開発の総経費 （費 目の項を計上）
中長期的なプログラムによる技術研修を通 じ、創造的研究開発 を自ら行い得 る中小企業技術者の養成 を図るため、
ORT研修、先端技術研修等を実施す る。




能力開発給付金等 を事業主に支給す ることにより、労働省の職業能力 を開発する。
法定の職業訓練 を実施する事業主に対 し、その運営費及び施設、設備整備費に助成 を実施する。
企業の研究担当者の人材養成
・研修生受入研修 ：県内企業の技術者を研修生 として受入 れ、専門技術 を修得 して もらう。 ・試験研究機器取
扱研修 ：施設にある高度な試験機器 について取扱い研修 を行い、県内企業 に利用 してもらう。
公共及び民間の職業能力開発を推進 し、技能労働者の育成 を図る。
・中小企業技術者 を対象 に21コースを外部機関に委託 して実施
・工業技術セントの研究テーマに企業の研究者を参加 させ、研究開発力 を養成する。







事項 （事業名） 所管部局 4 年度支
出額（千円）
長崎県 認定訓練助成事業費補助金 48，178
長崎県 生涯能力 開発給付金 119，510
熊本県 熊本テ〃大学 商工観光労働部 36，249
熊本県 電応研研修生制度 商工観光労働部 11，880
熊本県 企業人材育成事業 商工観光労働部 6，140
大分県 中小企業技術者研修事業 商工労働観光部 1，992
大分県 地域研究者養成事業 商工労働観光部 41，（X氾
宮崎県 技術イノベ ター養成事業 商工労働部 9，568
鹿児島県 生涯能力開発事業 商工労働部 103，335
仙台市 （財）宮城県高度技術振興財団の運営支援 教育局 0
横浜市 技術指導事業 経済局産業振興部 21，腑
横浜市 デザイン関連企業育成事業 1，861
横浜市 中小企業設計技術支援事業 1，863
川崎市 中小工業パソコン技術講習会 経済局産業部工業課 704
名古屋市 中小企業技術者研修事業 経済局 25，337
京都市 中小企業染織技術者研修 経済局 （染織試験場） 6，510
京都市 伝統産業技術後継者育成 経済局 （染織試験場） 3，648
京都市 中小企業技術者研修 経済局 （工業試験場） 5，935
京都市 伝統産業技術後継者育成 経済局 （工業試験場） 6，478
大阪市 中小企業技術者研修 経済局 779
大阪市 めっき技術短期講習会 経済局 230
神戸市 機械製図技術基礎講座 経済局 330
神戸市 毒劇物取扱者養成講座 経済局 540
神戸市 技術セ ミナーの開催 経済局 2，039
神戸市 ソフ トウェア研修 経済局 4，㈱
広島市 講習会、研修会、研究会等 経済局 2，368
福岡市 生産管理実践講座 経済振興局中小企業部 2，401
福岡市 研修事業及び補助金 経済振興局中小企業部 6，704
農林
水産系
北海道 林産試験場成果発表会 林務部 0
北海道 大規模木質構造懇談会 （主催 ：民間団体、道協力） 林務部 0
北海道 技術開発研究費補助事業成果普及講習会 林務部 18
北海道 エゾ ・トド （マツ）材の高度利用懇談会 林務部 0
北海道




（主催 ：民間団体、道協力） 林務部 0
北海道 林産試験場技術研修 林務部 24
北海道 製材鋸 目立技術研修 林務部 0
青森県 農産加工技術研修事業 農林部 1，286
青森県 漁業研修事業 水産部 3，186
山形県 林 業後継者人材育成対策事業費 農林水産部 1，600
山形県 研修事業費 農林水産部 1，999
千葉県 水産業後継者技術研修事業 水産部 788
千葉県 畜産練習生養成事業 農林部 240
千葉県 畜産病性鑑定等技術研修 農林部 0
静岡県 林業新任技術研修受講手当金助成事業 林業 ・水産部 1，220
静岡県 漁業従事者能力向上対策事業費 林業 ・水産部 3，605
愛知県 林 業研修事業 農地林務部 11，229




職業訓練を行 う中小企業の事業主等 に対 しての財政的援助 を行 う事業




中小企業者及びその従業員の基礎的、新技術 に関する知識 を養成す る各種研究を実施
地場企業のニーガ に基づいた研究テーマについて、公設試の研究員 と企業の研究員 との共同研究 を実施
工業試験場の行 う研究開発 に中小企業の技術者を参加 させること等 により、創造的な研究開発 を行い うる中核技
術者及び技術革新 に対応 した先端技術者の養成を図る。
企業が実施する研修又は民 間等の研修 に参加する費用 について助成する。
1技術相談指導　 2 簡易巡回技術指導　 3技術者養成
1伝統工芸の育成指導　 2 異業種交流 グループのデザイン指導支援
生産技術 の高度化を図るため、パソコンCA D技術の支援
技術革新 ・情報化 の進展 に伴いコンピュー タの普及はめざましく、操作技能が特殊技能から一般技能化 し、その






















生産団体や農産加工 グループ等を対象 に農産物加工指導センターに導入された最新の加工機器を活用 した技術指
導や相談に応 じ、消費者ニーズに合 った加工食品、品質管理、保存技術の取得 を図る。
漁業就業者及び漁業指導者 を対象に短期研修 、各種講習 を実施 し、新技術 の習得、船舶操縦士、無線技師等各種
の資格取得、その他教養知識の向上を図 り豊かな漁村づ くりに寄与す る。
次代 を担 う林業後継者 を育成確保 し、広い視野 と実践的技術知識を付与する。
林業の振興 ・活性化 を図るための機械化作業システム並びに労働安全に関する実践的な知識 ・技術 を有する技能
者の養成。











事項 （事業名） 所管部局 4 年度支
出額（千円）
奈 良県 農業後継者研修事業 農林部 （農政課普及係） 2，（氾3
島根県 林業研修実施事業 農林水産部 （林政課） 8，227
広 島県 林業技術研修事業 林務部 11，086
広 島県 受精卵移植等実用化確立事業 農政部 99，237
山口県 畜産試験場試験者研修事業 農林部 157
山口県 畜産経営担い手育成総合推進事業 農林部 717
山口県 地域大家畜畜産経営担い手活動促進事業 農林部 992
山口県 ふれあい研修事業 農林部 7（X）
山口県 水産加工技術研修 水産部 2，541
愛媛県 畜産試験場技術研修費 農林水産部 384
愛媛県 漁業後継者育成対策事業 水産局 7，768
愛媛県 林業改良普及事業 （林業後継者の育成指導） 農林水産部 6，890
福 岡県 農業機械研修費 農政部 （農業技術 課） 1，320
福 岡県 若い農業者育成対策事業費 農政部 （農業技術課） 19，770
福 岡県 農村女性育成対策事業費 農政部 （農業技術課） 4，192




愛媛県 生コン技術者研修 土木部 0
愛媛県 砕石品質管理研修 土木部 0
滋賀県 製薬技術者資質向上事業 健康福祉部 2，168
衛生系 広島県 現任技術者研修 福祉保健部 930





農業経営及び農業技術研修 を実施 し経営の改善 を図るほか、U トン青年、婦人農業者、地域リーダ 等ー地域農業の担
い手養成の特別研修を行 う。
林業技能作業士 （グリーンマリスト）の育成研修
林業従事者 を対象 に林業従事に必要な公的資格取得 に係 る研修 （林業機械 を主体 とする）
①優秀な凍結受精卵 の供給　 ②民間受精卵移植師の養成及び指導 （3，139千円）










中堅女性農業者 を対象 に高度な農業生産技術等の修得を図る。 （婦人農業大学専門コース開設）
農業者 を対象 に農業生産技術等の指導 を行 う。
生コン業界の技術者 を対象 に生コンの技術情報等の内容 を講習
砕石業界の技術者 を対象 に砕石製造に係 る品質管理 を講習
・製薬技術研修会の開催 ：県内医薬品製造業者の製薬技術者の育成 と資質の向上 を目的 に11研修コースを設けてい








事項 （事業名） 所管部局 4 年度支
出額（千円）
商工系 宮城県 技術指導者育成事業 商工労働部 1，167
山形県 技術指導員養成事業 商工労働開発部 5，027
山形県 指導員研修費 商工労働開発部 3，717
福 島県 福 島県ハイテクプラザ技術指導員養成研修事業 商工労働部 3，730
茨城県 中小企業指導担当者技術研修 商工労働部 1，692
茨城県 国立試験研究機関派遣研修 商工労働部 554
栃木県 工業技術研修事業 商工労働観光部 1，241
福井県 工業技術セ ンター職員研修 商工労働部 1，625
山梨県 技術指導員研修 商工労働観光部 781
長野県 試験研究機関技術対策費 商工部 3，313
岐阜県 革新技術等研修参加費 商工労働部 1，885
岐阜県 指導員資質向上対策費 商工労働部 3，430
静岡県 客員研究員指へい事業費 商工労働部 7，772
愛知県 中小企業先端技術適応化推進事業 商工部 5，477
三重県 客員研究員設置事業 商工労働部 1，748
滋賀県 中小企業技術指導員研修 商工労働部 1，812
滋賀県 職業訓練指導員研修 商工労働部 2，糾2
奈良県 技術指導育成事業 商工労働部 863
和歌山県 技術研修事業 商工労働部産地振興課 1，218
山口県 技術職員研修事業 商工労働部 1，668
山口県 職業訓練指導員研修 商工労働部 1，681
福岡県 工業技術セント職員研修 商工部技術振興課 5，475
福 岡県 技術指導育成事業 商工部技術振興課 3，842
佐賀県 セラミックス流動研究推進事業 商工労働部 3，697
長崎県 指導員研修 4，946
熊本県 特別研究員招へい事業 商工観光労働部 5，199
熊本県 職員研修事業 商工観光労働部 908
大分県 国内留学研修事業 商工労働観光部 1，796
鹿児島県 技術指導事業　 ①技術指導育成事業 商工労働部 2，199
農林
水産系
北海道 魚類海中養殖推進費 水産部 2，293
北海道 特用林産長期研修 林務部 0
北海道 支庁林産担当職月林産セ ミナー 林務部 0
青森県 魚病研修事業 水産部 598
宮城県 普及職員国内留学研修事業 農政部 2，993
宮城県 農林水産省依頼研究員制度事業 水産林業部 368
山形県 農林水産先進技術開発利用研究事業 農林水産部 3，175
山形県 林業普及指導事業費 農林水産部 9，366
福 島県 林業技術研修 農地林務部 4，396
福 島県 普及活動高度化特別対策事業 農地林務部 2，3（泊
福 島県 農業技術開発推進費 （研究職員資質向上研修） 農政部 2，455
福 島県 バ イオテクノロジー活用新 品種育成開発事業費 （研究職 農政部 3，380
埼玉県 第2期バ イオテクノロジー等先端技術研究推進事業 農林部 1，378
千葉県 依頼研究員制度 農林部 247
千葉県 畜産病性鑑定技術検討会 農林部 0
新潟県 先端技術研究開発 農林水産部 1，449
石川県 普及職員研修費 農産課 9，100








中小企業大学校東京校への派遣研修 （6ケ月 コース2名 1年 コース1名）
筑波研究学園都市の研究機関への派遣研修 （30日×3名）
技術革新の進展 に対応 した工業試験研究機関職員の養成を図るための研修 ・先端技術、機器取扱、企業視察
研修等 ・中小企業事業団 （中小企業大学校派遣）研修 ・専門技術派遣研修 ・大学等留学制度
国研、企業、大学等へ派遣研修











工業技術セントの職月を大学 ・国立試験研 究機関・民間企業等に派遣 し、先端技術分野の知識・技術 を修得 させる
0最新技術動向について職業能力開発大学校 に職月を派遣 し、研修 を受講 させる。
・工業技術セントの研究職貝を大学等へ派遣
・工業技術セントの研究職月を中小企業大学校の研修に参加させ る。




公設試の研究員 を国研 や大学等に派遣 して研修 させた。






農林水産省依頼研究員受入れ規則 に基づき、農業改良普及月1名 を国の試験研究機関に派遣 した。 また、受託



















事項 （事業名） 所管部局 4 年度支
出額（千円）
長野県 農林水産省依頼研究員制度に基づ く職員派遣事業 農政部 2，101
静岡県 農業関係試験場研究員派遣研修事業費 農政部 4，（X氾
静岡県 先端技術研修派遣事業費 林業 ・水産部 1，080
静岡県 外部研究員抱へい事業費 林業 ・水産部 糾5
愛知県 水産業高度技術専門員養成費 水産振興室 526
愛知県
京都府 バイオテクノロジ 研ー究開発推進事業 （人材育成） 農林水産部 1，（X氾
京都府 各種研修、講習派遣 農林水産部 1，130
京都府 畜産技術業績発表会 農林水産部 130
島根県 林業普及情報活動システム化事業 農林水産部 （林政課） 3，919
広島県 アグげ ラダ人的交流促進事業 農政部 4，241
山口県 獣医技術研修事業 農林部 239
山口県 国の試験研究機関への依頼研究員としての派遣 農林部 650
愛媛県 畜産技術研修 農林水産部 1，560
愛媛県 林業改良普及事業 （普及指導職月の資質の向上） 農林水産部 4，632
福岡県 改良普及員資質向上研修事業費 農政部 （農業技術課） 11，760
佐賀県 ハイテク農業研究推進事業 農林部 717
熊本県 試験所研究高度化推進事業 農政部 0
環境 ・
土木系
岩手県 保健所試験検査担当研修 環境保健部 774
岩手県 公害担当者研修 環境保健部 6（X）
宮城県 公害担当職員技術研修 環境生活部環境対策課 899
福島県 土木部専門研修 土木部 37，931
埼玉県 研修 環境部 0
福井県 土木技術職員研修 土木部 4，864
愛知県 建設技術研修 （土木関係、建築関係） 建築部 3，691
愛知県 環境保全業務研修費 環境部 217
愛媛県 土木技術職貞専門研修 土木部 0
沖縄県 建設資材品質試験管理事業 土木建築部 550
保健 ・
衛生系
埼玉県 衛生研究所業務研修会 衛生部 400
千葉県 学会参加事業 千葉県血清研究所 180
山梨県 保健衛生技術者教育指導費 厚生部 3，268
愛知県 運営費 （研修指導費） 衛生部総務課 759
広島県 現任技術者研修（甘 A と重複） 福祉保健部 （930）
佐賀県 衛生関係職員技術研修費 保健環境部 7，526
鹿児島県 技術職月研修 （ウルスコース） 保健環境部 244
教育系 宮城県 情報処理教育担当養成講座 教育庁 333
宮城県 総合理科 ・情報技術研修 教育庁 502
宮城県 教育研修センター理科研修 教育庁 707
宮城県 教育研修センター情報教育研修 教育庁 804
宮城県 情報処理教育教員研修 教育庁 170
福島県 高等学校教員先端技術等研修 県教育委員会 13，763
佐賀県 パソコン体験講習会 （パソコン研修、情報処理研修） 教育庁 2，801
鹿児島県 TP教材制作研修講座 教育委月余 462
鹿児島県 ビデオ教材制作研修講座 教育委員会 815
鹿児島県 校内放送研修講座 教育委員会 343
鹿児島県 視聴覚げ イア研修講座 教育委月会 1，069
鹿児島県 視聴覚教育指導者 （中級）認定講座 教育委員会 7，391
鹿児島県 パソコン特別基礎講座 教育委員会 50




農林水産省 の試験研究機関に、本県の職員の受け入れを依頼 し、その施設を使用 し、国の研究員の指導 を受 け
ながら試験研究を行 うことによ り、資質の向上を図る。
農業試験場等の研究員を農林水産省の試験研究機関等へ派遣 し、先端技術等 を習得 させる。
研究水準の発展の著 しいバ イオテクノロジーや大型 コンピュータを駆使 した解析の技術 を習得 できる国内機関
に研修生を派遣する。
重要研究課題関連分野の外部専門研 究員等を招へいし、研究 に対する助言、指導を受ける。
国等の研究機関に依頼 （1）病理研修　 魚類防疫センタ 　ー 2名 （2）魚類 におけるDN A フィンガープリンティン





調査 ・研究等成果をとりまとめ、職月相互の研 さん向上 を図るとともに農家等へ普及する
林業改良指導員、専門技術員が試験研究機関 と一体 とな り、調査 ・研究・情報収集を行 う。





・普及職月海外 ・国内派遣研修事業 ・若手改良普及員早期養成研修事業 ・普及職員経営指導能力向上特別
事業
先端技術 を活用 した試験研究課題の実施に必要な技術修得 のための研究員の大学等への派遣
農業研究セント及び食品加工研究所の研究員を対象 として　 ・専門研究者 を全国から招噂 し、研修会等 を開催
・国・大学等へ県研究員を長期派遣 （3～6ケ月） し、研究のノウハウ等 を研修
実務研修
実務研修
国立環境研 究所環境研修センターが実施する研修 を職員 に受講 させる。
土木部職員の専門研修 （l）建設技術研究所での研修 （2）建設大学校等への派遣研修
必要に応 じ、環境研修 センター、公衆衛生院等が行 う研修 に職員を派遣 している。
土木技術職員の専門研修
県、市町村及び中小建設事業所の職員 を対象 に研修を行 っている。 （対象者を区別 していない）
県及び市町村 の環境保全担当職員の情報処理、測定分析技術 の向上を図るため、研修 を実施 した。
中堅土木職員を対象に技術講習を行 った。
建設事業担 当技術者を対象 に積算施工管理や建設材料品質管理試験実務 に関する研修会等 を委託 によ り開催
研修事業











県立高等学校 （職業学科）の教員を大学、研究機関または企業等に派遣 し、先端技術 をはじめ とす る専門的な
知識 ・技術 を習得 させその資質の向上 と実践的指導力の向上を図る。
各専門的技術 の研修
・期 日等 7月23日～24 日 （2日間） ・対象 ：学校教育関係者 ・内容 ：手書 き法 によるTP教材制作
・期 日等 8月18日～20日 （3日間） ・対象 ：学校教育関係者 ・内容 ：郷土素材のビデオ教材化
・期 日等 6月23日～24 日 （2日間） ・対象 ：学校教育関係者 ・内容 ：校内放送番組制作
・期 日等 年2回 （3日間） ・対象 ：学校教育関係者 ・内容 ：パソコンを中心 とした情報提示
・期 日等 年7回 （4日間） ・対象 ：学校教育及び社会教育関係者 ・内容 ：視聴覚全般






事項 （事業名） 所管部局 4 年度支
出額（千円）
神戸市 研究振興費 教育委員会 30，830
1，203
総務 ・











事項 （事業名） 所管部局 4 年度支
出額（千円）
商工系 秋田県 受託研修員制度 商工労働部 0
茨城県 ［財］つ くば奨励賞事業 商工労働部 （2，∝X）
茨城県 ［財］国際学会等参加経費助成事業 商工労働部 （10，（X氾）
埼玉県 中小企業技術者海外研修 商工部 5，3（氾
京都府 丹後オけ ナ約日シ］ン育成事業 商工部 3，690
京都府 丹後機構生産基盤強化対策事業 商工部 4，000
和歌山 訣皮革産業研修事業 商工労働部産地振興課 570
愛媛県 技術後継者研修事業 商工労働部 3，511
愛媛県 研究開発リーダ 養ー成事業 商工労働部 6，913
愛媛県 ［財］一日先端企業研修事業 商工労働部 （450）
愛媛県 リーブイげ 企業技術者養成事業 商工労働部 567
福岡県 技術パイオニア養成事業 商工部技術振興課 9，087
佐賀県 中小企業技術者研修事業 商工労働部 2，256
佐賀県 先端重要技術研究開発事業 商工労働部 56，513
佐賀県 エレクトロニクス技術共同開発推進事業 商工労働部 1，193
熊本県 電応研研修生制度 商工観光労働部 11，880
広島市 講習会、研修会、研究会 経済局 2，368
農林
水産系
千葉県 畜産練習生養成事業 農林部 240
千葉県 畜産病性鑑定等技術研修 農林部 0
































事項 （事業名） 所管部局 4 年度支
出額（千円）
商工系 宮城県 海外技術交流推進事業 商工労働部 6，697








茨城県 ［財］学会等開催費助成事業 商工労働部 （1，∝X）
栃木県 斬江省技術交流事業 商工労働観光部 3，080
埼玉県 工業試験場職員研修事業 商工部 772
千葉県 先端技術 国際会議の開催 商工労働部 17，650
新潟県 レーザー加工国際会議開催事業 商工労働部 20，249
静岡県 ［財］国際研究会議助成 商工労働部 （2，㈱ ）
愛知県 国際人工知能シンポジウム開催費負担金 商工部 10，（X氾
愛知県 国際メカニズムフェスティバル．92開催費補助金 商工部 1，∝氾
愛知県
バーチ ャル ・リアリテ ィ ・エキスポ．92ナゴヤ開催
費負担金 商工部 20，∝X）
滋賀県 外国人研究者の受け入れ 商工労働部 0
大阪府 国際ハイテクフォーラム大阪の開催 商工部 8，（X氾
大阪府 日米技術交流の促進 商工部 14，090
大阪府 環太平洋生産会議の開催 商工部 3，㈱
兵庫県 工業振興対策費 商工部 12，768
岡山県 国際技術交流事業 商工部 1，221
山口県
［財］国際学界参加費等助成事業 （財）山口県産業
技術 開発機構） 商工労働部 （626）
佐賀県 有田国際ファインセラミックスシンポジウム開催事業 商工労働部 10，0（泊
佐賀県 佐賀国際産業ブダインセミト 9ー2開催事業 商工労働部 5，㈱
佐賀県 海外ブゼイン研修派遣事業 商工労働部 2，856
長崎県 海外技術研修生受入事業 経済部 0
長崎県 国際共同研究 経済部 64，㈱0
熊本県 ICPCG－92参加 （北京市 ・北京大学） 商工観光労働部 0
大阪市 海外技術協力 経済局環境保健局等 0
大阪市 大阪市中4、企業先端技術国際交流事業 経済局 7，400
神戸市 外国人技術研修生受入支援 経済局 3，372
農林
水産系
北海道 水産技術国際交流事業 水産部 2，380
宮城県 中国吉林省農業技術研修月受入事業 農政部 （農政課） 7，4（氾
福島県 普及活動高度化特別対策事業 農地林務部 2，300
埼玉県 埼玉県 ・クイーンズランド州農業交流事業 農林部 2．728




富山県 日中農業技術交流 農業水産部 （普及指導課） 7，545
山梨県 四川省派遣水産研修事業 農務部 1，（氾7
三重県 中国河南省農業科学院との技術交流 農林水産部 1，127
京都府 ジョクジャ柚夕農業技術者国際交流事業 農林水産部 3，585
兵庫県 農業試験場試験研究費 農林水産部 4，㈱
鳥取県 日中友好促進費 （河北省農業研究者受入れ事業） 農林水産部 1，910
鳥取県 日中友好イ足進費 （研究者派遣事業） 農林水産部 1，138
鳥取県 農業試験場費 （試験研究費） 農林水産部 6∝l
広島県 中国四川省み どり造成技術協力推進 林務部 4，393




本県 と友交関係 にある中国吉林省か ら工業技術研修員を県内に受け入れる。
第2回 ：期間3月～6月、参加国21ヶ国、研修月数21名　 第3回 ：期 間7月～11月、参加国19ヶ国、研修月数19名
秋田大学の国際学術研研究の一環。カナダクイーンズ大学 との学術交流 を実施。
若手研究者が海外で開催 される国際学会等 に参加する際に、渡航経費等 を助成する。
県内で国際学会等 を開催する場合 に、開催費の一部 を助成する。
中国析江省 との経済 ・技術交流を推進するため、民間企業及び工業試験研究機関の職月 を派遣 し、企業診断を行
う。診断員構成 ：7名　 ・民間専門家 ：3名　 ・工業試験研究機関の職員等 ：4名　 ・診断企業数 ：3
工業試験場の職月 を海外 に派遣 し、中小企業の海外進出に対 し、相談 ・指導 を行 う。
「高機能材料 と高度生産技術」をテーマに開催 した。
県内におけるレーザー加工技術 の普及 を促進するため、 レーザー加工国際会議を誘致 し、経費の一部 を負担する






米国カルフルこア州サンノゼ に設置 された㈱o cLテ〃ロジ セーントを中心に、技術情報の収集 ・提供 を行 う。
海外の研究者 ・技術者 との交流 を図るとともに、府下中小企業の先端的生産システムの普及促進を図る。
第3回け トエレクトロニクス国際会議・見本市開催費分担金、等
国際会議等での研究発表







ICPCG－92 8 （北京市 ・北京大学）での研究員の研究発表
JICA からの受け入れ。
工業研究所工業技術国際交流
中国 ・天津市からの民間 レベルでの技術研修生受入 に対 して支援 （助成）する。
ロシア、北海道 との相互的な研究職月の交流　 各3名
中国吉林省 との第三次交流計画協議に基づ く吉林省農業技術研修員受入 1．受入人数 ：4名　 2．研修期間 ：6ケ月
・10ケ月　 3．研修内容 ：水稲、野菜、畜産等
専門技術員の海外研修　 （外国人研究者の受入れについては平成4年度実績な し）





山梨県 と中国四川省 との定期協議に基づき、水産技術者の相互交流 を図 り、両者の友好 を深める。
中国河南省農業科学院 との共同研究 に係 る協議
インドネシア共和国ジョクジ†柚夕特別区から園芸技術者 を招へい して、野菜の育種等 について研修 ・指導を実施
国際協力事業研修
中国の研究者2名 を3ケ月間受け入れ、本県の農業実態を理解 してもらい、試験研究 を共同で行 う。
農業大学校の教務主幹及び農業試験場の研究月 を河北省 に派遣 して、農業事情 を調査する。
アメリカ合衆国における水稲栽培事業調査のため、研究員を派遣する。
荒廃林地復旧技術山地緑化技術研修





事項 （事業名） 所管部局 4 年度支
出額（千円）
広島県 JICA （国際協力事業団） 林漬部
広島県 中国四川省農業技術交流事業 農政部 3，542
山口県 中国山東省 からの研修生受け入れ 農林部 0
福岡県 日中農業交流促進事業 農政部 （農政課） 962
福岡県 漁業友好親善事業 （日韓漁業セけ－） 水産振興課 1，549
佐賀県 干潟生物増殖事業 水産局 371
長崎県 海外農業研究調査団の派遣 農林部 8∝）
熊本県 日中農業技術指導交流促進事業 農政部 3，123
鹿児島県 さつ まい も国際研究交流事業 農政部 1，521
鹿児島県 高度受精卵移植技術研修事業 農政部 4，659
沖縄県 運営費 （海外研修特別旅費） 農業試験場 536
沖縄県
試験研究費 （熱帯及び亜熱帯地域 における果樹 （レ
イシ、マパ 、ーパパイア等）の生態反応の解明） 農業試験場 718
沖縄県 （種苗の検索収集） 農業試験場 2，173
沖縄県 OIC研修生受け入れ事業 （サトウキビ栽培コース） 農業試験場 5，422
環境 ・
土木系
埼玉県 友好県省 （山西省）環境保全調査団派遣事業 環境部 2，857
滋賀県 生活 ・地域流動研究 琵琶湖研究所 49，461
保健 ・
衛生系
宮城県 吉林省医療技術交流 保健福祉部 10，5（氾
群馬県 中国研修医受入れ事業 衛生環境部 1，360
埼玉県 埼玉県 ・山西省友好県省医療衛生交流事業 衛生部 10，470
埼玉県 埼玉県 ・山西省友好県省医療衛生交流事業 衛生部 9，549
長野県 日中医学交流事業補助金 医務課 1，5（泊
愛知県 研究月海外出張 がんセ ンター庶務課 1，199
広島県 放射線被曝者医療国際協力推進事業 福祉保健部 58．569
熊本県 「財1（財）国際保健医療交流センター 衛生部 （130，∝沿）
広島市 重慶市 との環境保全交流 衛生局 1，697
広島市 放射線被曝者医療国際協力推進事業 衛生局 29，262
県民 ・
生活系
茨城県 世界湖沼会議準備調査 生活環境部 7，673
福井県 技術研修員受入事業 県民生活部 27，530
福井県 析江省技術研修員受入事業 県民生活部 20，931
福井県 技術研修員 フォローアップ事業 県民生活部 948
長野県 長野県海外技術研修月受入事業 生活環境部 18，531
広 島県 JICA （国際協力事業団）研修 県民生活部 1，8（泊
広 島県 四川省研修月研修 県民生活部 2，283
教育系 横浜市 大学教員の海外派遣事業 （研究者の海外派遣）、 横浜市立大学 13，950
横浜市 第10回よこはま21世紀 フォーラム 横浜市立大学 19，500
横浜市 UCSD 学術交流事業客員研究員の受入 横浜市立大学医学部 0
横浜市 研究生の受入 横浜市立大学医学部 0





農業技術者の派遣 （園芸、畜産、柑橘）、農業技術者の受入れ （果樹キウイル ツー）
海外技術研修員の受入れ
園芸関係の試験研究 に関する情報や技術交流及び遺伝資源の探索等を実施　 平成4年度実績 （・派遣期間 ：9月20
日～30日 （11日間））、 ・派遣人員 ：2名、 ・派遣先 ：中華人民共和国 （北京市、宜昌市、上海市）









台湾 と沖縄の両地域で問題 となっている果樹類の生態反応を解明とするため、交流研究 を実施 している。
ヨーロッパから野菜、花 き類の新品 目の探索 ・収集
JICA 沖縄セントの依頼 による海外研修生の受入れ
本県 と姉妹県省 関係 にある中国山西省 における環境の現状及び環境行政の実態等 について調査 を行 う。
平成5年9月に世界2ヶ国、国内外の研究者合わせて約150人が参加する琵琶湖国際共同観測 を行 うための準備会議
や国際陸水学会での説明を行 った。
・医療技術研修員受入れ　 2名の医師を6 カ月間、県立病院に受け入れ研修 ・医療技術調査団派遣　 6名の調査
団を10 日間吉林省 に派遣
・中国侠西省の病院に勤務する医師の医療技術の向上 とあわせて両国間の親善に寄与するため、昭和58年度から
県内の医療機関において研修医を受け入 れる。 ・平成4年度実績　 研修期間3月、4人
中国山西省から医療衛生協議団及び交流団を受け入れるとともに、本県 から交流団を派遣 し、相互交流 を行 う。
（埼玉県衛生研究所）
中国山西省 との交流事業に関する覚書 に基づ き、山西省から医療衛生交流団 （医療衛生技術者）を受け入れ、県
立病院等で研修 を行 う。 （埼玉県立がんセンター）
・補助率 ：1／3 ・事業者一長野県医師会 ・中日の医学交流 を促進 し、両国の医学 ・医術 の向上を図るため、













開発途上国から研修員 を受入れ、技術研修 を実施す ることにより、研修員の属す る国の経済社会開発 と国際的友





がんは我が国の死因の第1位 を占め、発症の要因、治療法、告知の考え方が時代 や社会環境 とともに変化 してき
ている。治療の現状紹介 と終末医療についての市民公開講座 とがんの基礎的研究 に関する学術 セミナーを開催す
る。
（4年度）8名研究の相互交流 として、受入れている。
（4年度）32名医学部 を卒業又はそれと同等の学力のある者 と認め られる研究者を受入 れている。





事項 （事業名） 所管部局 4 年度支
出額（千円）
大阪市 国際学術交流 市立大学事務局 7，272
企画 ・
総務系
北海道 長期海外研究事業 企画振興部 17，906
北海道 海外技術導入促進事業 企画振興部 5，935
北海道 海外客員研究月招へい事業 企画振興部 6，140




宮城県 宮城県海外技術研修員受入制度 総務部 0







福井県 福井県立大学環 日本海学術交流事業 総務部 2，（XX）
山梨県 海外技術研修員受入事業 総務部 28，583
三重県 海外技術協力研修 知事公室国際課 （農技セント分） 360
滋賀県 滋賀県県立短期大学 総務部総務課 4，076
京都府 招へい外国人研究者 総務部 0
島根県 外国人研究者の受入れ 総務部 0
広島県 海外研修 総務部 881
佐賀県 海外技術研修員受入事業 総渡部 26，827
佐賀県 海外技術研究生受入事業 総務部 3，015





外国との大学等 との協定 に基づ き研究者の派遣 ・受入 れを行 う。
道立試験研究機関の研究員 を海外の先進地に派遣 し研究す る。 ・4名、6カ月以上1年以内
道立試験研究機関の研究員 を先進地に派遣 し、技術 シーズの調査、発掘 を行 う。 ・2班 （2人 ×2組） 1カ月以
内
道立試験研究機関 に海外 の先進研究機関から客員研究員 を受入れ指導を受ける。　 （2名、6カ月以内）
カナダアルバータ州への研究職員派遣及び同州か らの受入れ
平成5年6月13日～16日に開催、参加者 ：650人　 （34，0㈱千円）　 ※なお、現在国際ワークシ ョップ開催 （物理
学関係）に向けて取 り．組み中。
平成5年度 において、中国吉林省 から公害防止業務 に従事 している職員1名を保健環境セ ンターで受入れている。
開発途上国の有能な技術研修員を招 き、県内機関において技術の交流を図 り、研修員の母国の国づ くりに協力 し





開発途上国から各種技術研修員 を受入れ、技術や技能を習得 させる。県の試験研究機関、民間企業を研修先 とす
る。
対外技術協力事業の一環により、開発途上国の中堅技術者 に技術研修 を修得 させる。
大学教員の教授研究能力向上のための海外研修 1人、米国、6ケ月
学術研究の国際交流を推進するため、外国人研究者を本学 に受入れる事業
（備考 ：既定予算対応） ・H 3 ：韓国か ら1名 ・H5 ：中国・韓国から各1名
研究員1名の海外派遣研修 （アメリカ）
本県 と交流のある開発途上国から研修員 を受入れ、我が国の技術を修得 させることにより、当該国の社会 ・経済
の発展 に協力す るとともに研修員 と地域県民 との交流 を通 じて国際親善を推進する。受入人数 ：15名
開発途上国から、本県が誇る農業や窯業等の分野 において、比較的短期 間で技術 の修得 ・研究が可能な分野の技






事項 （事業名） 所管部局 4 年度支
出額（千円）
商工系 宮城県 みや ぎ工業フェスティバル開催負担金 商工労働部 12，∝X）
宮城県 情報活動事業 商工労働部 1，6（氾
山形県 技術改善普及事業 商工労働 開発部 120
千葉県 千葉県工業技術展の開催 商工労働部 58，1（氾
福井県 科学技術週間行事開催事業 商工労働部 111
静岡県 ［財］親子ふれあい技術広場開催事業費 商工労働部 （351）
静岡県 工業技術振興 フェア開催事業費 商工労働部 2，399
三重県 科学技術振興事業 商工労働部 124
大阪府 女性技術者交流促進事業 商工部 1，700
大阪府 事業普及刊行物の発行 商工部 8，192
和歌山県 一日工業技術セント 商工労働部産地振興課 33
和歌山県 成果発表会 商工労働部産地振興至 0
鳥取県 技術力強化事業 （技術情報相談指導事業） 商工労働部 60
岡山県 吉備高原こドサイエンス館整備事業 商工部 3，090
広島県 工業技術センターPR 事業 商工労働部 1，672
山口県 ［財］－92ハイテのェ7in 山口 （（財）山口県産業技術開発機構）商工労働部 0
愛媛県 商工関係試験研究機関一般開放事業 商工労働部 1，749
高知県 科学技術振興事業 商工労働部 12，966
熊本県 発明奨励指導事業 商工観光労働部 1，623
農林
水産系
北海道 新技術発表会 農政部 0
北海道 水産試験研究プラザ推進事業 水産部 19，610
北海道 水産加工振興 プラザ事業 水産部 1，656
北海道 森林総合技術 セ ミナー 林務部 1，609
北海道 公開講座 （林産試験場） 林務部 5∝）
北海道 各種行事への参加 ・協力 林務部 0
北海道 展示物等の貸出 林漬部 0
北海道 木 と暮 らしの情報館 林務部 2，629




愛媛県 農林関係試験研究機関一般開放事業 農林水産部 3，049
福岡県 試験研究連絡調整費 （農業関係試験研究成果の広報等） 農政部 （農政課） 5，390
宮崎県 農水産ふれあいアカダミー事業 農政水産部 6，684
鹿児島県 中国 との農業技術交流推進事業 農政部 865
環境 ・
土木系
北海道 展示会 住宅都市部 0
北海道 セミナー 住宅都市部 0
北海道 普及資料 住宅都市部 0
北海道 その他 住宅都市部 0
埼玉県 公害センター研究発表会 環境部 0
埼玉県 公害センター研究報告 環境部 1，442
愛媛県 土木の日の催 し 土木部 0
県民 ・
生活系
栃木県 ［財］子 ども総合科学館運営費 県民生活部 （707，850）
横浜市 横浜こども科学館 市民局 609，324
教育系 鹿児島県 訪ねよう科学の世界 教育委員会 1，576
鹿児島県 自然のつなが ダ冊－チ事業 教育委員会 5，255
企画 ・
総務系
北海道 平成4年度北海道科学研究費補助金 企画振興部 26，932




産学官連携のもとに、地域の優 れた工業製品や研究開発の成果 を展示発表 し、広 く紹介することで、地域経済の
活性化 を図る。
県内中小企業 に対 し、工業技術情報及び研究成果等の情報を、 「みや ぎ工業技術情報」及び 「研究報告」を発行
することによって提供する。
発明協会県支部 と共催で発明 くふ う展 を開催する。
県内企業の新技術 ・新製品の展示 ・紹介。公設試験場、工業系大学等も同時出展 した。
工業技術 センターの一般公開、研究発表、成果展示、講習
小学生及びその親を対象 として、物作 り （おもしろプリン トな ど）を通 じて科学技術への関心を高める。
中小企業者及び一般県民を対象 に、先端技術 や新 しい工業技術の紹介及 び研 究開発成果の発表を行 う。
・工業所有権制度の普及 ・創意工夫功労者表彰
女性技術者相互の連携 を深めるとともに、その存在 をアピ ルーし、技術 ・研究開発部門の積極的登用を図るため、け
．ィーステりトラムを開催






。F21世紀に向けた先端技術の向上を目指 して』 をテーマに、先端産業展、発明 くふう展、ハイチけトラム等を実施
県民に親 しまれる開かれた試験研究機関 とす るため公 開スクールの開催 や技術相談窓口の設置を行い、県民 と研究員
の交流 を深めるとともに中4、企業者及 び県民に新技術 の紹介 を行 う技術講習会 を実施 した。
科学技術振興会議の開催 とスベ スー・フェスティバルの開催
県民の発明創作 に対 する意識の高揚 を図るため、発明工夫展等を開催するとともに工業所有権 についての啓発 を
図ってい く。
道立農業試験場が開発 した主要な研究成果の発表会 を実施 した。
沿岸地域等からのニーズの汲み上げと地域に密着 した重点課題の掘 り起 こし等の実施。
水産加工業者、流通関係者、消費者、試験研究機関が集 まって、それぞれの立場か ら水産加工製品の評価 ・検討
を行 う。





「林業まつ り」の一環と して、林業試験場を公開 し、業務内容 などを紹介する。
「農林業」 に関す る最新の試験研究情報 を県民 に積極的に提供 し、 「千葉県農林業」全体のイメージアップを図
ることを目的に、ActiveInfbrm ationという広報誌 を1000部作成 ・配布 した。 「一目で理解で きる」 を基本 コンセ
プ トに、カー ド形式にとりまとめた。










広 く県民に対 し、土木建設事業への関心 を得 るため11月18日イベンは 開催。
科学及び科学技術の普及教育施設として、また、児童厚生施設 としての機能を合わせ持つ子 ども総合科学館の管
理運営 に要する経費。
「宇宙 と横浜」 をテーマにした子供か ら大人まで体験 しなが ら科学 を楽 しく学べる場。






事項 （事業名） 所管部局 4 年度支
出額（千円）
共通
岩手県 各種 シンポジウム、セ ミナー等の開催 企画調整部 0
埼玉県 県試験研究機関の 「科学技術週間」及び 「県民の日」公開 企画財政部 679
埼玉県 学術会議等の後援 企画財政部 9（沿
神奈川県 科学技術政策シンポジウム開催事業費 企画部 22，（X氾
神奈川県 科学技術政策パ ンフ、レッ ト制作費 企画部 6，2（泊
福井県 福 井県立大学公 開講座開催事業 総務部 468
山梨県 や さしい科学技術 セ ミナーの開催 企画県民局 322
長野県 ［財］科学教室　 科学映画会　 科学講座 総務部 （741）
三重県 三重ハイテけ ラネット21構想講演会 地域振興部 1，095
京都府 ・研究機関の見学 日　 ・研究機関の試験研究報告会 各試験研究機関 0
福 岡県 海外技術協力事業費 国際交流課 45，331
佐賀県 科学技術シげ ジウム開催 企画局 1，889






「科学技術週間」及び 「県民の日 （11月14日）」 における試験研究機関等の公 開を推進するとともに、公開講座
を開催す る。
大学 ・研究機関 ・学会 ・研究会等における全国 レベルの先端的な学術会議 ・研究発表会等の県内開催 を促進する
。年1回開催　 テーマ ：地域 に根 ざした個性ある科学技術の発展 と国際的な科学技術交流 ネッ トワークの構築に向
けて
本県が取 り組む科学技術政策を紹介するパンフレッ トを作成する。A4版　 24ページ
公 開講座の開催





開発途上国から研修員 を受入れ必要な技術 の習得及び県民等 との接触 を通 じて、その研修員の属する国の経済開
発 と繁栄に貢献 しうる人材 を養成 し、併せて、本県 とそれぞれの国との種々の分野での交流 に寄与することを目
的とする。受入人数 ：17人
県民の科学技術 に対 する意識の向上、県内企業、大学、試験研究機関等における基礎的 ・創造的研究開発の啓発
、普及 を図るため、科学技術シンポジウムを開催











ライフサポー トテクノロジー研 ライフサポー トテクノロジー研究開発支援　 商工労働 開発部
究開発 の推進 事業　　　　　　　　　　　　　　　　　 、企画調整部




茨城県 環境保全 ・産業廃棄物研究 商工労働部
茨城県 地域産業 ・地場資源開発研究 商工労働部
栃木県
プレス金型の製造技術 の高度化
システム 地域 システム技術 開発事業　　　　　　　 商工労働観光部
群馬県 金型製作の省力化 金型製作工程の省力化 システム開発　　　 商工労働部
埼玉県 産学官共同技術開発推進事業 産学官共同技術 開発推進事業　　　　　　　 商工部
埼玉県 地球環境改善技術開発事業 地球環境改善技術開発事業　　　　　　　　 商工部
神奈川県 環境 と共生する産業活動の促進 有害ガス無害化処理技術研究開発事業費　 商工部
神奈川県 創造的研究開発の推進 マイクロセンサ利用技術研究開発事業　　　 商工部
新潟県 レーザー加工技術の普及 地域中核技術開発研究事業　　　　　　　　 商工労働部
福 井県 繊維産業製品開発 創造的繊維産業技術開発　　　　　　　　　 商工労働部
福井県 眼鏡産業自動化 先端技術定着化推進事業　　　　　　　　　 商工労働部
福井県 繊維産業自動化 繊維産業省力化技術開発　　　　　　　　　 商工労働部
岐阜県 地球環境保全 地球にやさしい素材産業育成事業　　　　　 商工労働部
岐阜県 地球環境保全 リサイクル関連研究事業　　　　　　　　　 商工労働部
岐阜県 先端加工利用技術 技術先端化対策事業　　　　　　　　　　　 商工労働部
静岡県 産業廃棄物処理 産業廃棄物再利用研究事業費　　　　　　　 商工労働部
静岡県 先端的技術研究 プロジェク ト研究事業費　　　　　　　　　 商工労働部
愛知県 景観材料の開発 新セラミック景観材料事業　　　　　　　　 商工部




愛知県 超精密測定技術の開発 超精密技術研究開発推進事業　　　　　　　 商工部
愛知県
清酒 ・食酢醸造の自動化省力化
技術 開発 食品バイオエ ンジニアリング推進事業　　　 商工部
愛知県 繊維新素材の開発 繊維新素材 開発推進事業　　　　　　　　　 商工部




大阪府 新 しい複合材料の開発 広域共同研究事業　　　　　　　　　　　　 商工部




















出 額 （千 円）
事 業概 要
1，398，266研 究 所 の 設 立
2，158，885
・ （財 ） 山 形 県 テ ク ノ ポ リス 財 団 へ の 出摺 （ラ イ フ サ ポ ー トテ ク ノ ロ ジ ー研 究 開発 機 構 の 基 金 造
成 に よ る基 盤 強 化 ） 2 ，000 ，000 千 円 ・生 物 ラジ カ ル研 究 開 発 プ ロ ジ ェ ク トの推 進 （地 域 流 動研 究
） 153 ，15 5千 円 ・㈱ 生 体 光 情 報研 究 所 の 設 立 推 進　 5 ，730 千 円
59，74 8
福 島県 ハ イ テ ク プ ラザ に お い て 「高機 能 性 高 分 子 材 料 応 用 に よる超 精 密 射 出成 形 品 の 開 発 」 を行
つ○
85，634・メ カ トロ ニ クス にお け る セ ンサ フ ュ ー ジ ョン利 用 技 術 他
55，56 0・産 業廃 棄 物 有 効 活 用 に関 す る研 究 他
37 ，4 32・県 内 産 窯 業 原 料 の 活 用 に よ る製 品 開発 他
114 ，24 8
産 学 官 の 総 力 を結 集 し、 先 端 技 術 を導 入 す る中 で 、 設 計 、加 工 、検 査 、 組 立 等 の プ レス 金 型 製 造
工程 の トー タル シス テ ム を構 築 。
57 ，220
金 型 の製 作 は熟 練 を必 要 と し、 自動 化 、省 力 化 が 遅 れ て い るが 、 これ を解 決 す る た め、 形 状 測 定
の た め の 非 接 触 3次 元 測 定 機 及 び 測 定 デ ー タ に よ る工 具 経 路 作 成 シ ス テ ム を試 作 開発 す る。
62 ，709
県 内 中小 企 業 が急 速 な技 術 革 新 に対 応 し、技 術 の 高 度 化 を 図 る た め 、 産 ・学 ・官 が 共 同 して研 究
開発 を進 め 、 そ の成 果 を 普及 す る。
18，069
中小 企 業 の 求 め る 地 球 環 境 問 題 を考 慮 した製 品 開発 や 新 技 術 開発 に つ い て工 業 試 験 場 で研 究 開 発
を行 い 、 そ の成 果 を普 及 す る。
14，700有 害 ガ ス の分 解 処 理 技 術 の確 立
20，000超 小 型 セ ンサ を用 い た微 小 加 工 技術 の確 立
63，288
県 内 へ の レーザ ー加 工 技術 の 普 及 を 図 る た め、 ㈱ レー ザ ー応 用 工 学 セ ン ター の 機 器 を用 い て、 レ
ーザ ー 加 工 の応 用 技 術 につ い て研 究 開発 を行 う。
2 8，0 16繊 維 産 業 に お け る新 製 品 、 新 機 能 性材 料 開発 を産 学 官 で研 究
37，530目見境 枠 製 造 工 程 の 自動 化 に つ い て産 学 官 の 協 力 で研 究
7 1，0 37繊 維 （織 物 ） 製 造 準備 工 程 の 自動 化 に つ い て産 学 官 で研 究
5，00 0・地 球 に や さ しい素 材 に関 す る 調査 研 究 、技 術 開発 等
1，12 8・リサ イ ク ル 、 未利 用 資 源 活 用 に関 す る研 究 開 発
99，4 74・先 端 加 工 利 用 技 術 に 関 す る大 プ ロ ジ ェ ク ト研 究
15，00 0廃 プ ラス チ ッ クの 処 理 ・再 利 用 及 び木 質 廃 棄 物 、繊 維 屑 の 再 利 用 に 関 す る研 究 。
6，9 73イ ンテ リ ジ ェ ン トポ リマ ー 、 光 技 術 、 フ ァジ イ理 論 応 用 技 術 に関 す る調 査 研 究 。
14 ，567色 調 等 に優 れ た景 観 材 料 （窯 業 製 品 ） の 開発
59，139気 孔 組 織 制 御 に よ る新 機 能 を有 す る タ イ ル の 開 発
63，糾 1薄膜 形 成 技 術 を利 用 した 機 能 的 な複 合 材 料 の 開 発
16 ，290サ ブマ イ ク ロ メ ー トル レベ ル の 測 定 技 術 の研 究
43 ，068発 酵 プ ロ セ ス の 解 析 とバ イ オ セ ンサ ー の 開発 に よる醸 造 工 程 の 自動 化 ・省 力 化
83 ，993革新 的 次 世代 ウ ー ル 、 高 付 加 価 値 の産 業 用 ハ イ テ ク繊 維 素 材 の 開発
54 ，795国補 事 業 （国 1ノ2 、県 1β） 。 ベ アリげ 業 界 向 け の 自動 検 査 装 置 の 開 発
3 1，000
20 ，000
近 畿 の公 設 試 が 共 同 で 行 う先 端 的共 同研 究 で、 プ ラスチックに 関 す る新 複 合 材 料 の 創 製 及 び加 工 に 関
す る研 究
578
5，006染 色 排 水 、 化 学 排水 等 の着 色 排 水 の脱 色 方 法 に 関 す る研 究 開 発
2 1，6 82中 国 地 域 広 域 共 同研 究 に 参加 し、 国及 び他 県 と共 同研 究 を行 い産 業 の 振 興 を図 る。
57 ，00 0未 利 用 資 源 を窯 業 原料 と して利 用 す る技 術 を 開発 し、 主 要 地 場 産 業 の 振 興 を図 る。
2 ，800
キトサンの生 理 活 性 機 能 と地 域 特 産 の農 水 産 物 を組 み合 せ る こ と に よ り、 新 しい 機 能 性 を付 与 した食
晶 を 開発 し、県 内 食 品 業 界 の 市 場 拡 大 を 図 る。
52，000
プ ラブ マ複 合 加 工 技 術 を利 用 した軽 合 金 鋳 物 の表 面 改 質 技 術 を確 立 し、 県 内級 械 金 属 業 界 にお け る
鉄 中心 の 素 材 産 業 か ら非 鉄 金 属 部 門 へ の 拡 大 を 図 る。





課題 事項 （事業名）　　　　　　　　 所管部局
岡山県 陶磁器原料 特別研究　　　　　　　　　　　　　　　　 商工部
広島県 エレクトロニクス特別研究　　　　　　　　　　　　 商工労働部
広島県 新素材研究　　　　　　　　　　　　　　　　 商工労働部
広島県 バイオテクノロジ 研ー究　　　　　　　　　　　　　 商工労働部
広島県 人材不足対策課題研究　　　　　　　　　　 商工労働部
広島県 資源開発 ・環境保全対策課題研究　　　　　 商工労働部
山口県
・横械加工技術 ・表面処理技
術 ・素材 開発 ・活用技術 地域技術先端化促進事業　　　　　　　　　 商工労働部
山口県 自動化技術 人材不足対策技術 開発事業　　　　　　　　 商工労働部
愛媛県 メカトロこ相や新材料 など先端技術 精密機械部品製造技術高度化研究　　　　　 商工労働部
愛媛県 食品加工技術 新 しい天然食品素材 開発研究　　　　　　　 商工労働部
福岡県
・自動化技術の高度化 ・機能 加工組立型産業に関す る基盤的技術 開発事　 商工部技術振興
性材料の開発 業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 課
熊本県 情報ブゼイン部 試験研究　　　　　　　　　　　　　　　　　 商工観光労働部
熊本県 電子部 試験研究　　　　　　　　　　　　　　　　 商工観光労働部















北海道 磯焼け発生機構の解明 磯焼けの発生機構の解明と予測技術 の開発　 水産部
北海道 沿岸資源の増大 ケガニ資源増大技術 開発試験　　　　　　 水産部
北海道 沿岸資源の増大 クロソイ浮 き生け賛養殖開発試験　　　　　 水産部
北海道 沿岸資源の増大 地産サクラマス回帰率向上試験　　　　　　 水産部
北海道 水産加工技術の開発 ハイテク加工食品開発試験　　　　　　　　 水産部
山形県
農林水産分野 における育種、バ




福島県 新桑園開発技術の確立 新桑園開発技術の確立　　　　　　　　　　 農政部













作物の栽培技術 開発 と輪作体系 農林部 （農業試
の評価 2．高収益畑輪作体系確立技術 開発研究　　　 験場）
埼玉県 第2期水稲新品種育成
農林部 （農業試






5，000備 前焼 粘土 の新原 料 開発
100，844エレハロこクス技術 に関す る研 究
39，749新 素材 開発 、利 用技術 研 究
20，827バ イオテりロジ 研ー 究
105，539自動化 ・省力 化技術 及 び職場 環境 改善 に資 する技術 に関す る研 究
13，600資 源の有効利 用 や環境保全 に関 す る研 究
121，963
地域 中小企 業 の技術 開発力 を強化 し、新素材 ・機能材料 の加工利 用技術 及 び加 工組立 型産 業の振
興 を推 進 して地域経 済 の活性 化 を図 る。
58，500
中小 企業 におけ る人材 不足 問題 に対処 す るため、省 力化 ・自動化 及 び職 場環境 改善 に資す る機 器
を開発。
101，000
電子 ビ ムーを利 用 した超精密加 工及 び高機能部 品の 開発研 究及 び機械電子 部 品の低振動 静音化 技術
の研 究
99，000機 能性ベ プチドの検索 と利用 の研 究及 び新 しい天然 抗酸化物 質 の検 索 と利 用の研 究
54，924県 内産業 の 自動車 関連産業へ の参入 を支援 す るための基盤技 術 の研 究 開発 を行 う。
3，732三次元 コンビブ タ・グラフィックス技術 によるブゼ イン・シュミレー ションの研 究
2，681太 陽電池用高 効率インバ ター回路 の研 究
1，580新タ付 の焼酎 酵母 の開発
59，850
・セラミック複 合化 技術 の開発研 究 ・県産鋳物 資源 のセラミブクス素材化 技術 の研 究 ・機 能性セラミブタ複合
材 の性 能評価 技術 の研 究 ・機 能性セラミック複 合材 の利用化 技術 の研 究
3，800シラス多孔 質ガラス （SPG ） を利用 した膜乳化 法 に よる微粒 子合成 に関す る研 究 を行 う。
1，100
等方 ・透光性 で、 しか も成 形 に 自在 性 のある ガラス に着 目 し、希 土類元 素 を ドー プ して赤外 域の
レーザ ー を可視光 域の レザ ー に波 長変換す る材料 の 開発 を目指 す。
55，480化 学肥料 と農 薬の3割減 を目標 に安全 で良質 な農 産物 を生産す るための研 究 開発
2，500磯 根資 源の減 少 を もた らす磯 焼 けの メカニズ ムや予 測技術 の解 明 を実施 す る。
2，525ケ ガこの中 間育成 、放流技術 の開発 を実施 し、資源 回復 と管理技術 を行 う。
3，288活魚 と して利 用の増大 してい る クロソイ につい て生 け費 を使用 した海 中養殖技術 を開発 す る。
6，239サ クラマ ス放流 におけ る河川 内等減耗 を防 ぐために新 しい放流 技術 を開発 す る。
2，895ハ イテ ク加工 機器エ クス トル ー ダー を使用 して水 産複合 食品 の開発 を行 う。
44，716・水稲 、果樹 、野菜 、花 の新 品種 開発
4，920・りん どう科 の新 品種 開発
2，948寒 冷 中山間地の規模 拡大 を基 調 とした新 桑園 開発技術 の確立 。
4，406
1．菌根 菌の人 工接種技術 の 開発　 2．組織 培養 に よる優 良個体 の増殖技術 の 開発　 3．細胞融 合 に よる
食 用 きの この優 良個体 の作 出　 4．食用 きの こ害抵抗性株 の選抜　 5．特用林 産物 の ウ イルス フリー
化 技術 の確 立 に関す る研 究
30，831バ イオテ クノ ロジー等 の先 端技術 の研 究及 び研 究成 果 の実用 化 の推 進。 （24課題）
7，000
国補 ：平成 3～5年　 水 田の汎 用化 、大区画化等 の土地基盤整備 を進 め、又 、水稲 と転作作物 を組
み入 れた地域給作農 法 の現 地実証 を行 う。
8．000
国補 ：平成4 ～6年　 普通作物 と野菜 を結 合 し、低 コス ト高品質生産 輪作 体系 を組立 て畑地 の有効
活用技術 を確立 す る。


























利用技術の開発 （北陸4県協定 平成4年度地域重要新技術 開発促進事業 （農 畜産課 （畜産試
試験） 業改良助長法）　　　　　　　　　　　　　 験場）
















スギ中 日材の建築用部材 と しての新 たな加







愛知県 ウナギ人工種苗生産技術 の開発 ウナギ人工種苗生産試験　　　　　　　　　 農業水産部
愛知県 資源管理漁業推進事業 資源管理漁業推進事業　　　　　　　　　　 農業水産部











京都府 パイわクノロジ 研ー究 バイオテクノロジ 研ー究開発推進事業　　　　　　　 農林水産部
奈良県
難浸透性木材への機能性付与に












1，810国補 ：平成3年～7年　 水 田生態 系 を利 用 した水 質浄化技術 を開発 す る。
2，8001．コンテナ栽培用植 物 の低 コス ト生 産技術　 2．コンテナ栽 培植物 の仕 上げ生産 技術
68，970芝草 無農 薬管 理技術 ・雑草 ・病害 虫抑 制技術 の確 立 ・抵抗性 品種 育成等
16，727先端育種 技術 による新 品種 の育成
24，101体外 受精 技術 ・性支 配技術 の開発
17，190資源培 養管理技術 の開発 等
16，923酸 性雨調査 及 びブ ナ林再生 技術 開発
2，400
堆月巴利 用者 が安心 して使用 で きる良質堆肥 を供 給す る ため、膨 軟化 モ ミ殻 を水 分 調整剤 と して利
用 す る方法 、発 酵促 進技術 の開発 、堆肥 の腐熱 度判定 基準 を検 討す ると ともに、生 産せ れ た堆月巴
を有 効 に利 用す る技術 を開発 す る。
7，248森林 バ イオマス等木 質資源利用
29，840画像処 理 に よる水稲 の生育診 断技術 の確 立
33，870メ ロン、ユ リの ウ イルス抵抗 品種の作 出
28，457農業 の生産性 を飛躍的 に向上 させ るため、生体 の組織 培養等 生物機 能 の新 しい利用 技術 を導入
247，917
・地域 特産作物 における外 来遺伝 子導入技術 の 開発 ・ユ リ類 の優 良系統作 出 と急 速大量 増殖技
術 の 開発 ・細胞 融合技術 開発 ・牛 の受精 卵移植技術 の確 立 に関す る試験 ・バ イオテ クノ ロ
ジ ーに よる桑 ・蚕 品種 の開発研 究
・染色体 倍数化 技術 に よるアユ ・アマ ゴの品質改 善研 究
1，500
高性 能林業機械 を使 って木材搬 出作 業 の工程 を明 らか に し、本県 に適合 した作 業 シス テ ムを構 築
0
2，000木材 表層 部 への物理 的 ・化 学 的改質 に よる従 来 にない表層熱 可塑性 木材 の開発。
2，800ヒラタケ の病害 抵抗性 突然変株 の作 出及 びシイ タケの菌床培 地 の改 良及 び培養期 間の短縮 。
5，373ノ リの プ ロ トプラス ト種苗 を利 用 した新 品種作 出。
7，963産卵 生理機構 の解 明、ふ化仔魚 飼育条件 の検 討 、親魚養成
28，652イ カナ ゴ、マ ダイ、 アワ ビ、ナマ コにつ いて資源 管理指針 の策 定、漁場 調査 、放 流漁 場調査
3．992県 産水 稲 品種の 育成
482，974イナダ、バ ナナ、サツキの新 品種 育成
3，444材 質特性 、集成加工 技術等 の開発
2，000
牛乳乳製 品の需 要拡大 を 目指 して、消費 の増加 が見 込 まれるナチュラルチープ を地域 特産物 と して生 産
奨励す る ために、小 規模 の製 造技術 を検 討す る。
17，572
受 精卵移植 の普 及 を推進 してい く中で課題 とな ってい る移植技術 につい て、検 討 し受胎 率 の向上
を図 る。
13，860野菜 の病 害抵抗性 品種 の育成 や弱毒 ウルス利用 による防除技術 の確 立
10，000木材 へ の薬剤等 の浸透性 を向上 させ る技術 を開発す る
10，700木材 の熱 可塑性 を利用 した加 工技術 を開発す る
2，531
高 品質安 定生産 の ための増 収技術 、省 力管理技術 の検 討 を行 う。（D トマト、スブ トマムの高 収益 省力 栽





課題 事項 （事業名） 所管部局
和歌山県 環境保全型農業技術 開発 施設果菜類の7ゼ ミウマ類の総合防除技術 開発 農林水産部
和歌山県 果樹生産流通利用 特定農産物緊急技術 開発 農林水産部
和歌山県 受精卵移植技術 受精卵移植技術確立普及化事業 農林水産部
和歌山県 木材加工 木質新素材の高度利用に関する研究 農林水産部
和歌山県 アユ有用形質の識別 ・評価 アユ養殖新技術研究開発事業 内水面漁業セント































術 の確立 肉用牛に関する研究 農林部
山口県
地力増強作物の活用 と露地野菜


















天敵 の大量 増殖法 と効率 的利 用方法 の検 討及 び物理 的、化 学 的防除 手法 との併 用技術 を確 立す る
。① 天敵 の大量増殖 技術 の確立 、② 天敵利用 技術 の確 立、③ 天敵利用 の ための環境 の整備 、④総
合 的害 虫制御 技術 の確立 ・実証
17，800・カンキツの新 改植 システムの開発
・老 木 園の改植 、新 品種 への更新 を効率 かつ経 済的 に推進 す るため、環境制御 に よ り育苗 期 間 を
従 来 の1βに短縮 す る とともに、新 しい移植 システムの 開発 を行 う。 また、幼木樹 の末収益 期 間の大 幅
な短縮 を図 り、定植 後3年 目で3 t の収量 をあげ る。
・高付加価 値商 品化 技術 開発　 オレげ 等 の海外 か らの輸入果 実 に対 応 で きる商品競 走力 の強 い県
産果実 の生 産 を推 進す るた め、カンキツ類の非破壊 選別技術 の 開発 と高 品質 な昧 一果実 の 自動 選別機
の開発 ・改良 を行 う。
7，254
牛受精卵移 植 、牛受精卵分 割 、牛受 精卵性判 別、牛受精 卵体外 受精 、牛受精卵 に係 る技術 者養成
、等
51，955県 産材 の総 合 的高度 利用 を図 るための木質新 素材 の開発
1，310子持 ちアユの生産効 率アブプ
1，200アユ品種改 良手法確 立
23，248バ イオテクノロジ をー用 い て水稲 、 いち ご、 なす、 ふ き、 ゆ り等の県特 産 品種 を育成
2，208有 用 な特性 を持 つ三倍体柚 の実用化 を図 るため、三倍体 胼種苗 を効率 的 に生産 す る技術 を開発
26，673受精 卵移植 、体外受 精、性 判別等 に よる優 良牛の生産技術 の確立 、普及 を図る。
24，204広 島の特産 物 であ るマ〃ケの量産化
5，327リト トセンシげ 技術 を利 用 した森林情報 の把 握技術確 立
3，572酸性 雨へ の対 策 の基礎
6，419量 産材 の需 要拡大 の ため
34，210
荊培 養、細胞 融合 、遺伝子 組換 え等 のバ イオテクノロジ をー駆使 した育種研 究 、優 良種 苗 の大 量増殖技
術 の 開発 等
23，352
荊培養 、細 胞融合 、遺伝子 組換 え等 のバイオテりロジ をー駆使 した育種研 究 、優 良種 苗 の大 量増殖技
術 の 開発 等
42，658
高品 質良質化 、低 コスト化 、情 報化技術 の 開発 、中 山間地城の特 質 を生 か した技術 等 で本県 農 業が
当面 してい る緊急 課題 の開発 を図 る。
7，989
優 れたアげ アヤ技術 を有 す る民 間等 と共同研 究 を組 む ことに よ り、高度 な試験研 究 を効率 的 に推
進 し、研 究成 果の迅 速な現地 普及 を図 る。
15，552
・肉用繁殖 牛 を借腹 と した胚 移植技術 の応 用 に よる双子生 産技術 の確 立 ・繁殖経 営 におけ る管
理 の省 力化 、草資源 の有効利 用 に よる規模 拡大 と経 営効率化 を図 るための里 山放牧 に関す る研 究
・肉用牛 と乳用牛 による交雑 種 を利用 した素 牛生産 と肥 育技術 の解 明 ・肉用雌 牛の卵巣 か ら採
用 を行 ない、培 養受 精等体外 受精技術 の確 立
6，600
水 田、輪作 におけ る地力増 強作物 の導入効果 の解 明。水稲 、地力 増強作物 と輪作 す る露 地野菜 の
機械 化作 業 ・高 品質 ・安全生 産技術 の確 立。
7，000
・早期成 園化 の ための結 果樹 齢促 進法の確立 ・隔年結 果性利用 による新 着果法 の確立 ・水 田
転換 園 にお ける早期 高 品質果実生産 技術 の確 立
・簡易被 覆 の時期 と品質向上技術 の開発 ・樹 形改 造 ・整枝 ・せん定技術 による低樹 高安定 生産技
術 の開発
・加温ハウス栽培 下 におけ る水 分 調節 時期 と程度 に よる品質向 上技術 の 開発
73，958
・荊 ・胚 培養 等 に よる新 品種 の育成 、細胞融 合、遺伝 子導入技術 に よる新 育種 素材 の 開発微 生物





課題 事項 （事業名）　　　　　　　　 所管部局
・培養苗の順化率の向上と保存技術による計画的種苗生産システムの開発・組織培養による種苗生産体系の開発・ゼJ優良品種の大量増殖技術の確立・遺伝資源の保存
8　1　 8










量確保技術の開発 回補・地域 ・パイ〃事業　　　　　　　　　　 農業水産部
香川県 さぬ きうどん原料高品質小麦品種育成事業　 農林水産部
福 岡県




他1題 超省力低コ＝農業技術 開発事業費　　　　　 ）
福岡県
有機減農薬農業等推進事業、他
4題 環境に調和 した農業の推進事業費　　　　　 農業技術課
福岡県 家畜ふ ん尿処理技術実用化調査 家畜ふん尿処理技術調査事業費　　　　　　 畜産課
福岡県 良食味品種 の育成、他2題 水稲新品種育成事業　　　　　　　　　　　 農政課
福岡県 資源管理型漁業の推進 資源管理型漁業推進総合対策事業　　　　　 漁政課
福岡県 栽培漁業の推進 栽培漁業放流技術開発事業　　　　　　　　 水産振興課
福岡県 栽培漁業の推進 地域特産種増殖技術開発　　　　　　　　　 水産振興課
福岡県 栽培漁業の推進 栽培漁業技術推進事業　　　　　　　　　　 水産振興課
長崎県 山間地農業実用化試験 試験研究費 （山間地農業実用化試験）　　 農林部
環境 ・
土木系
北海道 住宅の性能向上 北方型住宅に関する研究　　　　　　　　　 住宅都市部
埼玉県 大気汚染対策 都市近郊緑地の環境調節機能に関する研究　 環境部
埼玉県 振動 ・地震動対策 地盤の振動特性図の作成手法 に関する研究　 環境部
埼玉県 水質浄化対策
河川環境 における栄養塩類 （窒素 ・燐）の
動向に関する研究　　　　　　　　　　　　　 環境部




神奈川県 環境問題 特定研究　　　　　　　　　　　　　　　　　 環境部
神奈川県 地震予知 地震観測 ・予知研究　　　　　　　　　　　 環境部
愛知県 公害防止 に関する技術等 公害防止研究費　　　　　　　　　　　　　 環境部
三重県 バイオテクノロジー バイオテりけ －を利用 した環境保全研究　　　 保健環境部
三重県 温室効果 大気汚染調査費　　　　　　　　　　　　　 保健環境部





岡山県 児島湖浄化 に関する・調査研究 環境保健部
愛媛県 建設廃材の有効利用 コング上目副産物の再利用実験　　　　　　　　 土木部






4，111砂 地畑 の劣悪化 を防止 す るための技術 開発
0循 環型 ロブ州－ル栽 培 におけ る高品質安定生 産 のための環境制御 技術 の 開発
4，000レンコンな ど地域特 産作物 お よび山菜 類 の新 品種育成 と増殖法 の 開発
2，000
木材 の もつ軽 量 ・断熱加工 し易 い特 性 を生 か しつつ、更 に寸法安定性 ・耐候 性 ・防腐 ・防蟻性 を付 与
す るための技術 開発 を行 う。
3，000
と殺 肉牛 の卵巣 か ら多量 の卵 を取 り出 し、体外 受精 させ双子生 産 に よ り乳 牛か ら多 数 の肉用素牛
を低 コスト生 産す る
13，750新 品種 の育成 （H 3～7年度 ）
4，623天敵 を利 用 した病害 虫の生物 的防除法 や有機物 を利 用 した生産技術 を確 立す る。
6，283農畜産 物 の超省 力 ・低 コスト生産技術 を開発 す る
27，491環境保全 型農 業の実現 に向 けて事 業 を行 う。 （一部補助 ）
15，926
バ イオテクノロジ やー新 素材 を利 用 して家畜ふ ん尿 悪臭 防止対 策 に関す る調査 、対 策技術 を確立 す る。
（1位国庫 ）
9，722食 味 の良い水稲新 品種 を育成 し、銘柄 米 と して確立 す る。
47，550
水 産資源 の持続 的利 用 を図 るため、生物特性 や需給 関係 を活 か した漁 業管理技 術 を開発 し、管理
計 画 を策 定す る。
16，100栽 培漁業 推進 のた めの放流 技術 を開発 す る （トラフグ、げ 工、ナマコ、 ヒラメ、外 ）
7，500栽 培漁 業推進 のた めの放流 技術 を開発 す る （トラフグ、サグ 工、ナマコ、 ヒラメ、外）
8，900栽 培漁 業推進 のた めの放流 技術 を開発 す る （ト門グ 、サグ 工、ナマコ、 ヒラメ、外）
4，36 1
中 山間地の農 業振 興 を図 るため、 資源 を活用 した農 業技術 の開発 を行 った。 中山間集落 にお ける
農 業労働 力 の地域 的組織化 方式 を明 らかに した。
7，070北方型集 合住 宅の研 究 と戸 建住宅 の コス トの研 究
965様 々 な形 態 ・質 を持 つ県 下の都市 近郊緑 地の環境調節機 能 を明 らか にす る。
2，403
振 動公害 及 び地震 動被害 に密接 な関係 のあ る地盤固有 の振動特 性 を解析 し、区分 け評価 す る手法
を検 討 す る。
631河川 へ流 入 した栄養塩類流 入 の変化 等 を水系 別 に把握 し、 中小 河川 での影響 を研 究す る。
931工場 ・事業場 で実施 してい る様 々 な排水処 理技術 につい て、その特性 を調査研 究 す る。
1，358産業廃 棄物 の熱分 解処 理 に伴 う生成 物及 び生成条件 を解 明 す る。
13，049
・未規 制化 学物質 の測定 法 と環境 中での挙 動 に関す る研 究 ・都市域 におけ る窒 素酸化 物 等汚染
物 質の改善 と予測手法 に関す る研 究 ・地球規 模 環境 汚染 に係 る酸性 雨 、温 暖化 ガス に関す る研
究
145，940・県 西部地震 の予知研 究の ための各種観 測施設 の整備 及 び観 測調査
2，390公害 防止 に関す る技術 等の基礎研 究
12，723バ イオテりロジーを用 いた有 効微生物 の改 良
4，489酸性 雨、酸性 霧、 、酸 性雨 つ らら実態調査／温室効果 ガス （フロンガス類） に関す る調査研 究
9，879河床堆 積物 に関す る基礎 的研究／農 薬の循 環げ ルの研 究／内湾底質 環境調査 等
24，316
府 の試験研 究機関 が共 同 で 「ため池の水 質浄化 」 「生 ブ ミの資源 化」 「プ ラスチック廃棄物 の資源化 」
に関す る調査研 究 を実施
1，831・水生 生物現存 量 の把握 ・水 質調査 ・底 質調査 ・生物 による水 質評価
コン川－ト発生材 の建 設材料 としての利 用 の可能性 を探 る





課題 事項 （事業名） 所管部局
愛媛県 新施行の問題点 排水性7スフ7日混合物の配合試験 土木部
愛媛県 コン川－ト骨材の安定確保 砕砂コン州－トの特性 と品質向上の試案づ くり 土木部
















埼玉県 飲料水 の安全性 飲料水の安全性 に関する疫学的調査研究 衛生部
愛知県 調査研究 衛生研究所特別調査研究事業 衛生部
京都市 焼却灰 の有効利用 汚据焼却灰有効利用調査 下水道局
京都市 酵素活性汚泥法の高度処理化
バイオテクノロジーの利用 による酵素活性
汚況法の高度処理化 に関す る調査 下水道局

















機器改良 ・開発研究　 3．生体工 障害者シハ ビリテーシ ョンセンター福祉工
生活福祉部生活系 学計測研究 学研究技術促進費
教育系 横浜市 「光受容の反応」 総合理学研究科 プロジェク ト研究
市立大学文理学
部








横浜市 難病研究 特定研究費 （難病研究） 市立大学医学部
横浜市 老化 と寿命 特定研究費 （老化 と寿命）3ケ年計画 市立大学医学部
横浜市
遺伝子導入による細胞機能の研


















利点 も多 いが問題 もあ る。 その解 決策 を探 る
海砂 の枯渇 が心 配 され る今 日、 100％砕砂 で問題 ないが検 証
外 装 タ佃の 自然 落下 を防 ぐ方 策の検討
2，981洞海湾 の生態系 調査 の一環 と して、海 藻及 び付着 動物 の調査 を行 った。
12，300マ イ タウ ンマ イ リバ ー事業実施 の事前調査 と して魚類 及 び プラ ンク トンの調査 を行 った。
8，217井戸 水 に起 因す る感染性 下痢 症 の原 因 とな る病原性大 腸菌 の新 たな検 出方法 等 の確 立。
1，414
研 究課題 （3題）　 ① 標 的D N A 増殖法 （PC R ） に よる病原微 生物 の診断 と解析　 ② 高齢者 の ウイ
ルス感染症 に対 す る感受性 に関 す る研 究　 ③ ロタウイルス の分 子疫学 的研 究
2，060焼却灰 に よるイ ンター ロ ッキ ング レンガの試作 。
20，000包括 固定化担 体 を用 い た窒素 除去。
13，839高度 浄水 処理 の導入 に向 けた実証 プ ラン トを使 っての水 質試験 等。
2．700固定化 担体 を用 いての窒素及 び りんの除去。
0
（平成5年度 よ り）　 海水 を用 い て返流水 中の りん をM A P （リン酸 マ グネシ ウムア ンモ ニ ウム）
と して回収。
0 （平成5年度 よ り）　 消化 ガス 中のC 0 2を用 いて汚泥 の濃 縮改 善。
6，250
生物 処理 （生物接触 ろ過） を用 いて原水 中の ア ンモニ ア性 窒 素、溶存 マ ンガ ン、有 機物 の除 去調
査 と浄水 中の微 量有 機物並 び に浄水処 理過程 で生成す る消毒副 生成 物 の除去 に関す る調査 。
13，428障害 者 の 自立 更生 を目指 し、補装 具等の評価 ・改 良 ・調査 、機 能評価 シス テ ムの開発 等 を行 う。
4，782
異 った分野 の各研 究者 が、10人程度 で、 プ ロジ ェク トを組 み （研 究期 間、1プ ロジ ェ ク ト3年 間）
研 究 を行 っている。
4，755
異 った分野 の各研 究者 が、10人程度 で、 プロジ ェク トを組 み （研 究期 間、1プ ロジ ェク ト3年 間）
研 究 を行 っている。
4，858
異 った分野 の各研 究者が 、10人程度 で、 プロジ ェク トを組 み （研 究期 間、1プロジ ェク ト3年 間）
研 究 を行 ってい る。
6，095
市 内 におけ る看者 数が比 較的多 く、早急 な対応 を望 まれてい る難病 の うち　 ① ベーチ ェ ッ ト病
②脊 髄小脳 変性病　 ③ サル コイ ドー シス症　 3つの難病 を研 究 す る。
5，830
健康 な長寿 の達成 を図 るため、長寿 達成 を妨 げ る条件 や要因 の追及 を3つの柱 を定 め て多角 的 に
研 究 を行 う。
4，351特 定 の研 究 テーマ に対 し、3年 間継続 して研 究 を行 う。
0
現在 、特 に重点 的 に取 り組 んでい る具体的 な研 究 開発 課題 、技術 課題 はないが 、神戸 地域 におけ
る理工系 の高等教 育、研 究機 能 の強化方策 を研 究す るため、
平成 4年10月 か ら 「理工系 高等教 育、研 究機 能強化 方策研 究会」 （神戸 大 学元学 長尭天義 久委員
長） を設置 し、研 究 を続 け ている。
研 究会 の中で は、地域 におけ る科学 技術 の振興 に寄与す る こ との必 要性 も議論 があ り、地 元の産
業界 の ニーズへ の対 応 や国際的 な科 学技術 へ の貢献が可 能な方策 を検 討 して いる。
具体 例 と しては、W H O 神戸 セ ンターの誘致、 ソフ ト系科学技術 に関す る研 究所 の 誘致 な どを含
め、産学官 の交流 や国際交流 の可 能な高等教 育、研 究機 能の実現 をめ ざ して いる。
68，598
・高齢者 ・障害者 を考慮 した移動 シス テムの研 究 ・ニュー メデ ィアに よる高齢者 障害者 の社会
参加 に よる研 究
























































































1．農 学 ・林 学 11．鉄 鋼 ・金 属工学
2．獣 医 ・畜 産学 12．新 素材 ・材料工 学
；3．水 産学 13．機 械工 学
4．食 品工 学 14．通 信 ・情 報工学
5．化学 15．電 気 ・電 子工学
6．生物科 学 17．環 境 ・衛 生
7．医学 ・薬学 18．その他 （具体 的 に　　 ）
8．土木 ・建築
9．宇宙 ・海洋 開発 19．研 究 は行 って いな い







1 ．全 職 員 数
2 ．全 研 究 員 数
3 ．正 式 採 用 人 数
4 ．期 限 付 き採 用 人 数
5 ．外 部 か らの 出 向 者 数　 有 給 者
無 給 者
6．国 立 研 究 機 関 か ら
7 ．公 設 試 験 研 究 機 関 か ら
8 ．大 学 か ら
9 ．民 間 企 業 か ら
10 ．そ の 他 か ら （具 体 的 に　　 ）





1 ． 2 5歳 未 満
2 ． 2 5歳 以 上 ～ 3 5歳 未 満
3 ． 3 5歳　　 ～ 4 5歳
4 ． 4 5歳　　 ～ 5 5歳
5 ． 5 5歳 以 上








1 ．大 学 院 博 士 課 程 卒
2 ．大 学 院 修 士 課 程 卒
3 ．大 学 学 部 卒
4 ．高 等 学 校 、 高 専 、 短 大 卒








2．300万以 上 ～350万円 未満
3．350万　　 ～400万 円
4 ．400万　　 ～ 450万 円
5．450万　　 ～ 500万 円


























1 ．機 器 ・製 品 開 発 等
2 ．技 術 指 導 ・相 談
3 ．依 頼 検 査 ・言式験




1 ．研 究 論 文 学 会 等 発 表

















他機 関 か ら 他機 関へ
1．国 立 研 究 機 関
2 ．公 設 試 験 研 究 機 関
3 ．大 学
4 ．民 間 企 業
5 ．産 官 学 共 同 の 研 究 機 関
6 ．産 宮 共 同 の 研 究 機 関
7 ．複 数 企 業 共 同 の 研 究 機 関
8 ．特 殊 法 人 の研 究 機 関


































予算区分 1 ．は　 い
2 ．い い え




金額および比率 金　 額（百万円） ％






委 託 金 額 寄 付 等 金 額 合　 計
1 ．行 っ た
国 の 機 関
公 益 法 人
民 間 機 関







1．100万円以 下 5．2000～5000万 円
2．100～500万 円 6．5000～1億 円






1 ．支　 出　 経　 費











































































































1 ．中央 行 政機 関
2 ．地方 行 政機 関
3 ．民間 機 関
4 ．第 3 セ クター






1 ． 1カ月 未 満
2 ． 1カ月 以 上 ～ 3カ月 未 満
3 ． 3カ月　　 ～ 1 年
4 ． 1年　　 ～　 2 年





在任期間 1カ月 1カ月 3カ月 1年 通常























設立年 月 日 件　 数 割 合 （％）
1930年以 前 103 22 ．94
1930年以降 ～ 1939年 以 前 25 5．56
1940年　　 ～ 1949年 37 8 ．22
1950年　　 ～ 1959年 55 12 ．22
1960年　　 ～ 1969年 80 17 ．78
1970年　　 ～ 1979年 72 16 ．00
1980年　　 ～ 1989年 59 13 ．11
1990年 以降 18 4 ．00






組織改編 件　 数 割合（％）
はい 191 42．63
いいえ 257 57．37
合　 計 448 100．00
無回答 2
再編成実施（予定）年度
実 施 年 度 件　 数 割 合 （％）
1987年 以 前 28 15 ．56
1988年 14 7 ．78
1989年 14 7 ．78
1990年 12 6 ．67
199 1年 13 7 ．22
1992年 25 13 ．89
1993年 10 5 ．56
1994年 19 10 ．56
1995年 16 8 ．89
1996年 8 4 ．44
1997年 以 降 21 11 ．67
合　 計 180 100 ．00




研 究 分 野 件　 数 割 合 （％）
1 ．農 学 ・林 学 13 9 3 2 ．25
2 ．獣 医 ・畜 産 学 6 7 15 ．5 5
3 ．水 産 学 5 7 13 ．23
4 ．食 品 工 学 3 7 8 ．58
5 ．化 学 19 4 ．4 1
6 ．生 物 科 学 4 1 9 ．5 1
7 ．医 学 ・薬 学 2 2 5 ．10
8 ．土 木 ・建 築 7 1 ．62
9 ．宇 宙 ・海 洋 開 発 2 0 ．4 6
1 0 ．原 子 力 ・エ ネ ル ギ ー 3 0 ．7 0
1 1 ．鉄 鋼 ・金 属 工 学 5 1 ．16
12 ．新 素 材 ・材 料 工 学 3 0 6 ．9 6
1 3 ．機 械 工 学 1 3 3 ．0 2
14 ．通 信 ・情 報 工 学 3 0 ．7 0
15 ．電 気 ・電 子 工 学 8 1 ．8 6
16 ．環 境 ・衛 生 74 17 ．1 7
17 ．そ の 他 4 2 9 ．74
18 ．研 究 は 行 っ て い な い 3 1 7 ．19
合　 計 4 3 1 ．10 0 ．00
無 回 答 19
【問111992年度（平成4年度）における貴研究橙関の職員構成についてお答え下さい。
1．全職員数
人　 数 件　 数 割 合 （％）
5人未満 4 0 ．97
5人以 上～ 10人未 満 26 6 ．30
10人　　 ～ 15人 40 9 ．69
15人　　 ～　 20人 50 12 ．11
20人　　 ～　 30人 84 20 ．34
30人　　 ～　 40人 57 13 ．80
40人　　 ～　 50人 45 10 ．90
50人　　 ～ 100人 78 18 ．89
100人　　 ～ 150人 19 4 ．60
150人以 上 10 2 ．42
合　 計 4 13 100 ．00




人　 数 件　 数 割 合 （％）
5人 末満 14 3 ．37
5人 以 上′｝ 10人未 満 85 20 ．48
10人　　　 ～ 15人 58 13 ．98
15 人　　　 ～　 20人 72 17 ．35
20人　　　 ～　 30人 72 17 ．35
30人　　 ～　 40人 44 10 ．60
40人　　 ～ ．50人 26 6 ．27
50人　　 ～ 100人 37 8 ．92
100人　　 ～150人 4 0 ．96
150人 以 上 3 0 ．72
合　 計 4 15 100 ．00
平　 均 25 ．25
無 回答 4
3．研究補助員
人　 数 件　 数 割合 （％）
5人 未満 6 1 17 ．38
5人 以上～ 10人未 満 137 39 ．03
10人　　 ～ 15人 58 16 ．52
15人　　 ～　 20人 45 12 ．82
20 人　　 ～　 30人 21 5 ．98
30人　　 ～　 50人 20 5 ．70
50人 以上 9 2 ．56
合　 計 35 1 100 ．00




構 成 比 件　 数 割 合 （％）
0％ 201 48 ．43
0　 ～ 10％ 140 33 ．73
10　 ～　 20 ％ 59 14 ．22
20　 ～　 30 ％ 14 3 ．37
30　 ～　 40 ％ 0 0 ．00
40　 ～　 50 ％ 1 0 ．24
50　 ～　 60 ％ 0 0 ．00
60　 ～　 70 ％ 0 0 ．00
70　 ～　 80 ％ 0 0 ．00
80　 ～　 90 ％ 0 0 ．00
90　 ～ 100 ％ 0 0 ．00
100 ％ 0 0 ．00
合　 計 415 100 ．00
無 回 答 4
ー390－
2．25歳以上　～35歳未満
構 成 比 件　 数 割 合 （％）
0 ％ 22 5 ．30
0　 ～ 10 ％ 10 2 ．41
10　 ～　 20 ％ 77 18 ．55
20　 ～　 30 ％ 115 27 ．71
30　 ～　 40 ％ 107 25 ．78
40　 ～　 50 ％ 54 13 ．01
50　 ′｝　 60％ 23 5 ．54
60　 ～　 70 ％ 7 1 ．69
70　 ～　 80 ％ 0 0 ．00
80　 ～　 90 ％ 0 0 ．00
90　 ～ 100％ 0 0 ．00
100 ％ 0 0 ．00
合　 計 4 15 100 ．00
無 回答 4
3．35歳以上　～45歳未満
構 成 比 件　 数 割 合 （％）
0 ％ 19 4 ．58
0　 ～ 10 ％ 13 3 ．13
10　 ～　 20 ％ 70 16 ．87
20　 ～　 30 ％ 135 32 ．53
30　 ～　 40 ％ 89 21 ．45
40　 ～　 50 ％ 50 12 ．05
50　 ～　 60 ％ 26 6 ．27
60　 ～　 70 ％ 11 2 ．65
70　 ～　 80 ％ 1 0 ．24
80　 ～　 90％ 0 0 ．00
90　 ～ 100 ％ 0 0 ．00
100 ％ 1 0 ．24
合　 計 4 15 100 ．00
無 回 答 4
4．45歳以上　～55歳未満
構 成 比 件　 数 割 合 （％）
0 ％ 9 2 ．17
0　 ～ 10 ％ 9 2 ．17
10　 ～　 20 ％ 73 17 ．59
20　 ～　 30％ 161 38 ．80
30　 ～　 40 ％ 98 23 ．61
40　 ～　 50 ％ 40 9 ．64
50　 ～　 60 ％ 19 4 ．58
60　 ～　 70 ％ 5 1 ．20
70　 ～　 80 ％ 0 0 ．00
80　 ～　 90 ％ 0 0 ．00
90　 ′－100 ％ 0 0 ．00
100 ％ 1 0 ．24
合　 計 4 15 100 ．00
無 回 答 4
ー391一
5．55歳以上
構成 比 件　 数 割合 （％）
0％ 81 19．52
0　 － 10％ 115 27．71
10　 ～　 20％ 153 36．87
20　 ～　 30％ 45 10．84
30　 ～　 40％ 18 4．34
40　 ～　 50％ 2 0．48
50　 ～　 60％ 1 0．24
60　 ～　 70％ 0 0．00
70　 ～　 80％ 0 0．00
80　 ～　 90％ 0 0．00
90　 ～ 100％ 0 0．00
100％ 0 0．00
合　 計 415 100．00
無 回答 4
【間3】1992年度における研究職員の平均年齢についてお答え下さい。
平均 年 齢 件　 数 割 合 （％）
35歳 未満 7 1．70
35歳 以 上～40歳未 満 127 30 ．90
40歳　　 ～45歳 210 51．09
45歳　　 ～50歳 62 15．09
50歳 以 上 5 1．22





構 成比 件　 数 割合 （％）
0 ％ 305 74 ．21
0　 ～ 10 ％ 81 19 ．71
10　 ～　 20 ％ 14 3 ．41
20　 ～　 30 ％ 4 0 ．97
30　 ～　 40 ％ 1 0 ．24
40　 ～　 50 ％ 5 1 ．22
50　 ～　 60 ％ 0 0 ．00
60　 ～　 70 ％ 0 0 ．00
70　 ～　 80 ％ 0 0 ．00
80　 ～　 90 ％ 0 0 ．00
90　 ～ 100 ％ 0 0 ．00
100 ％ 1 0 ．24




構 成 比 件　 数 割 合 （％）
0％ 74 18 ．00
0　 ～ 10 ％ 64 15 ．57
10　 ′｝　 20 ％ 136 33 ．09
20　 ～　 30 ％ 93 22 ．63
30　 －　 40 ％ 24 5 ．84
40　 ～　 50 ％ 9 2 ．19
50　 ～　 60 ％ 8 1 ．95
60　 ～　 70 ％ 1 0 ．24
70　 ～　 80 ％ 0 0 ．00
80　 ～　 90 ％ 1 0 ．24
90　 ～ 100 ％ 0 0 ．00
100 ％ 1 0 ．24
合　 計 411 100 ．00
無 回答 8
3．大学学部卒
構 成 比 件　 数 割 合 （％）
0 ％ 3 0 ．73
0　 ～ 10 ％ 0 0 ．00
10　 ～　 20 ％ 3 0 ．73
20　 ～　 30 ％ 8 1 ．95
30　 ～　 40 ％ 18 4 ．38
40　 ～　 50 ％ 18 4 ．38
50　 ～　 60 ％ 55 13 ．38
60　 ′、－　70 ％ 88 21 ．4 1
70　 －　 80 ％ 102 24 ．82
80　 ～　 90 ％ 77 18 ．73
90　 ～ 100 ％ 21 5 ．11
100％ 18 4 ．38
合　 計 411 100 ．00
無 回答 8
4．高等学校、高専、短大卒
構 成 比 件　 数 割 合 （Ⅹ）
0％ 137 33 ．33
0　 ～ 10 ％ 92 22 ．38
10　 ～　 20 ％ 87 21 ．17
20　 ～　 30 ％ 47 11 ．44
30　 －　 40 ％ 25 6 ．08
40　 ′－　 50 ％ 7 1 ．70
50　 ～　 60 ％ 9 2 ．19
60　 ～　 70 ％ 4 0 ．97
70　 ～　 80 ％ 2 0 ．49
80　 ～　 90 ％ 1 0 ．24
90　 ～ 100 ％ 0 0 ．00
100％ 0 0 ．00
合　 計 411 100 ．00
無 回 答 8
－393－
5．その他
構成比 件　 数 割合（％）
0％ 368 89 ．54
0　 ～ 10％ 20 4 ．87
10　 ～　 20％ 17 4 ．14
20　 ～　 30％ 2 0 ．49
30　 ～　 40％ 3 0．73
40　 ～　 50％ 0 0．00
50　 ～　 60％ 1 0．24
60．～　 70％ 0 0．00
70　 一　80％ 0 0．00
80　 ～　 90％ 0 0．00
90　 ～100％ 0 0．00
100％ 0 0．00
合　 計 411 100．00
無回答 8
【間5】　1992年度時点における貴研究機関内での博士号既取得者の数をご記入下さい。
取 得者 数 件　 数 割 合 （％）
0 人 204 51 ．00
1 75 18 ．75
2 39 9 ．75
3 21 5 ．25
4 14 3 ．50
5 8 2 ．00
6 6 1 ．50
7 4 1 ．00
8 人以 上 29 7 ．25
合　 計 400 100 ．00




給 与 支給 総額 件　 数 割 合 （Ⅹ）
1 ．300万 円未満 4 1 ．01
2 ．300万以 上～ 350 万 円未満 14 3 ．54
3 ．350万　　 ～ 400万 円 37 9 ．37
4 ．400万　　 ～ 450万 円 125 31 ．65
5 ．450万　　 ～ 500万 円 139 35 ．19
6 ．500万　　 ～ 550万 円 60 15 ．19
7 ．550万　　　 ～ 600万 円 12 3 ．04
8 ．600万 円以 上 4 1 ．01






外 部 委 託 件 数 件　 数 割 合 （％）
0件 312 74 ．64
1 38 9 ．09
2 15 3 ．59
3 11 2 ．63
4 10 2 ．39
5件 以 上 ～ 10件 未 満 13 3 ．11
10件 以 上 19 4 ．55
合　 計 4 18 100 ．00
平　 均 1 ．48
無 回 答 32
外 部 委 託 総 額 件 数 割 合 （％）
0百 万 円 3 12 75 ．54
1百 万 円未 満 34 8 ．23
1百 万 円以 上 ～　 2百 万 円未 満 13 3 ．15
2百 万　　　　 ～　 3百 万 円 11 2 ．66
3百 万　　　　 ～　 4百 万 円 5 1 ．21
4百 万　　　　 ～　 5百 万 円 7 1 ．69
5百 万　　　　 ～ 10百 万 円 12 2 ．91
10百 万　　　　 ～ 15百 万 円 3 0 ．73
15百 万　　　　 ～ 20百 万 円 4 0 ．97
20百 万　　　 ・一 30百 万 円 5 1 ．21
30百 万　　　　 ～ 50百 万 円 6 1 ．45
50百 万 円 以 上 2 0 ．48
合　 計 413 100 ．00
平　 均 1 ．94




計 測 及 び 試 験 機 器 類 件　 数 割 合 （％）
0点 53 14 ．02
1点 以 上 ～　 5点 未 満 137 36 ．24
5点　　 ～ 10点 83 21 ．96
10点　　　 ～ 15点 30 7 ．94
15点　　　 ～　 20点 20 5 ．29
20点　　 ～　 30点 22 5 ．82
30点　　 ～　 50点 18 4 ．76
50点　　 ～ 100点 8 2 ．12
100点 以 上 7 1 ．85
合　 計 378 100 ．00




計測 及 び試験機 器 類 件　 数 割 合 （％）
0点 102 27 ．13
1点 以上～　 5点未 満 162 43 ．09
5点　　 ～ 10点 46 12 ．23
10点　　 ～ 15点 22 5 ．85
15点　　 ～　 20点 5 1 ．33
20点　　 ～　 30点 14 3 ．72
30点　　 ～　 50点 15 3 ．99
50ノ点　　 ～ 100点 9 2 ．39
100点以 上 1 0 ．27
合　 計 376 100 ．00
平　 均 6 ．88
無 回答 74
3．取得価格5000万円以上～　1億円未満
計 測 及 び 試 験 機 器 類 件　 数 割 合 （％）
0点 317 85 ．68
1点 以 上 ～　 5点 未 満 46 12 ．43
5点　　 ～ 10点 6 1 ．62
10点　　 ～ 15点 0 0 ．00
15点　　 ～　 20点 1 0 ．27
20点　　 ～　 30点 0 0 ．00
30点　　 ～　 50点 0 0 ．00
50点　　 ～ 100点 0 0 ．00
100点 以 上 0 0 ．00
合　 計 370 100 ．00
平　 均 0 ．35
無 回 答 80
4．取得価格1億円以上
計測 及 び試験 機器 類 件　 数 割 合 （％）
0点 354 95 ．42
1点 以上～　 5点未 満 17 4 ．58
5点　　 ～ 10点 0 0 ．00
10点　　 ′｝ 15点 0 0 ．00
15点　　 ～　 20点 0 0 ．00
20点　　 ～　 30点 0 0 ．00
30点　　 ～　 50点 0 0 ．00
50点　　 ～100点 0 0 ．00
100点 以上 0 0 ．00
合　 計 371 100 ．00




8 年 以 上 経 過 し た 割 合 件　 数 割 合 （％）
0 ％ 61 2 1．94
0　 ～ 10％ 7 2 ．52
10　 ～　 20％ 16 5 ．76
20　 一一　 30％ 21 7 ．55
30　 ～　 40％ 33 11 ．87
40　 ～　 50％ 23 8 ．27
50　 ～　 60％ 32 11 ．5 1
60＿　～　 70％ 25 8 ．99
70　 ～　 80 ％ 12 4 ．32
80　 ～　 90％ 12 4 ．32
90　 ～ 100％ 0 0 ．00
100％ 36 12 ．95
合　 計 278 100 ．00
無 回 答 47
2．取得価格1000万円以上～5000万円未満
8 年 以 上 経 過 し た 割 合 件　 数 割 合 （％）
0％ 76 33 ．19
0　 ～ 10 ％ 6 2 ．62
10　 ～　 20 ％ 18 7 ．86
20　 ～　 30 ％ 18 7 ．86
30　 ～　 40 ％ 27 11．79
40　 ～　 50 ％ 12 5 ．24
50　 ～ ．60 ％ 20 8 ．73
60　 ～　 70 ％ 13 5 ．68
70　 ～　 80 ％ 7 3 ．06
80　 ～　 90 ％ 4 1．75
90　 ～ 100 ％ 0 0 ．00
100 ％ 28 12 ．23
合　 計 229 100 ．00
無 回 答 45
3．取得価格5000万円以上～　1億円未満
8 年 以 上 経 過 し た 割 合 件　 数 割 合 （％）
0 ％ 23 58 ．97
0　 ～ 10 ％ 0 0 ．00
10　 ～　 20 ％ 1 2 ．56
20　 ～　 30 ％ 2 5 ．13
30　 ～　 40 ％ 3 7 ．69
40　 ～　 50 ％ 1 2 ．56
50 ．～　 60％ 4 10 ．26
60　 ～　 70％ 0 0 ．00
70　 ～　 80 ％ 0 0 ．00
80　 ～　 90 ％ 1 2 ．56
90　 ～ 100 ％ 0 0 ．00
100 ％ 4 10 ．26
合　 計 39 100 ．00
無 回 答 14
ー397－
4．取得価格1億円以上
8 年以 上経 過 した割 合 件　 数 割合 （％）
0％ 6 54．55
0　 ～ 10％ 0 0．00
10　 一｝　20％ 0 0．00
20　 ～　 30％ 0 0．00
30　 ノー　40％ 0 0．00
40　 －　 50％ 0 0．00
50　 ～　 60％ 2 18．18
60　 ～　 70％ 0 0．00
70　 ～　 80％ 0 0．00
80　 一一　90％ 0 0 ．00
90　 －100％ 0 0．00
100％ 3 27．27





件　 数 割 合 （％）
0件 108 52 ．94
1件以 上～　 5件 未満 40 19 ．61
5件　　 ～ 10件 13 6 ．37
10件　　 ～　 20件 18 8 ．82
20件　　 ′｝　30件 14 6 ．86
30件　　 ～　 50件 5 2 ．45
50件　　 ～ 100件 4 1 ．96
100件 以 上 2 0 ．98
合　 計 204 100 ．00
平　 均 7 ．40
無 回答 246
2．技術指導・相談
件　 数 割 合 （％）
0件 24 7 ．10
1件 以 上 ～　 10件 未 満 22 6 ．51
10件　　 ～　　 20件 22 6 ．51
20件　　 ～　　 50件 37 10 ．95
50件　　 ～　 100件 29 8 ．58
100件　　 ～　 200件 31 9 ．17
200件　　 ′｝　 500件 54 15 ．98
500件　　 ～ 1000件 33 9 ．76
1000件　　 ～　 5000件 63 18 ．64
5000件　　 ～ 10000件 16 4 ．73
10000件 以 上 7 2 ．07
合　 計 338 100 ．00
平　 均 1238 ．82
無 回 答 112
－398－
3．依頼検査・試験
件　 数 割 合 （％）
0件 26 8 ．25
1件 以 上 ～　 10件 未 満 43 13 ．65
10 件　　 ～　　 20件 22 6 ．98
20件　　 ～　　 50件 29 9 ．21
50件　　 ～　 100件 20 6 ．35
100件　　 ～　 200件 12 3 ．81
200件　　 ～　 500件 25 7 ．94
500 件　　 ～ 1000件 18 5 ．7 1
1000件　　 ～　 5000件 51 16 ．19
5000件　　 ～ 10000件 20 6 ．35
10000件 以 上 49 15 ．56
合　 計 315 100 ．00
平　 均 6098 ．20
無 回 答 135
4．その他
件　 数 割合 （％）
0件 74 41．34
1件以 上 ～　 10件未 満 20 11．17
10件　　 ～　　 20件 13 7．26
20件　　 ～　　 50件 21 11．73
50件　　 ～　 100件 13 7．26
100件　　 ～　 200件 6 3．35
200件　　 ～　 500件 9 5．03
500件　　 ′－ 1000件 9 5．03
1000件　　 ～　 5000件 7 3．91
5000件　　 ～ 10000件 1 0．56
10000件 以上 6 3．35






件　 数 割 合 （％）
0件 52 13 ．65
1件以 上′｝　 5件未 満 81 21 ．26
5件　　 ～ 10件 64 16 ．80
10件　　 一一 15件 45 11 ．81
15件　　 ～　 20件 27 7 ．09
20件　　 ～　 30件 43 11 ．29
30件　　 ′－　50件 36 9 ．45
50件　　 ～ 1100件 22 5 ．77
100件 以 上 11 2 ．89
合　 計 38 1 100 ．00




件　 数 割 合 （％）
0件 181 67 ．04
1 38 14 ．07
2 21 7 ．78
3 10 3 ．70
4 6 2 ．22
5件 以 上 ～ 10件 未 満 9 3 ．33
10件　　 ～　 20件 3 1 ．11
20件 以 上 2 0 ．74
合　 計 270 100 ．00
平　 均 1 ．00
無 回 答 180
【間11】1992年度において貴研究機関では依頼検査・試験一つにどれだけの人・時間をかけ
ていますか。おおよその平均値でお答え下さい。
費 や した時 間 件　 数 割 合 （％）
1時間未 満 29 11 ．20
1時間 以上～　 5時 間 未満 50 19 ．31
5、時間　　 ～ 10時 間 36 13 ．90
10時間　　 ～ 15時 間 9 3 ．47
15時間　　 ～　 20時 間 10 3 ．86
20時間　　 ～　 30時 間 16 6 ．18
30時間　　 ～　 50 時間 26 10 ．04
50時間　　 ～ 100 時間 18 6 ．95
100時間　　 ～ 200 時間 7 2 ．70
200時間　　 ～ 300時 間 11 4 ．25
300時間　　 ～ 500時 間 8 3 ．09
500 時間　　 ～ 1000時 間 13 5 ．02
1000時 間　　 ～ 2000時 間 20 7 ．72
2000時 間　　 ～ 5000時 間 1 0 ．39
5000時 間以上 5 1 ．93
合　 計 259 100 ．00




運 営 形 態 件　 数 割 合 （％）
1 ．プ ロ ジ ェ ク ト単 位 50 12 ．25
2 ．研 究 室 単 位 179 43 ．87
3 ．1 と 2 の 併 用 153 37 ．50
4 ．そ の 他 26 6 ．37







人　 数 件　 数 割 合 （％）
0人 305 77 ．41
1 35 8 ．88
2 25 6 ．35
3　＿ 13 3 ．30
4 8 2 ．03
5人 以 上 8 2 ．03
合　 計 394 100 ．00
平　 均 0 ．52
無 回 答 25
他機関へ
人　 数 件　 数 割 合 （Ⅹ）
0 人 287 72 ．84
1 41 10 ．41
2 33 8 ．38
3 15 3 ．81
4 10 2 ．54
5 人 以 上 8 2 ．03
合　 計 394 100 ，00
平　 均 0 ．60




項　 目 件　 数 割 合 （％）
1 ．国 立 研 究 機 関 へ の 派 遣 研 修 305 79 ．43
2 ．大 学 へ の 派 遣 研 修 132 34 ．38
3 ．民 間 研 究 機 関 へ の 派 遣 研 修 32 8 ．33
4 ．学 会 等 へ の 派 遣 、 お よ び論 文 発 表 の 奨 励 314 81 ．77
5 ．学 位 取 得 の 奨 励 89 23 ．18
6 ．そ の 他 38 9 ．90
合　 計 384 100 ．00
無 回 答 35．
－401－
主任研究員クラス
項　 目 件　 数 割 合 （％）
1 ．国立 研究 機 関へ の派 遣 研修 171 53 ．27
2 ．大学 へ の派遣 研 修 78 24 ．30
3 ．民 間研 究機 関へ の派 退研 修 17 5 ．30
4 ．学会 等 へ の派遣 、 お よび論 文発 表 の奨励 284 88 ．47
5 ．学位 取得 の奨励 89 27 ．73
6 ．その他 32 9 ．97
合　 計 321 100 ．00
無 回答 98
研究部長クラス
項　 目 件　 数 割合 （％）
1 ．国立研 究機 関 への 派遣 研修 16 14 ．04
2 ．大 学へ の派遣 研 修 6 5 ．26
3 ．民 間研 究機 関へ の派 遣研 修 5 4 ．39
4 ．学会 等 へ の派遣 、 お よび論 文発 表 の奨励 105 92 ．11
5 ．学位 取得 の奨励 30 26 ．32
6 ．その他 9 7 ．89




項　　　 目 件　 数 割合 （％）
1．特 に考 えて いな い 14 3．47
2．研 究者 へ のテ ー マ決定 ・変 更 等 の意 志 決定権 限 の委譲 57 14．11
3．研究経 費 の増 大 137 33 ．91
4．研究 人員 の増 大 110 27．23
5．研究 人員 の若 返 り 51 12 ．62
6．研究者 の流動 化 ・他 の研 究機 関 との人 事交 流 67 16 ．58
7．研究者 の教 育 ・訓 練 275 68 ．07
8．給 与 ・賞 与等 の報 酬 の改 善 5 1．24
9．表 彰制 度 の充 実 2 0 ．50
10 ．ポ ス ト等 の処遇 上 の改 善 22 5．．45
11．勤 務時 間 ・就 業規 則等 の労 務管 理面 で の改 善 6 1．49
12 ．研 究設 備 の充実 285 70 ．54
13 ．情 報 イ ンフ ラの整備 41 10．15
14 ．その他 3 0 ．74







項　 目 件　 数 割合 （％）
1 ．は　　 い 79 19 ．27
2 ．いい え 331 80 ．73
合　 計 4 10 100 ．00
無 回答 9
研究評価による傾斜配算方式の採用の有無
項　 目 件　 数 割合 （％）
1 ．は　　 い 19 4 ．76
2 ．いい え 380 95 ．24





金　 額 件　 数 割 合 は ）
5百 万 円 未 満 4 5 ．19
5百 万 円 以 上 ～ 10百 万 円 未 満 7 9 ．09
10百 万　　　　 ～　 20百 万 円 2 2 ．6
20百 万　　　　 ～　 30百 万 円 11 14 ．29
30百 万　　　　 ～　 50百 万 円 10 12 ．99
50百 万　　　　 ～ 100百 万 円 16 20 ．78
100百 万　　　　 ～ 150 百 万 円 10 12 ．99
150百 万　　　　 ～ 200 百 万 円 4 5 ．19
200百 万　　　　 ～ 300 百 万 円 5 6 ．49
300百 万 円 以 上 8 10 ．39
合　 計 77 100 ．00
平　 均 109 ．66
無 回 答 2
6．人頭研究費
金　 額 件　 数 割 合 （％）
1百 万 円 未 満 3 3 ．9 0
1 百 万 円 以 上 ～　 5 百 万 円 未 満 12 15 ．5 8
5 百 万　　　　 ～ 1 0 百 万 円 19 24 ．6 8
10 百 万　　　　 ～ 1 5 百 万 円 7 9 ．0 9
15 百 万　　　　 ～　 2 0 百 万 円 8 10 ．3 9
2 0 百 万　　　　 －　 3 0 百 万 円 7 9 ．0 9
3 0 百 万　　　　 ～　 5 0 百 万 円 13 16 ．8 8
5 0 百 万　　　　 ～ 10 0 百 万 円 3 3 ．9 0
10 0 百 万 円 以 上 5 6 ．4 9
合　 計 7 7 10 0 ．0 0
平　 均 3 8 ．8 1
無 回 答 2
一403－
総研究予算に占める人頭研究費の比率
比　 率 件　 数 割 合 （％）
0　 ～ 10％ 14 17 ．95
10　 ～　 20 ％ 15 19 ．23
20　 ～　 30 ％ 13 16 ．67
30　 －　 40 ％ 6 7 ．69
40　 ～　 50 ％ 8 10 ．26
50　 ～　 60 ％ 5 6 ．41
60　 ～　 70 ％ 5 6 ．41
70　 ～　 80 ％ 6 7 ．69
80　 ～　 90 ％ 1 1 ．28
90　 ～100 ％ 4 5 ．13
100 ％ 1 1 ．28






項　 目 件　 数 割 合 （％）
1 ．行 っ た 213 53 ．12
2 ．行 っ て い な い 188 46 ．88
合　 計 401 100 ．00
無 回 答 18
国の機関
金　 額 件　 数 割 合 （％）
1百 万 円未 満 10 7 ．41
1百 万 円以 上 ～　 5百 万 円 未 満 52 38 ．52
5百 万　　　　 ～ 10百 万 円 21 15 ．56
10百 万　　　　 ～ 15百 万 円 15 11 ．11
15百 万　　　　 ～　 20百 万 円 10 7 ．41
20百 万　　　　 ～　 30百 万 円 9 6 ．67
30百 万　　　　 ～　 50百 万 円 12 8 ．89
50百 万　　　　 ～ 100百 万 円 4 2 ．96
100百 万 円以 上 2 1 ．48
合　 計 135 100 ．00
平　 均 13 ．3
－404－
公益法人
金　 額 件　 数 割 合 （％）
1百 万 円 未 満 9 10 ．84
1百 万 円 以 上 ～　 5百 万 円 未 満 42 50 ．60
5百 万　　　　 － 10百 万 円 11 13 ．25
10百 万　　　　 ～ 15百 万 円 4 4 ．82
15百 万　　　　 ～　 20百 万 円 6 7 ．23
20百 万　　　　 ～　 30百 万 円 5 6 ．02
30百 万　　　　 ～　 50百 万 円 5 6 ．02
50百 万　　　　 ～ 100百 万 円 1 1 ．20
100百 万 円 以 上 0 0 ．00
合　 計 83 100 ．00
平　 均 8 ．53
民間機関
金　 額 件　 数 割 合 （％）
1百 万 円 未 満 12 26 ．09
1百 万 円 以 上 ～　 5百 万 円 未 満 18 39 ．13
5百 万　　　　 ～ 10百 万 円 8 17 ．39
10百 万　　　　 ～ 15百 万 円 3 6 ．52
15百 万　　　 ～　 20百 万 円 3 6 ．52
20百 万　　　　 ～　 30百 万 円 2 4 ．35
30百 万　　　　 ～　 50百 万 円 0 0 ．00
50百 万　　　　 ～ 100百 万 円 0 0 ．00
100百 万 円 以 上 0 0 ．00
合　 計 46 100 ．00
平　 均 5 ．09
【間18】　貴研究機関では1992年度にどれだけの共同研究を行いましたか。その件数をご記入
下さい。
実 施 件 数 件　 数 割 合 （％）
0件 139 34 ．32
1件 85 20 ．99
2件 67 16 ．54
3件 22 5 ．43
4件 15 3 ．70
5件 17 4 ．20
6件 15 3 ．70
7件 7 1．73
8件 14 3 ．46
9件 5 1．23
10件 7 1 ．73
11件 以 上 12 2 ．96
合　 計 405 100 ．00
平　 均 2 ．49




平均 研究 予算 総額 件　 数 割 合 （％）
1 ．100万 円以 下 69 27 ．60
2 ．100～500万 円 122 48 ．80
3 ．500～1000 万 円 29 11 ．60
4 ．1000～2000 万 円 18 7 ．20
5 ．2000～5000 万 円 8 3 ．20
6 ．5‾000～ 1億 円 2 0 ．80
7 ．1億 円以 上 2 0 ．80





金　 額 件　 数 割 合 （％）
0 百 万 円 1 3 5 ．8 8
1百 万 円 未 満 2 3 1 0 ．4 1
1 百 万 円 以 上 ～　 5 百 万 円 未 満 9 9 4 4 ．80
5 百 万　　　　 ～ 10 百 万 円 3 5 15 ．84
1 0百 万　　　　 ～ 15 百 万 円 16 7 ．2 4
1 5 百 万　　　　 ～　 2 0 百 万 円 8 3 ．6 2
2 0 百 万　　　　 ～　 3 0 百 万 円 15 6 ．79
3 0 百 万　　　　 ～　 5 0 百 万 円 5 2 ．26
5 0 百 万 円 以 上 7 3 ．17
合　 計 22 1 10 0 ．00
平　 均 8 ．5 1
無 回 答 19 8
2．収　入　経　費
金　 額 件　 数 割 合 （％）
0百 万 円 7 3 3 6 ．14
1 百 万 円 未 満 14 6 ．9 3
1百 万 円 以 上 ～　 5 百 万 円 未 満 6 3 3 1 ．1 9
5百 万　　　　 ～ 1 0 百 万 円 2 2 1 0 ．8 9
1 0百 万　　　　 ～ 15 百 万 円 10 4 ．9 5
1 5百 万　　　　 ～　 2 0 百 万 円 4 1 ．9 8
20 百 万　　　　 ～　 3 0 百 万 円 1 0 4 ．9 5
30 百 万　　　　 ～　 5 0 百 万 円 4 1 ．9 8
5 0百 万 円 以 上 2 0 ．9 9
合　 計 2 0 2 10 0 ．0 0
平　 均 4 ．9 3






共 同 研究 の相 手先 件　 数 割合 （％）
1 ．大学 と 156 38 ．71
2 ．民間 企業 と 214 53 ．10
3 ．国研 と 89 22 ．08
4 ．公設 試 と 332 82 ．38
5 ．その他 の研 究機 関 と 23 5 ．71
6 ．大 学 と民 間企 業 と 53 13 ．15
7 ．大 学 と国 研 と 2 0 ．50
8 ．大 学 と公 設試 と 9 2 ．23
9 ．大 学 とそ の他 の研 究 機関 と 3 0 ．74
10 ．民 間企 業 と国研 と 6 1 ．49
11 ．民 間企 業 と公設 試 と 8 1 ．99
12 ．民 間企 業 とその他 の研 究機 関 と 1 0 ．25
13 ．国研 と公設 試 と 70 17 ．37
14 ．国研 とそ の他 の研 究機 関 と 7 1 ．74
15 ．公設 試 とその他 の研 究機 関 と 6 1 ．49
16 ．そ の他 28 6 ．95




課 題 分 野 件　 数 割 合 （％）
1 ．農 業 一 般 ・作 物 8 3 2 0 ．6 0
2 ．獣 医 ・畜 産 5 0 1 2 ．4 1
3 ．林 業 2 9 7 ．2 0
4 ．水 産 業 3 8 9 ．4 3
5 ．食 品 工 学 3 0 7 ．4 4
6 ．蚕 業 ・繊 維 3 7 9 ．18
7 ．化 学 2 8 6 ．9 5
8 ．医 薬 品 13 3 ．2 3
9 ．原 子 力 ・エネルギ ー 3 0 ．7 4
1 0 ．宇 宙 開 発 1 0 ．2 5
1 1 ．海 洋 開 発 3 0 ．74
1 2 ．バ イオテクノロジ ー 3 8 9 ．4 3
1 3 ．土 木 ・建 設 9 2 ．23
1 4 ．窯 業 18 4 ．4 7
1 5 ．鉄 鋼 ・金 属 工 学 16 3 ．97
1 6 ．新 素 材 3 3 8 ．19
1 7 ．機 械 工 学 2 8 6 ．95
1 8 ．電 子 ・通 信 ・情 報 工 学 3 7 9 ．18
1 9 ．そ の 他 電 気 工 学 4 0 ．99
2 0 ．環 境 ・公 害 6 0 14 ．8 9
2 1 ．公 衆 衛 生 3 2 7 ．94
2 2 ．そ の 他 14 3 ．4 7
合　 計 4 03 1 00 ．00
無 回 答 16
肩407－
共同研究の相手の所在地
県　 名 件　 数 割 合 （％）
1 ．北 海 道 40 9 ．9 3
2 ．青 森 県 23 5 ．7 1
3 ．岩 手 県 8 1 ．9 9
4 ．宮 城 県 1 9 4 ．7 1
5 ．秋 田 県 15 3 ．7 2
6 ．山 形 県 15 3 ．7 2
7 ．福 島 県 3 0 ．74
8 ．茨 城 県 18 4 ．4 7
9 ．栃 木 県 14 3 ．4 7
10 ．群 馬 県 9 2 ．23
11 ．東 京 都 10 2 ．48
12 ．埼 玉 県 38 9 ．4 3
13 ．千 葉 県 44 10 ．9 2
14 ．神 奈 川 県 20 4 ．9 6
1 5 ．新 潟 県 27 6 ．7 0
16 ．富 山 県 16 3 ．9 7
1 7 ．石 川 県 9 2 ．2 3
1 8 ．福 井 県 1 0 2 ．4 8
1 9 ．山 梨 県 17 4 ．2 2
2 0 ．長 野 県 2 3 5 ．7 1
2 1 ．岐 阜 県 3 1 7 ．6 9
2 2 ．静 岡 県 2 1 5 ．2 1
2 3 ．愛 知 県 14 3 ．4 7
2 4 ．三 重 県 14 3 ．4 7
2 5 ．滋 賀 県 5 1 ．2 4
2 6 ．京 都 府 2 4 5 ．9 6
2 7 ．大 阪 府 19 4 ．7 1
2 8 ．兵 庫 県 30 7 ．44
2 9 ．奈 良 県 2 0 ．5 0
3 0 ．和 歌 山 県 24 5 ．9 6
3 1 ．鳥 取 県 2 2 5 ．4 6
32 ．島 根 県 23 5 ．7 1
33 ．岡 山 県 2 1 5 ．2 1
3 4 ．広 島 県 23 5 ．7 1
3 5 ．山 口 県 25 6 ．20
3 6 ．徳 島 県 22 5 ．4 6
3 7 ．香 川 県 16 3 ．9 7
38 ．愛 媛 県 9 2 ，2 3
39 ．高 知 県 12 2 ．9 8
4 0 ．福 岡 県 11 2 ．7 3
4 1 ．佐 賀 県 3 6 8 ．9 3
4 2 ．長 崎 県 11 2 ．7 3
4 3 ．熊 本 県 4 0 ．9 9
4 4 ．大 分 県 10 2 ．4 8
4 5 ．宮 崎 県 6 1 ．4 9
4 6 ．鹿 児 島 県 4 1 10 ．1 7
4 7 ．沖 縄 県 2 1 5 ．2 1





項　　　 目 件　 数 割合 （％）
1 ．貴研 究機 関 の研 究者 の 直接 の働 きかけ 82 32．80
2 ．貴研 究機 関 の仲 介者 を通 じた働 きか け 28 11．20
3 ．貴研 究機 関 の調整 部 門 を使 った働 きか け 33 13．20
4．共 同研 究 の柏 手 か らの直 接 の働 きかけ 76 30．40
5．共 同研 究 の相 手 の仲 介者 を通 じた働 きかけ 19 7．60
6 ．そ の他 12 4 ．80




項　　　 目 件　 数 割合 （％）
1 ．中央行 政機 関 30 56 ．60
2 ．地方行 政機 関 19 35 ．85
3 ．民 間機 関 1 1 ．89
4 ．第 3 セ クター 2 3 ．77
5 ．その他 7 13 ．21
合　 計 53 100 ．00
4．外国人研究者
【間23】　現在貴研究機関にいる外国人研究者の数をご記入下さい。
人　 数 件　 数 割 合 （％）
0人 346 92 ．76
1人 18 4 ．83
2人 5 1 ．34
3人 1 0 ．27
4人 0 0 ．00
5人 1 0 ．27
6人 0 0 ．00
7人 2 0 ．54














































































1 ．基 本 財 産
2 ．資 本 金
内
訳
3 ．地 方 自治 体
4 ．政 策 的 な資 金 番 号
5 ．民 間 資 金





1 ．研 究 費 等 の 予 算 総 額 （1 9 9 2 年 度 ）
2 ．う ち 自主 財 源 分
3 ．う ち 外 部 資 金 分
4 ．国 か ら　　　　　　　　　　　 補 助
（研 究 所 等 を 含 む ）　　　 依 託
5 ．自 治 体 か ら　　　　　　　　 補 助
依 託
6 ．民 間 機 関 か ら　　　　　　　 寄 付
依 託
7 ．公 益 法 人 か ら　　　　　　　 補 助
委 託






1．農 学 ・林 学 11 ．鉄 鋼 ・金 属 工 学
2 ．獣 医 ・畜 産 学 12．新 素 材 ・材 料 工 学
3 ．水 産 学 13．機 械 工 学
4 ．食 品 工 学 14．通 信 ・情 報 工 学
5 ．化 学 15．電 気 ・電 子 工 学
6 ．生 物 科 学 17 ．環 境 ・衛 生
7 ．医 学 ・薬 学 18 ．そ の 他 （具 体 的 に　　 ）
8．土 木 ・建 築
9 ．宇 宙 ・海 洋 開発 19 ．研 究 は 行 って い な い
l












1 ．全 職 員 数
2 ．全 研 究 員 数
3 ．正 式 採 用 人 数
4 ．期 限 付 き採 用 人 数
5 ．外 部 か らの 出 向 者 数　 有 給 者
無 給 者
6．国 立 研 究 機 関 か ら
7．公 設 試 験 研 究 機 関 か ら
8 ．大 学 か ら
9．民 間 企 業 か ら
10 ．そ の 他 か ら （具 体 的 に　　 ）





1 ． 2 5歳 未 満
2 ． 2 5歳 以 上 ～ 3 5歳 未 満
3 ． 3 5歳　　 ～ 4 5歳
4 ． 4 5歳　　 ～ 5 5歳
5 ． 5 5歳 以 上








1 ．大 学 院 博 士 課 程 卒
2 ．大 学 院 修 士 課 程 卒
3 ．大 学 学 部 卒
4 ．高 等 学 校 、高 専 、 短 大 卒








2 ．300万以上 ～3 50万円 未満
3 ．350万　　 ～400万円









研究 実 施 の形 態 回 答欄
1．自 ら研 究 を実施 して いる
2．外部 に委託 して い る





























1 ．機 器 ・製 品 開 発 等
2 ．技 術 指 導 ・相 談
3 ．依 頼 検 査 ・試 験




1 ．研 究 論 文 学 会 等 発 表













l 他 機関 か ら 他 機関へ
1 ．国 立 研 究 機 関
2 ．公 設 試 験 研 究 機 関
3 ．大 学
4 ．民 間 企 業 1
5 ．産 官 学 共 同の 研 究 機 関
6 ．産 官 共 同 の 研 究 機 関
7 ．複 数 企 業 共 同 の 研 究 機 関
8 ．特 殊 法 人 の 研 究 機 関

































予算区分 1 ．は　 い
2 ．い い え




金額および比率 金　 額（百万円） ％







1 ．100万円以 下 5．2000～5000万 円
2 ．100～500万 円 6．5000 ～1億円
3 ．500 ～1000万 円 7 ．1億 円以 上
l




1 ．支　 出　 経　 費





共 同研 究 の相 手 件　 数 都道 府県名 課題分 野
1．大学 と
2．民 間企 業 と
3．国研 と
4．公設試 と
5．その他 の研 究機 関 と
6．大 学 と民 間企業 と
7．大 学 と国研 と
8．大学 と公設 武 と
9．大学 とそ の他の研 究機 関 と
10 ．民 間企 業 と国研 と
11．民 間企業 と公設 武 と
12．民 間企業 とその 他 の研 究 機関 と
13．国研 と公 設 武 と
14．国研 とその 他 の研究機 関 と
15．公設 誌 とそ の他 の研究 機 関 と















































































2．地 方 行政 機関
3 ．民間 機 関
4 ．第 3 セ クター






1 ． 1カ月 未 満
2 ． 1カ月 以 上 ～ 3 カ月 未 満
3 ． 3カ月　　 ～ 1 年
4 ． 1年　　 ～　 2 年





在任期間 1カ月 1カ月 3カ月 1年 通常























設立 年 月 日 件　 数 割合 （％）









1993年 5 4 ．46
1994年 2 1．79






組織改編 件　 数 割合（％）
はい 24 22．02
いいえ 85 77 ．98
合　 計 109 100 ．00
無 回答 3
再編成実施（予定）年度
実 施 年 度 件　 数 割 合 く％）
19台7年 1 4 ．35
1988年 0 0 ．00
1989年 1 4 ．35
1990年 2 8 ．70
199 1年 1 4 ．35
1992 年 1 4 ．35
1993年 5 21 ．74
1994 年 4 17 ．39
1995 年 6 26 ．．09
1996 年 2 8 ．70
合　 計 23 100 ．00





金　 額 件　 数 割 合 （％）
50百 万 円未 満 12 15 ．58
50百 万 円以上 ～　 100 百万 円未 満 2 2 ．60
100 百万　　　　 ～　 200 百万 円 9 11 ．69
200 百万　　　　 ～　 300百 万 円 5 6 ．49
300百 万　　　　 ～　 500百万 円 7 9 ．09
500百 万　　　 ～ 1000百万 円 11 14 ．29
1000百 万　　　　 ′－　2000百 万 円 16 20 ．78
2000百万　　　　 ～　 5000百 万 円 10 12 ．99
5000百 万　　　　 ～ 10000百 万 円 4 5 ．19
10000百万 円以 上 1 1 ．30
合　 計 77 100 ．00
平　 均 1687 ．90
な し及 び無 回答 36
2．資本金
金　 額 件　 数 割 合 （％）
300百 万 円 未 満 1 2 ．44
300百 万 円 以 上 ～　 500百 万 円未 満 4 9 ．76
500．百 万　　　　 ～ 1000百 万 円 7 17 ．07
1000百 万　　　　 ～　 2000百 万 円 10 24 ．39
2000百 万　　　　 ～　 5000百 万 円 11 26 ．83
5000百 万　　　　 ～ 10000百 万 円 5 12 ．20
10000百 万 円 以 上 3 7 ．32
合　 計 41 100 ．00
平　 均 3967 ．42
な し及 び 無 回 答 72
3．地方自治体
金　 額 件　 数 割 合 （％）
20百 万 円未満 7 7 ．87
20百 万 円以上 ～　　 50百万 円未 満 7 7 ．87
50百 万　　　　 ～　 100百万 円 9 10 ．11
100百 万　　　　 ～　 200 百万 円 10 11 ．24
200百万　　　　 ～　 300百 万 円 2 2 ．25
300百万　　　　 ～　 500百 万 円 10 11 ．24
500百万　　　　 ′－ 1000百 万 円 14 15 ．73
1000百 万　　　　 －　 2000百 万 円 19 2 1．35
2000 百万　　　 ～　 5000百 万 円 9 10 ．11
5000百 万 円以 上 2 2 ．25
合　 計 89 100 ．00
平　 均 916 ．53






新エネルギー ・産業技術総 合開発機構 （N E D O ）
件　 数　　　　　　　　　　 3件









平　 均　　　　　　 1375 ．00百万円
5．民間資金
金　 額 件　 数 割 合 （％）
20百 万 円 未 満 7 8．75
20百 万 円 以 上 ～　　 50百 万 円 未 満 3 3 ．75
50百 万　　　　 ～　 100百 万 円 6 7 ．50
100百 万　　　　 ～　 200百 万 円 14 17 ．50
200百 万　　　　 ～　 300百 万 円 11 13 ．75
300百 万　　　　 ～　 500百 万 円 13 16 ．25
500百 万　　　　 ～ 1000 百 万 円 10 12 ．50
1000百 万　　　　 ～　 2000 百 万 円 7 8 ．75
2000百 万　　　　 ～　 500．0百 万 円 5 6 ．25
5000百 万 円 以 上 4 5 ．00
合　 計 80 100 ．00
平　 均 1017 ．98
な し及 び 無 回 答 33
6．その他
金　 額 件　 数 割 合 （％）
20百 万 円未満 5 19 ．23
20百 万 円以 上～　　 50百 万 円未 満 5 19 ．23
50百万　　　　 ～　 100百 万 円 0 0．00
100百 万　　　　 ～　 200百 万 円 2 7．69
200百 万　　　　 ～　 300百 万 円 1 3．85
300百 万　　　　 ～　 500百 万 円 3 11．54
500百万　　　　 ～ 1000百 万 円 9 34 ．62
1000百 万 円以 上 1 3．85
合　 計 26 100 ．00
平　 均 309 ．17






金　 額 件　 数 割 合 （％）
5百 万 円未満 7 8 ．86
5百 万 円以上 ～　 10百 万 円未 満 3 3 ．80
10百 万　　　　 ～　 20百 万 円 7 8 ．86
20百 万　　　　 ～　 50百 万 円 15 18 ．99
50 百万　　　　 ～ 100百 万 円 10 12 ．66
100 百万　　　　 ～　 200百 万 円 15 18 ．99
200百万　　　　 ～　 500百 万 円 9 11 ．39
500百万　　　　 ～ 1000百 万 円 5 6 ．33
1000百万 円以上 8 10 ．13
合　 計 79 100 ．00
平　 均 625 ．67
な し及 び無 回答 34
2．自主財源分
金　 額 件　 数 割 合 （％）
5百 万 円未満 8 13 ．56
5百 万 円以上 ～　 10百 万 円未満 3 5 ．08
10百万　　　　 ～　 20百 万 円 10 16 ．95
20百万　　　　 ～　 50百 万 円 13 22 ．03
50百 万　　　　 ～ 100百 万 円 12 20 ．34
100百 万　　　　 ～　 200百 万 円 6 10 ．17
200百 万　　　　 ～　 500百 万 円 5 8 ．47
500百 万　　　　 ～1000百 万 円 1 1 ．69
1000百 万 円以上 1 1 ．69
合　 計 59 100 ．00
平　 均 417 ．25
な し及 び無 回答 54
3．外部資金分
金　 額 件　 数 割 合 （％）
5百 万 円 未 満 2 3．85
5百 万 円 以 上 ～　 10百 万 円 未 満 5 9．62
10百 万　　　　 ～　 20 百 万 円 5 9．62
20百 万　　　　 ～　 50百 万 円 9 17 ．31
50百 万　　　　 ～ 100百 万 円 6 11．54
100百 万　　　　 ～　 200百 万 円 10 19 ．23
200百 万　　　　 ～　 500百 万 円 4 7 ．69
500百 万　　　　 ～ 1000百 万 円 5 9 ．62
1000百 万 円 以 上 6 11．54
合　 計 52 100 ．00
平　 均 478．38




研 究 分 野 件　 数 割 合 （％）
1 ．農 学 ・林 学 6 5 ．45
2 ．獣 医 ・畜 産 学 0 0 ．00
3 ．水 産 学 2 1 ．82
4 ．食 品 工 学 6 5 ．45
5 ．化 学 4 3 ．64
6 ．生 物 科 学 8 7 ．27
7 ．医 学 ・薬 学 5 4 ．55
8 ．土 木 ・建 築 1 0 ．91
9 ．宇 宙 ・海 洋 開 発 0 0 ．00
10 ．原 子 力 ・エ ネ ル ギ ー 0 0 ．00
11 ．鉄 鋼 ・金 属 工 学 1 0 ．91
12 ．新 素 材 ・材 料 工 学 8 7 ．27
13 ．機 械 工 学 6 5 ．45
14 ．通 信 ・情 報 工 学 7 6 ．36
15 ．電 安い　 電 子 工 学 8 7 ．27
16 ．環 境 ・衛 生 1 0 ．9 1
17 ．そ の 他 9 8 ．18
18 ．研 究 は 行 っ て い な い 65 59 ．09
合　 計 110 100 ．00
無 回 答 3
【問111992年度（平成4年度）における貴研究機関の職員構成についてお答え下さい。
1．全職員数
人　 数 件　 数 割合 （鴛）
10人 未満 4 9 ．30
10人 以上～ 15 人未満 15 34 ．88
15人　　 ～　 20人 4 9 ．30
20人　　 ～　 30人 10 23 ．26
30人　　 ～　 50人 3 6 ．98
50人　　 ～100人 4 9 ．30
100人 以 上 3 6 ．98
合　 計 43 100 ．00




人　 数 件　 数 割 合 （％）
5人 未 満 13 30 ．95
5人 以 上 ～ 10人 未 満 10 23 ．81
10人　　 ～ 15人 8 19 ．05
15人　　 ～　 20人 2 4 ．76
20人　　 ～　 30人 3 7 ．14
30人　　　 ～　 50人 1 2 ．38
50人　　 ～ 100人 3 7 ．14
100人 以 上 2 4 ．76
合　 計 42 100 ．00
平　 均 20 ．90
無 回 答 6
3．研究補助員
人　 数 件　 数 割 合 （Ⅹ）
0人 7 30 ．43
1人 2 8 ．70
2人 3 13 ．04
3人 3 13 ．04
4人 2 8 ．70
5人 以 上 ～ 10人 未 満 2 8 ．70
10人 以 上 4 17 ．39
合　 計 23 100 ．00
平　 均 6 ．22
【問2】　1992年度における研究職員の年齢構成についてお答え下さい。
1．25歳未満
構成 比 件　 数 割 合 （％）
0 ％ 32 76 ．19
0　 ～ 10％ 3 7 ．14
10　 ～　 20％ 3 7 ．14
20　 ′｝　30％ ．4 9 ．52
30　 ～　 40％ 0 0 ．00
40　 ～　 50 ％ 0 0 ．00
50　 ～　 60 ％ 0 0 ．00
60　 ′｝　70 ％ 0 0 ．00
70　 ～　 80 ％ 0 0 ．00
80　 ～　 90 ％ 0 0 ．00
90　 ～ 100 ％ 0 0 ．00
100 ％ 0 0 ．00




構成 比 件　 数 割 合 （％）
0 ％ 9 21 ．43
0　 ～ 10 ％ 1 2 ．38
10　 ～　 20 ％ 1 2 ．38
20　 ～　 30 ％ 2 4 ．76
30　 ～　 40 ％ 7 16 ．67
40　 ～　 50 ％ 6 14 ．29
50　 ～　 60 ％ 5 11 ．90
60　 ～　 70％ 3 7 ．14
70　 ～　 80％ 2 4 ．76
80　 ～　 90 ％ 2 4 ．76
90　 ～100 ％ 0 0 ．00
100 ％ 4 9 ．52
合　 計 42 100 ．00
無 回答 6
3．35歳以上　～45歳未満
構 成 比 件　 数 割 合 （％）
0 ％ 13 30 ．95
0　 ～ 10 ％ 0 0 ．00
10　 ′｝　 20 ％ 7 16 ．67
20　 ～　 30 ％ 6 14 ．29
30　 ～　 40 ％ 4 9 ．52
40　 ～　 50 ％ 5 11 ．90
50　 ～　 60 ％ 5 11 ．90
60　 ～　 70 ％ 0 0 ．00
70　 ～　 80％ 1 2 ．38
80　 ～　 90％ 0 0 ．00
90　 ～ 100 ％ 0 0 ．00
100 ％ 1 2 ．38
合　 計 42 100 ．00
無 回 答 6
4．45歳以上　～55歳未満
構 成 比 件　 数 割 合 （％）
0 ％ 14 33 ．33
0　 ～ 10％ 4 9 ．52
10　 ～　 20％ 13 30 ．95
20　 ～　 30 ％ 6 14 ．29
30　 ～　 40％ 3 7 ．14
40　 ～　 50％ 0 0 ．00
50　 ～　 60 ％ 1 2 ．38
60　 ～　 70 ％ 0 0 ．00
70　 ～　 80％ 0 0 ．00
80　 ～　 90％ 0 0 ．00
90　 ～ 100 ％ 0 0 ．00
100 ％ 1 2 ．38
合　 計 42 100 ．00
無 回 答 6
－435－
5．55歳以上
構 成 比 件　 数 割 合 （％）
0％ 19 45 ．24
0　 ～ 10 ％ 5 11 ．90
10　 ～　 20 ％ 9 21 ．43
20　 ～　 30 ％ 2 4 ．76
30　 ～　 40 ％ 1 2 ．38
40 －　～　 50 ％ 0 0 ．00
50　 ～　 60 ％ 1 2 ．38
60　 ～　 70 ％ 2 4 ．76
70　 ～　 80 ％ 0 0 ．00
80　 ～　 90 ％ 1 2 ．38
90　 ～ 100 ％ 0 0 ．00
100 ％ 2 4 ．76
合　 計 42 100 ．00
無 回 答 6
【問3】1992年度における研究職員の平均年齢についてお答え下さい。
平均 年 齢 件　 数 割 合 （％）
30歳 未満 4 9．52
30歳以 上～35歳 未満 11 26．19
35歳　　 ～40歳 9 21．43
40歳　　 ～45歳 9 21 ．43
45歳　　 ～50歳 2 4．76
50歳 以上 7 16 ．67
合　 計 42 100．00




構成 比 件　 数 割合 （％）
0％ 22 52 ．38
0　 ～ 10 ％ 4 9 ．52
10　 ～　 20％ 6 14 ．29
20　 ～　 30 ％ 5 11 ．90
30　 ～　 40 ％ 1 2 ．38
40　 ～　 50 ％ 1 2 ．38
50　 ～　 60 ％ 2 4 ．76
60　 ～　 70 ％ 0 0 ．00
70　 ～　 80 ％ 0 0 ．00
80　 ～　 90 ％ 0 0 ．00
90　 ～100 ％ 1 2 ．38
100 ％ 0 0 ．00




構成 比 件　 数 割合 （％）
0％ 10 23 ．81
0　 ～ 10 ％ 3 7 ．14
10　 ～　 20 ％ 7 16 ．67
20　 ～　 30 ％ 7 16 ．67
30　 ～　 40％ 5 11 ．90
40　 ～　 50 ％ 3 7 ．14
50　 ～　 60 ％ 2 4 ．76
60　 ～　 70％ 2 4 ．76
70　 ～　 80 ％ 1 2 ．38
80　 ～　 90 ％ 0 0 ．00
90　 ～ 100 ％ 0 0 ．00
100 ％ 2 4 ．76
合　 計 42 100 ．00
無 回答 6
3．大学学部卒
構 成 比 件　 数 割 合 （％）
0 ％ 2 4 ．76
0　 ～ 10 ％ 1 2 ．38
10　 ～　 20 ％ 2 4 ．76
20　 ～　 30 ％ 3 7 ．14
30　 ～　 40 ％ 8 19 ．05
40　 ～　 50 ％ 4 9 ．52
50　 ～　 60 ％ 5 11 ．90
60　 ・～　 70 ％ 4 9 ．52
70　 ～　 80 ％ 3 7 ．14
80　 ～　 90 ％ 2 4 ．76
90　 ～ 100 ％ 0 0 ．00
100 ％ 8 19 ．05
合　 計 42 100 ．00
無 回 答 6
4．高等学校、高専、短大卒
構 成 比 件　 数 割 合 （％）
0％ 28 66 ．67
0　 ～ 10 ％ 2 4 ．76
10　 ～　 20 ％ 1 2 ．38
20　 ～　 30 ％ 6 14 ．29
30　 ～　 40 ％ 3 7 ．14
40　 ～　 50 ％ 0 0 ．00
50　 ～　 60 ％ 2 4 ．76
60　 ～　 70 ％ 0 0 ．00
70　 ～　 80 ％ 0 0 ．00
80　 ～　 90 ％ 0 0 ．00
90　 ～ 100 ％ 0 0 ．00
100％ 0 0 ．00




構成 比 件　 数 割合 （％）
0％ 42 100 ．00
0　 ～ 10％ 0 0 ．00
10　 ～　 20％ 0 0．00
20　 ～　 30％ 0 0 ．00
30　 ～　 40％ 0 0 ．00
40　 ～　 50％ 0 0 ．00
50　 ～　 60％ 0 0 ．00
60　 ～　 70％ 0 0 ．00
70　 ～　 80％ 0 0．00
80　 ～　 90％ 0 0 ．00
90　 ～ 100％ 0 0 ．00
100％ 0 0．00
合　 計 42 100．00
無 回答 6
【問5】　1992年度時点における貴研究機関内での博士号既取得者の数をご記入下さい。
取得 者 数 件　 数 割合 （％）
0 人 14 34 ．15
1 9 21 ．95
2 2 4 ．88
3 7 17 ．07
4 1 2 ．44
5 2 4 ．88
6人以 上 6 14 ．63
合　 計 41 100 ．00




給 与 支給 総 額 件　 数 割 合 （％）
1 ．300万 円未 満 1 3 ．33
2 ．300万以 上 ～350 万 円未満 3 10 ．00
3 ．350万　　 ～400 万 円 5 16 ．67
4 ．400万　　　 ～450 万 円 7 23 ．33
5 ．450万　　　 ～500 万 円 5 16 ．67
6 ．500万　　 ～550 万 円 3 10 ．00
7 ．550万　　 ～600 万 円 1 3 ．33
8 ．600万 円以 上 5 16 ．67






研 究 実 施 の 形 態 件　 数 割 合 （％）
1 ．自 ら研 究 を実 施 して い る 45 41 ．67
2 ．外 部 に 委 託 して い る 32 29 ．63
3 ．研 究 は 行 って い な い 40 37 ．04
合　 計 108 100 ．00




委 託件 数 件 数 割 合 （％）
1件 7 22 ．58
2件 8 25 ．81
3件 3 9 ．68
4件 1 3 ．23
5件以 上～ 10件未 満 7 22 ．58
10件 以上 5 16 ．13
合　 計 31 100 ．00
平　 均 4 ．52
無 回答 1
外部委託費の総額
委 託 経 費 総 額 件 数 割 合 （％）
5百 万 円未 満 8 25 ．00
5百 万 円 以 上 ～ 10百 万 円 未 満 5 15 ．63
10百 万　　　　 ～ 20百 万 円 4 12 ．50
20百 万　　　　 ～ 50百 万 円 6 18 ．75
50百 万　　　　 ～ 100 百 万 円 3 9 ．38
100百 万　　　　 ～ 500百 万 円 4 12 ．50
500百 万 円以 上 2 6 ．25
合　 計 32 100 ．00






件　 数 割 合 （％）
所　 有 37 43．53
借　 用 49 57．65




件　 数 割 合 （％）
所　 有 45 78 ．95
借　 用 17 29 ．82





計 測 及 び 試 験 機 器 類 件　 数 割 合 （％）
0点 6 15 ．38
1点 以 上 ～　 5点 未 満 19 48 ．72
5点　　 ～ 10点 9 23 ．08
10点　　 ～ 15点 1 2 ．56
15点　　 ～　 20点 0 0 ．00
20点　　 ～　 30点 3 7 ．69
30点 以 上 1 2 ．56
合　 計 39 100 ．00
平　 均 5 ．62
2．取得価格1000万円以上～5000万円未満
計 測 及 び 試 験 機 器 類 件　 数 割 合 （％）
0点 9 23 ．68
1点 以 上 ～　 5点 未 満 17 44 ．74
5点　　 ～ 10点 6 15 ．79
10点　　 ～ 15点 3 7 ．89
15点　　 ～　 20点 0 0 ．00
20点　　 ～　 30点 1 2 ．63
30点 以 上 2 5 ．26
合　 計 38 100 ．00
平　 均 5 ．61
3．取得価格5000万円以上～　1億円未満
計測 及 び試験 槻 器類 件　 数 割 合 （％）
0点 22 68 ．75
1点 以上 ～　 5点未 満 6 18 ．75
5点　　 ～ 10点 3 9 ．38
10点　　　 ～ 15点 1 3 ．13
15点　　 ～　 20点 0 0 ．00
20点　　 ～　 30点 0 0 ．00
30点 以上 0 0 ．00
合　 計 32 100 ．00
平　 均 1 ．31
－440－
4．取得価格1億円以上
計 測及 び試験 機 器類 件　 数 割 合 （％）
0点 25 83 ．33
1点 以 上～　 5点未 満 4 13 ．33
5点　　 ～ 10点 0 0 ．00
10点　　 ′｝ 15点 1 3 ．33
15点　　 ～　 20点 0 0 ．00
20点　　 ～　 30点 0 0．00
30点 以上 0 0．00





件　 数 割 合 （％）
0件 8 36 ．36
1件 以上～　 5件 未満 9 40 ．91
5件　　 ～ 10件 3 13 ．64
10件 以 上 2 9 ．09
合　 計 22 100 ．00
平　 均 3 ．23
2．技術指導・相談
件　 数 割 合 （％）
0件 3 12 ．50
1件 以 上 ～　 10件 未 満 2 8 ．33
10件　　　 ～　　 20件 6 25 ．00
20件　　 ～　　 50件 3 12 ．50
50件　　 ～　 100件 5 20 ．83
100件　　 ～　 500件 4 16 ．67
500件 以 上 1 4 ．17
合　 計 24 100 ．00
平　 均 130 ．00
3．依頼検査・試験
件　 数 割 合 （％）
0件 9 40 ．91
1件 以 上 ～　 10件 未 満 4 18 ．18
10件　　 ～　　 20件 2 9 ．09
20件　　 ～　　 50件 2 9 ．09
50件　　 ～　 100件 1 4 ．55
100 件　　 ～　 500件 1 4 ．55
500 件　　 ′｝ 1000件 2 9 ．09
1000件 以 上 1 4 ．55
合　 計 22 100 ．00
平　 均 846 ．91
－441－
4．その他
その他件数 件　 数 割合 （％）
0件 5 29 ．41
1件以上～　 10件未満 5 29 ．41
10件　　 ～　　 50件 3 17 ．65
50件　　 ～　 100件 2 11．76
100件以上 2 11．76





件　 数 割 合 （％）
0件 10 30 ．30
1件 以上 ～ 10件未 満 9 27 ．27
10件　　 ～　 50件 7 21 ．21
50件　　 ～ 100件 1 3 ．03
100件　　 ～500件 3 9 ．09
500件 以上 3 9 ．09
合　 計 33 100 ．00
平　 均 85 ．42
2．特許・新品種登録等
件　 数 割 合 （％）
0件 14 53 ．85
1 1 3 ．85
2 6 23 ．08
3 2 7 ．69
4 2 7 ．69
5件 以 上 1 3 ．85
合　 計 26 100 ．00
平　 均 1 ．38
3．研究管理
【問13】　貴研究機関の研究運営について、該当する箇所に○印をご記入下さい。
運 営形 態 件　 数 割 合 （％）
1 ．プ ロ ジェ ク ト単位 17 38 ．64
2 ．研 究室 単位 9 20 ．45
3 ．1 と 2 の併 用 15 34 ．09
4 ．その他 3 6 ．82







人　 数 件　 数 割 合 （％）
0人 23 57 ．50
1 6 15 ．00
2 2 5 ．00
3 1 2 ．50
4 0 0 ．00
5人 以 上 8 20 ．00
合　 計 40 100 ．00
平　 均 5 ．30
無 回答 8
他機関へ
人　 数 件　 数 割 合 （％）
0人 28 70 ．00
1 2 5 ．00
2 3 7 ．50
3 2 5 ．00
4 0 0 ．00
5 人 以 上 5 12 ．50
合　 計 40 100 ．00
平　 均 3 ．58




項　 目 件　 数 割 合 （％）
1 ．国 立 研 究 機 関 へ の 派 遣 研 修 6 18 ．18
2 ．大 学 へ の 派 遣 研 修 7 21 ．21
3 ．民 間 研 究 機 関 へ の 派 遣 研 修 5 15 ．15
4 ．学 会 等 へ の派 遣 、 お よ び 論 文 発 表 の 奨 励 30 90 ．91
5 ．学 位 取 得 の奨 励 9 27 ．27
6 ．そ の 他 3 9 ．09
合　 計 33 100 ．00
無 回 答 15
ー443－
主任研究員クラス
項　 目 件　 数 割合 （％）
1 ．国立 研究 機 関 への派 遣 研修 0 0 ．00
2 ．大学 へ の派 遣研 修 0 0 ．00
3 ．民 間研 究機 関へ の派 遣 研修 1 3 ．85
4 ．学会 等 へ の派遣 、 お よび論 文発 表 の奨励 23 88 ．46
5 ．学 位取得 の奨励 9 34 ．62
6 ．その他 2 7 ．69
合　 計 26 100 ．00
無 回答 22
研究部長クラス
項　 目 件　 数 割合 （％）
1 ．国立研 究機 関 への派 遣 研修 0 0 ．00
2 ．大 学 への派 遣研 修 0 0 ．00
3 ．民間研 究機 関 へ の派遣 研修 0 0 ．00
4 ．学会 等へ の派 遣、 お よび論文 発表 の奨 励 14 93 ．33
5 ．学位 取得 の奨 励 1 6 ．67
6 ．そ の他 2 13 ．33




項　　　 目 件　 数 割合 （％）
1．特 に考．えて いな い 3 6．98
2．研 究者 へ のテ ーマ決 定 ・変 更等 の意 志決定 権限 の委譲 3 6 ．98
3．研 究経 費 の増大 10 23 ．26
4．研 究人 員 の増大 11 25 ．58
5．研 究人 員 の若返 り 2 4 ．65
6．研 究者 の流 動化 ・他 の研 究機 関 との 人事交流 22 51．16
7．研 究者 の教 育 ・訓 練 14 32．56
8．給与 ・賞 与等 の報 酬 の改 善 3 6．98
9．表彰 制度 の充 実 2 4．65
10．ポ ス ト等 の処遇 上 の改 善 2 4．65
11．勤 務 時間 ・就 業規 則等 の労 務管 理面 で の改善 4 9．30
12 ．研 究設備 の充実 25 58．14
13 ．情 報 イ ンフ ラの整備 10 23．26
14．そ の他 2 4 ．65







項　 目 件　 数 割 合 （％）
1 ．は　　 い 3 7 ．14
2 ．い いえ 39 92 ．86
合　 計 42 100 ．00
無 回答 6
研究評価による傾斜配算方式の採用の有無
項　 目 件　 数 割 合 （％）
1 ．は　　 い 2 5 ．00
2 ．いいえ 38 95 ．00




実 施 件 数 件　 数 割 合 （％）
0件 12 29 ．27
1件 5 12 ．20
2件 8 19 ．51
3件 5 12 ．20
4件 1 2 ．44
5件 以 上 ～ 10件 未 満 5 12 ．20
10件 以 上 5 12 ．20
合　 計 41 100 ．00
平　 均 3 ．66
無 回 答 7
【問191　その共同研究の平均研究予算総額（人件費は除く）はどのくらいですか。該当する
箇所に○印をご記入ください。
平均研 究予 算総 額 件　 数 割 合 （Ⅹ）
1 ．100万 円以下 4 14 ．29
2 ．100～ 500万 円 9 32 ．14
3 ．500～ 1000万 円 7 25 ．00
4 ．1000～ 2000万 円 3 10 ．71
5 ．2000～ 5000万 円 2 7 ．14
6 ．5000～ 1億 円 1 3 ．57
7 ．1億 円以 上 2 7 ．14






金　 額 件　 数 割 合 （％）
0 百 万 円 1 4 ．00
5 百 万 円 未 満 9 3 6 ．00
5百 万 円 以 上 ～ 10 百 万 円 未 満 2 8 ．00
1 0百 万　　　　 一一　 2 0 百 万 円 4 16 ．00
2 0 百 万　　　　 ～　 5 0 百 万 円 3 1 2 ．00
5 0百 万　　　　 へ′10 0 百 万 円 4 1 6 ．00
1 0 0 百 万 円 以 上 2 8 ．00
合　 計 2 5 10 0 ．00
平　 均 4 1 ．32
無 回 答 23
2．収　入　経　費
金　 額 件　 数 割 合 （％）
0 百 万 円 7 3 0 ．43
5 百 万 円 未 満 5 2 1 ．74
5 百 万 円 以 上 ～ 1 0 百 万 円 未 満 1 4 ．35
10 百 万　　　　 ～　 2 0 百 万 円 1 4 ．35
2 0 百 万　　　　 ～　 5 0 百 万 円 5 2 1 ．74
5 0 百 万　　　　 ～ 1 0 0 百 万 円 2 8 ．70
10 0 百 万 円 以 上 2 8 ．70
合　 計 2 3 10 0 ．00
平　 均 4 1 ．74






共 同研 究の相 手 先 件　 数 割合 （％）
1 ．大 学 と 10 24 ．39
2 ．民 間企 業 と 14 34 ．15
3 ．回研 と 3 7 ．32
4 ．公 設試 と 4 9 ．76
5 ．そ の他 の研 究機 関 と 0 0 ．00
6 ．大学 と民間 企 業 と 4 9 ．76
7 ．大学 と国研 と 0 0 ．00
8 ．大 学 と公 設 試 と 0 0 ．00
9 ．大 学 とその他 の研 究機 関 と 0 0 ．00
10 ．民 間企 業 と国研 と 1 2 ．44
11 ．民 間企 業 と公 設試 と 1 2 ．44
12 ．民 間企 業 とその他 の研 究機 関 と 0 0 ．00
13 ．国研 と公設 試 と 0 0 ．00
14 ．国研 とそ の他 の研 究機 関 と 0 0 ．00
15 ．公 設試 とそ の他 の研 究機 関 と 0 0 ．00
16 ．そ の他 9 2 1 ．95




課 題 分 野 件　 数 割 合 （％）
1 ．農 業 一 般 ・作 物 1 2 ．44
2 ．獣 医 ・畜 産 0 0 ．00
3 ．林 業 0 0 ．00
4 ．水 産 業 0 0 ．00
5 ．食 品 工 学 2 4 ．88
6 ．蚕 業 ・繊 維 0 0 ．00
7 ．化 学 1 2 ．44
8 ．医 薬 品 1 2 ．44
9 ．原 子 力 ・エネルギ 細 0 0 ．00
10 ．宇 笛 開 発 0 0 ．00
11．海 洋 開 発 0 0 ．00
12 ．バ イオテクノロジ 胃 3 7 ．32
13 ．土 木 ・建 設 0 0 ．00
14 ．窯 業 1 2 ．44
15 ．鉄 鋼 ・金 属 工 学 1 2 ．44
16 ．新 素 材 6 14 ．63
17 ．機 械 工 学 2 6 ．95
18 ．電 子 ・通 信 ・情 報 工 学 5 12 ．20
19 ．そ の 他 電 気 工 学 0 0 ．00
20 ．環 境 ・公 害 0 0 ．00
21．公 衆 衛 生 0 0 ．00
22 ．そ の 他 3 7 ．32




県　 名 件　 数 割 合 （％）
1 ．北 海 道 1 2 ．4 4
2 ．青 森 県 0 0 ．0 0
3 ．岩 手 県 0 0 ．0 0
4 ．宮 城 県 1 2 ．44
5 ．秋 田 県 1 2 ．44
6 ．山 形 県 0 0 ．00
7 ．福 島 県 0 0 ．0 0
8 ．茨 城 県 2 4 ．8 8
9 ．栃 木 県 0 0 ．0 0
1 0 ．群 馬 県 0 0 ．0 0
1 1 ．東 京 都 7 17 ．0 7
12 ．埼 玉 県 1 2 ．4 4
13 ．千 葉 県 1 2 ．4 4
14 ．神 奈 川 県 3 7 ．3 2
15 ．新 潟 県 1 2 ．4 4
16 ．富 山 県 0 0 ．0 0
17 ．石 川 県 0 0 ．0 0
1 8 ．福 井 県 1 2 ．4 4
19 ．山 梨 県 0 0 ．00
2 0 ．長 野 県 0 0 ．00
2 1 ．岐 阜 県 0 0 ．0 0
2 2 ．静 岡 県 3 7 ．32
2 3 ．愛 知 県 3 7 ．3 2
2 4 ．三 重 県 0 0 ．00
2 5 ．滋 賀 県 2 4 ．88
2 6 ．京 都 府 2 4 ．3 8
2 7 ．大 阪 府 2 4 ．8 8
2 8 ．兵 庫 県 1 2 ．4 4
2 9 ．奈 良 県 0 0 ．00
3 0 ．和 歌 山 県 0 0 ．00
3 1 ．鳥 取 県 0 0 ．00
3 2 ．島 根 県 0 0 ．0 0
3 3 ．岡 山 県 1 2 ．4 4
3 4 ．広 島 県 0 0 ．0 0
3 5 ．山 口 県 0 0 ．0 0
3 6 ．徳 島 県 1 2 ．4 4
3 7 ．香 川 県 0 0 ．0 0
3 8 ．愛 媛 県 1 2 ．4 4
3 9 ．高 知 県 0 0 ．0 0
4 0 ．福 岡 県 0 0 ．0 0
4 1 ．佐 賀 県 0 0 ．0 0
4 2 ．長 崎 県 0 0 ．0 0
4 3 ．熊 本 県 0 0 ．0 0
4 4 ．大 分 県 0 0 ．0 0
4 5 ．宮 崎 県 2 4 ．8 8
4 6 ．鹿 児 島 県 0 0 ．0 0
4 7 ．沖 縄 県 0 0 ．0 0




項　　　 目 件　 数 割合（％）
1：凄 研究機関の研究者の直接の働 きかけ 10 37．04
2 ．貴研究機関の仲介者を通 じた働 きかけ 1 3．70
3．貴研究機関の調整部門を使 った働 きかけ 7 25．93
4．共同研究の相手か らの直接 の働 きかけ 7 25．93
5．共同研究の相手の仲介者 を通 じた働 きかけ 1 3．70
6．その他 1 3 ．70




項　　　 目 件　 数 割 合 （％）
1．中央行政 機 関 0 0 ．00
2 ．地方 行政 機 関 1 50 ．00
3 ．民 間機 関 0 0 ．00
4 ．第 3 セ ク ター 0 0．00
5 ．その他 1 50 ．00
合　 計 2 100．00
4．外国人研究者
【問23】　現在貴研究機関にいる外国人研究者の数をご記入下さい。
人　 数 件　 数 割 合 は ）
0人 31 73 ．81
1人 7 16 ．67
2人 1 2 ．38
3人 1 2 ．38
4人 1 2 ．38
5人 以 上 1 2 ．38
合　 計 42 100 ．00
平　 均 1 ．33
無 回答 6
ー449－

日、‾‥、、、1、1
1
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